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2 高等専門学校50年の歩み

【明石】上：昭和 37 年、工事中の本校舎　
下：正門から現在の校舎を望む

【新居浜】春、桜並木を歩く学生たち

【群馬】学校敷地内にある西湖（正観寺沼）は市民の憩いの場

【富山・本郷キャンパス】上空から見た校舎

【岐阜】４月、新入生を迎える満開のしだれ桜

【鹿児島】改修工事を終えたばかりの正門から

【北九州】南国の情緒あふれる正門付近
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【香川・詫間キャンパス】学生たちの登
下校を見守る石碑

【奈良】「飛行機のある学校」として市
民からも親しまれている

上【松江】アメニティー＆コミュニケーション
の空間「学びの庭（アーケード）」
左【弓削商船】救命艇やカッターなどを収容
する実習船係留場

上【木更津】創設後の宅地造成により学校周
辺は住宅街に
左【福井】上：昭和 44 年の空撮
下：40 数年後の平成 22 年校舎改修後に撮影

上【仙台・広瀬キャンパス】雪化粧したキャンパス
左【久留米】イチョウ並木がまぶしいメインストリート

※【　】内は高専名です。
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【鳥羽商船】練習船「鳥羽丸」で初めて実習に臨む一年生

【新居浜】平成 24 年度文部科学大臣表彰若手科学賞を受賞し
た高見静香准教授の授業

【金沢】グローバル情報工学科・英語で専門を学ぶ「工学・英
語共同学習」

【東京】実習工場で溶接を学ぶ機械工学科の学生たち

【熊本・八代キャンパス】フライス盤を使用した実習

左【北九州】卒業研究に
おけるガソリンエンジン
のオーバーホールの様子
左下 【高知】アメリカ出
身のデービッド・グラント
准教授による英語の授業
下【久留米】生物工学実
験を行う女子学生

【広島商船】練習船「広島丸」の船内で海図を使った船
位を測定する実習
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【釧路】冬季校内体育大会で行われた「雪
上騎馬戦」

【鶴岡】校内体育大会における「ミニ駅伝」

【一関】高専祭にて水泳部による男子シンクロのパフォーマンス

【有明】体育祭・学科対抗の応援合戦。女子学生の演舞は目玉の出し物のひとつ

【阿南】学生寮の食堂風景。400 名超の寮生
のうち 50 ～ 60 名は女子学生

【呉】文化行事「仲道郁代ピアノリサイタル」
にて

【岐阜】年に一度のメインイベント、吹奏楽部
の定期演奏会

上【苫小牧】茶道部による七夕茶会は毎年の
恒例行事
右【富山・射水キャンパス】商船学科卒業式に
て伝統の別れのパフォーマンス
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上【近畿大学】平成 22 年度野球
競技で優勝
右【仙台・名取キャンパス】平成
22 年度ラグビー競技で優勝に歓
喜する選手たち

上【八戸】平成 23 年度ソフトテニス競技東北地区大会で
優勝し４連覇達成
左：平成 21 年度水泳競技女子 400m リレーのスタート

上【高知】平成 23 年度剣道競技で団体・個人優勝
およびベスト４独占の快挙
右【鹿児島】平成 23 年度サッカー競技で全国制覇
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【香川・高松キャンパス】平成 23 年度プログラミングコンテス
ト課題部門で最優秀賞を受賞

【サレジオ】平成 20 年度デザインコンペ
ティションものづくり部門最優秀賞「Town’s 
Heart」

【大分】平成 22 年度英語プレゼンテーションコンテス
トのプレゼンテーション部門で念願の優勝

【東京都立産業技術・荒川キャンパス】平成 15 年度ロボットコンテストで準
優勝し「ロボコン大賞」を受賞

【松江】平成 16 年度ロボットコンテス
トで優勝した「それいけアルゴン」

【舞鶴】平成 22 年度ロボットコンテス
ト近畿地区大会の様子

【長岡】平成 23 年度国際理解教育プレゼンテーションコン
テスト・高校生部門で最優秀賞を受賞

【東京都立産業技術・品川キャンパス】ロボカップ 2009 世
界大会のジュニアレスキュー部門でドイツとスーパーチーム
を組み、２年連続の世界チャンピオンに
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【石川】キャラバンカー「サイエンしゃ」は小
中学校や公民館への出前授業で大活躍

【仙台・広瀬キャンパス】研究室で議論するフィンランドか
らのインターンシップ研修生と専攻科の学生

【秋田】ベトナム重化学工業発展のための国際協力機構（JICA）
の人材育成研修に協力

【小山】近隣の保育園児たちがロボコンに出場した「スーパー
ザウルス君」と交流

【和歌山】海岸の清掃を行うボランティアサークル「アメー
バ」のメンバー

【豊田】産学官連携の共同（COOP）教育プログラム「も
のづくり一気通観エンジニアの養成」で研究開発に取り
組む受講生たち

【米子】ロシア・ウラジオストクの極東連邦大学にある平和記
念像の上に木造屋根を建設した建築学科の学生たち



9高等専門学校50年の歩み

【大分】タイ・チェンマイで足踏みミシンの修理をした学生と村人たち

【茨城】地元を PR するためのたこ型ロボット「あ太郎君」を
「科学の祭典ひたちなか大会」に出展

【阿南】地元企業・中道鉄工（株）における共同（COOP） 
教育プログラムで実習する学生

【大島商船】公開講座「身近なもの
から化学を楽しもう」で市民と共に

 【函館】公開講座「微生物たちの世界を
見てみよう」で小学生と川の生物を採取

【鶴岡】「鶴岡高専寮生クリーン作戦」で
寮生と地元町内会が合同で行う清掃作業

【宇部】地元の農業祭に出展したブースでエコ袋を作成
する学生と市民たち

【神戸市立】外務省の JENESYS プログラムに基づくイン
ドネシア理系高校生との交流
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平成 16 年 4 月：55 番目の国立高専、沖縄高専の開校・入学式

平成 16 年 10 月：中越地震が発生した 23 日午後５時
56 分で止まった長岡高専の時計

平成 22 年９月：沼津高専の寄附研究部門「水素利
活用技術研究部門（日幸製作所）」の開所式

平成 22 年 12 月：文部科学大臣感謝状を贈
られた、小惑星探査機「はやぶさ」のプロ
ジェクトに携わった福島高専の元准教授ら

平成 23 年２月：１月末に新燃岳が噴火。火山灰
除去作業を行う都城高専の学生や教職員

平成 23 年 3 月：東日
本大 震 災で被 災した
仙台高専・名取キャン
パス（左）と福島高専
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平成 18 年５月：国立高等専門学校機構本部
棟竣工記念式典でのテープカットの様子

平成 21 年１月：種子島宇宙センターから打ち上げ
られた衛星「輝汐」は東京都立産業技術高専・荒
川キャンパスの宇宙研究同好会が製作

平成 21 年６月：長野高専の寄附研究部門「制御シ
ステム開発研究部門（ミマキエンジニアリング）」の
調印式

平成 21 年 10 月：熊本高専再編統合に伴う八代キャンパスの
銘板除幕式

上　平成 24 年４月：文部科学省大学推進事業「質の高
い大学教育プログラム」に採択され、設置された鈴鹿
高専の風力発電機
右　平成 24 年５月：佐世保高専の地域共同テクノセン
ター開所記念式
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高専制度創設50周年記念事業共通マーク

高専制度創設50周年記念事業の一環として「高専制度創設50周年記念事業」共通マークデザインを
募集しました。計242点にもおよぶ応募作品のなかから選ばれた、ロゴマークとマスコットキャラクターを
紹介します。

ロゴマーク

【最優秀賞】
作：三田 功 さん

周囲の 57 の楕円は全国の高専 57 校を表し、
その中心にこれまでの歩みを一繋がりの 50 を模
した矢印で表し、50 周年の節目を超えた先へと
伸びた先端が、「進化する高専」を表現していま
す。背面で 50 を繋げた部分は先人達の築き上げ
た大きな実績と、学生達のこれから広がる可能
性、これらを強く光の当たるフィールドに見立て
奥行きのある表現にしています。

【学生優秀賞】
作：会沢 渚織 さん（福島高専専攻科 元学生）

「進化する高専」をテーマに、次世代へと生ま
れ変わるロボットをイメージしています。

レトロで機械的なロボットの中から、近代的で
より私たち人間に近い、親しみやすいロボットが
顔をのぞかせていて、この後、高専はどんな飛
躍を遂げ、新しい顔をのぞかせるのか、次世代
への進歩をそれとなく期待させるキャラクターに
しています。

マスコットキャラクター

愛称：ココくん
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「高等専門学校 50 年の歩み」
の発行にあたって

高等専門学校制度創設 50 周年記念事業実行委員会
委員長　京兼　純

独立行政法人 国立高等専門学校機構 理事
明石工業高等専門学校 校長

高等専門学校（以下、高専）制度が創設されて、平成 24 年度は 50 周年を迎えることとなり、これを契

機として高専教育の原点を再認識し、これからの 50 年にむけた人材養成を展望するために記念誌（高等

専門学校五十年史）を刊行しました。今回は、独立行政法人国立高等専門学校機構、全国公立高等専門

学校協会と日本私立高等専門学校協会の三者が初めて連携し、高等専門学校制度創設 50 周年記念事業

実行委員会のもとで編纂作業を進めてまいりました。

今般の記念誌発行にあたりましては、文部科学省を始めとする諸機関、産業界、関係各位のご支援・ご

協力、ならびに設立時からの歴代校長および教職員、各分野で活躍している 30 万人強の卒業生のご尽力

とご苦労に対し、深甚な謝意と敬意を表します。

本誌では、「Ⅰ 高等専門学校の創設から 50 年の歩み」で高専制度発足から、社会状況や産業構造の

変化に対する教育改革と改善、高専卒業生を対象とした長岡・豊橋技術科学大学の創設、平成 3 年の中

央教育審議会（中教審）答申「高等専門学校教育の改善について」を受けての専攻科の設置、国際交流事業、

各種コンテストやスポーツ大会などの諸事業の変遷、平成 16 年の高等教育機関全般にわたる組織改革に

ともなっての法人化移行まで、50 年間を概観しています。「Ⅱ 高等専門学校教育における近年の動き」は、

法人化をはさんでの直近 10 年間の取組にスポットを当てた構成としております。

高専制度創設 50 周年を区切りとして、57 高専が「進化する高専」をキーワードに社会の要請に応え、

持続的に発展していくためには、平成 20 年の中教審答申「高等専門学校教育の充実について」を念頭に

いれつつ果敢に推進することが必要かつ重要であり、使命だと思っています。

最後になりますが本誌を手にした皆様、是非これからも高専のよき理解者として広く応援をしていただ

き、育んでくだされば幸に存じます。

平成 24 年 10 月 30 日

※本誌では、「高等専門学校」を「高専」と表記します。
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高等専門学校制度
創設50周年を迎えて
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高専の更なる飛躍に向けて

独立行政法人 国立高等専門学校機構

理事長　　小畑　秀文

昭和 37 年に 12 の国立高等専門学校（高専）が創設されて今年は 50 周年にあたります。高専は、日本

の高度経済成長を担うべく、産業界からの強い要望に基づいて実践的で高度な専門知識を持つ技術者の

養成を目的として設立されました。今日までの高専の 50 年の歴史を振り返ると、日本の高度経済成長と歩

調を合わせるように量と質ともに目を見張るほどの発展を遂げています。平成 14 年 10 月に設置された沖

縄工業高等専門学校は 55 校目となります。これら 55 校は、平成 16 年の法人化により、独立行政法人国

立高等専門学校機構の下に一つの高等教育機関として集約されました。また、修業年限５年の本科で修得

した基礎の上に特定の専門領域におけるより高度な知識・素養を身につけ、高い課題設定・解決能力を養

うことにより複合領域にも対応できる創造的技術者の育成を目的とした専攻科も全高専に設置されていま

す。いまや 5 万人余の学生と約 6,300 人の教職員を擁し、日本全体をカバーする一つの大きな“高等教育

機関”です。

高専では、５年一貫のゆとりある教育環境の中で、座学に加えて実験・実習・実技によってものづくり学

問を実質化させ、海外を含むインターンシップ等の体験的な学習により実践力を習得させるきめ細かな教

育が行われています。また、高専特有の重要な教育プログラムと位置付けられるロボットコンテストやプロ

グラミングコンテスト、デザインコンペティションあるいは英語プレゼンテーションコンテストは、発想の柔

軟性と創造力、さらには主体性と豊かな国際感覚を持つ技術者育成に極めて大きな効果を発揮しています。

これらに加え、恵まれた施設の下での活発な課外活動や学生寮での集団生活を経験することにより、豊か

な教養と人間性に富み、創造力のある技術者が育てられます。これこそ高専教育の真髄です。高専はその

使命である「創造性のある実践的技術者の育成」を通して我が国のものづくり基盤の確立に大きな役割を

担って来たと自負しています。幸いにも、高専が果たしてきた役割については、各界から極めて高い評価を

いただいています。これも高専発足以来の 50 年の歴史の中での教職員の努力と、卒業生の社会での活躍

の結果であり、また産官学の各界からの強力なご支援の賜物です。高専創設 50 周年の節目にあたり、こ

こに改めて関係の皆様に対して心よりお礼を申し上げます。

我々を取り巻く環境は日々動き、急速に変化していますが、創造的・実践的技術者の育成を担う高専の

役割は益々重要性を増しつつあります。高専創設 50 周年を迎えた今、来し方を振り返り、新しい時代の要

求に向けて我々が果たすべき役割をしっかりと見定め、高い課題設定・解決能力を持ちグローバルに活躍

できる創造力豊かな実践的技術者育成にこれまで以上に努力をし、国民の皆様方の付託に応えて行く所存

です。高専に対する国民の皆さま方の一層のご理解とご支援をお願いする次第です。
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公立高専、
新たなステージに向けて
全国公立高等専門学校協会

会長　荒金　善裕

高等専門学校制度が創設されて 50 周年を迎えましたこと、心よりお慶び申しあげます。

また、創設以来永くご指導を賜っております文部科学省高等教育局、ならびに全国の高等専門学校の教

職員各位および関係団体各位のご努力とご助力に心より感謝申し上げます。

高等専門学校はこれまで「深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成することを目的とする」

という教育理念のもと、5 年間の一貫教育を通じた中堅技術者の養成という当初の目的を十分に達成して

きました。そこから輩出された卒業生は、産業界の要所に配置されて、技術の中核を担い、技術立国の声

価を高めることに大きく貢献しています。

公立高専もその中にあって、各校の特色を生かしながら、地域における産業人材の育成と、地域産業の

振興に寄与するために、教育研究活動を積極的に進めてまいりました。

そして 21 世紀となり、中央教育審議会から、平成 17 年に出された答申「わが国の高等教育の将来像」

において、高等専門学校は「早期からの体験重視型の専門教育等の特色を一層明確にしつつ、今後とも応

用力に富んだ実践的・創造的技術者等を養成する教育機関として重要な役割を果たすことが期待される。」

という、「ものづくり教育」を新たなステージへと押し上げる提案が成されました。

事実、近年は普通科志向の高まりと理科離れが進み、ものづくり教育を取り巻く環境は激変しています。

また、国際競争の激化や、産業技術の急速な高度化・複合化により、より高度な専門知識と技術・技能を

兼ね備えた創造的な実践的技術者の登場が求められています。特に産業界のものづくりはグローバル化が

進み、企画・研究・設計・開発・調達・生産・物流と言った ‘ ものづくり ’ のプロセスが、世界の最適な場

所に設置されるようになり、技術も猛烈なスピードで進化を遂げています。こうした時代背景の中、高等専

門学校には、タイムリーに環境の変化を教育システムに反映していく努力、すなわち内部的な「質」保証シ

ステムの確立と、国際社会を舞台に活躍できる人材の供給、つまりグローバルな人材の育成が求められて

います。

また平成 19 年には、学校教育法等の改正によって、公立高専の設置者として、従来の各地域の教育委

員会だけでなく、公立大学法人が加えられ、公立高専の将来にとっての大きな転機となりました。この改

正によって、公立高専は、設置者の判断で、各校の特色に応じた運営が可能となり、自由度が増すと共に

活動の幅を広げられるようになりました。一方では以前にも増して高等教育機関としての責務を果たさなけ

ればならないという、重い課題を担うことにもなりました。

こうした状況の下で、公立高専は、大都市に設置された高専として、その特色を生かしながら世の中およ

び産業界のニーズに応えていくとともに、我が国のものづくり教育のさきがけとなり、21 世紀のものづくり

を代表する学校を目指していきたいと考えています。
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私立高専、
これからの 50 年に向けて
日本私立高等専門学校協会

会長　神野　　稔

昭和 36 年、高度経済成長期に「中堅技術者」が著しく不足しているという産業界からの要請により、５

年一貫の「高専制度」が制定され、昭和 37 年に全国に国公私立の高専が設置されました。

「熊野高等専門学校」（現「近畿大学工業高等専門学校」）は、当時、国務大臣で科学技術庁長官・経

済企画庁長官に就いていた世耕弘一近畿大学初代総長・理事長が「制度制定」に関わり、昭和 37 年近畿

大学の併設校として設立しました。また同年、「金沢工業高等専門学校」が、翌 38 年には「育英高等専

門学校」（現「サレジオ工業高等専門学校」）が開設され、以来、それぞれの私立高専が、「人に愛され，

信頼され、尊敬される新時代を担う技術者を育成する」（近大高専）、「21 世紀を担う、心豊かで、創造性

にあふれたエンジニアの育成」（金沢高専）、「技術を通じてひとりでも多くの人の幸福を願い、社会に貢献

する心豊かな人間の育成」（サレジオ高専）との教育目標を掲げ、建学の精神を具現化し、ユニークな教

育活動を実践して参りました。

この 50 年間、高度経済成長、安定成長期、バブル景気、失われた 20 年と呼ばれる時期を経て今日に

至っていますが、その移り変わりの中にあっても、日本経済を支えてきたのはものづくり技術であり、もの

づくり工学教育の充実・拡充に努めた高専こそが技術立国日本を下支えしてきたと言ってよいでしょう。平成

19 年度の中央教育審議会において、財政改革の視点から高専の存続問題が取り上げられましたが、高専

卒業生が日本の工業技術の発展に貢献していると高く評価されています。

一方、労働人口の減少による外国人労働者の受け入れ、円高に伴う海外投資の増大による産業の空洞化、

中国韓国をはじめとするアジア諸国の経済的発展、これらの要因により日本が新たな産業構造に転換する

ことが求められており、高専制度も改革の時を迎えています。高度化する専門知識・技術教育に適応する「実

学教育」と、クラブ活動・寮生活を通じて優れた人間性を身につけさせる「人格教育」の更なる徹底が要

請される時代となってきました。

先頃発表された政府の国家戦略会議における教育改革の提言案では、大学の統廃合と私学助成配分の

見直しと共に、成長産業の人材を育てるため高専の増設が挙げられています。高専に対する社会からの需

要はますます高まっています。国際社会で通用する技術者を育成するため、これからも知徳体の三位一体

の教育を堅持し、高専制度の次の 50 年を築いて行く所存です。
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心身のバランスのとれた
逞しい人づくりの継承と発展
に向けて
一般社団法人 全国高等専門学校連合会  

会長　赤坂　　裕

高等専門学校（高専）は産業界の強い要請を受けて昭和 37 年に設立され、平成 24 年に 50 周年を

迎えます。中学校卒業者を受け入れて、入学後の早い段階から専門教育を実施し、実験・実習・演習を

重視する実践型の高専教育は、社会の高い評価を受け、卒業生の就職率は経済情勢の変動に係らずほぼ

100％を維持してきました。平成３年には本科５年を修了した学生を受け入れる２年間の専攻科が設置され、

学生は学士の学位取得ができるようになりました。高専の発足当初の教育目標は「中堅技術者」の養成で

したが、平成 20 年度の中教審答申は高専に「幅広い場で活躍する多様な実践的・創造的技術者」の養成

を求めています。高専がこのように発展を続けてきたのは、これまで高専教育に携わってこられた皆様方、

そして高専を応援し支援して下さった皆様方のご尽力によります。偶々 50 周年に当って高専に籍を置く者の

一人として深く感謝申し上げます。

さて、高専教育の特長の一つに、一貫してクラブ活動を重視してきたことが挙げられます。これは、江戸

時代に諸藩主が藩校に武道館を併設し、文武両道の人材育成を行った歴史に通じます。戦後日本は奇跡的

ともいえる経済発展を成し遂げましたが、その反面少子化が進行し、青少年のひ弱さが指摘されています。

クラブ活動や学寮での集団生活は高専教育の一環であり、その経験を通じて心身のバランスのとれた逞し

い人材が育っています。

高専は昭和 37 年の発足直後から各地区での高専体育大会を開催していましたが、全国高専体育大会は

高専数が増えてきた昭和 41 年に始まり、平成 24 年度に第 47 回を迎えます。一方、文化系の全国大会と

しては、現在、ロボコン、プロコン、デザコン、プレコンの４つの大会が開催されています。これらは、当初、

幾つかの高専の教員が相談して始め、次第に全国に広まっていきました。発足年は異なっていますが、学

生の主体性や実践性を高めたいという教員による創意工夫から始まった点は同じです。

全国高等専門学校連合会は、その前身である社団法人全国高等専門学校体育協会（専体協）と任意団

体の高等専門学校連合会を統合し、一般社団法人として平成 24 年４月１日に発足しました。国立、公立、

私立高専の連合組織であり、全国高専の体育大会やコンテスト等を実施することが主たる目的です。クラ

ブ活動の維持発展をサポートし、高専という同じ土俵で学ぶ学生達が、クラブ活動に意欲的に参加する環

境を提供していきます。

産業界はこれからも創造性・主体性・実践性の高い人材を必要とします。加えて、グローバル化に対応で

きる人材を求めます。人材育成の鍵を握るのは日常的な教育の現場を担当する教員であり、有能な教員の

育成と確保、及びその資質の向上も重要です。

今後とも、高専における「人づくり」への皆様方のご協力・ご支援をお願い致します。



高等専門学校制度
創設50周年に寄せて
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高等専門学校制度創設 50 周年に寄せて
文部科学大臣　田中　眞紀子

高等専門学校制度が創設 50 周年を迎えまし

たことに、心よりお祝いを申し上げます。

高等専門学校は、昭和 36 年の制度創設以降、

長きに亘って多くの優秀な人材を社会に送り出

し、我が国の産業界の発展に貢献され、地域社

会の拠点としても重要な役割を果たされるなど、

各方面から高い評価を得てこられました。また国

内だけでなく海外からも、制度のユニークさと教

育成果の点などで、日本の製造業のニーズに良く

応えていると高く評価されております。これらの

輝かしい実績は、高等専門学校を日々支えてこら

れた校長先生、教職員の皆様をはじめとする関

係者の教育に対する御熱意と、ひとかたならぬ御

努力の賜物であり、深く敬意を表する次第であり

ます。

この 50 年の間、高等専門学校は社会経済環

境の急速な変化に対応するため、様々な取組を

進めてこられました。より高度な専門知識や創造

性を有する技術者を養成するため、学校間の連

携・協力等により、絶えず教育方法・内容の充

実に取り組まれ、また社会や学生のニーズの多様

化に的確に対応するため、地域産業界・教育研

究機関等との緊密な連携を図られました。さらに、

近年では産業構造の変化や、急速なグローバル

化に対応するため、積極的に海外教育機関との

交流を図るとともに、教育組織の高度化再編・

整備を進めておられます。全国の高等専門学校

において、こうした高等専門学校教育の充実に向

けた取組が、活発に展開されておりますことは誠

に心強く、また、喜ばしいことです。

高等専門学校は、これまで時代と社会の進展

に対応して発展され、50 年の歴史を経た今日に

おいても、社会からの期待と要請はますます高

まっております。こうした高等専門学校への高い

評価は、これまで社会のニーズに応えて実践的・

創造的技術者を育成してきた高等専門学校の実

績の表れであり、文部科学省としましても、高等

専門学校の更なる発展のために必要な支援に努

めてまいりたいと考えています。また、関係の皆

様には今後とも、高等専門学校のため一層の御

尽力をお願いする次第であります。

最後に、高等専門学校が制度創設 50 周年を

契機に、今後ますますその真価を発揮し、各界

の期待に応え、更なる発展を遂げられますよう期

待いたしまして、私からのお祝いの言葉といたし

ます。
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高等専門学校 50 年の歩みへの寄稿
独立行政法人 大学評価・学位授与機構

機構長　野上　智行
高等専門学校が実践的・創造的技術者の育成

を目指して昭和 37 年に創設され、以後不断の努

力を重ねられ、50 年の輝かしい歴史を刻まれて

こられたこと、とりわけ、全国の高等専門学校が

多くの有為の人材を輩出され、内外より高い評価

を受けておられることに対して衷心より敬意を表

します。

当大学評価・学位授与機構の学位授与事業は、

大学以外で学位を授与する唯一の機関として、平

成３年７月に当機構の前身である学位授与機構が

設立されて以来、20 年以上も続く長い歴史を持っ

ております。そして、機構発足の翌年、平成４年

度には高等専門学校専攻科制度が発足しており

ます。高等専門学校専攻科を修了され、当機構

において学士の学位を取得された方々は、当初の

44 名に始まり年々増加し平成 23 年度には 1,729

名に達しており、これまでに、総計 16,466 名も

の多くの方々に学位の授与を行うことができまし

た。高等専門学校専攻科を修了された方々が我

が国の産業界を担うかけがえのない重要な人材と

して活躍されていることに対して改めて敬意を表

しますとともに、当機構が学位授与事業を通じて

我が国の産業界を支える人材養成に今後も貢献し

てまいりたいと存じます。

また、当機構は、大学等の透明性の高い客観

的な評価や評価の有効性等の調査研究を推進

するための第三者機関として、平成 12 年４月に

大学評価・学位授与機構へと改組され、平成 16

年度に発足した認証評価制度に基づき文部科学

大臣から認証された評価機関として、評価事業を

実施しております。平成 17 年７月には、高等専

門学校の評価を行う機関として文部科学大臣か

ら認証され、これまでに申請いただいた延べ 66

高等専門学校に対し、教育の質の保証や、教育

研究活動の改善、社会への説明責任と理解促進

を目的として評価を実施いたしました。昭和 37

年の設立以来、50 年の歴史の中で、有為な人材

を輩出され、多くの研究業績を積み上げてこられ

た高等専門学校の教育研究活動の更なる向上の

ため、当機構としましても、認証評価を通じて今

後も貢献してまいりたいと存じます。

高等専門学校は、その設立当初においては、

我が国の戦後経済を支える技術人材を育成する

ために大きな期待が寄せられ、また、近年では

グローバル化の急速な進展と社会や産業構造の

変化や地域産業ニーズの高度化から、時代にふ

さわしい創造性のある実践的技術者を養成する

高等専門学校への期待は日々増しているところで

す。高等専門学校が、我が国並びに世界に向けて、

将来にわたり、ますます有為の人材を輩出される

ことを確信し、お祝いの言葉とさせていただきま

す。
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技術者教育認定の重要性と高等専門学校の役割
　一般社団法人 日本技術者教育認定機構

　　　　　会長　木村　　孟
高等専門学校制度創設 50 周年おめでとうござ

います。

日本が高度成長期に入ろうとする頃、高等専

門学校制度が発足し、以来多くの優秀な卒業生

が日本の産業、特に製造業の発展を支えてきま

した。技術者教育の面で、高等専門学校の先生

方が日本の産業界に果たされた貢献には計り知

れないものがあります。また、日本の学生だけで

なく、アジアの途上国の学生の教育にも熱心に取

り組んで頂いております。

日本技術者教育認定機構（JABEE）は 2001

年度に認定を開始致しましたが、翌年度には 3

つの高等専門学校の本科 2 年、専攻科 2 年の

学士課程相当レベルのプログラムが JABEE の認

定を受けました。その後、順調に数を伸ばし、

2011 年度の実績では、国立高等専門学校 51 校

のうち 4 つの商船高等専門学校を除いた 47 校に

おける 76 教育プログラムが JABEE の認定を受

けています。大学を含めた 2011 年度までの学士

課程の認定は累計で 171 教育機関、450 プログ

ラムですから、高等専門学校は JABEE 認定に極

めて積極的であると申し上げてよいかと思います。

日本の大学における技術者教育が工学理論の

習得に重点を置き過ぎていると言われる中で、

高等専門学校の教育プログラムは本来の技術者

を育成する教育を行っており、産業界から高く評

価されています。2003 年から 2008 年にかけて

OECD が実施した日本の高等教育に関する調査

に基づいたレポート（2009）では、高等専門学

校の技術者教育レベルの高さと産業界、特に製

造業への貢献が極めて高く評価されました。

JABEE が加盟している技術者教育認定団体

の集まりであるワシントン協定が構成メンバー

と な って い る IEA (International Engineering 

Alliance) は、「エンジニア」を複合的な課題に取

りくむ技術者であると定義しています。複合的な

課題とは、複数の解が存在しうる課題、或いは

解がないかもしれない課題のことです。エンジニ

アは、社会のあらゆる制約のもとで、複数の解

の中から最善のものを提案することが求められま

す。そのために、エンジニアには専門技術のみな

らず、歴史、文化の素養も必要とされます。数学

を始め基礎自然科学の知識が必要なことは言う

までもありません。社会がエンジニアに要求する

役割は時代とともに変化していきます。JABEE は

教育認定という手段を使ってその変化に対応した

技術者教育の振興を目指しており、今後とも、高

等専門学校の貢献が不可欠であることは言うまで

もありません。

グローバル化の時代を迎え、技術者教育の国

際的同等性の確保が重要となっています。例えば、

アジアからの留学生は、母国に帰国あるいは他国

に移住してエンジニアとしての職業に就く場合に、

日本での留学期間中に認定プログラムによって技

術者教育を受けたか否かを問われるケースが増

加してきています。アジアの国々では、香港、日

本、シンガポール、韓国、台湾、マレーシアがワ

シントン協定に加盟しています。インド、スリラン

カ、パキスタン、バングラデッシュが暫定加盟を

しており、中国、タイ、フィリッピン、インドネシ

アが暫定加盟に向けて準備中です。

日本の多くの若人たちが、国境を越えて働く時

代が来ています。国際的に通用する技術者の育

成を目指して、互いに協力しつつ頑張って行こう

ではありませんか。
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高等専門学校創設 100 周年に向けて！
国立大学法人 長岡技術科学大学

学長　新原　　一
高等専門学校創設 50 周年を心からお祝い申

し上げます。おめでとうございます。

高等専門学校（高専）制度は、我が国の高度

経済成長を背景とする産業界の強い要請を受け、

特に工業に関する理論的な基礎の上に実践的な

技術を身につけた、長期に第一線で活躍する技

術者を養成するため、昭和 36 年に創設されまし

た。高専は中学校卒業者に 5 年間の一貫教育を

おこなう高等教育機関であり、戦後の 6-3-3-4 制

の単線型教育体系を基本としてきた教育制度の

中で、能力・適性に応じて早期の専門高等教育

を志向するユニークな学校類型として今まで重要

な役割を果たしてきました。景気動向に影響され

やすい大学の就職率と比べ、高専の就職率が常

に 100％近い就職率を維持してきた事実は、こ

の高度な教育制度が産業界から高く評価されて

いることの証左といえます。

本学は技術系人材養成の一翼を担う高専卒業

者の進路上の隘路を切り開く大学院に重点を置

いた高等教育機関として 36 年前に創設され、本

学学生の８割は創設以降一貫して全国の高専か

ら受け入れてきました。高専から最初の卒業生が

巣立った当時は非常に狭き門であった大学編入の

枠は、時代の変遷とともに拡大しましたが、現在

も高専卒業後、大学３年次に編入する者の３割

程度が本学と豊橋技術科学大学に入学していま

す。高専との連携は卒業者の受け入れ以外にも、

連携教育プログラムの実施や多岐にわたる共同

研究の実施、教員の人事交流、図書館連携など

を幅広く積極的に行っています。本学と高専は成

り立ちから今日まで強い連携を維持しながら共

に歩み、これからも本学は高専と共にあります。

我が国は科学技術創造立国を標榜し、幾多の

技術革新に取り組んで世界経済の中で高い地位

を築いてきました。これまでの 50 年を振り返る

と、高専が育てて世に送り出した有為な人材は狙

いどおり、我が国の科学技術を支え、技術革新

に関与し続けており、高専制度創設の趣旨は十

分達成され続けたといえます。しかし、我が国を

取り巻く環境は 50 年前と比べ大きく変化しまし

た。経済活動の急速なグローバル化により、産

業活動の国際競争が激化し、製造拠点の海外移

転が加速しています。また、国力を反映しない円

高の進行や急速な少子高齢化の進行などの重い

課題ものしかかっています。一方、世界を見ると、

人口が爆発的に増加して食糧・エネルギー・環

境の問題が顕在化し、我が国への影響も計り知

れません

様々な課題があるにせよ、我が国がこれから

も豊かで持続的に発展する平和な国であるため

には、一定以上の経済成長は必要不可欠であり、

その際、我が国に必要とされるものは 50 年前と

今も変わらず科学技術の振興であることは言うま

でもありません。科学技術創造立国をけん引す

る実践的で創造的な技術者を養成する質の高い

教育機関として、高専の役割は今まで以上に重要

となっており、また期待されています。来る高専

制度創設 100 周年の際に、高専が輩出した技術

者たちの紡ぐイノベーションが我が国に明るい未

来をもたらした、そう評されることを願ってやみま

せん。新しい風を呼び起こす世界に類を見ない

魅力ある学校群としてますます発展されますこと

を心より祈念します。本学も高専とともに、教育

研究体制の更なる充実に取り組み、我が国の技

術革新と国際競争力の向上に貢献して参ります。
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高等専門学校開設50周年にあたって
　国立大学法人 豊橋技術科学大学

　　　　　学長　榊　　佳之
高等専門学校（高専）がこの度、開設 50 周年

を迎えられますこと、心よりお慶び申し上げます。

50 年前と言えば日本が東京オリンピック（1964）

の開催へ向けて国を挙げて取り組んでいた時代、

高専も日本の未来へ向けての大きな期待を背

負ってのスタートであったことと思います。以来、

「日本列島改造論」などで日本全体が大きく発

展した 1970 年代、「Japan as No1」と言われた

1980 年代、そして「失われたＸＸ年」、そして 3.11

の東日本大震災など、まさに激動の 50 年であり

ました。この間、全国各地に多くの高専が設立さ

れ、高専卒業生を更に高度な人材に養成する技

術科学大学が豊橋と長岡に設立され、更に行政

改革の中で独立行政法人組織となるなど、高専

は社会の期待に応えながら大きく進化、発展して

こられました。私は豊橋技術科学大学の学長に

就任してから北は仙台から南は沖縄まで 10 余り

の高専を訪問させていただきましたが、どこも地

域社会で確固たる地位を築かれ、大きな存在感

を示されていることに強く印象付けられました。

このように社会からの信頼を築き、ここまで大き

く発展された高専の姿は、高専関係者はもとより

多くの方々の熱意とご尽力の結実であり、関係者

の皆様に心よりのお祝いを申し上げます。

私共、技術科学大学にとりましても単に優れた

高専卒業生を受け入れ教育するだけでなく、卒

業生のかなりの方々が高専の教員として後輩の指

導にあたっていること、高専・技科大の連携した

技術者養成教育プログラムの実施、教員の人事

交流や共同研究の実施などを通して高専の発展

に目に見える役割を果たしてきたものと自負して

おります。高専の 50 周年は私共にとりましても

大きな喜びと誇りを感じるところであります。

さて、記念すべき 50 周年はこれまでの 50 年

を振り返ると共にこれからの 50 年を見据える機

会でもあります。近年はインターネットなどの情

報通信革命によるグローバル化の著しい進展な

どにより社会構造が大きく変化する中、エネル

ギー・環境問題が最大の課題となり、また社会

の成熟に伴う医療・健康問題、人口増加に伴う

食糧問題など様々な問題が顕在化しております。

そして、これらの困難を乗り越えるには科学技術

の力が不可欠となっておりますが、そこでは実践

的、創造的、挑戦的な技術者・科学者を養成し

産業界、学界に輩出してきた高専・技科大の果

たすべき役割は今まで以上に大きいものがあると

思います。これまでも高専と技科大は時代の動

きを的確にとらえつつ連携して進んでまいりまし

たが、この 50 周年を節目として、次に時代を担

う使命感を持ち、グローバル社会を視野に入れ

た実践行動力と創造性を備えた技術科学者を育

てるため両者の連携・協働を一段と強化したいと

思っております。

50 周年と言う記念すべき節目にあたり、高等

専門学校が次の 50 年に向けて更なる進化、発

展を遂げられることを祈念し、お祝いの言葉とい

たします。



16 高等専門学校50年の歩み

高等専門学校の今後の
更なる発展に期待する

一般社団法人 日本経済団体連合会

会長　米倉　弘昌
高等専門学校制度創設 50 周年を心よりお慶

び申し上げます。

高専は、創設以来、実社会に密着した実践的

な教育を行なうことにより優秀な技術者を社会に

多数輩出され、わが国の産業の発展を支えてこ

られました。

教職員をはじめとする高専関係者の皆様のご

尽力に深く敬意を表しますとともに、産業界とい

たしまして改めて心より感謝申し上げます。

わが国経済は、オイルショック以来と言われた

東日本大震災後の急激な落ち込みから抜け出し、

現在、緩やかに回復を続けております。しかしな

がら、行き過ぎた円高、再燃する欧州の債務問題、

新興国経済の減速など、日本を取り巻く経済環

境は依然として厳しく、先行きは予断を許さない

状況にあります。

こうした中、わが国が再び力強い持続的な経

済成長を実現していくために重要な鍵となるのは

「イノベーション」であります。日本企業は、これ

までも省エネや環境問題といった社会が抱える

課題に正面から取り組み、飽くなき改善と創意・

工夫、そして革新的な技術の開発によって次々に

新しい解決策を提示し、それを成長につなげて

まいりました。経団連では、こうした「課題解決

型のイノベーション」の推進を、日本の産業競争

力の強化と経済の再生に向けた取組みの根幹に

据えるべきであると考えております。

日本のイノベーションを支える、優秀な技能と

豊富な知識、そして高い問題意識を持った技術

者として、高専卒業生に対する期待は今後ますま

す高まっていくものと存じます。産業界といたしま

しては、「ものづくり」教育の推進、海外インター

ンシップ制度の充実によるグローバル化への対応

といった高専の取組みを大いに歓迎いたしますと

ともに、引き続き、高専からのインターン生の長

期受入れ、現役・退職技術者によるキャリア教

育支援、高専卒業生の採用等を通じ、高専の活

動に協力させていただく所存であります。

最後に、高専の更なる発展を心より祈念いたし

まして、私からの祝辞とさせていただきます。

技術立国と人材立国
を支える高専に期待

公益社団法人 経済同友会

代表幹事　長谷川 閑史
我が国は、グローバル化や少子高齢化など国

内外の環境変化への対応という様々な課題に直

面しています。昨年発生した東日本大震災からの

復興も含めて、日本再生のためには安定的な経済

成長を実現することが求められています。そのた

めには、短期・中長期を問わず、国を挙げて成

長戦略に全力で取り組む以外に道はありません。

今、改めて日本の特長を考えてみると、今日の

繁栄の基礎となったのは技術と人材であり、これ

が両輪となって機能してきたことにより、経済社

会の発展に大きく貢献してきたと言えるでしょう。

この２つは今後とも維持・強化していかなければ

なりません。

半世紀前、高度経済成長を支える優秀な人材

の育成を目指して創設された高等専門学校は、

現在でも卒業生の就職率がほぼ 100％に達する

など、産業界から大きく期待されています。特に、

高専卒業生に対して、企業の第一線の現場から

の採用ニーズが多く寄せられるのは、その実際的

な技術と技能の価値が高く評価されているからで

あると考えます。

このような伝統を大切にすると同時に、新興国等

との競争が一層激化するグローバルな時代に対応し
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て、高専も自ら革新していくことが求められます。こ

うした状況下で、留学生交流の推進や高度化再編

による新しいモデル高専の設置などに加え、高専制

度創設 50 周年にあたり『進化する高専』を標榜され

ていることは大変時宜を得たものであります。経済

社会の変化を常に意識し、学生や教職員の皆さん

が進化し続けることで、高専が「技術立国」と「人材

立国」の最前線を支えていくことに期待いたします。

高等専門学校制度 
創設 50 周年に寄せて

日本商工会議所

会頭　岡村　　正
高等専門学校制度創設 50 周年を心からお祝

い申しあげます。

高等専門学校は、産業界の要請に応え、実践

的、創造的教育を通じて、実社会で活躍できる

技術者を養成する高等教育機関として、さまざま

な技術系分野に優れた人材を輩出し、高い評価

を得てこられました。関係者の皆様の永きにわた

るご努力に対し、心から敬意を表します。

さて、さまざまな試練に直面しているわが国が

復興・再生するには、経済を再び成長軌道に乗

せることが不可欠であります。そのためには、企

業活動等の働く場において人々が、自信と喜びを

持って “ 光る ” ことが何より重要です。高等専門

学校が進めておられる人材教育によって、実社会

で働く一人ひとりが創造性と実践性を発揮するこ

とは、私が、日本商工会議所会頭に就任以来、

その重要性を訴え続けてきた「個が光るイノベー

ション」に他なりません。

私ども商工会議所では、そうした産業人材の

育成を補完するため、検定試験や研修等の事業

に取り組んでおります。若手技術者への技術の

伝承や、伝統的な産業におけるインターンシップ

事業等を行い、地域における人づくりに貢献して

いる商工会議所も少なくありません。

高等専門学校におかれましては、半世紀にわ

たり積み重ねてこられた実績を礎とし、さらに「進

化する高専」の理念のもと、今後とも、日本が世

界に冠たる科学技術立国となるべく質の高い技

術者の育成に取り組まれることを強くご期待申し

あげて、お祝いのご挨拶とさせていただきます。

これからの高等専門
学校に期待すること

全国中小企業団体中央会

会長　鶴田　欣也
このたびは、高等専門学校制度が、創設 50

周年という記念すべき節目を迎えられましたこと

を、心よりお慶び申し上げます。

高等専門学校は、実践的・創造的技術者を養

成することを目的に創設され、これまで数多くの

優れた人材を産業界に輩出され、社会的に大き

な役割を果たしてきております。　

ものづくり分野では、中小企業への新技術、

新製品開発等において、ご指導、ご支援を賜り、

わが国の産業基盤の強化にご尽力されていること

に対しまして、厚く敬意を表する次第であります。

近年、教育機関におけるキャリア教育・職業

教育の強化が叫ばれております。

このような中、高等専門学校は企業における

中核的人材となり得る若者を実践的に養成する

教育機関としてその役割を果たしておりますが、

高等専門学校が地域中小企業と連携し、中小企

業の魅力を伝え、中小企業の人材育成面におい

て、高等専門学校及び教員の皆様がご尽力下さ

いますことを願っております。

わが国産業の発展に貢献する人材を育成する

ため、教育内容のより一層の充実を図り、今後と

も高等専門学校がご活躍されますことを期待して

おります。
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今後の高等専門学校
への期待

一般社団法人 日本船主協会

会長　芦田　昭充
この度、高等専門学校が創立 50 周年を迎え

られましたことを心よりお祝い申し上げます。

高等専門学校は、「創造性のある実践的技術者

の育成」という創立以来の目標の下、これまで優

秀な人材を産業界に輩出されており、商船学科か

らは、日本海運業界を支える海上職を担う有望

な人材を数多く送り出していただいております。

海運業界において、海上職員は、安全且つ環

境負荷に配慮した海上輸送という海運会社の至

上命題を第一線で担う役割を果たしており、また、

常に国内・国外で激しい競争に晒されている海運

会社にとって、優秀な海上職員は企業価値を高め

る財産であります。一方、国内物流を支える内航

海運においては、中長期的な海上職員の不足が

危惧されるところ、若手職員の確保・育成が喫緊

の課題となっております。

時代の変遷や業界事情の変化によって、海運

会社が新規海上職員に求める資質、即ち、高等

専門学校をはじめとする商船系学校に求める教

育ニーズも変容してきており、外航海運会社から

は英語力やコミュニケーション能力を養う教育と、

経営学等の一般教養科目内容の拡充等が、内航

海運会社からはコミュニケーション能力や、より実

務的な専門教育の充実等が期待されております。

海運業界といたしましても、業界の将来を担う

人材育成のために、引き続き、高等専門学校の

教育にご協力・ご支援をさせていただく所存です。

創立 50 周年という節目を契機とされ、高等専

門学校がますますご発展されますことを心よりお

祈り申し上げます。

創設 50 周年をお祝い
して

全日本中学校長会

　会長　三町　　章
このたび高等専門学校制度が創設され 50 周

年を迎えられたことに、心よりお祝い申し上げま

す。また、創設 50 周年を記念され、国立高等

専門学校機構、全国公立高等専門学校協会、日

本私立高等専門学校協会が連携され様々な記念

事業を行ない、これまでの歩みやこれからを展

望する記念誌を発行されましたことに、重ねてお

祝い申し上げます。

高等専門学校は、中学校卒業段階という早期

からの５年一貫の体験重視の専門教育を特色と

し、応用力に富んだ実践的・創造的技術者の育

成が行われ、その評価は高いものと受け止めてお

ります。このことは半世紀にわたって社会状況や

学生の職業・進学意識の変化などを受け止めな

がら、充実した教育活動を取り組まれてきた成果

であり、これまでのご努力に対して深く感謝申し

上げます。

昨今の経済構造・産業構造の変化に伴う就職

環境・就労環境や４年制大学をはじめとした高

等教育機関への進学者の増加などの影響もあり、

進学希望者は必ずしも多いとは言えません。しか

し希望する者は技術やものづくりへの関心が高

く、今後も将来をおおいに期待できる人材が入学

していくものと思います。

50 周年記念の年を新たなスタートとして、各

高等専門学校において次代を担う人材の育成のた

め、教育内容・方法の充実をはじめ、様々なニー

ズへの対応などにご尽力いただき、ますます発展

されることを祈念し、お祝いの言葉とさせていた

だきます。
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15 歳、志学、からの
技術者の一貫教育

高等専門学校連合会 元会長
　　第 16 代国専協会長、宮城高専元校長

　　　　　四ツ柳 隆夫
志学の歳から始まる体験重視型の技術者一貫

教育は、質の高い人材を輩出して我が国の復興と

高度成長の一翼を担ってきた。

環境、食糧、水など人類の「生存の条件」が

次第に現実的問題となる中で、我が国は、世界

に先駆けて、資源・エネルギー・国際化・少子

高齢化・過疎化等の重層的難題に直面している。

我々は今、改めて、次世代の教育から国力を立て

直すべき節目を迎えている。

高専は、伝統ある準学士課程を技術者教育の

コアとして、グローカルな場で活躍する技術者の

生涯教育システムを整備し、新らたなニーズに応

える体勢を築いてきた。即ち、準学士として直ち

に実務に就くコース、専攻科での国際相互承認さ

れた学士水準の教育（JABEE は技術者教育を認

定）、大学 3 年への進学による工学教育などを、

学生達が各自の志と能力に応じて選択できる体系

である。

これからの時代、蓄積された厖大な知識と技

術の「組み合わせ」の中から、多様な領域で複

合技術のイノベーションを実現する必要がある。

「組み合わせ問題」は、理論的には解けない。そ

のとき、身に付けた知識を、体験重視型の教育

を通して知恵として使いこなした経験は、論理で

は不可能な「着想」を生む揺籃となる。志を持っ

て人類未体験の難問と対峙するとき、この種の

揺籃は、技術者の大きな力となる。優れた教師

と志をもつ学生とが高専教育の場に集い、我が

国に新たな誇りと豊かさとをもたらすことを期待

する。

存在理由を確認した
新たな出発

独立行政法人 国立高等専門学校機構

前理事長、特別顧問　林　勇二郎
高専の創設は産業界の強い要請による。本科

の 5 年一貫教育を軸とした多様なキャリアパスは、

我が国の学校教育のリニアシステムとは別の複線

として、実践的・創造的でかつ人間力のある技術

者を養成してきた。そして国公私立の 57 高専は

全国各地で活動し、それを全体の総合力とするこ

とで、我が国の科学技術を担う基幹的な組織と

なっている。高専の創設 50 年は、このような存

在理由を確認し、また人類が直面している課題と

我が国が置かれている状況を真摯に受け止めた、

社会のための高専としての新たな出発である。

高専教育の特色は、基礎科学のうえに築かれ

た応用科学と技術の知識を体系化した、所謂エ

ンジニアリングサイエンスが、現場での実務・実

践により実質化されている点にある。このことが、

ユーザー側に立った技術開発ばかりか、次々に

生ずる複雑な事象に対して問題解決につなげる

技術者を養成している。さらに東日本大震災は、

科学技術の役割と本来のあるべき姿を考え、自

然と社会をつなぐ視点の重要性をメッセージとし

て託している。

産学連携を基本とする高専は、COOP 教育を

通して、産学のあり方を接続から協働へと進化

させてきた。シーズとニーズの関係や CSR の意

識の共有においても先導的な役割が期待される。

グローバル化が進む中で、学による人材育成と知

の創造は、企業との需給に齟齬を生じながらも

広域化が進んでいる。高専にあっては、国際的

な連携を積極的に進めるとともに、国の知識基

盤社会を再構築し、地域再生につながるイノベー

ションを引き起こすことが責務となろう。
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KOSEN EDUCATION:  
MALAYSIA’S EXPERIENCE AND EXPECTATION

His Excellency Datuk Shaharuddin Md. Som
Embassy of Malaysia, Tokyo

This year marks the 50th Anniversary of Kosen’s establishment and it was 

30 years ago that the former Prime Minister Tun Dr. Mahathir Mohamad announced the “Look East 

Policy”.  Under this policy, Malaysian students were sent to Japan among others to learn Japanese 

work ethics, discipline, custom and management style.  Several programs were initiated including the 

Japanese Technical Education Program (JTEP) which the Malaysian Government provides scholarship 

for excellent students to pursue engineering studies at the various Kosen in Japan. The pioneer batch 

of 24 JTEP students arrived in Japan in April 1984, early enough to enjoy the beautiful bloom of 

Sakura for the first time in their lives.  Life, however, for this pilot group was not as admirable as 

Sakura.  Everything from food to culture was new and students initially experienced difficulties in 

their new environment. But thanks to the Japanese hospitality, they gradually began to assimilate 

and eventually enjoyed their stay in Japan infused with valuable knowledge and experience.  This 

program would not have been successful without the commitment, cooperation and continuous 

support from both Kosen and the Japanese Government.  As a result of tireless efforts from both sides 

to continuously improvise and improve this program, the modest intake of 24 students a year has 

risen steadily over the years.  Since its inception, more than 1,500 Malaysian have benefited from the 

JTEP program and currently, there are 200 Malaysian students studying in 41 technical colleges in 

Japan.

The Kosen way of education has produced quality and skilful engineers and technologists, who 

have contributed to Malaysia’s modernization.  Graduates from Kosen are easily accepted by their 

employers, mainly due to their deep understanding of Japanese work ethics and good practical skills 

besides their fluency in Japanese language.  These qualities were attributed to the Kosen’s unique 

syllabus which, among others, emphasized scientific experiments, workshop training and internship.  

At the same time, the classroom system in Kosen enables closer supervision for students which in 

turn encourage student-teacher interactions.  Student dormitory service also provides a conductive 

environment for study and better interaction with other Japanese students.

It is without doubt that Kosen has certainly played an important role in complementing our efforts 

towards human capital development in Malaysia.  It is our fervent hope that the JTEP program 

continues to be relevant and comprehensive which will contribute towards the enhancement of its 

international stature particularly in the field of technical education.
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 CONGRATULATORY MESSAGE 

Dr. Kitti Tirasesth
Former President

King Mongkut’s Institute of Technology Ladkrabang, 

  Bangkok, Thailand

On behalf of King Mongkut’s Institute of Technology Ladkrabang (KMITL), I would like to extend my 

sincerely congratulations to Institute of National Colleges of Technology (INCT), Japan, on the truly 

special occasion of its 50th anniversary celebration. We are especially happy and very pleased that 

KMITL have such an esteemed relationship in which successful academic programs and activities have 

prospered before and after the official academic cooperation had signed. All the National Colleges of 

Technology in Japan are acknowledged as higher research and practical education institutions. 

Our faculty members and students, who have been to some of your colleges for research or exchanges, 

informed me that all of your colleges have a wonderful research environment and educational 

systems. Moreover, the hospitality from your members was so kind and friendly.  We are extremely 

grateful for the sisterhood relationship established with INCT and would like to continue and develop 

the relationship with various programs for our mutual benefit in the future.  

Over the last half a century, INCT has accomplished great things and his missions in the research 

and education and is to be commended on its strategy and vision.  KMITL is proud to support and 

be a part of this historic and momentous occasion and looks forward to closer collaboration and 

cooperation in the future with your institutions.

MESSAGE FOR INCT 50TH ANNIVERSARY 

Mr. BOO KHENG HUA
Principal & CEO

Temasek Polytechnic, Singapore

First, let me offer my heartiest congratulations to the Institute of National Colleges of Technology 

(INCT), Japan on this very siginificant milestone of its 50th Anniversary .

Temasek Polytechnic is pleased to be in partnership with INCT as we share a common objective 

of cultivating a global mindset and providing opportunities for global experience for our staff and 

students.  Since 2003 when the partnership started initially with exchanges between TP's School of 
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Engineering and the Kumamoto National College of Technology, the number and variety of cultural 

and professional exchange programmes have increased over the years to involve other Schools in TP 

and INCT member institutions.  As a result of our collaboration, more than 80 TP students were sent 

to Japan for cultural exchange programmes and another 25 students completed their internships 

at various INCT member institutions.  Temasek Polytechnic also welcomed more than 80 Japanese 

students from INCT with programmes in the areas of culture, technology and English Langugage. 

I would like to extend our special thanks to Mr Kitani Masato and the INCT leadership team for 

forging and growing this collaboration to cover all INCT member institutions and all the Polytechnics 

in Singapore.  Temasek Polytechnic would like to reiterate our commitment to this partnership and we 

look forward to growing the breadth and depth of our exchange programmes and joint projects.

Once again, congratulations and best wishes to INCT as we look forward to more significant 

milestones ahead in our partnership journey!

CONGRATULATORY MESSAGE 

Ir. Dr. Lawrence W Chan
Deputy Executive Director and Academic Director (Engineering)

Vocational Training Council, Hong Kong

I would like to convey my warmest congratulations to the Institute of National Colleges of Technology 

(INCT) on the special occasion of the 50th anniversary.  

From the early establishment of twelve National Colleges of Technology (KOSENs) in 1962, the 

number of KOSENs has grown to fifty one in recent years, and they are now grouped under INCT 

as a single legal entity.  In accordance with its mission “to foster practical and creative engineers”, 

INCT enjoys a strong reputation from industry and the higher education community, both locally and 

internationally, for its quality education that nurtures young people to become technically competent 

engineers serving the manpower needs of the industry.

The Vocational Training Council of Hong Kong has initiated staff and student exchange activities 

with a number of KOSENs since 2009.  Through interactions with their Japanese counterparts, our 

participants have acquired valuable experiences in terms of gaining international perspectives and 

widening exposures.  In an increasingly globalized economy, it is imperative for academic institutions 

to strengthen ties with other institutions in an international arena, and we look forward to having 

stronger and more fruitful collaborations with INCT in the years to come.  
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MESSAGE OF CONGRATULATIONS 

Dr. Lung-Sheng Lee
Former President / Professor

 National United University, Miaoli, Taiwan

On behalf of National United University (NUU), I would like to extend my heartiest congratulations to 

Institute of National Colleges of Technology (INCT), Japan, on its celebration of the 50th anniversary 

of the National College of Technology (KOSEN) system. My congratulatory message in a concise 

Chinese phrase is “ 高 專 半 百・ 譽 滿 四 海 ”, pronounced as “gao zhuan ban bai・yu man si hai” in 

mandarin Chinese. It means that KOSENs have a long experience and a superb reputation in preparing 

practical and creative engineers for industries.

“ 四海 ”(si hai) literally means “four seas” and symbolizes “the world” in Chinese. Taiwanese often say 

that “ 四海之內皆兄弟 ”, pronounced as “si hai zhi nei jie xiong di” in mandarin Chinese. It means that 

“all men are brothers”. Japan and Taiwan are two close and friendly brothers. NUU and other four 

universities in Taiwan are so pleased to have the sisterhood/brotherhood relationship established 

with INCT and would like to foster the relationship with a variety of programs for our mutual benefits. 

We look forward to more exchanges and closer cooperation with KOSENs in the future. 
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1. 高専制度創設の経緯

1-1．五年制の新しい学校制度
（1） 学校教育法改正

高等専門学校を創設するための「学校教育法
の一部改正法律案」は、昭和 36 年６月17 日、
第 38 国会で可決・成立し、同年法律第 144 号と
して、池田勇人総理、荒木万寿夫文部大臣の署
名により公布施行されている。これにより、昭和
22 年以来の 6-3-3-4 制の単一教育体系制定後
14 年を経過して、高等専門学校制度が誕生し、
新たに 6-3-5 制の新線が教育体系に加わること
となった。

この高専制度の創設は、我が国の経済が敗戦
の混乱から立ち直り、前例をみない経済成長を
示して、世界各国から奇跡の繁栄と言われた時
代に実現している。当時の池田内閣は、社会資
本の充実、産業構造の高度化、貿易の拡大等に
よる所得倍増計画を立てたが、この計画遂行の
ためには、国民の人的能力の開発と資質の向上
が求められていた。産業構造の高度化に合わせ
て、人材需要が変化し、技術者不足が顕在化し、
技術者養成機関の設立が喫緊の課題となる中
で、この制度化が実現している。

（2） 早期の制度創設構想
歴史を遡れば、高専制度創設構想は、昭和

26 年 11 月、政令改正諮問委員会の答申にある
職業教育に重点を置いた学校開設の提案に至
る。中央教育審議会も、昭和 29 年 11 月以降繰
り返し、高等学校課程と当時暫定制度だった短
期大学課程を合わせた新しい学校組織の創設を
答申の中に示している。また、日本経営者団体
連盟は、昭和 31・32 年に、実習、専門学科の
充実を行って産業界の要請に即応するため技術
専門大学制度の早急な設置の意見を公表してい
た。

（3） 専科大学案の国会審議
このような要望・世論等を勘案して、文部省

は、必要に応じ前期と後期の課程をもつ 5 年又
は 6 年制の専科大学制度を創設する法案を昭和
33 年以降、累次国会に提出したが、成立に至ら
なかった。

その後、政府の科学技術会議、東京商工会議
所など、各界から中堅技術者を供給するための
学校制度の創設を急ぐ意見が続いて出された。

（4） 高等専門学校としての構想
短期大学問題との調整がつかない中、各方面

からの技術者養成機関の早期創設を切望する声
に、文部省は、専科大学案では前進が難しいと
判断して、高等専門学校創設の構想を固めた。

この構想では、「中学卒業を入学資格とし、修
業年限５年の一貫教育」として、教育課程と教員
組織は専科大学案の「高等学校に準ずる」教育
を廃して独自のものとなり、目的も「深く専門の
学芸を教授し職業に必要な能力を育成する」と
変わり、さらに学校の設立の分野を工業に限るこ
ととなったものである。この構想に中央教育審議
会第 15 特別委員会の了承が得られた後、文部省
は法案を国会に提出、当初のとおり成立し、翌
37 年４月からの学生受入れへの制度的な道筋が
整ったのである。

1-2．高等専門学校の使命と教育
（1） 技術者養成の高等教育機関

高等専門学校は、我が国経済の発展に伴って
工業技術者の養成がなくては対応できないとの
世論が生んだ工業に関する技術者養成の高等教
育機関であり、その使命は、「深く専門の学芸を
教授し、職業に必要な能力を育成する」と示さ
れ、大学が教育と研究を両輪としているのに対
し、高専は法令上、研究の字句が外されている。
一方で、学校教育を職業生活に役立てようとして
いることから、高専における教育においては、厚
生補導業務、課外教育活動、さらに学寮の生活
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指導にも大きい重点が置かれることとなってい
る。

（2） 教育課程の標準
高専の教育使命を達成するため、文部省は高

専発足に備え、教育課程等研究協議会に諮って
教育課程の標準（試案）を作成し教育の中心概
念を示している。設置基準では、授業日数は年
間 35 週で 210 日とし、授 業時間は、50 分単
位時間で 6,545 時間の総枠を決め、一般科目
2,905 時間、専門科目 3,640 時間以上と示して
いる。これは、専門科目に 56％を配し、重い比
重が置かれている。

高専の創設当時、一般的に大学では専門科目
の教育が２年生の後期以降の２年半で行われてお
り、高専の５年一貫教育の中での早期からの専
門教育と比較した場合、高専における専門教育
の時間数の充実と、実験、実習、設計製図等の
教育の重視は特筆することができる。

1-3．高等専門学校の管理と運営
（1） 高専校長の責任

高等専門学校の校長は、校務を掌り所属職員
を監督する責任をもっている。一方で、大学の学
長は「所属職員を統督する」となっており、この
違いは学術の研究を機能のーつとしている大学
では学部があって学部長がおかれ、教授会によっ
て学部の運営が行われ、いわゆる大学自治でそ
の自主性を認めている関係から学長は所属職員
を統督することが適切と考えられているからであ
る。

高等専門学校には大学のような教授会や評議
会のような学校運営のための機関を置く法的な
定めはなく、すべてが校長の責任において決する
形となっている。実際には、校長の独善にならな
いため、十分所属職員の意見を聞き、決定した
事項と内容の徹底のためにも、教員の会議や学
科や学年の主任会議、あるいは、各種の委員会
等を設けるなど、様々な運営方法が各学校で工

夫されている。
校長が学校の全教職員を監督するためには、

自らの人格を高潔に保ちつつ高専教育の全般にわ
たっての高度な識見と優れた管理能力が必要で
あることはいうまでもない。

（2） 教員の組織構成
高等専門学校では組織の単位として学科が置

かれているが、この学科は大学のような研究組
織としての学科ではなく、 学生の教育上の専攻分
野としてのものであり、学生は学科に所属するも
のの教職員については学科に所属するとは決め
られていない。また、当時の大学においてとられ
ていた講座制も高専ではとっていない。

高等専門学校には独自の役職として、校長の
教育面での補佐役として教務主事および学生主
事、後日さらに寮務主事が置かれた。教務主事
は教授と限られ、校長の命を受け教育計画の立
案その他教務を掌理、学生主事は校長の命を受
け学生の厚生補導に関することを掌理、後に加え
て置くことができることとなった寮務主事は、校
長の命を受け、寄宿舎における学生の厚生補導
を掌理することとされている。

（3） 事務組織
国立高専の設立当時、庶務関係、会計関係の

事務と教務関係、厚生補導関係などの事務のい
ずれも、学校事務として一元化された組織になっ
ていた。これは、大学が当時学生関係を別系列
で処理していたことに比べて、小規模校の事務の
合理的な処理に役立ったものと思われる。

1-4．国立高専の創設人事
（1） 開校の準備

国立高専創設のための準備は、物的な校地設
定と仮校舎および仮寄宿舎のことについては、そ
れぞれの県（市）が担当し、人事関係は地元国立
大学が県教育委員会の協力を得て準備委員会を
設け、教官と事務責任者の選考を行い、その選
考結果を文部省へ申達する段取りで進められた。
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当時の社会情勢は人材不足の最も甚しい時期
であったが、高専の性格とその教育目的から、
教官は高等学校と大学の現職者からのみではな
く産業界の第一線で活躍中の技術者か、かつて
活躍した経験豊富な技術者を加えるのが適切妥
当との方針で進められた。

（2） 学年進行での教職員採用
国立高専創設初年度の定員は教官が助手を含

め13 名で事務職員は 12 名であった。どの学校
も入学直後の学生への授業実施の関係から、一
般教養科目担当教官の充足に重点を置いて各専
門学科の教官は概ね１名とせざるを得なかった。

高等学校教員からの場合は、県内または隣県
の高等学校の当該教科の特に優秀な教員の中か
ら県教育委員会等の斡旋によって候補者を得た。
また、大学からの場合は学究的であってかつ教
育に熱意のある者との方針で選考された。高専
の教員はその基礎資格を設置基準で示されてい
るが、 国立高専教官の任用候補者はさらに文部
省の主宰する委員会の審査承認を要したため、
結果、高専が高等教育機関としての高い水準の
確保することにつながった。

一方、国立高専の事務系職員については、文
部省が内定した事務長予定者の意向を汲みなが
ら、 庶務、会計、教務の実務担当責任者を地元
国立大学から選考した。

（3） 教員の待遇・給与
国立高専が教官によい人材を集めるためには、

何より待遇面での優遇を図ることが先決であっ
た。大学からの異動は多くは昇任を伴って比較
的順調に進めることができた。一方、地方公立
学校や産業界からの採用の場合には、国立学校
にそのまま換算しては、俸給が低下する例も多く、
処遇の人事院協議を重ねて人材の確保に努めた。

昭和 38 年２月に、国立高専教官の給与につ
いての新俸給表教育職（四）が制定され、 大学

（教ー）と高等学校（教二）の概ね中間に決まった。
５年間一貫の高等教育機関という特質に十分な

配慮を期待したが、かなわない面も多かった。
国立高専の多くでは、当初の一般教科担当教

官 18 名の内、半数の９名を講師と定めて始まり、
その後、順次教授、助教授への振替措置がとら
れていくなど、待遇の確保にも地道な努力が重ね
られている。

1-5．国立高専創設時の施設整備
（1） 国立高専誘致のガイドライン

国立高専の校地等の施設整備については、当
初の12 校の決定後、翌 38 年度に新設国立高専
を誘致しようとする地方公共団体に文部省からの
誘致ガイドラインといえるものがあった。その概
要は以下のとおりである。

学校敷地等については、土地は校舎、寄宿舎
用地として同一地で 30,000 坪と職員宿舎用地に
適当と思われる地で 3,000 坪の合計 33,000 坪
を確保。さらに、施設については、学校開設直
後の入学者を収容する施設として、総計約 500
坪程度の仮校舎、学生定員（120 人）の 50% の
60 人を収容できる仮寄宿舎、初年度８戸、追っ
て 12 戸の教職員宿舎、などの誘致条件が昭和
38 年度創設校以降は踏襲されていった。

後日、創設時に示されたこの土地と職員宿舎
については、地方財政法との関連で、国による購
入又は国有財産との交換による決済を順次進め
ることとなった。

（2） 国立高専の建築
国 立高 専 の 建 築 計 画は、 ２学 科３学 級で

2,300 坪、３学科３学級の場合は 2,750 坪を目
途として、工事の施工は初年度に前記の４割を、
次年度と３年度にそれぞれ３割ずつの施工進度
で進められた。しかし、普通教室の広さは全校
一律に７m ×８m の 56㎡の規格であるなど、普
通教室の狭隘さと、高学年教室の不足は暫くの
間課題に残り、昭和 55 年度からの増設によって
やっと問題解消に至る状況であった。
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（3） 寄宿舎の建築
寄宿舎の必要坪数の算出は寮生１人当り3.5 坪

（昭和 41 年に 4.2 坪に改正）を基礎とし、 これに
収容寮生数を乗じて得ることとなっていたが、収
容寮生数の算出については、創設当初、上級学
年の４年と５年は卒業後の社会生活への習熟と
いう教育的配慮から 20% とし、３年生を 30%、
１年と２年を 50% としていた。これは高等専門
学校の寄宿舎を大学と同じ厚生施設ではなく、
教育上必須の施設との考えから決めたものといえ
る。

（4） 屋内運動場他
屋内運動場の建築面積は学生数が基準とな

り、将来構想で５学級 1,000 人を定員とすれば
350 坪となり、開校時の３学級 600 人定員とす
れば 250 坪であった。学校新設が相次ぐ中で
あったため、第１期校でも３年次をまって 39 年
度に 250 坪で施工され、以後順次建築された。
さらに、武道館とプールが、３年計画の校舎建
築が終わった４年次に施工されるなど、短期間で
国立学校としての施設整備が全国規模で着実に
進んだといえる。

2. 学校設置等の変遷

2-1．４年間で 54 校の開校
（1） 法律の成立

6-3-3-4 制の単一教育体系に、6-3-5 制の新
線を加える高等専門学校制度の導入法案は、昭
和 36 年６月に国会で成立している。当時国は教
育機関の地方分散・普及を企図し、地方は地域
産業の開発と振興に懸命の時期であった。一方
教育水準の向上は高等学校教育を必須のものと
し、加えて中学卒業年齢の生徒数の増加で高等
学校の増設問題が地方財政の上に大きな負担と
なっていた。このような時期にあったため、高等
専門学校制度の法案上程後は、早速学校誘致の

用地を準備、文部省に働きかけを始める県もあっ
たといわれる。

（2） 当初４年間で 54 校の新設
昭和 37 年４月に開校した高専は全国で 19 校

であった。このうち「国立学校設置法の一部改正」
により国立高専として函館、旭川、平、群馬、長
岡、沼津、鈴鹿、明石、宇部、高松、新居浜、
佐世保の12 校が発足し、公立高専として東京都
立航空高専と東京都立工業高専の２校、私立高
専として、聖橋工業高専（埼玉）、金沢工業高専、
熊野高専（三重）、大阪工業高専、高知工業高
専の５校を合わせて、19 校でのスタートとなった。
このうち、長岡工業高専は、前年に発足していた
国立長岡工業短期大学を切り替えての開校であっ
た。航空高専も含めて、発足当時は法律で高専
の専門分野が工業に限定されていた。

翌 38 年には、国立新設が八戸、宮城、鶴岡、
長野、岐阜、豊田、津山、阿南、高知、有明、
大分、鹿児島の 12 校、公立が大阪府立工業高
専、神戸市立六甲工業高専の２校、私立が育英
高専（東京）、幾徳工業高専（神奈川）の２校の
16 校であった。うち高知工業高専は、前年に私
立で発足した後、この年国立に移行している。

続く昭和 39 年には、国立は苫小牧、一関、
秋田、茨城、富山、奈良、和歌山、米子、松江、
呉、久留米、都城と同数の 12 校が発足、翌 40
年は、国立の新設も釧路、小山、東京、石川、
福井、舞鶴、北九州の７校になり、私立桐蔭学
園工業高専（神奈川）と合わせて８校が発足。こ
の当初の４年間の 54 校をもって、全国配置は一
段落し、41 年の新設はゼロとなった。

（3） 商船高専の開校
昭和 42 年には、工業に限られていた高専の

専門分野に商船を加えることとなり、富山、鳥羽、
広島、大島、弓削の５校の国立商船高専が開校
した。当時、運輸省の海技審議会ならびに海運
業界から、高度の専門知識と技術を身につけた
優秀な外航船舶職員を必要とするので、商船高
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等専門学校を創設されたいとの要望が強く出さ
れ、文部省が既設の５商船高等学校の教育施設
を近代化し教育内容の改善充実を図って商船高
専を昭和 42 年度から発足させることとしたもの
である。同年に工業分野でも木更津（千葉）に国
立高専が新たに開校されている。

（4） 電波高専の開校　
さらに４年後の昭和 46 年に既存の仙台、詫

間、熊本の三校の電波高等学校を、商船高専の
例と同様に教育施設の近代化と教育内容の改善
充実を図って、国立電波工業高等専門学校とし
て、新たに開校した。

このような逐年設置が続いたことにより、昭
和 46 年度には全国に工業高等専門学校が 55 校

（国立 44 校、公立４校、私立７校）になり、これ
に商船と電波の８校を加え、わずか10 年の間に
新学校制度整備として63 校の新設をしたことは、
我が国教育史上の大きな改革であった。

（5） 高専の全国配置
この間に起こった国立高等教育機関の誘致活

動もあり、国立高専の立地は、既に国立大学の
工科系学部が置かれていた都市と重ならず、県
内の工業生産の比較的盛んな地域の中への新設
となった例が多く、その８割は県庁所在地でない
都市に所在している。結果的に当時まだ低かった
高等教育進学人口を増やし、県内あまねく高等
教育機会を提供するためにも有効に機能し、ま
た、寮を含めた施設整備が、比較的経済的に恵
まれない家庭環境にある学生の進学機会の拡大
にも役割を果たしてきたと考えられる。地域の教
育の向上に、また、産業技術の向上に、当初か
ら地域と結びつく実践を続けてきた高専の一つ
の大きな特色であると言えよう。

昭和 46 年に３校の電波高専が設置された後、
八代、徳山に誘致活動が起こり、昭和 49 年度
に国立工業高専 2 校が開校している。

（6） 一部私立高専の移行
昭和 50 年代に入り、大都市周縁部に位置する

私立高専３校が、相次いで大学に移行した。昭
和 50 年設置の幾徳工業大学に昭和 53 年で幾
徳工業高専が移行、昭和 50 年設置の摂南大学
に昭和 54 年で大阪工業高専が移行、 昭和 51 年
設置の埼玉工業大学に昭和 54 年で聖橋工業高
専が移行した。

平成３年には、上記３校に続いて、昭和 62 年
設立の桐蔭学園横浜大学に平成３年で桐蔭学園
工業高専も移行している。一方で、同年には、
札幌市立高専が開校したが、平成 16 年を最後
に学生募集を停止し、札幌市立大学に移行して
いる。また、平成 17 年には、都立航空高専と都
立工業高専が、都立産業技術高専に移行し公立
学校数が１校減少した。

平成 14 年に国立沖縄工業高専１校が新設さ
れ、16 年から学生が入学している。現在、全国
47 都道府県の中で、山梨県、滋賀県、佐賀県
と私立高専が廃止された埼玉県・神奈川県の計
５県には、高専が存在していない。

（7） 高度化再編
平成 21 年 10 月になると、国立高専は、４つ

の県内において高度化をめざして、工業高専と電
波高専又は商船高専の２校から１校への再編統
合を一斉に行った。新たに仙台高専、富山高専、
香川高専、熊本高専が発足している。各校とも、
２キャンパスを有する大規模校となったが、スケー
ルメリットを生かした高度化への前進が期待され
ている。

2-2．学科の増設
（1） 初年度開設校からの順次増設

いわゆる第１期校が昭和37年に開設された後、
初めの４年で国立高専の新設が 12、12、12、
７校の計 43 校で一区切りを迎え、５年目の 41
年には新たな開校を行わず、既設校の学科増設
に政策が移行している。この昭和 41 年度には、
完成学年を迎えた昭和 37 年度発足の国立高専
第１期の12 校にそれぞれ 1 学科が増設された。
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その後、昭和 38 年開校の第２期校以降の地
元の県から、地域産業との関係を考慮して学科
を選定して、それぞれの高専へ増設の申し入れ
が入る状況であったが、文部省には大学生急増
対策を優先させる意向もあり、順調には進まず、
第２期校 12 校の内、 ２学科３学級校の６校のみ
42 年度に学科増が行われ、翌昭和 43 年度に２
期校の残り６校に増設と、２年にまたがることと
なった。その後は順調に、44 年度に３期校 12
校の内 11 校（久留米は別）に、45 年度に４期校
７校に学科増が行われ、国立高専の学科増設は
５年かかって昭和 45 年度で一巡を終え、ほぼ入
学定員 160 人の規模となった。

（2） 商船高専・電波高専
商船高専は、昭和 42 年に全国で５校が一斉

に設立された時、各校に航海学科と機関学科１
学級ずつで開校している。海運業界や運輸省の
要請がある中で、設立３年目の昭和 44 年には、
うち２校に航海学科１学級、別の３校に機関学科
１学級の増設がそれぞれ認められ、学科増では
ないものの、各校２学科、３学級に拡充が図ら
れた。

電波高専は、昭和 46 年に全国で３校が設置
されたが、昭和 51 年から 55 年の間に学科の改
組や増設を行い、全校が３学科の構成となった。

初期に設立された国立高専は、ほとんどの学
校で開校から５年前後の間に、学科増や学級増
により、各校の定員を 40 名ずつ増員しており、
全国での増定員は計 2,000 名近くになり、高等
専門学校の技術者養成機関としての社会的な地
歩が規模の上でも固まることにつながった。

（3） 学科の拡充整備と改組の方向
昭和 59 年７月、 大学設置審議会高等専門学

校分科会の中間報告では、高専の当面の整備方
針として、 学校運営の方針、教育内容・方法の改
善、学科の整備・転換を挙げ、①情報関係、電
気・電子関係および機械関係学科の拡充整備、
②商船関係学科では、物と情報の流通に関する

専門学科、船舶の機械システムの電子制御に関
する専門学科などへの一部改組、③金属工学科
のより幅広い材料工学関係の学科への改組、と
いう３分野にわたる具体的な提言をしている。

平成３年２月、 大学審議会の高等専門学校教
育の改善についての答申においても、「情報関係
学科の新設・改組のほか、引き続き、バイオ関
係、材料関係学科の新設・改組を進めるなど、
時代の要請に対応した積極的な取り組みが必要
である、さらに、例えば、土木工学科について
は、建設・開発や環境保全等も視野に入れた新
しい学科への転換を図るなど、既存の学科の再
編について絶えず検討がなされていく必要があ
る」と述べている。

（4） ２巡目の学科増設
こういった経緯の中で、昭和 50 年代後半以降

に国立高専で行われた学科の増設をまとめると、
昭和 58 年から 63 年の間に「電子制御工学科」
が 10 校に増設され、昭和 61 年から平成４年の
間に「情報工学科」が９校に、昭和 61 年から平
成元年の間に「電子情報工学科」が 7 校に、平
成元年に「生物工学科」が１校に増設されている。

（5） 国立高専の学科の改組、名称変更
商船系の全５校でも、先述の電波高専に続い

て昭和 60 年と 63 年の２段階で学科の改組が行
われ、航海、機関学科を「商船学科」と、「情報
工学科」「流通情報工学科」「電子機械工学科」

「電子制御工学科」「制御情報工学科」などに改
組している。

工業高専では、昭和 61 年度以降、６校の「金
属学科」が「材料工学科」又は「情報工学科」

「環境材料工学科」に改組し、さらに、昭和 63
年度以降、18 校で「機械工学科」２学級のうち
１学級が、「制御工学科」又は「電子制御工学科」
に改組されている。

さらに、平成元年度以降、25 校の「工業化
学科」が「物質工学科」又は「生物応用化学科」

「物質化学工学科」に、平成５年度以降、20 校



33高等専門学校50年の歩み

Ⅰ　 

高
等
専
門
学
校
の
創
設
か
ら
50
年
の
歩
み

の土木工学科が「環境都市工学科」又は「建設
システム工学科」「建設環境工学科」「都市システ
ム工学科」に改組されている。

また、平成 11 年度以降、「電気工学科」が「電
気情報工学科」に改組された例が５校あるが、
他の 30 校近くの「電気工学科」では学科名称変
更で現在は「電気電子工学科」「電気情報工学科」

「電気メディア工学科」「電気電子システム工学科」
となっている。さらに、学科名称の変更は、他
の分野にもみられる。

（6） 公私立高専の特色ある学科
公私立高専の学科増設等では、平成 17 年度

から、大阪府立高専において、総合工学システム
学科１学科に、近畿大学高専においても総合シス
テム工学科１学科に、翌 18 年度から都立高専で
もものづくり工学科１学科に全ての学科を統合し
ていることが、国立高専にはない学科の組織編
成の変更で注目される。

3. 主な制度改正・審議会答申

3-1．初期の進学対策と専攻科構想
（1） 大学編入学と専攻科

昭和 37 年に高専に最初に学生が入学して２年
後の昭和 39 年には、国立高専協会理事会にお
いて、大学の編入学の実現のため、進学対策特
別委員会での検討が始まっている。これを追って
昭和 40 年には、国専協の専攻科に関する特別
委員会も発足している。

当時、学生の中には、「高等専門学校の卒業生
は監督庁の定めるところにより大学に編入学する
ことができる」との学校教育法の規程に沿った
大学への編入学受験を相談する者と、一方で５年
を卒業した後に学校で研究等を続けられる専攻
科等ができないか尋ねる者とがあり、協会内で
も、両者は異質のものであるので並行して目的達
成に努力することとなり、大学編入学については

各校から地元大学に働きかけつつ、文部省の支
援を得る、その一方で、専攻科設置については
特別委員会で検討を進め、文部省へ要請を行う
ことをとり決めた。

（2） 草創期の大学編入学
しかし、進展が見られないまま初の卒業年度

である昭和 41 年度を迎えた。卒業時より９か月
も前の昭和 41 年６月末には第１期生のほとんど
が大企業中心に就職先を内定している中で、進
学路線は見通しのたたない情勢にあった。この
年、第１期校の沼津高専の世話大学である静岡
大学は、沼津高専学生に限って３年編入の門戸
を開き、６名の編入学を許可し、高等専門学校
卒業生の大学編入学に最初の例が作られた。翌
昭和 43 年度には鈴鹿高専ほか数校の学生が東
北大学３年編入募集に応募受験合格し、山梨大
学に文部省の配意によった 10 名の受入れ体勢が
設けられるなど、受入れ大学は逐次増加した。

（3） 大学側の事情
高専からの大学編入学について、大学側は、

当初、教育課程が異なり、特別の教育指導が必
要、また、編入学には学生定員増加が必要、さ
らに、学内転科や学士入学にも厳しい対応の中
での優遇は難しい、など厳しい姿勢が感じられ
たが、静岡大、東北大等へ編入学後の初期の高
専卒業生の真撃な勉学態度と優秀さに立証され、
東工大、電通大、東京農工大等々の大学が相次
いで門戸を開いた。一方で、これら編入学の中に
は、３年編入と２年編入の２種の併存などの課題
も残ることとなった。

3-2．技術科学大学の創設
（1） 高専卒業生のための大学

国専協の中では、せめてブロック単位で１校だ
けでも専攻科を設置したいという意見もあった
が、昭和 44 年度前後から高専に繋がる新しい
大学の設置を求める方向に意見が固まっていっ
た。具体化の検討は専攻科特別委員会で引き続
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き行われ、この仮称工業技術大学（院）の使命、
入学資格、学生定員、教育内容等広範な内容に
わたる構想案が、昭和 44 年 12 月の専攻科特別
委員会の最終会合で詳細に説明された後、昭和
45 年度からは、新構想大学特別委員会として、
準備を重ねた。昭和 47 年 8 月文部省は「技術
科学系の新高等教育機関構想に関する調査会」
を発足させ、施設、入学定員、学生定員、教育
研究組織等についての検討を開始、 48 年度予算
から準備費と定員要求を行い、51 年度開校の方
針を固めていった。

（2） 技術科学大学の創設
昭和 49 年４月東京工業大学に「技術科学大

学院（仮称）創設準備室」が設置され、いよいよ
本格的な新構想大学の創設準備に入り、昭和 51
年５月国立学校設置法の一部を改正する法律の
公布で長岡と豊橋に技術科学大学の設立が決定
した。昭和 39 年に始まった専攻科問題は、昭
和 51 年 10 月両大学の開学式挙行によって一旦
実を結んだ。その後１年半の準備を経て、昭和
53 年４月に二つの技術科学大学に学生の入学が
始まっている。

この間設置推進活動の中で、１、２年生のい
ない大学となることと、現行学校教育法との関係
への疑問が呈されるところがあったが、これは、
後日工業高等学校生徒の１年次受入れで対処さ
れる結果となっている。

3-3．大学への編入学の増加
（1） 大学への編入学

高専卒業者のうち大学編入学者は創立当初の
第一回生の 42 年度には約 2% の108 名であった
が、 10 年後の昭和 52 年度には 7% の 587 名に
まで増加した。高専からの大学編入学者の評価
が高く、編入を受け入れた大学も年を追って増加
した。さらに、長岡・豊橋の両技術科学大学に
おいて昭和 53 年度から学生入学が始まり、平成
３年度までに大学への編入学は 55 国立大学、 ４

公立大学、51の私立大学まで広がった。高専卒
業者の大学編入学者数は昭和 62 年度に10％を、
平成 7 年度に 20％を超えた後、平成 23 年度卒
業者では、2,542 名、25％となっており、うち毎
年約 700 名は両技術科学大学に進んでいる。

それに伴い、両技科大と別大学の重複受験な
どの問題が見られる時期もあったが、技術科学
大学側では、積極的な募集の対応も図られ、学
費や研究室配属などで優遇する特別推薦の制度
も平成 24 年度入試から始まっている。

3-4．高校から高専への編入学
（1） 高校から高専への編入学

昭和 47 年末頃から、工業高校を卒業した優
秀な生徒の高専への編入を検討してはとの声が上
がり始めた。工業高校生は工業技術への志望は
強固と思われること、高専は学生の志望変更等
で高学年に欠員が生じること、高専入学志願者
の漸減傾向への対策になり得ること、自ら卒業
生の大学編入を希求する高専の立場から高専へ
の編入希望受入れにも考慮すべきこと、の４点が
主たる理由であった。

しかし、一方では中学で工業高校を進学先と
選んだ後の、工業高校と高専のカリキュラムの相
違を思うとき、編入者が果して在学生に混じって
学習に耐えていけるであろうかと危倶する声もあ
り、是非論は相なかばしていた。

昭和 49 年、大分高専と高知高専の２校が率
先し、４年編入募集を行い、大分では３名の応
募者の中から１名の合格者があり、これは高専と
して最初の編入学生となった。これらの学生の入
学後の評価も好評で、昭和 50 年度には４校で
編入学生募集を行い、うち３校で 17 名の合格者
を得た。この工業高校生の編入学は編入学生自
身の強固な意志と努力を必要とすることは勿論で
あるが、学校はカリキュラムの相違を詳細に検討
し、教科によってはある程度の補習を準備するこ
とも必要であった。このような例をみて他の高専
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も検討を重ね、平成に入るとほぼすべての学校
で受入れが実施されるようになった。

（2） 普通科高校からの編入学
工業高校生だけでなく、普通高校からの編入

学を、翌 61 年度には富山高専で初めて受け入れ
ている。平成３年度には、15 校で実施し、５校
に 28 名の入学者があった。

一方で、18 歳人口の減少により大学全体の門
戸が広がったこともあり、工業高校や普通科高校
等から国立高専への編入学者の数は、減少に転
じている高専も多い。

さらに、平成３年４月の中央教育審議会からの
「新しい時代に対応する教育の諸制度の改革につ
いて（答申）」においても、高校卒業者を高専第
４年次へ編入学させることは、職業高校卒業者
の進路選択の幅を広げること。 ５年間同学校に
学ぶ高専学生に対して望ましい刺激を与えるなど
のメリッ卜があるので、促進することが適当であ
ると述べられている。

3-5．量的拡大から質的充実へ
（1） 教員配置の充実

国立高専の学科増設は、昭和 41 年度から 45
年度までの間にほぼ全校に行き渡り、各校が４
学級制となり、高専の発展には学校規模の拡大
よりも教育内容の充実と改善のため、教員増と
教育環境の整備を図るべきとの声が高くなった。

人的充実の具体策として、応用数学担当教官
の配置が昭和 47 年度から 51 年度までの間に進
められ、続いて応用物理担当教員の順次配置に
移行した。並行して、国立学校での運営費の配
分基準となる当り校費や旅費についても年次計
画によって引き上げが行われていった。

（2） 電算機教育
昭和 40 年代に入り、全国の国立高専の電算

機教育用のシステムが整えられた。この中で、高
専の情報処理教育内容の全国的な向上を目指
し、50 年群馬高専、翌 51 年沼津高専に地区単

位の共同利用研究施設として、 ２名の定員をつけ
て情報処理教育センターを設置し、情報処理教
育に関するセンター校に指定した。

（3） 学内共同利用研究施設
この２高専のような定員をつけた研究施設の

新設を続けることは難しく、改善の方向は、学校
単位の学内共同利用研究施設の設置の推進によ
る学校の特色づくりと教育研究の充実に転換して
いる。昭和 50 年代に入り、福島高専に環境科
学教育研究センター、久留米高専に総合試作技
術教育センターが新設されたのに続き、毎年２か
ら３校に学校の特徴を生かした学際的な教育研
究施設の整備が続けられ、学内だけでなく、地
域産業振興にも繋がる研究施設の整備が行われ
た。

また、国立高専では、時に景気対策としての
公共事業の政策的増加の追い風もあり、各校の
第２体育館（約 380㎡）、厚生施設（約 700㎡）、
教室棟（約 660㎡）等の増設が高専教育の質的
充実の一環で進められていった。

（4） 選択科目制の導入
昭和 51 年７月の高専設置基準の改正により、

15 年ぶりに教育内容に対する基準の緩和が図ら
れた。翌 52 年４月から実施のこの基準では、授
業科目を再検討し、その内容を精選することに
よって授業時間を減少させ、選択科目制を導入す
るなど、適切なゆとりを持たせる方向が出され、
各高専が教育課程の編成に独自の工夫を生かせ
ることとなった。

3-6．平成３年の大幅な法改正
（1） 学校教育法の改正

高専制度の 30 年目において、分野の拡大、
専攻科の設置、準学士の称号など、創設当初か
らの課題に大幅な区切りをもたらす一連の大きい
法令改正が行われた。

平成３年３月、「学校教育法」、「国立学校設置
法」の一部が改正、４月公布、７月から施行さ
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れた。「学校教育法」の改正の中で高専に関する
ものは、第１に 「第七十条の三 高等専門学校に
は、工業に関する学科又は商船に関する学科を
置く。」とあったものが、 「高等専門学校には、学
科を置く。」となって、工業、商船の限定がなく
なり、分野の拡大ができるようになったこと、第
2 に 「第七十条の六 高等専門学校には専攻科を
置くことができる。」が新設されたこと、第 3 に、

「第七十条の八 高等専門学校を卒業した者は、
準学士と称することができる。」が新設されたこ
とである。（条文番号は当時のもの）

これらの法改正に至る経緯と改正の内容、さ
らにその後の進展を以下項目ごとに述べる。

3-7．学科の分野の拡大
（1） 大学審議会・臨時教育審議会の答申

高専制度の創設当初は、高専には「工業に関
する学科」を置くこととされ、その後、昭和 42
年の法改正で、「又は、商船に関する学科」が加
わっていた分野の拡大については、平成 3 年の
法改正で工学、商船系以外の分野に拡大した。

ここに至るまでの経緯として、まず、昭和 59
年６月の大学設置審議会大学設置計画分科会の
報告で、 高専に工学系以外の分野についても検
討していく必要がある、と指摘している。

昭和 61 年４月の臨時教育審議会第二次答申
では、「高等専門学校については、 工業、商船以
外の分野への拡大や名称変更を検討する」とし、

「外国語、情報・経営、芸術（デザイン）等現行
以外の分野にも拡大し、あわせてその名称を専
科大学（仮称）に変更することを検討する。」と述
べている。

昭和 63 年６月に、国専協から文部大臣他に
提出した６項目の要望書の中にも、分野を多様
化するようとの要望が含まれていた。平成３年２
月の大学審議会の「高等専門学校教育の改善に
ついて」の答申の中で、「当面、例えば農業、商
業、外国語、情報、芸術、体育などが考えられ

る」と分野の拡大の方向が示され、翌３月に制
度改正で分野が拡大された。一方では、その直
後の４月の中央教育審議会からの「新しい時代に
対応する教育の諸制度の改革について」の答申
においては、高専の「分野を拡大する際、対象
分野の選定については、当該分野の特質や将来
の見通し等について十分慎重な検討が行われる
必要がある。」との記述もある。

（2）新しい分野の学科開設
こういった経緯での改正の後、産業構造の変

化や現代の科学技術の多様な進展などにも対応
できるように、新しい学科の設置が行われてい
る。具体的には、経営情報学科、コミュニケー
ション情報学科、国際ビジネス学科などが設置さ
れ、産業界や社会の新たなニーズへの柔軟な対
応が始められている。一方では、当時の大学審
議会で例示された幅広い分野の中では、これま
でのところ情報や外国語に関連したもの以外の
分野の選定については、慎重な対応が続いてい
るといえる。

3-8．専攻科の設置
（1） 専攻科設置論の継続

高専専攻科の開設については、昭和 40 年７
月に国立高専協会に設けられた「専攻科に関す
る特別委員会」において、一旦、長岡、豊橋両
技術科学大学の設置の構想をまとめることで議
論を終えたが、昭和 53 年に両技術科学大学が
学生受入れを開始して十年を経た平成に入る頃、
国専協における専攻科設置の要望が再び高まっ
てきていた。

（2） 大学審議会による答申
平成３年２月文部省の大学審議会は、「高等専

門学校教育の改善について」の答申の中で、「専
攻科の制度の創設」に触れ、必要性を以下のと
おり述べている。「科学技術の高度化に伴って、
卒業後も高専に留まり、より高度の教育研究指
導を受けることを希望する者が増えている状況
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があり、高専においても、卒業生を対象に、精
深な程度において、特別な事項について教授し、
その研究を指導する専攻科を設置できるようにす
る必要がある。そして、専攻科の活用は、高専
卒業生をはじめとする社会人の再教育のニーズに
応え、高専の研究機能を強める上からも有効と
考えられる」とまとめられた。

（3） 待望の専攻科設置
この大学審議会の提言を受けて、平成３年３

月、学校教育法の改正が行われ、高専にも専攻
科の設置が可能となり、年度を追って順次設置
が進められた。

初年度となった平成４年度、奈良、新居浜の国
立高専２校に設置されたのに続き、毎年数校ず
つ平成 17 年度まで設置が続き、新設校の沖縄
高専の 21 年度専攻科開設をもって、国立全高専
に整備された。平成 10 年代に入って公立私立の
高専にもほとんどの学校に専攻科が設置されて
いる。

専攻科には、平成 23 年度卒業生の約 16％に
当たる1,585 名が進学し、大学編入者等を加え
た高専本科卒業後の進学率は 39％となってい
る。さらに、高専専攻科修了者の約３分の１は、
さらに大学院に進学している状況である。

3-9．本科卒業生の準学士の称号
（1） 高専卒業生の称号の提案

５年間の高専本科の卒業生に与えられる称号
に関しては、 平成元年３月に出された「高等専門
学校の将来における教育体制に関する調査・研
究」（63 年度教育方法等改善経費）では、 「高専
全体としての改善施策について」の中で、「高専
卒業生に対して称号が与えられるべきである。」
と意見を述べている。さらに、平成元年３月 24
日に、国専協・公専協・私専協の会長名で、文
部省関係官に「高等専門学校卒業生の称号につ
いて（要望）」 を提出し、そこでは称号を「高専
学士」とすることを提案している。

（2） 準学士
平成３年２月８日の「大学審議会答申」では、

高専教育改善のための社会的認識、評価の改善
方策として、高専卒業生に対する称号の付与に
ついて、「準学士とすることが適当である。」とあ
り、平成３年７月施行の学校教育法の改正によっ
て、当年度の卒業生から、高専本科の卒業生が
準学士と称することが認められることとなった。
なお、同時に始まった短期大学卒業生への準学
士の称号の付与は、平成 17 年より、短期大学士
の学位授与に変更されている。

3-10．専攻科修了生の学士号
（1） 学位授与機構による学士号授与

専攻科の設置と関連するものに、学位授与機
構の構想がある。この構想は、 昭和 61 年４月に
臨時教育審議会の第２次答申で提言され、その
後、大学審議会が、平成３年２月に「学位授与機
関の創設について」を答申した。これを受けて、
高専関連の法改正と同時期に一連の法改正があ
り、平成３年７月の施行に合わせて、「学位規則
の一部を改正する省令」も施行された。

高専に関して、文部事務次官通知には、「学位
授与機構は、同機構の定めるところにより、短期
大学若しくは高等専門学校を卒業した者（略）で、

（略）短期大学若しくは高等専門学校の専攻科の
うち同機構が定める要件を満たすものにおける学
修（略）を行い、かつ、同機構が行う審査に合格
した者に対して、学士の学位を授与することとし
たこと。」との規定が含まれ、これを機に専攻科
２年修了に際して学位授与機構が行う審査を受
け、学士号を取得することが、高専専攻科での
学修によって実現することとなった。

現在専攻科修了生のほとんどが、この審査を
受け、３月の修了式において、学位授与機構から
授与された学士の学位記をそれぞれの専攻科の
修了証書とともに受けている。



38 高等専門学校50年の歩み

3-11．高専設置基準の大綱化
（1） 法改正に伴う省令改正

平成３年の法改正に伴って、６月には、「高等
専門学校設置基準の一部を改正する省令」が公
布され、高専設置基準が、大綱化を柱に幅広く
改正され、７月から施行された。

時の文部事務次官通知では「個々の高等専門
学校が、その教育理念・目的に基づき、社会の
要請に適切に対応しつつ、特色ある教育を展開
し得るよう、高等専門学校設置基準の大綱化に
より制度の弾力化を図るとともに、生涯学習の振
興の観点から高等専門学校における学習機会の
多様化を図り、併せて、高等専門学校の水準の
維持向上のため自己点検・評価の実施を期待す
る」と述べられている。

（2） 設置基準の大綱化
高専設置基準の具体的な改正点は、各分野に

わたっている。
教育課程については、授業回数についての定

め、授業科目に関する詳細な規定、履修させる
べき単位数の規定を廃止し、単位の計算方法は、
単位時間を標準 50 分として、卒業研究等も、単
位数を定めることを可能にしている。

また、課程修了の認定等について、修了の認
定に必要な単位数を、167 単位以上（一般科目
75 単位以上、専門科目 82 単位以上）とし、商
船に関する学科では、 練習船実習を除き147 単
位以上（一般科目 75 単位以上、専門科目 62 単
位以上）にしている。

さらに、施設設備について、専門教育に必要
な施設の種類の規定を廃止する一方で、情報処
理、体育館、図書館などに関する規定を詳しくし
ている。

3-12．高専の自己評価 ･ 外部評価
（1） 自己点検評価

自己評価という考えが、平成３年２月８日の大

学審議会答申の中で示された後、平成３年６月の
高専設置基準の改正に当たって、自己点検評価
の実施を期待するとの方向が先に示されて以降、
この実施導入に向けて各高専自身での検討が始
められた。

（2） 設置基準の改正
平成 11 年９月の高専設置基準の改正において

は、高専は、高専における教育研究活動等の状
況について、自己点検および評価を行い、その
結果を公表すること、またその結果について、外
部による検証を行うよう努めなければならないこ
とが定められた。同時に、教育研究活動の状況
を積極的に公表周知すること、授業内容の内容・
方法の改善のため組織的な研修・研究の実施に
努めることも示されている。自己点検評価は、毎
年各校で実施するとともに、その内容を積極的
に公表している。

（3）機関別認証評価の受審
外部評価は、大学の自己点検評価と並行して

高専および短大にも導入された制度であり、具
体的には、７年の期間に一度、認証評価機関が
実施する評価を受けることが義務化されている。
学校の目的、教育内容や成果、財務、管理運営、
研究活動などについて、幅広く審査される。平成
17 年度から 22 年度までに国立公私立全校が大
学評価・学位授与機構による外部評価を受審し、
基準を満たしているとの認定を受け、平成 23 年
度からは、第２回目の受審が始まっている。

（4） JABEE の受審
日本技術者教育認定機構（JABEE）では、大

学などの高等教育機関で実施されている技術者
教育プログラムが、社会の要求水準を満たして
いるかどうかを外部機関として公平に評価し、認
定する国際的にも認められた専門認定を行ってお
り、専攻科を修了するまでのプログラムの認定を
国立 46 高専 72 プログラムが平成 23 年度まで
に受け、教育の質の向上を進めている。
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（5） メディア利用、外国での履修
平成 10 年３月には、高専が通信情報技術の

進展等に対応し多様なメディアを高度に利用した
授業を設置基準の中に授業方法として位置づけ、
制度の弾力化が図られた。

さらに、平成 13 年３月の基準改正では、教授
等の教員資格要件で教育上の能力の重視などの
実質化が、また、授業を外国で履修させることが
できるよう緩和、外国の大学又は短大が行う通
信教育による授業を国内で修得したものも高専
修得単位に 30 単位まで認める、などの改正がな
されている。

（6） 週５日制による影響
国立高専では、平成４年度からほぼ一斉に学

校週５日制が実施された。これに伴い、「学校週
５日制」に伴う教育上の諸問題について検討する
教育方法改善プロジェクトが設置された。そこで
は、教官、学生、寮生、保護者と幅広い対象に
対してアンケート調査を行い、変化の功罪を調べ
ている。

調査の結果、大きな混乱はなく移行できてい
るが、授業の過密化は避けられなかったとみら
れ、後に、国専協では、履修単位を減ずるよう
設置基準の改正の要望書を当時の文部省宛てに
提出している。

3-13．高専の名称変更問題
（1）当初の専科大学案

創設の経緯でも触れているが、「高等専門学
校」の名称については、主として「専科大学」を
一つの案として、これまで名称変更の議論が浮上
したり、沈静化したりを繰り返してきている。

高専制度創設３年前の昭和 33 年に国会提出
された法案の中では、「専科大学」として２～３年
の高等教育機関に必要に応じて 3 年の前期の課
程を付けた５～６年制の案であったが、法案は３
度の国会にわたり審議未了に終わっている。

昭和 60 年に至って、高等専門学校は冗長・

不明確、高等教育機関の性格に不適当、の二つ
の理由から、「専科大学」「専門大学」等で国立
高専協会会長から文部省に要望書を提出してい
たこともあり、昭和 61 年４月の臨教審の第２次
答申では、高等専門学校については、具体的に
専科大学（仮称）に名称変更することを検討する
と記された。しかし、日本私立大学団体連合会
から「大学」という名称の使用に異論がある旨の
意見書が出るなど反対意見もみられた。

（2） 大学審議会の答申
その後の議論を経て、平成３年の大規模な法

改正の際、大学審議会からの「高等専門学校教
育の改善について」の答申において、「専科大学」
の名称は、高等教育機関のイメージが得られる
反面、大学とは目的・性格を異にする教育機関
には不適当ではないかと考えられ、 これに代わる
他の名称は見いだせなかったとして、「適当な名
称が見いだされるまで当面、現行の名称でいくこ
ととする」と結論された。

（3） 中央教育審議会の答申
平成 20 年の中央教育審議会からの「高等専

門学校教育の充実について」においても、名称
に触れられた。そこでは、現在の高等専門学校
の名称については、その問題点等について平成３
年の大学審議会答申においても指摘があり、今
後の状況の変化等を踏まえて検討すべき課題で
ある、と改めて述べられ、検討の継続が示され
ている。

3-14．独立行政法人化への対応
（1） 国立高等教育機関の法人化

平成９年 12 月に、行政改革会議の「最終報告」
で、国立大学の法人化が長期的視野で検討する
ことと、一旦先送りになった後、国専協は、平成
10 年 11 月に会長名で文部大臣宛に、国立高専
は国立学校として継続するよう要望書を提出して
いる。

しかし、国立大学の法人化必至の情勢に至り、
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平成 12 年 10 月国専協理事会で「今後の高専の
在り方に関する WG」が設置され、国立高専の
独立行政法人化を含めた在り方の検討を開始し、
途中平成 13 年９月の中間報告で、制度上の位置
づけの課題として、①名称変更、②研究機能の
明確化、③学年制、④単位の計算方法、⑤客員
教授制の導入、⑥外国人教員の任用、⑦教官人
事のあり方、⑧教育業績の評価、の８点にまとめ
ている。

（2） 法人化による改革の推進
文部科学省においては、大学に比べて小規模

であった高専が一つの機構にまとまることで、学
校共通の課題に組織的に取り組むことを可能にす
るとともに、法人化による裁量権の拡大によって、
特色ある教育活動の展開や学生サービスの向上
も可能になるとの展望を立て、高専の個性化、
活性化、教育研究の高度化の推進を支えるとの
方針で、平成 16 年度からの実施となる独立行政
法人制度の導入に向けて準備を進めた。

（3） 国立高専機構の設立
平成 16 年４月、全国の国立大学が国立大学

法人化されたのと時を同じくして、全国 55 校の
国立高専を設置・運営する独立行政法人国立高
等専門学校機構が開設され、総学生数５万人余、
教職員数６千人余からなる大規模な高等教育機
関が誕生し、高専の現代的使命である「創造性
のある実践的技術者の育成」のため東京の本部
と全国の学校の連携の下で事業を開始した。

4. 高専の特色ある活動・行事

4-1．キャリア教育
（1） 産業界の実情を踏まえた教育

高専では、社会で活躍できる資質と能力を備
え、高い職業観と意欲を有する人材を育成する
教育プログラムを実施している。

教育課程全体では、実験・実習・実技と職業・

キャリア教育を重視して、確かな基礎をもつ実
践的な技術者を育成している。具体的には、５
年間の課程の中で、低学年から段階的に企業見
学やインターンシップを経験させることで職業意
識を涵養したり、課題設定型学習（PBL）により、
主体的な問題解決能力に加えて、コミュニケー
ション力やチームワークを涵養してきている。

さらに、各種のコンテストやシンポジウムなど
に学生を参加・発表させることで、積極的な学
習意欲とプレゼンテーション能力を育成、また、
課外活動、ボランティアなどの社会貢献活動、
教育寮の生活を通して全人教育を実施している。

さらに、企業経験者の教員（全教員の約３割）
や現職又は退職した企業技術者の非常勤講師等
を交え、また、地域の企業や高専同窓生の協力
を得て、産業界の実情を踏まえた教育を実施す
るなど、幅広いキャリア教育の手法を積極的に
教育プログラムに取り入れている。

（2） 共同教育
さらに、社会から求められる職業教育やキャ

リア教育に対応するだけでなく、外部との幅広い
連携を共同教育として進め、高専教育の高度化・
個性化を図っている。

また、インターンシップでの学生の企業におけ
る経験を得るだけでなく、知識・技術を持った意
欲ある地域企業の人材、また、地元の企業経営
者や研究開発の第一線の技術者の協力を得て、
高専の教育現場で学生に対して、実践的な技術
指導・ものづくりマインドの指導を受ける機会も
設け、相互交流を進めている。

4-2．学生の課外活動と全国大会
（1） 全国高専体育大会

高専教育は、15 歳から 20 歳にかけての青年
期にある学生を５年という長い期間の一貫教育で
育成する学校制度であり、心身ともに健康な学生
を育成するため、各高専では、体育の授業以外
にも広くスポーツに親しむ機会を準備している。
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この技術の向上とスポーツ精神の高揚を図り、
高専相互の親睦を図るために全国高等専門学校
体育大会が開催されている。

体育系のクラブ活動を奨励しているものの、
高専の年齢構成が５年制であるため、設立当初、
インターハイ（全国高等学校総合体育大会）への
参加も、大学の体育大会への参加もできないと
いう問題があった。学生主事会議において全国
大会の開催の要請が昭和 39 年度に出され、高
専第一期校が５年生まで揃う完成年度の昭和 41
年８月に、当時の国立高専 43 校による全国大会
が名古屋大学の体育施設を会場に開催された。
全国を８ブロックに分けて予選を行った上で、陸
上、バスケットボール、バレーボール、軟式庭球、
卓球、柔道、剣道の７種目で全国大会が開催さ
れた。

（2） 社団法人高専体育協会
第１回全国高専体育大会は国立高専 43 校の

みで開催されたが、第２回大会は既に国公私立
の高専で連盟を組織していた近畿地区に開催を
依頼するとともに、国、公、私を一体とした計画
が合意された。公私立を含めた準備委員により、
法人組織設立の協議・申請を行った結果、昭和
42 年７月に文部省の認可を受け、社団法人全国
高等専門学校体育協会が発足した。

（3） 競技種目の増加
公私立高専の参加を得た上に、主催も社団法

人化がなって開催基盤もできた全国高専体育大
会は、その後第 20 回までは当初の７種目での開
催が続き、第 21 回からは野球が新たに加わり８
種目で開催となった。

その後、サッカー、ラグビー、ハンドボール、
バドミントン、テニス、水泳が順次加わり、現在
14 種目が開催されている。女子の参加数も増加
しており、大会の規模が拡大してきている。

（4） 文化系イベントの主催機関
専体協は、定款でその目的が体育大会の開催

に限定されていることから、昭和 63 年度に始

まったロボットコンテストなどの文化系イベントの
主催機関は、当初数年の間、国立高等専門学校
協会（国専協）、全国公立高等専門学校協会（公
専協）、日本私立高等専門学校協会（私専協）の
三機関がこれにあたった。平成３年に、国専協、
公専協、私専協を団体会員とする「高等専門学
校協会連合会（連合会）」が設置され、諸行事
の主催に当たっている。

さらに、平成 24 年の４月には、高等専門学校
50 周年の年に、専体協と連合会の機能を統合し
て一般社団法人化し、体育系、文化系のイベント
のみならず、幅広い高等専門学校の学生の諸活
動の交流を支える組織として一般社団法人全国
高等専門学校連合会が発足している。

（5） ロボコン、プロコン、デザコン、プレコン
アイデア対決・全国高専ロボットコンテストは、

昭和 63 年度に第１回が催され、平成 24 年度で
第 25 回を数える。自分の頭で考え、自分の手で
ロボットを作る競技として、毎年東京両国の国技
館で決勝が行われている。

全国高専プログラミングコンテストは平成２年
に第１回が京都市で催され、24 年度に第 23 回
を迎えている。情報処理技術における優れたアイ
デアと実現力を競うもので、長く生涯学習フェス
ティバルと協力して全国巡回で開催されている。

全国高専デザインコンペティションの起源とな
るイベントは昭和 52 年まで遡るが、現在の形で
の第１回大会は平成 16 年に開かれ、 24 年度に第
９回大会を迎える。生活環境関連のデザインや
設計等を競う競技で、全国巡回で開催されてい
る。

さらに、全国高専英語プレゼンテーションコン
テストは、平成 19 年度から始まり、24 年度に第
６回を迎える。英語表現力の向上、特に英語で
のプレゼンテーション能力を競うもので、毎年度、
年明け１月に東京で決勝大会が開催されている。

これら競技の詳細については、「Ⅱ 5．国公私
立高専連合会の活動（P86 ～ 93）」にそれぞれ



42 高等専門学校50年の歩み

詳述する。また、平成５年度から10 年度にかけ
て、高専マテリアルコンテストが全国規模で４回
にわたり開催されている。

4-3．寮における指導
（1） 学生寮の生活

すべての国立高専には学生寮があり、学生は、
寮生活を通じて集団生活に慣れるとともに自立心
を養うことができる。寮の生活を通じて、学生同
士が互いに深い絆を築くことによって、生涯の友
を得ることができる。ほとんどの寮はキャンパス
の中にあって、通学に便利なだけでなく、課外活
動などの時間も多くとることができる。

教員は交代で寮の宿日直に当たっており、時に
いろいろな問題や悩み事の相談相手になって寮
生の指導を行っている。

（2） 学生寮の整備
高専制度発足当時は、学生の経済条件や社会

環境を反映し、学寮についても質素なものが多
かった。30 年ほど経って高度経済成長を遂げた
時点でみれば、学生をとりまく環境諸条件の激変
により、寮施設は狭隘かつ貧弱になり、経年変
化による老朽化も目立ち、 また、 その間の青少年
の体位向上も考えると、時勢に適合するものが少
なくなり、改善が必要となった。

このため、耐震強度の整備や施設の拡充に合
わせ、高学年を中心に個室棟の整備や夏冬の空
調設備の改善など、地域の実情に沿った寄宿舎
の住環境整備も進められている。

また、女子学生の増加に伴い、女子寮につい
ても早急な検討が必要となり、「高専女子寮の新
設に関する報告」として、文部省に対し設置促進
を働きかけ、昭和 59 年度には８校であった学校
付設女子寮が、現在ではすべての国立高専に設
置されている。

（3） 寮食堂の業者委託
給食関係業務についても、受益者負担の建前

から、当初わずかに給食の指導監理の直接担当

者として栄養士１名が国立高専では定員化された
のみで、炊事要員の雇用の基準もなかった。昭
和 50 年度になって釧路始め９校の寄宿舎食堂の
給食が業者委託となり、その後十数年かかり全
校に普及した。

4-4．学生指導の困難期
（1） 学園紛争のはしり

昭和 40 年代に入って、大学で勢いを増してき
た学園紛争は、高専においても、昭和 43 年初
め頃から、様々な影響を受け、時に摩擦が表面
化することもあった。

学生会所属クラブが他校との試合申込に学生
主事の添書をつけること、また、掲示と印刷物
の発行等は校長の許可を必要とすること、また、
登下校は制服着用によること、などの当時の規定
の変更を求める動きが多く見られた。

国立高専全般に、学生紛争は強弱の差こそあ
れ全校に波及し、休校措置や学寮閉鎖を行って
鎮静化を図る学校もあった。

（2） 紛争の消滅へ
この間においても、高専では秩序と学則下での

行動をとらせるよう学生指導を厳格に実施し、違
反者には必要な処分を行って、社会規範になじま
せる指導を続けた。この結果、昭和 47 年の初
め頃には、自然消滅の形で学園紛争は消え去っ
た。

4-5．学生相談・カウンセリング
（1） メンタルヘルスを含めた学生支援

高専では、中学校卒業直後の学生を受け入れ、
かつ、相当数の学生が寄宿舎生活を送っている
という特性があり、就学上の支援に加え、進路
選択や心身の健康等の生活上の支援の充実は、
常に厚生補導上の重要課題である。

各高専では、学生に対し、学生相談室を設け
て相談員を置くとともに、クラス担任・指導教員・
スクールカウンセラー・看護師など、立場を変え
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た様々な相談窓口を提供している。一方で、学
校内の人間関係から離れて匿名でいつでも気兼
ねなく相談できる窓口をメンタルヘルスサービス

「KOSEN 健康相談室」として平成 21 年に高専
機構で設置し、運用している。この相談室では、
学生本人のほか学生の家族、教職員の相談も可
能で活用されている。

教職員の研修機会として、メンタルヘルス研究
集会も平成 23 年に第８回が開催され、専門的な
知識を身につけると共に、具体的な相談事例に
ついての情報交換等を行っている。

（2） 障害をもつ学生の就学支援
高専に入学してくる学生が障害をもっている場

合、将来の技術者としての自立に繋がる支援と
共に、周囲の学生にも、ともに学びコミュニケー
ションを持つ貴重な機会として、できるだけバリ
アのない教育ができるよう、施設・設備を整備す
るだけでなく、教職員による就学支援についても、
研修の機会が次第に増えてきている。

また、入学する学生の障害の種別や程度の多
様さに学校が対応する必要性が増してきており、
特に発達障害により、学習の問題だけでなく、周
囲の人との対人関係や行動などにおける困難につ
いて、教職員の理解と関係者が協力した支援態
勢づくりが、研修会等の場で課題として多く取り
上げられている。

4-6．教員の教育力向上
（1） 教官研究集会の開始

高専発足２年目の昭和 38 年、国専協では、
国立高専教官に研修の機会を与え、各校間の
研究協力により、高専制度の趣旨に即した教育
の開発と、教官資質の向上を図るため、教官研
究集会を開催した。国立高専が 24 校の当時で
あり、初回は文部省内の会議室を主会場として、
開催教科を６部門、各校の部門の主任１名（機
械、 電気、工業化学、 土木、建築、一般は人文、 
自然で２名）を参加者として、２日間熱心な研究

討議を行った。
翌年からの研究集会は、東日本と西日本の２

会場に分かれて実施することとなり、現在は、８
地区のうち隔年で一年４地区ずつ、地区教員研
究集会を開催してきている。

（2） 技術科学大学との連携
さらに、全国国公私立高専の教員を対象にし

た教員研究集会が２校の技術科学大学を会場に
輪番で開始され、これがさらに教育教員研究集
会として、高専教育に関する全国規模の研究発
表集会となり、長岡技科大と豊橋技科大と連携し
て開催されてきた。平成 22 年度からは、全国高
専教育フォーラムとして 1,000 人近い規模の研
修の場となり、この場であわせて、文部科学大
臣表彰、機構理事長表彰などの教員顕彰も行っ
ている。

また、新任の教員のための研修会として、国
立高専新任教員研修会、学生のメンタルヘルス
を担当する教職員のためのメンタルヘルス研究集
会、さらに、情報処理に関するいくつかの研修
会も毎年催されている。

技術職員の研修会は、毎年東西２地区が２校
の技術科学大学の協力を得て、国立高等専門学
校協会（平成 16 年以降は高専機構）主催高等専
門学校技術職員特別研修会を実施している。

（3） 高専教育の発行
国専協では、昭和 51 年の基準緩和の動きに

合わせ「高専教育」誌を発行することとし、高専
教育の改善に資する研究成果や調査結果の発表
を促し、各校における独自の改善努力の支援を
行った。昭和 53 年３月発行の創刊号では、高専
教育方法等改善調査会の各部会が行った調査の
結果、部会としての基本的な考え方、教科内容
のモデル、教育課程編成の例などが掲載された。
第２号からは、研究発表誌としての姿になり、さ
らに、第３号からは、原稿の公募も始まり、その
後、毎年１号で現在第 35 号までの発行が続いて
いる。
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（4） 高専用教材開発
また、高専用教材の研究開発について、昭和

59 年、国専協教育課程等委員会を中心として放
送教育開発センターの協力を得て、研究開発要
領を制定した。生物分野で「生命科学編」、「基
礎生物編」、新素材分野で「金属材料」「無機材
料」などについて、独自の教材作成が行われ利
用に供されている。また、国専協では、留学生
の高専での学習を助けるため「工業基本術語集」

（中国語、韓国語、マレー語、インドネシア語）
を昭和 60 年に刊行している。

4-7．地域協力と研究活動
（1） 高専と地域社会との連携

技術の進歩発展に伴い、昭和 50 年初頭から
学内および地域産業振興等の要求等に応えて、
地域と学校ごとの特長をそれぞれ生かした学際
的な共同研究センターの設置が国立高専に進ん
だことは既述したが、さらに、平成 11 年度以降、
各校に順次地域共同テクノセンターが設置され
た。

高専と地域社会との関係は、教育や研究の
様々な面で連携が強化されているが、その活動
の核となるのが地域共同テクノセンターである。
テクノセンターは平成 11 年度に７校、平成 12 年
度に６校、平成 13 年度に５校に設置され、現在
ではすべての国立高専に設置されている。

法人化前の産学連携の態様は必ずしも一律で
はなかったが、平成 18 年２月に高専機構で基本
指針を策定し、産学官連携活動を通して高専の
教育水準の維持・向上に努め、ここで得た知的
資産を積極的に社会還元することを定め、教育 ･
研究の両面での連携の位置づけを明らかにして
推進を図った。

（2） 受託研究、寄付金
国立大学および国立高専には、民間企業等外

部からの経費を受け入れて、研究上の諸要請に
応じ、教育研究上有意義と認めた研究を行う受

託研究制度がある。また、学術研究の振興・活
性化を図るために、民間企業等外部からその資
金を受け入れる寄付金制度がある。

この二つの制度は研究資金の流れにおいて、
産業界と国立高専の適正な協力関係を保つきま
りを明確化し、双方の持続的な発展につながっ
ており、全国の高専では、 「受託研究実施規則」

「寄附金取扱規則」等を制定し、外部からの研
究資金の積極的な導入を図っている。

国立高専の受託研究件数は、平成２年度に計
21 件だったが、平成 23 年度には 263 件に増加
している。一方、寄付金の受入れ件数は、 平成
２年度に計 453 件だったが、平成 23 年度には
5,551 件に増加している。

（3） 民間等との共同研究
さらに、民間企業等外部からの研究上の諸要

請に応じる新たな方途として、昭和 58 年度から、
民間等と共同研究の制度も発足した。これは民
間企業等からの研究者と研究費を受け入れた国
立学校等の教官が、共通の課題について、共同
して研究を進めるもので、産学間の研究者の人
的交流の促進にも効果が期待できるものである。
全国の高専では、「共同研究取扱規則」を制定し
て、共同研究を積極的に推進している。

平成２年度の共同研究件数は、全国の国立高
専で 16 件であったが、平成 23 年度には 740 件
まで増加してきている。

（4） 科学研究費補助金
公的な競争的研究資金として、高専発足当初

から、文部省には、大学を中心とする研究者が
申請して、研究者によるピア・レビューによって
審査採択される科学研究費補助金がある。高専
の教員を含めた研究者が教育内容を技術の進歩
に即応させ、教員自身の創造性を高めるために、
この研究費の獲得に努めている

現在は、日本学術振興会が公募主体となり、
大学を含めた全体で 2,000 億円を超える年間予
算の中で、基盤研究・応用研究を含めて、国立
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高専全体で平成 23 年度に 863 件の研究が採択
され、11 億円余の研究費が配分されている。ま
た、これらの外部研究資金の獲得に向けたガイ
ダンスや応募の促進策も、各校や高専機構が主
導して様々な機会に進められている。

4-8．施設の開放と公開講座
（1） 公開講座

一方、公開講座については、文部省が地域の
社会教育を推進するため、昭和 51 年度から国立
学校等における公開講座の定着を図ることとし、
国立学校特別会計に公開講座実施経費を計上し
た。講座は、中学・高校生から一般社会人を対
象とし、高専では時流の要請にこたえたパソコン
の入門・応用を教えるものが当初は大半を占めた。
そのなかで、一般教育科目の教養講座や地域の
産業や歴史に密着した専門講座は、 その後の公
開講座の拡充の方向を示すものであった。　　

平成 23 年度現在、国立高専すべてで公開講
座が行われ、全国で 668 の講座が実施され、約
19,000 人が受講している。また、小中学校にお
ける理科離れが指摘される中で小中学生向けの
公開講座、訪問実験、出前授業、科学教室、ロ
ボット競技会などの事業も広く実施している。

高専がもつ設備や技術教育のノウハウを活用し
て、地域の中小企業のニーズに即した講義と実習
による技術者の再教育にも協力しているが、会場
は高専内だけでなく、出前講座や外部でのオー
プンラボもみられる。

（2） 体育施設の開放
体育施設の開放は、文部省が昭和 51 年７月、

あらためて国立学校長に「学校体育施設開放の
推進について」を通知し、国民のスポーツ活動
に対する希求の高まりに応えるため、教育研究に
支障のない限り、地方公共団体等からの体育施
設使用の要望に協力することを要請した。

これに伴い全国の高専では、体育館、水泳プー
ル、武道館、陸上競技場を始めあらゆる体育施

設の開放を推進した。各高専における体育施設
の開放は、その後、地方公共団体等による体育
施設整備の進展もあり、利用数の実績は伸びて
いないものの、社会開放の対応は続けている。

（3） 図書館利用の開放
図書館の地域住民への開放についても、早い

高専では、昭和 60 年代に住民の利用開放、さ
らに貸出しサービスを始めている。平成 10 年前
後からは、多くの高専において地域住民の生涯
学習の場としての利用に供する図書館開放が行わ
れるようになっている。

4-9．留学生交流と国際事業
（1） 留学生の受入れ

国立高専への外国人留学生の受入れは、昭和
58 年度から開始され、当初６高専で 11 名を第３
学年に受け入れたが、その後、年を追って増加
の一途をたどり、平成 23 年度には、22 か国か
ら 467 名の留学生が学んでいる状況まで拡大し
てきた。特に昭和 57 年に始まったマレーシア政
府の派遣事業による留学生が、現在では全体の
ほぼ半数を占めている。

また、私費で学んでいる留学生は、平成 22 年
度実績ではわずか７名に留まっているが、国立高
専機構では、平成 21 年度に留学生交流促進セン
ターを沖縄に開設して高専の国際交流事業の拠
点として活動を始めたほか、平成 22 年度からは、
全国高専が共同して、外国人学生対象の私費留
学生第３学年編入学試験を新たに実施し、外国
人学生募集の拡大を図っている。

（2） 国際協力・交流事業
JICA プロジェクトでは、昭和 58 年度から５年

計画でフィリピン工科大学総合技術訓練センター
への協力が行われ、機械工学および電子工学分
野の複数の高専関係者が参画したことに始まり、
インドネシア、タイ、サウジアラビア、トルコ、ル
ワンダなどでの事業に参加し、派遣・受入れ事
業や調査研究で協力してきている。



46 高等専門学校50年の歩み

また、国際交流事業では、昭和 63 年に鶴岡
高専と中国鄭州紡織工学院との学術交流協定が
結ばれたのを始めとして年々増加し、その内容も
多様化し、平成 22 年度までに 44 校で 129 件
の協定が結ばれている。国立高専機構として、シ
ンガポール、タイ、香港等の機関との包括協定
を結び、シンポジウムや研修事業などの実施も始
めている。

（3） 海外への派遣
平成 22 年度に研修等の目的で海外へ渡航し

た国立高専の学生数は 1,877人、また、学会へ
の参加や研究活動等の目的で海外へ渡航した教
員数は 1,249 人となり、さらに、学生のインター
ンシップでの海外進出企業への派遣についても、
新たに高専機構や個別の高専が取組を始めてい
る。

教職員を長期で海外の教育研究機関等に派遣
する制度を国立高専機構は平成 17 年度より発足
させ、平成 21 年度は、新たに 24 人の教員を海
外派遣している。

4-10．後援会と同窓会
（1） 学校と家庭の連絡提携

高専に入学した者は、入学と同時に「学生」と
呼称され、同年の高等学校入学者が生徒と呼ば
れるのと比較して大人らしく扱われていると言え
る。しかし、年令的には要保護者に変わりはな
く、その育成には学校と家庭の緊密な連絡が必
要である。

最も心身の発達と変化の著しい時期の５年一
貫教育という高専の教育的特性を理解し、 協力と
推進の役を果たしているのは各校の教育後援会
である。

教育後援会は保護者有志が発起人となって、
学校と家庭との緊密な連絡提携による学生の育
成を目的に組織されるが、第１期校の第１回生保
護者の教育後援会の組織結成は、第２期校以降
に前例となって国立全高専に順次設けられ、今

日に至っている。後援会費は少額の渉外活動費
の外は、学生会活動への諸援助、就職開拓、学
生教養図書購入、福祉厚生施設助成等々にふり
むけ、これらは全て間接的に学生に還元されてい
る。

教育後援会は、保護者の自発的な意向によっ
て結成、自律的に運営が行われており、各学校
では、後援会の経営に学校が介入するという誤
解を受けないよう、普段から配慮されている。

（2） 同窓会の活動
各高専には同窓会が結成されて、それぞれ独

自の活動を行うとともに、創立 50 周年を迎える
に当たり、後援会とともに学校支援の両輪として、
協力活動を行っている例が多い。また、高専の
特色として、地元企業へ就職した同窓生と連携し
て、実践的なキャリア教育を行う共同教育の事
例をとりまとめたり、卒業後に起業した同窓生か
ら高専生に対して、講演・討議を行ったりするな
ど、同窓会として後輩の学生に対する教育協力に
組織だった協力をしている例もみられる。

全国で活躍する高専卒業生ネットワークの基幹
として、37 キャンパスの高専同窓会が参加した
連携組織「全国高専同窓会連絡会」が平成 22
年度に第２回会合をもった。1 校ずつでは規模が
小さい中で、全国で毎年卒業する１万人前後の
卒業生が学校横断で交流する連合組織化の構想
について、提案が出されている。

4-11．十周年ごとの記念行事
（1） 創設 10 周年記念行事

昭和 47 年 11 月15 日、高等専門学校創設十
周年記念中央大会は、講演会、パネル討議、式
典、祝宴の 4 行事の構成で東京の九段会館を会
場として挙行された。行事には来賓 100 有余名
と国立高専 52 校の校長、主事、事務部長、そ
の他高専関係者多数が出席、創設 10 周年を祝
賀し、将来への誓いを行った。

ノーベル物理学賞受賞者の朝永振一郎博士
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が、「科学と常識」と題して記念講演を行った後、
「高専 10 年の回顧と将来の展望」についてパネ
ル討議が行われ、高専教育が、教育体系の中で
定着したことを社会に示す機会となった。

（2） 創設 20 周年記念行事
20 周年記念行事は、前年の昭和 56 年６月国

専協理事会において、 「高専共通英文案内」「地
域社会への PR 紙」「国専協の歴史」の三点の資
料の作成が決まり、準備が進められた。

会は、高等専門学校創設 20 周年記念祝賀会
として、昭和 57 年 11 月 26 日、東京農林年金
会館において多数の来賓と高専関係者が出席し、
開催されている。「国立高等専門学校二十年史」
と高専英文案内が記念品として完成し以後の活
動に役立てられている。

（3） 創設 30 周年記念行事
30 周年記念行事は、記念事業として、30 年

史の発刊および祝賀会を挙行する基本計画のも
と、実施された。

高等専門学校創設 30 周年記念祝賀会は、平
成４年 11 月 26 日に東京農林年金会館（パストラ
ル）において、多数の来賓と高専関係者が出席し、
催された。「国立高等専門学校三十年史」が編
集され、ハードカバーに製本・出版の上、記念品
とされた。

この式典を控えた時期の国専協理事会におい
て、会長私案として、学生および教官の意欲を高
めるための支援事業を推進する財団法人の設立
案が示されたが、財団設立の基金の確保が困難
な経済状況となり、実施は見送られた。

（4） 創設 40 周年記念
40 周年記念事業については、平成 14 年度が

高専制度が発足して40 年になるが、式典等の行
事は行われなかった。「国立高等専門学校四十
年史」は、記録を残すという目的で、30 年史に
続く10 年についての動きをとりまとめた原稿と資
料のみを編集・出版する形で刊行されている。

【本文は、国立高等専門学校協会刊行の高専
二十年史、高専三十年史における元同協会事務局
長長柄春男氏の執筆部分を中心に、高専四十年
史を加えた 3 冊の資料の本文を引用・要約し、そ
の後 10 年の動きと公私立学校に関する記載を加
筆する基本編集方針でとりまとめた。】　

（堀江 振一郎）

５．公立高専50年の歩み

5-1．東京都立工業高専
東京都立工業高専（以下、都立高専）は、平

成 22（2010）年 3 月に第 46 回の卒業生を送り
出し、東京都立産業技術高専にバトンタッチして
閉校した。この間の卒業生の総数は 7,403 名で
ある。都立高専の前身は、旧東海道の沖の埋立
地である鮫洲に昭和 10（1935）年に開校した東
京府立電機工業高校（府立電工）にさかのぼる。
昭和 15 年には同じ敷地内に府立電工の卒業生
を受け入れる府立高等工業高校が創設され、8
年間の一貫した工業技術教育体制が構築された。
戦後の混乱期に府立から都立に変わり、また学
制改革にともない、都立大学付属工業高校、そ
して都立の工科系短期大学に直結する 5 年生の
モデル校として都立工業短期大学付属工業高校
へと変わった。昭和 37（1962）年 4 月、都立高
専は工業技術を担う中等教育から高等教育まで
の一貫教育を施す高等教育機関として誕生した。
なお、開校時は付属工業高校の 1・2 年生を志望
と認定により高専第 2・3 学年に編入した結果、
昭和 40 年 3 月、国立高専に先がけて 1 期生を
世に送り出した。 

発足時は、機械工学科 3 学級、電気工学科 1
学級であったが、昭和 48（1973）年からは電気
工学科を 2 学級に増設した。さらに、技術革新
と情報化の進展に対応するため平成 8（1996）年
4 月より、機械工学科 2 学級、生産システム工
学科 1 学級、電子情報工学科 1 学級、電気工学
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科 1 学級の 4 学科 5 学級体制となった。併せて
校舎も全面改築されることとなり、同年秋から工
事が開始された。新校舎は「調和」、「ゆとり」お
よび「インテリジェント化」を基本方針に都市型
の新校舎として平成１１年１１月に完成した。 

都立高専の企業からの評価は高く就職氷河期
においても求人倍率 10 倍以上、内定率 100%
を誇り、多くの実践的技術者を輩出した。また、
毎年 40 名程度が都立大をはじめ長岡、豊橋の
両技科大等に進学した。 

課外活動では、運動部会や文化部会において
活発な活動を行い、高専の全国大会や高専ロボ
コンはじめ各種コンテスト等に出場し輝かしい成
果を残した。

【東京都立工業高専】旧校舎（手前）と新校舎（奥）

 （渡辺 和人）
5-2．東京都立航空高専

東京都立航空高専は、都立航空工業高校（昭
和 39 年 3 月 31日閉校）を母体として、昭和 37

（1962）年 4 月 1日に高専としては唯一の航空系
を含む機械系工学科 5 学級（航空機体工学科、
航空原動機工学科、機械工学科 3 学級）で開校
した。当時は同じ敷地内に都立航空工業短期大
学もあり、初代徳丸芳男校長は都立航空短大校
長と兼務した。校章および校歌は、戦前の東京
府立航空工業学校から引き継がれ（戦後、校歌
の歌詞が一部除かれた）、昭和 41 年の第 1 回

卒業式で高専として新たな校歌が制定された。
また、工学科全てが機械系であることから 1・2
学年は混成学級にすることが一時期行われた。
また、前身校から引き継がれた学校行事の臨海
訓練は昭和 47 年まで実施された。 

校地は高専としては最小と言われ、昭和 39 
（1964）年度から前身校の木造校舎に代わる第 1
期新築工事が開始され、昭和 46 年度の第 8 期
まで行われ、昭和 47 年に都立航空工業短大（統
合により都立工科短期大学となり移転、現在の
首都大学東京・日野キャンパス）の校舎が移管さ
れた。その中でも原動機実験室および格納庫は
戦前戦中に完成した建物を使い続けた。

昭和 62 年度から白鬚西地区再開発事業の
一環として校舎の移転改築が行われ、第 1 期
工事の科学技術展示館が格納庫代替として平成
3（1991）年度末に、第 2 期工事の本館、工場
館および体育館が平成 4 年 12 月に竣工し、平
成 5 年度から新校舎での授業が開始された。グ
ラウンドは地下の上水貯水槽の上に作られ、平
成 10 年度から使用できるようになった。この間、
平成元（1989）年度に時代の要請に応えるため、
航空原動機工学科を廃止し、航空機体工学科を
航空工学科へ（実質的には 1 学級に統合）、機
械工学科を 1 学級減らし、電子工学科 2 学級を
新設する学科改組を行った。それにより女子学
生の入学が増加した。 

学生の活動で特筆するものとして、米国の製作
図面を基に卒業研究および課外活動で製作を進
めた自作飛行機が昭和 52（1977）年 4 月 3 日に
初飛行し、後日 NHK 教育テレビで番組も制作さ
れた。ロボットコンテストは、平成元（1989）年
の第 2 回大会から航空機体工学科の 4 年生のグ
ループが初めて参加し、翌年にロボット研究同好
会を発足させて取り組み、平成 7 年の第 8 回大
会で全国優勝、平成 15 年の第 16 回大会でロボ
コン大賞を受賞するなど、全国大会へ数多く出
場をした。
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【東京都立航空高専】旧校舎（左上）と新校舎（右下） 

平成 5（1993）年から始まった衛星設計コンテ
ストのアイデアの部にエントリーを始め、平成 16
年から超小型人工衛星 KKS-1 の開発に着手し、
平成 21（2009）年 1 月 23 日に H-Ⅱ A により打
ち上げられ、“輝汐”と命名された。 （飯野 明）

5-3．東京都立産業技術高専 
平成 18（2006）年 4 月 1日に、首都東京の産

業振興や課題解決に貢献できるように都立工業
高専と都立航空高専（共に平成 22 年 3 月 31日
閉校）が統合し、都立産業技術高専が開校し、
ものづくり工学科の 1 工学科 8 コース、2 高専
は品川キャンパスと荒川キャンパスとなり、各 4
コース（品川：機械システム、生産システム、電
気電子、電子情報、荒川：情報通信、ロボット、
航空宇宙、医療福祉）が設置された。１学年は
コースに所属せず両キャンパスで同一の授業を行
い、２学年からコース毎に専門の学習を行ってい
る。また、同時に専攻科創造工学専攻も設置され、
産業技術大学院大学への接続コースも設けた。 

平成 20 年度には東京都から公立大学法人首
都大学東京に移管され、平成 21 年度から学力
入試において都外からの受験生を受け入れること
が可能になった。 

国際化、産学・地域交流などは担当室を設け
て取り組み、平成 23 年度にシンガポールのニー
アン・ポリテクニック校と包括協定を締結し、交
流事業を展開する計画である。 （飯野 明） 

5-4．大阪府大高専（大阪府立高専） 
大阪府立工業高専は、昭和 37（1962）年に機

械工学科 2 学級、電気工学科 1 学級が文部省よ
り設置認可され、翌昭和 38（1963）年に開校し
た。昭和 38（1963）年には工業化学科および土
木工学科（各 1 学級）の増設置が認可され、4 学
科 5 学級、入学定員 200 名の形態が確立され
た。また、平成 2（1990）年に機械工学科 2 学
級のうち、1 学級をシステム制御工学科へ分離改
組することが認可され、平成 3 年に電気工学科
は電子情報工学科へ、土木工学科は建設工学科
へそれぞれ学科名称等の変更がなされ、5 学科 
5 学級となった。 

平成 17（2005）年度には「創造力のある実践
的技術者の養成」と「産業および地域への貢献」
の 2 つをミッションとして、本科 5 学科を 1 学
科（総合工学システム学科）6 コース（機械システ
ムコース、システムデザインコース、メカトロニク
スコース、電子情報コース、物質化学コース、環
境都市システムコース）に改編し、また 4 つの分
野（機械工学、電気電子工学、応用化学、土木
工学）の学位を取得できる専攻科（総合工学シス
テム専攻）の設置が認可された。 

また、平成 23 年度には大阪府から公立大学
法人大阪府立大学への移管と共に、本科を 5
コース（機械システムコース、メカトロニクスコー
ス、電子情報コース、環境物質化学コース、都
市環境システムコース）に改編した。 

準学士課程教育の特色としては、1 学科 5 コー
スにおいて、情報技術、機械および電気電子工学
分野の基礎科目などの幅広い工学基礎とものづく
り技術を共通に学習し、コース選択によって専門
工学分野の知識と技術を深める教育を行ってい
る。また、修得した工学の知識と技術を統合す
るとともに、異なる専門技術を融合・複合・シス
テム化させる知識と技術を修得した実践的な技術
者、行動的な職業人の育成を目指している。 
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専攻科課程教育の特色としては、専攻科は 4
つのコースが配置され、本科の 5 つのコースか
ら進学できる総合工学システム専攻となっており、
専門分野を融合・複合的に学ぶシステム構成に
なっている。専攻科においては、専攻する分野の
専門性を高める科目の他に、府内の企業等と協力
した新しい発想による OJT（on-the-jobtraining：
実地訓練）を通して学習ができる科目や体系的・
一貫的なものづくりプロセスを修得する科目が配
置され、システムをデザインするための科目も配
置して、技術者の育成を目指している。

【大阪府立高専】昭和 41（1966）年当時の様子

 （葭谷 安正） 

5-5．神戸市立高専（神戸市立六甲高専） 
昭和 38（1963）年に神戸市立六甲工業高校（原

動機械科、精密機械科、電子工業科、工業化学
科、建設工業科の 40 名 5 学級）を母体として、
神戸市立六甲工業高専［機械工学科（2 学級）、
電気工学科（2 学級）、工業化学科、土木工学科

（4 学科 6 学級）］が高専二期校として設立され
た。昭和 41年には神戸市立工業高専と改名され、
その後、時代の変革に対応し、昭和 63（1988）
年に電気工学科 1 学級の廃止と電子工学科の設
立、平成 2（1990）年に工業化学科を応用化学科
へ改名、機械工学科にコース制（設計システムコー
ス、システム制御コース）を導入、平成 6 年に土
木工学科を都市工学科へ改名した。 

平成 2（1990）年 4 月に明石海峡大橋の建設
と連動して、「垂水区舞子台」から「西区学園都

市」へ移転し、校地面積 85,500㎡、建築面積
15,200㎡、校舎延床面積 28,700㎡の広 と々した
開放感のある校舎に移った。 

平成 7（1995）年 1 月 17 日、阪神淡路大震災
（M7.3）が発生し、甚大な被害を受けたが、奇跡
的に本校の関係者には人的被害はなかった。「ピ
ンチはチャンス」という言葉どおり、本校では、
震災復興の途上において多くの課題に取り組み、

「震災をバネに」発展を続けた。まず、神戸市
復興の一翼を担う人材を育てるために、平成 10

（1998）年に専攻科（電気電子工学専攻：定員 8
名、応用化学専攻：定員 4 名）を設置し、平成 
12 年さらに 2 専攻（機械システム工学専攻：定
員 8 名、都市工学専攻：定員 4 名）を設置した。
本科の積み上げ型専攻で設置したことから、単
独校として 4 専攻は全国で唯一である。 

平成 14（2002）年には、阪神淡路大震災から
の復興を目指して、市の「協働と参画のまちづく
り」に倣って、本校に「地域協働研究センター」
を設置した。レスキューロボットコンテストが神
戸 RT（ロボットテクノロジー）構想の一環として
開催されたが、本校は、震災後、スローガンと
なった「がんばろう KOBE」をチーム名として、
平成 16 年度第 4 回大会から毎年参加している。
さらに、神戸市の復興支援工場（後にものづくり
復興工場）を中心とした被災企業との連携、「神
戸リエゾン・ネットワーク」を通した市内中小企
業との連携、「神戸高専産学官技術フォーラム」
の継続開催（平成 23 年度で第 20 回）、「神戸
医療産業都市構想」への参画、小学生からお年
寄りまでを対象にした公開講座など地域連携を
展開した。 

平成 18（2006）年に工学系複合プログラムが
JABEE により認定、平成 19 年 KEMS（神戸環境
マネジメントシステム）を認証取得、平成 21 年
機関別認証評価による認定など、国内外にも認
められる高専と発展してきた。平成 22 年には、
国際・情報都市神戸にふさわしい高専を目指し
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て、国際交流委員会を設置し、幅広い国際交流
を模索するとともに、近隣の次世代スーパーコン
ピュータ「京」や大型放射光施設「SPring-8」の
利用に期待が高まっている。

【神戸市立高専】舞子台当時の様子

  （赤対 秀明）

5-6．公立高専の活動
（1） 全国公立高等専門学校協会（公専協） 

教務学生協議会は毎年夏に開催し、教務およ
び学生指導について協議の場を設け、各高専に
おける学校運営に資している。 

（2） 体育大会・連盟
公私立高専の全国大会への出場は昭和 42

（1967）年度の第 2 回大会からであり、関東の都
立 2 高専および私立 3 高専（育英、幾徳、聖
橋）は関東・信越Ｂ地区として、近畿の公立 2 高
専および私立 2 高専（大阪、熊野）は近畿 B 地
区として公私立の代表を決める地区大会を開催し
た。昭和 55（1980）年度の第 15 回の地区大会
からは国立高専と合同した関東・信越地区大会
および近畿地区大会となった。 

関東高専体育連盟は、関東・信越 B 地区の高
専により昭和 53（1978）年 4 月に発足し、現在
は公私立 3 チームであるが、春季、総合、新人
戦の 3 大会を、種目によっては近隣の国立高専
もオープン参加して開催している。 （飯野 明）

６．私立高専50年の歩み

6-1．はじめに
（1） 私立高専のこれまで

高専制度制定以来、８校の私立高専が開校し
たが、聖橋高専（現埼玉工業大学）・大阪高専

（現摂南大学）・高知高専（現国立高知高専）・
幾徳高専（現神奈川工科大学）・桐蔭学園高専

（現桐蔭学園横浜大学）の５校が大学昇格・国立
移管となった。

多くの高専が大学に転換した理由は学校経営
の難しさにある。高専の学校経営は、高度な実
習・実験設備、寮設備などのほか、専門教育を
行う教員の人件費などで多額の経費が必要なた
めである。私立高専の主たる収入は、学費と補
助金であるが、共に私立の高校・大学より低く、
大学並みの設備と教員を擁するため、大学に移
行する方が得策と考えても無理はない。

（2） 私立高専の現況
現存する３校の特色をまとめてみる。
金沢高専：昭和 37（1962）年開校。昭和40

（1965）年金沢工業大学が石川県野々市町に開
校、後に大学と隣接する敷地内に新校舎を新築
開校し、図書館や施設、法人業務や支援機構な
ど大学と高専が共有されており、効率的な経営
により今日に至っている。

近畿大学高専（旧熊野高専）：昭和 37（1962）
年三重県熊野市に学校法人近畿大学が開設、法
人からの繰入金で経営を存続したが、地元入学
生の減少により廃校の危機を迎える。平成 23

（2011）年三重県名張市の誘致により、旧皇學館
大学社会福祉学部跡に移転。土地、施設・設備・
機器備品の無償譲渡や国・県・市からの助成を
受け施設の拡充を図り、再構築を図っている。

サレジオ高専（旧育英高専）：昭和 38（1963）
年東京都杉並区に開校。平成 17（2005）年東
京都町田市グランネットタウン地区にキャンパス
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を新築移転。都下の新興地という好立地に加え、
幼稚園から小中学校を併設する学校法人育英学
院のもと経営されている。

（3） これからの私立高専
上記３校は存続のための経営努力をしているも

のの、それだけで運営を賄えるものではない。私
立高専の安定的な学校経営のためには、法人以
外からの支援が必要である。その支援元としては、
高専が位置する地域全体が望ましい。図書館・ス
ポーツ施設・寮施設などの相互利用、専門知識・
技術を有する人材の相互交流は、経費を削減でき
るだけでなく、互いの発展のために良い刺激をも
たらす。地域の活性化に寄与するのであれば、行
政その他から私立高専を対象とする給付奨学金
や補助金の支給など金銭的な援助も可能となる。

学生募集に関しては、高専が文部科学省の所
管であって、都県教育委員会の管轄外のため、
入学希望者の定員調整・進路調整等の圏外にあ
ることから、苦戦を強いられている。教育委員
会をはじめ地域社会の協力が望まれる。

地域貢献・地域密着の私立高専、地方と共に
発展していく私立高専、これが「これからの私立
高専」である。

（4） 私立高専の使命
私学教育の根本は、画一的教育では得られな

い「個の充実」にあり、この存在意義から鑑み
れば、高専が国公立だけになったとき高専制度は
いびつなものになる。日本を支えてきた専門教育、
引いては技術立国日本の衰退にまで繋がりかね

ない。世界を覆う構造不況下で未曾有の大災害
に見舞われた日本が復興を目指す上で、私立高
専に課せられた使命はますます大きいと言える。

（神野 稔）

6-2．近畿大学（旧熊野）高専
世耕弘一学校法人近畿大学初代総長 ･ 理事

長が国務大臣で科学技術庁長官・経済企画庁長
官に就任していた時期、「高専制度制定」にかか
わったこともあり、昭和 37（1962）年 4 月、学
校法人近畿大学は三重県熊野市に熊野高等専門
学校を開校した。

本校教育の目的は「人に愛され、信頼され、
尊敬される新時代を担う技術者の育成」にある。
平成 12（2000）年には近畿大学工業高等専門
学校に校名変更。平成 17（2005）年 4 月には３
工学科を統合した総合システム工学科へ改組し、
専攻科も設置した。

本校は設立以降、過疎地にあったこともあり、
教員人事刷新や設備更新がほとんどなく、産業
技術の高度化に対応できず、平成 11 年度には入
学者数が入学定員の 1/3 以下にまで減少し、法
人から廃校を求められるに至った。

平成 12 年度からの学校改革において、早期

私立高専協会総会集合写真

本 館

図書館・1 号館

2、3、4 号館
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退職推進による人事刷新により、博士号取得教
員は過半数を超え、第一線にいた企業出身者の
大量採用と相まって、高度技術者育成の体制を
整えた。さらに、給与改革によって生まれた費用
でもって、優秀スポーツ指導者採用なども含め、
学生活動の活性化を図り、老朽施設改修や新館
設置等で、本校は総定員オーバーのⅤ字回復を
達成・継続中であった。

しかし、地元公立高校の統廃合問題の軋轢が
あり、平成 17（2005）年以降、定員調整・進路
調整により、地元入学生が半減したため、熊野
市での存続を断念し、三重県名張市の皇學館大
学（平成 10 年開学）撤退跡への誘致に応じ、平
成 23（2011）年 4 月、移転した。

本校は近鉄線で近畿大学に直結し、大学との
教育研究連携も確かなものとなった。

誘致に当たって、名張市から敷地 45,000㎡、
建物 15,000㎡の無償譲渡、市有地 31,000㎡の
無償貸与、皇學館使用の備品・蔵書などの無償
譲渡等を受けただけでなく、実験棟、球戯場、
雨天練習場などを新設した。

また、１～３年生利用の学生寮は、名張市より
研修センターを借りている。

４～５年生は、ワンルームマンションを法人が
借り上げ、提携寮として利用している。

私立高専の経営は決して容易ではないが、法

学生寮

高専会館

全天候型グランドﾞ

球戯場

人からの支援や公的支援を得ながら、私学らし
さを前面に出しつつ、50 年の節目を超えてさら
なる発展充実を図っていく所存である。

（神野 稔）

6-3．金沢高専
本校は、昭和 37（1962）年４月、「人間形成・

技術革新・産学協同」を建学綱領として、電気工
学科３学級の規模で石川県野々市町に設置され
た。翌年には機械工学科２学級が増設された。そ
の後３回の改編を経て、平成 21（2009）年４月、
各１学級の電気電子工学科、グローバル情報工学
科および機械工学科の 3 学科体制となった。

昭和 40（1965）年４月の金沢工業大学の創
立に伴い大学とキャンパスを共有することとな
り、これが本校の発展にも繋がっている。平成
3（1991）年４月には、高専教育のさらなる充実
を期して、金沢工業大学に隣接した金沢市久安
2-270 番地に新校舎を建設して移転した。

本校の教育目標は、「21 世紀を担う、こころ豊
かで創造性あふれた技術者の育成」である。こ
の目的を達成するため、大学と施設を共有（夢考
房や図書館など）して教育活動、地域連携や海
外交流などを行ってきた。

特に近年では、ものづくりを主柱とした教育の
展開、先駆けた本格的なエンジニアリングデザイ
ン教育の開始、アメリカのセントマイケルズ大学

【金沢高専】正門付近

【近畿大学高専】
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や、ニュージーランドのオタゴ・ポリテクニックへ
の留学を含む、積極的な海外交流や留学制度の
確立、創造技術教育研究所の設置・活動など、
わが国本来のものづくりの良さを継承しつつ、先
進的な教育改革を推進してきた。

その結果、ものづくり教育、工学・英語協同
教育およびキャリアデザイン教育の３分野におけ
る教育事業が、文部科学省の推進事業として委
託を受けた。特に、官公庁および大学を含む 30
余りの部外連携先のご協力を得た「16 歳からす
る将来の工場長育成プログラム」と命名したも
のづくり教育事業は、平成 21（2009）年に、学
校教育が始めて民間から表彰を受けるという成果

（日刊工業新聞社）をあげている。
本校は、建学綱領が同じ金沢工業大学と連携

した教育を積極的に推進するため、専攻科を設
置していない。その代わり、学校推薦で金沢工
業大学に編入する制度があり、毎年多くの学生が
これを活用している。同様に、教育や教員面に
おいても交流を行い、学校運営の効率化と品質
向上に努めている。

急速に進むグローバル化社会に対応するため、
平成 21（2009）年４月以降、専門工学科に外国
人教員各２名を配置し、留学経験者を含む全学
生に対して、ものづくりや幾つかの専門科目を英
語で教育することとした（CLE2 教育）。その結果、
本校の全教員の約１/４弱が常勤外国人教員と
なっている。

同時に、主柱とするものづくり教育を国際基準
へ改善することを目的に、平成 22（2010）年 12
月には国際的な CDIO イニシアティブへの加盟を
申請し、わが国の高等教育機関では初めて加盟
が承認された。

少子化による募集難に加え教育機関が林立す
る当地にあっては、質と量を維持した私立高専の
存続は、極めて困難を伴っている。

本校は、優れた建学綱領の追求のための間断
ない教育改革と、地域や他の教育機関相互の連
携と棲み分けによって、次世代を担う技術者の育
成に向け努力している。 （山田 弘文）

6-4．サレジオ（旧育英）高専
本校は、昭和 38（1963）年 4 月に旧育英工高

を前身として東京都杉並区において新たに育英
高専として印刷工学、工業意匠、電気工学の３
学科で発足した。その後紆余曲折を経て、平成
17（2005）年に現在地（東京都町田市）に移転、
同時にサレジオ工業高専として開校した。現在は
デザイン、電気工学、機械電子工学、情報工学
の 4 学科に専攻科生産システム工学専攻を加え
て定員 928 名である。

【サレジオ高専】全景

東日本にある唯一の私立高専で、カトリック・
ミッションであるサレジオ修道会が経営する学校
法人育英学院が設置している。他に幼稚園 2 園、
小中学校 1 校を併設し、他の私立高専と異なり
大学法人経営ではないところに特徴がある。

サレジオ会を創立したヨハネ・ボスコの精神を
もとに校是として「神は愛なり」、「技術は人なり」、

【金沢高専】外国人教員による加工教育
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「真理は道なり」を掲げ、教育基本方針として「専
門性」、「人間性」、「国際性」の涵養を目的とし

「良き社会人」を養成することを目的としている。
ここではその中からいくつかの事例について紹介
したい。

本校では「高専ロボコン」に初めて出場した平
成２年当時に校内に応用技術センターを設置し、

「夢工房」を開いた。そこを運営する教員の献身
的努力で、学生たちはここから多くのモノづくり
に励み巣立って行った。それはプロジェクト型教
育、いわゆる PBL 教育の実践場として例えばリ
チウム電池搭載のソーラーカーでオーストラリア
など 3 回を超える海外大会（WSC1996、2001、
Phaethon2004）に遠征し、好成績を上げた。し
かし技術の高度化に対応すべく施設、指導の全
面的見直しに入っている。

【サレジオ高専】WSC 参加集合写真

次に国際 性であるが 経営母 体が 全世界に
2350 の姉妹校を 129 カ国以上に展開している
縁を活用し国際交流センターのもとにいくつもの
プロジェクトが展開されている。特に東チモール
における海外ボランティア活動は 20 年以上の歴
史をもち現地で国連職員（写真右上）として働く
卒業生もいる。

もちろん人間性についてはいうまでもなく技術
教育の前提となるものでプレテック制度という1・
2 学年を対象とした担任支援の体制を 20 数年
の経験の中で実施し、低学年の教育、生活指導
を通して人間性の涵養に努めている。倫理教育も

「倫理社会」、「情報倫理」、「技術者倫理」と６単
位を配当して技術者である前に良き人間であるべ
きことを理解させている。

大きな法人を持たない本校が工学系単科の学

校を経営することは学生募集を含めて決して容易
なことではない。しかし、東京にある私立高専と
して数少ない私立高専の険しい道をこれからも歩
む 50 年目である……。 （小島 知博）

【サレジオ高専】東チモールボランティア
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1．高専教育の充実に向けた近年の動き

1-1．はじめに
高専では創設時から、

①15歳からの５年一貫教育による集中的な技術
教育

②一般科目と専門科目の「くさび形カリキュラム」
による効率的かつ段階的な専門教育

③実験・実習や企業と密接に連携したインターン
シップなどの実践的教育

④企業経験や博士号を有する優れた教員による
きめこまやかな教育

⑤学生寮や課外活動を通じた全人的教育
を実施してきており、厳しい経済情勢により大
学・短大の求人・就職状況が低迷する中にあって
も高専の求人・就職状況は高い水準を維持して
いることから、高専教育は産業界から高く評価さ
れているといえる。また、平成21年３月にOECD
が発表した「日本の高等教育政策レビュー」によ
れば、日本の高等教育全般についてさらなる改
革の必要性を強調する中で、高専については「高
度の職業訓練の質のみならず、日本の産業界の
ニーズへの対応において、国際的に広く賞賛され
ている」と高く評価された。

ここでは高い評価を受けている高専教育の充
実に向けた近年の動きや諸課題について述べる。

1-2．共同教育の進展
産学連携による実践的な教育の実施は高専創

設以来脈 と々受け継がれてきた高専の特色であ
り、各高専では地元の自治体や産業界、同窓生
等との連携による多様な教育プログラムを開発し
て実践している。

各高専での取組に加え、51 高専が一つにまと
まったスケールメリットを活かし、平成 21 年 12
月には、日本の教育機関として初めて、高専機
構とマイクロソフト社とが本格的な共同教育の実

施に関する協定を締結し、社員からの講演や IT
リーダー育成キャンプを実施している。このよう
な取組はオムロン社とも実施しており、電子制御
教育に役立つ教材キットの寄贈や教材キット活
用講習の実施、教育プログラムの開発を実施し
ている。

産業界が必要とする人材を高専と企業とが一
丸となって育てる共同教育は今後、ますます充実
させる必要があろう。

1-3．機関別認証評価
国・公・私立大学（短期大学を含む）、および

高専は、平成 16 年の学校教育法等の改正によ
り、その教育研究水準の向上に資するため、教
育研究、組織運営および施設設備の総合的な状
況に関し、７年以内ごとに文部科学大臣が認証
する評価機関（認証評価機関）の実施する評価を
受けることが義務付けられた。

高専では平成 16 年度から大学評価・学位授与
機構による高等専門学校機関別認証評価（試行
的評価）が実施され、国立高専は５校、公立高
専は 1 校、私立高専は 2 校が受審し、いずれの
高専も「評価基準を満たしている」とされた。そ
の後、平成 22 年度までに 51 国立高専（55 キャ
ンパス）全てが大学評価・学位授与機構による機
関別認証評価を受け、その全てが「基準を満た
している」と評価され、平成 23 年度からは２巡
目の評価が開始された。

高等専門学校機関別認証評価の目的は以下の
とおりである。
①高等専門学校を定期的に評価することにより、

高等専門学校の教育研究活動等の質を保証す
ること

②評価結果を各高等専門学校にフィードバックす
ることにより、各高等専門学校の教育研究活
動等の改善に役立てること

③高等専門学校の教育研究活動等の状況を明ら
かにし、それを社会に示すことにより、公共的
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な機関として高等専門学校が設置・運営され
ていることについて、広く国民の理解と支持が
得られるよう支援・促進していくこと
上記の評価の目的を踏まえ、

　a. 高等専門学校評価基準に基づく評価
　b. 教育活動を中心とした評価
　c. 各高等専門学校の個性の伸長に資する評価
　d. 自己評価に基づく評価
　e. ピア・レビューを中心とした評価
　f. 透明性の高い開かれた評価
が行われ、評価結果は教育研究活動等の改善に
反映させていくことが期待されている。

1-4．JABEE 認定
JABEE と は 日 本 技 術 者 教 育 認 定 機 構

（Japan Accreditation Board for Engineering 
Education）のことを言い、 平成 11 年 11 月19 日
に設立され、技術系学協会と密接に連携しなが
ら技術者教育プログラムの審査・認定を行う非
政府団体である。この機関で行う認定制度を日
本技術者教育認定制度（JABEE 認定）と言い、
大学などの高等教育機関で実施されている技術
者教育プログラムが、社会の要求水準を満たし
ているかどうかを外部機関である JABEE が公平
に評価し、要求水準を満たしている教育プログラ
ムを認定する専門認定制度である。

平成 17 年にはワシントン協定に正式加盟が認
められ、国際的にもその存在を確固たるものにし
ている。

JABEE による認定審査により、専攻科修了生
の能力が社会的に保証されるだけでなく、受審の
ための成績評価・管理の明確化、オフィスアワー
の設置、授業アンケート（学生評価）による授業
の改善等の実施を通じ、高専内部においても高
専教育の改革およびその質の向上に向けた取組
が顕在化しており、地域企業、学生からの専攻
科教育に対する評価が高まるなど、教育研究の
高度化の進展に寄与している。

平成 23 年度までの国立高専における JABEE
の認定プログラム数は、46 高専 72 プログラムと
なっている。

国立高専機構第２期中期計画においても、「実
践的技術者養成の観点から、在学中の資格取得
を推進するとともに、日本技術者教育認定機構

（JABEE）によるプログラム認定を通じて教育の質
の向上を図る」としている。

1-5．専攻科学位審査
現在、高専の専攻科を修了又は修了見込みの

者が、大学評価・学位授与機構に課題論文を提
出し審査に合格すると、学士の学位を取得するこ
とができ、大学院修士課程への入学資格を得る
ことが出来るが、毎年度一定の不合格者が生じ
ている。また、現行制度では以下のような問題
が生じている。
①高専専攻科は高度な技術者育成のための体系

的な教育課程を構築・実施しており、ほとんど
の専攻科が JABEE から大学学部相当の教育プ
ログラムとして認定されているにもかかわらず、
専攻科における平素の学習状況等が審査に反
映されないこと

②高専教員は審査に関与することができないこと
③専攻科在籍のわずか２年間のプログラムの中

で、受審に向け２年の夏から秋にかけてレポー
ト作成と試験対策に労力を費やす必要があり、
学生・指導教員の両方にとって物理的・心理
的な負担が大きいこと

④受審の準備のため、インターンシップや学会
等への参加など学生の主体的な学習体験への
参加に支障が生じていること

⑤試験実施場所が限定されており、全国各地に
所在する高専学生の負担が大きいこと

⑥学位の専攻分野が、機械、電気電子など統一
的に定められており、専攻科の特徴である複
合融合分野での受審が認められず、分野の選
択が困難となる場合があること
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これらの問題は平成 20 年 12 月の中央教育審
議会答申「高等専門学校教育の充実について」
や平成 22 年 12 月の中央教育審議会答申「今後
の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方
について」の中でも触れられており、文部科学省、
大学評価・学位授与機構と国立高専機構の関係
者間で改善に向けた検討を行っている。

1-6．国際化の推進
経済活動のグローバル化の進展、頭打ちの国

内市場、円高等を背景に製造拠点の海外移転が
進んでおり、我が国が世界の工場であった高専
制度創設時とは技術者を取り巻く環境は大きく変
わっている。

製造拠点の海外移転が進む中で、技術者は国
内だけではなく海外工場でマネジメントを行うこ
とが求められるようになってきており、高専学生
の国際通用性を高め、卒業後に国際的に活用で
きる技術者を育成することは高専の大きな使命
の一つである。

今後、高専では特に学生の海外体験を重視し、
交流協定校でのインターンシップや研修プログラ
ム、単位修得プログラム、語学研修、 民間企業
での短期実習、さらには国際シンポジウム等への
参加などを進め、ひとりでも多くの学生が卒業す
るまでに一度は海外に出向き、グローバル化する
ものづくりの現状を目の当たりにする機会を設け
るべきである。そのためにも、個別の高専、ブ
ロック毎、機構本部による海外交流ネットワーク
の拡大を推進する必要がある。

現在、高専では、国際化の推進として次のよう
な取組を行っている。

（1）学生の海外派遣等の国際交流活動の推進
国際的に活躍できる実践的技術者養成のた

め、平成 20 年度から、海外に広く展開する多く
の日本企業と連携協定を結び、３週間の海外イ
ンターンシップを実施している。高専機構として
は、今後、さらに多くの企業の理解協力を得て、

本プログラムの拡充を図ることとしている。各高
専に対しても、地域企業との連携の下に個別に海
外インターンシップ・プログラムを開発し、それ
を他の高専とも共有化していくことを求めている。

この他にも、海外のポリテクニックや工学系の
大学等の技術者教育機関を始めとする教育機関
との交流協定に基づき、学生の長期・短期の双
方向の交流・研修プログラムを推進している。

（2）海外との包括交流協定の締結
高専機構は、現在、全国の国立高専を代表し

て、特にアジア地域の中心的な技術者教育機関
との間の包括交流協定の締結を推進している。

さらに、これらの包括交流協定機関と協力して、
教員主体の工学教育の在り方に関するシンポジウ
ム（ISATE）や学生の研究発表を主体とするシン
ポジウム（ISTS）を毎年日本又は海外で実施して
いくこととしている。

これらの国際展開は、東南アジア（ASEAN）地
域での高専アカデミア連合の構想に繋がるもので
あり、ボーダーレス化が進み、持続可能性が問
われる 21 世紀において、東南アジアは主要な鍵
となる地域であり、このようなネットワークの構
築は喫緊の課題と考えている。

（3）留学生受入れの推進
高専機構においては、平成 21 年４月に全国の

国立高専の共同施設として、沖縄高専に「留学生
交流促進センター」を開設し、外国人留学生の
受入れと日本人学生等の海外への派遣に関する
各種の支援事業を行っている。

また、私費留学生の受入れ拡充を図るため、
平成 23 年から日本学生支援機構の日本留学試
験の成績等に基づき、全国の国立高専が共同し
て、留学生の編入学試験を実施している。

アジア地域の理工系への進学を考えている学
生に高専教育を知ってもらうため、平成 22 年か
らアジアの学生の高専体験プログラムも実施する
など、広報活動や奨学金の確保にも力を入れて
いる。
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1-7．中央教育審議会の動向
中央教育審議会は、平成 17 年 1 月 28 日に

「我が国の高等教育の将来像」として、今後の高
等教育全般にわたる答申を行った。その中の第
３章「新時代における高等教育機関の在り方」の
中で、高専について次のような期待・課題が述べ
られている。
○高等専門学校は、５年一貫の実践的・創造的

技術者等の養成という教育目的や、早期から
の体験重視型の専門教育等の特色を、大学の
学士課程教育や短期大学の課程の教育との対
比で一層明確にしつつ、今後とも応用力に富
んだ実践的・創造的技術者等を養成する教育
機関として重要な役割を果たすことが期待され
る。

○高等専門学校卒業後に専攻科や大学へ進学・
編入学する学生の増加を踏まえると、教育内
容や履修指導等も含めて他の高等教育機関へ
の円滑な接続にも配慮する必要がある。一方
で、高等専門学校の役割や位置付けが相対化
し、早期からの体験重視型の専門教育による
実践的・創造的技術者等の養成という本来の
個性・特色が不明確になることのないよう留意
することも重要である。

○現在、高等専門学校の単位については、教室
内における 30 時間の履修を１単位として計算
することとされているが、授業形態・指導方法
の多様性や自学自習による教育効果も考慮し
た単位計算方法を導入することにより、各学校
における柔軟なカリキュラム編成の実現等が期
待される。具体的には、教室外での自学自習
を促すための指導上の工夫や総授業時間数の
維持・確保に特に留意しつつ、一定の範囲内

（例えば 60 単位以内）において、各学校の判
断により、45 時間の学修を１単位として計算す
る授業科目を設定できるよう、国は、単位計
算方法を見直すことが適切である。

○国立高等専門学校の法人化など高等専門学校
を取り巻く状況の変化、今後の高等専門学校
の管理運営の具体的な在り方や高等専門学校
の基本的方向性を踏まえ、名称を含めた社会
的認識の改善の問題や専攻科の役割等につい
ては、今後の重要な課題である。
また、平成 20 年 12 月には「高等専門学校教

育の充実について」と題する高専教育についての
答申が取りまとめられた。この答申では高専の
実績を高く評価し、その役割が創設当初の中堅
技術者の養成から幅広い分野で活躍する多様な
実践的・創造的技術者の養成に広がっていると
の認識を示した上で、今後の充実についての方
策が述べられている。

このほかに、平成 23 年１月には「今後の学校
におけるキャリア教育・職業教育の在り方につい
て」の答申が取りまとめられた。この答申は学校
教育全般にわたるものであり、高等専門学校の
キャリア教育・職業教育を高く評価している（詳
細は「参考資料（P100・101）」を参照のこと）。

（高専機構本部）

2．国立高専の動向

2-1．国立高等専門学校機構の設置
（1）はじめに

独立行政法人国立高等専門学校機構（以下、
高専機構）は、全国 55 校の国立高専を設置・運
営する組織として、平成 16 年４月、国立大学の
法人化と同時に創設された。法人化の目的は、
国立大学法人化と同様国の組織の枠組みから外
すことで、自主性・自立性を拡大し、国立高専の
一層の個性化、活性化、教育研究の高度化を図
ることにある。また、国立大学が１大学１法人化
されたのに対し、国立高専は、１校１校の規模が
小さく、各高専をそれぞれに法人化するとした場
合、高等教育機関としての競争力を確保すること
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が困難なことから、国立高専機構を一つの法人
として、全国の国立高専を設置・運営することと
なり、そのスケールメリットを生かして国立高専
全体の共通する課題に対応することや、各学校
の枠を超えた教育活動の推進、学生支援の充実
等を図っていくことに特徴がある。

（2） 法人としての目的
高専機構は、国立高専を設置すること等によ

り、職業に必要な実践的かつ専門的な知識およ
び技術を有する創造的な人材を育成するとともに
我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展
を図ることを目的としている。

（3） 組織・運営、役員
高専機構の組織として、理事長の下に理事６名

（常勤理事２名、校長兼務の理事３名、非常勤理
事１名）および監事２名の役員を置き、本部事務
局、リスク管理本部および監査室を置いている。

監査室は、監事の統括の下に、機構の内部統
制体制の充実強化を図るため、平成 22 年５月に
設置されたが、その後、リスク管理全般に関す
ることについては、平成 23 年４月に新設された
リスク管理本部へ引き継がれた。

その他、全国共同利用施設として、留学生交
流促進センターを置いている。
1） 管理運営体制、各種委員会
○役員会

高専機構の業務の管理、運営に関する方針お
よび施策を審議し、業務の発展向上を図るため
に役員会を置いている。

役員会は理事長、理事および監事で構成され、
理事長招集の下に年 10 回程度開催している。
○運営協議会

理事長の諮問に応じ、高専機構の業務の運営
に関する重要事項について審議するために、外
部有識者に委員を委嘱し、運営協議会を置いて
いる。運営協議会は、10 名の委員で構成され、
年２回程度の会議が開催されている。

○各種委員会
高専機構に特定の重要事項に関する調査審議

をするために、理事長が指名する校長等を構成
員とする各種委員会を設置している。

各種委員会は、企画委員会、危機管理体制点
検・整備委員会、広報委員会、安全衛生管理・
地球温暖化対策委員会、男女共同参画推進委員
会、情報基盤委員会、入学試験運営委員会、教
育・ＦＤ委員会、学生支援・課外活動委員会、
教育環境整備委員会、産学連携・地域連携・知
的財産委員会および国際交流委員会の 12 の委
員会がある。
2） 事務局組織と変遷

本部事務局には、事務局長および事務局次長
を置き、総務課、人事課、財務課、企画課、学
務課、施設課、管理課、教育研究調査室および
国際交流室の７課２室で構成される。

平成 16 年４月法人化には、総務課、財務課、
企画課および施設課の４課で発足したが、その
後、各種の業務に応じて、平成 17 年４月に学務
課、平成 19 年４月に人事課、管理課および教育
研究調査室、平成 21年４月に国際交流室を設置
した。

（4） 機構の目標・評価
独立行政法人となったことにより、文部科学大

臣が定めた中期目標を達成するために、中期計画
（５年）、年度計画の機構による作成・実行が義
務付けられた。各国立高専は、高専機構の中期
計画・年度計画を踏まえて、各校で年度計画を
立案し、学生サービスの向上、事務の効率化な
ど努力している。

また、高専機構では、高専機構の中期計画・
年度計画を踏まえて策定された各高専の中期計
画・年度計画の提出を求め、校長ヒアリング、各
高専からの報告等を通じて、それらの進捗状況
を把握・評価している。

高専機構の第２期中期計画の主な内容は、次
のとおりである。
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1） 入学志願者の確保
①積極的な広報活動（特に女子の志願者確保）
②入試方法の見直し
③ 18,500 人以上の入学志願者の確保
2） 高度化の推進
①４地区の高度化再編の着実な実施
②各高専の地域ニーズ等を踏まえた高度化・個

性化（学科構成の見直し、新分野の学科設置、
専攻科の整備充実、学科の大括り化やコース
制の導入など）

3） 優れた教員の確保
①多様な背景を持つ教員の確保
②高専・両技科大間教員交流制度の推進
③女性教員の比率向上
4） 教育の質の向上と改善
① JABEE の認定を通じた教育の質の向上　
②総合データベースによる優れた教育実践例の

共有
③インターンシップの充実、共同教育の推進
④退職技術者等の企業人材の高専教育への活用
5） 学生支援・生活支援等
①メンタルヘルスを含む支援の充実
②図書館や寄宿舎の計画的な整備
③産業界等からの支援による奨学金の検討
④進路選択支援体制の充実
6） 教育環境の整備・活用
①施設マネジメントの充実
②耐震化率の向上
③ユニバーサルデザインの導入

④環境に配慮した施設の充実
7） 研究と産学官連携の推進
①技術シーズとニーズのマッチングシステム等の

活用
②技科大と連携した研究成果の知的資産化体制

の整備と全国展開
8） 地域・社会との連携
①小中学校に対する理科教育支援
②高専卒業生のネットワーク作りとその活用
③各学校における公開講座の充実

9） 国際化の推進
① 留学生受入れ拡大に向けた環境整備、受入れ

体制強化等についての検討
② 留学生交流促進センターによる教員研究会、

留学生交流プログラム等の実施
③ 日本人学生の海外インターンシップ、海外留

学等の推進
④ JICA を通じた技術協力などの推進
10） 管理運営体制の充実、業務運営の効率化等
① スケールメリットを生かした戦略的な資源配分
② 事務の合理化・効率化の推進
③ 外部資金獲得への積極的な取組

（5） 管理運営
①戦略的な資源配分

法人化したことによって、高専機構として迅速
かつ責任ある意思決定が実現し、高専機構の中
期計画・年度計画の確実かつ円滑な達成を目指
し、各国立高専の自主性を尊重しつつそれぞれ

【仙台高専】小学生を対象としたリカレンジャー活動

【旭川高専】女性教員による化学の授業
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の特色ある運営が可能となるようスケールメリッ
トを生かした効果的・戦略的な資源配分を行うこ
とが可能となった。

また、各高専のニーズ、取組状況等を踏まえ、
今後の高専改革を推進するための取組、教育環
境の整備のための施設・設備の整備、教育の質
の向上および教員の教育力の向上への取組、学
生支援・生活支援の充実等に配慮した重点的な
資源配分も行っている。

特に平成 22 年度には、中教審答申 ｢高等専
門学校教育の充実について」（H20.12.24 答申）
において、実践的・創造的技術者を育成する高
専にとって老朽化設備の更新や先端的設備の導
入が重要課題であるとの指摘を踏まえ、高専機
構のより効率的かつ効果的な教育研究設備の充
実を推進するために「設備整備マスタープラン」
を策定し、老朽化の著しい設備の更新や高専に
おける特色ある教育研究の実施に必要な設備の
整備を実施している。
②事務の合理化・効率化

法人としてのスケールメリットを生かし、事務
の効率化・合理化を検討するために企画委員会
の下に業務改善委員会を設置し、財務会計管理、
人事管理、給与管理について一元的な共通システ
ムを構築するための検討を行い、各高専で行っ
ていた「人事給与業務」、「共済業務」､「支払業
務」を平成 19 年度から､「収納業務」､「旅費業
務」を平成 20 年度から機構本部管理課にて一
元化処理を行い、事務の効率化を推進している。

加えて、従来、各高専において経費管理を行っ
ていた予算決算業務に関しては、高専機構として
一元的な共通システム（財務会計システム）を構
築したことによって、業務の効率化・合理化が図
られている。

（6） 施設整備の取組
法人化後に戦略的・重点的な経費配分により、

「教育環境の整備・活用」および「学生支援・生
活支援等」を計画的に進めてきている。

1） 教育環境の整備・活用
施設マネジメントの充実を図ることにより施設

のメンテナンスを実施すると共に安全で快適な教
育環境の整備として、施設の耐震化、ユニバー
サルデザインの導入によるバリアフリー対策（エ
レベーターの設置、身障者トイレの改修等）を
進めている。さらに、女子学生や女性教員が学
びやすく働きやすい環境となるよう、施設面等の
改善整備を進めている。これらの整備の際には、
省エネルギーおよび温室効果ガス排出量の削減
への取組についても進めてきている。
○施設マネジメントの充実

施設のメンテナンスを実施することを目的に、
平成 19 年度に法人化後初めて各高専の維持管
理の内容とコスト、エネルギーの使用量とコスト、
施設の利用状況等の調査を行い、この結果を取
りまとめた「施設白書 2007」を作成し各高専に
配布した。これにより全高専の施設の整備状況
が明らかになり、各高専の状況を客観的な視点
から検証することが可能となった。各高専ではこ
の施設白書を基礎として施設の整備計画および
営繕・修繕等のメンテナンスに係る計画を策定
し、必要とする施設の整備および営繕事業等を
実施してきた。
○施設の耐震化状況

国立高専全体の施設の耐震化率は、平成 16
年度は 58.1% であった。法人化以降、施設マネ
ジメントに基づく戦略的な施設整備計画を策定
し、施設整備費補助金、国立大学財務・経営セ
ンター施設費交付金および運営費交付金（教育
等施設基盤経費）等の財源を施設の耐震化推進
に重点的に配分し補強工事を実施した。この結
果、平成 24 年 4 月には耐震化率は 95.8% に向
上した。
○ユニバーサルデザインの導入

平成 16 年度に、より多くの人達に開かれた高
専を目指してバリアフリー対応に関する実態調査
を行い、計画を策定し整備を推進している。
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○環境に配慮した施設の充実
これまで各高専が個々に環境に配慮した取組

を行ってきた。法人化後、各高専間の情報の共
有と環境に対する意識の啓発に役立てることか
ら、平成 18 年 9 月に「高専機構環境報告書」
を取りまとめた。また、平成 19 年度からは、環
境省の「環境報告ガイドライン 2007 年版」に準
拠した「環境報告書 2008」を作成するなど、内
容の充実を図るとともに継続的な報告書の作成
に努めている。

これらの「施設白書」、「施設の耐震化状況」、
「環境報告書」は、国立高等専門学校機構ホー
ムページに公表している。 （http://www.kosen-k.
go.jp/information.html）
2） 学生支援・生活支援等

学生支援として、図書館の改修整備により、情
報の一元化・集約化および情報検索等の充実に
より、学生の自学自習の場の充実や利便性の向
上を図る改修整備を進めてきている。

また、生活支援として、学生寄宿舎の改修整
備により、女子学生および留学生の受入れ拡大
や快適な居住環境を確保すると共に、寮室不足
解消のために新たな学生寄宿舎の整備を重点的
に進めてきている。 （高専機構本部）

2-2．高度化再編
（1） 新高専の設立

高専制度創設後 50 年が経過しており、産業
技術の急速な高度化、分野間の融合化・複合化
の進行等、高専に求められる技術者像も変化し
ている。

また、平成 18 年９月に取りまとめた国立高専
機構としての将来構想「国立高専の整備について
～新たな飛躍を目指して～」の中で、各高専にお
いて教育内容・教育方法の向上を図るための具
体的方策として、「県内や近隣の高専間の学校統
合による学科数減を伴う再編又は１高専内での
学科数減による再編等を行う。」ことも記述され

ている。
こうした社会情勢や産業構造の変化、将来構

想等も踏まえ、全国 55 の国立高専は様々な可能
性を検討していたところ、高度化・再編の具体的
な構想の検討を終えた４地区（宮城、富山、香川、
熊本）８高専の再編により、平成 21 年 10 月に４
つの新高専を開校し、平成 22 年４月から学生受
入れを開始した。
・ 仙台高等専門学校（宮城工業高等専門学校／

仙台電波工業高等専門学校）
・ 富山高等専門学校（富山工業高等専門学校／

富山商船高等専門学校）
・ 香川高等専門学校（高松工業高等専門学校／

詫間電波工業高等専門学校）
・ 熊本高等専門学校（熊本電波工業高等専門学

校／八代工業高等専門学校）

新高専の設立による高度化の目的は以下の 1）
～ 3）のとおりである。
1） 社会や産業構造の変化に対応した本科の学

科再編と教育の充実
①大括りの系の下に複合技術分野の学科を置く

などし、異なる分野の融合や特色の明確化を
図る。

②キャンパス・系・学科を異にする教員が協力し
合って、複合的な内容の共通基礎教育の提供、
豊富な選択科目・実習等の設定、ICT を活用
した遠隔教育の実施などによる教育の充実を
図る。

【熊本高専】再編統合に伴う熊本キャンパスの銘板除幕式
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③地域社会のニーズに対応した新しい分野（医
工学、バイオ、食品、農業など）への展開を積
極的に検討する。

2） 高度な人材養成ニーズに応える専攻科の拡充
① 地域産業界ニーズの高度化に対応した専攻科

の再編と定員拡充を図る。
② 国立高専専攻科の次のような特徴を一層発揮

して、高い課題設定・解決能力を有する実践
的・創造的技術者を養成する。

○ 技術者としての創造的実践の重視
・ 現実の技術的課題に基礎を置いた課題設定型

学習（PBL）の実施
・ 異なる学科卒業生の融合による複眼的視野と

経営感覚の育成
○ 地元企業との密接な連携
・ １か月以上の長期インターンシップや企業との

連携による COOP 教育の実施
・ 企業等の退職技術者を講師としたものづくり

技術の伝承
○ JABEE（日本技術者教育認定機構）によるプ

ログラム認定
・ 本科・専攻科を通じた複合的・融合的な工学

教育プログラムとしての認定
・ 国際的に通用する技術者養成プログラムとして

高い評価
3） 地域社会や広域での連携機能の強化

各国立高専に地域人材開発本部を置き、各地
域の特性に応じたセンターを設置し、以下のよう
な事業を推進する。
①地域の中小企業等との教育および研究の両面

の連携協力を一層強化する。
②地元の技術者等やＵターン人材を対象に、企

業の技術力強化や技術者のキャリアアップに
繋がる社会人再教育プログラムを積極的に提
供する。

③地域の教育委員会等と連携して、小中学生の
理科への関心を高めるためのプログラムを積
極的に提供する。

④海外からの留学生の受入れ、海外の大学、ポ
リテクニック等との提携による学生・教員の相
互交流などの国際交流を積極的に推進する。

⑤県内にとどまらず、東北、東海北陸、四国およ
び九州の広域的な拠点として、域内の高専間
の連携を図り、産業界や大学との広域連携体
制を構築する。

（2）今後の国立高等専門学校の在り方について
（中間まとめ）

高専機構はそれぞれの国立高専の個性を引き
出すために、全体の計画性をもってスケールメリッ
トを発揮しなければならない。

高専は学科・専攻科等での専門教育と、それ
に随伴した課外活動・生活等の人間形成教育を
縦糸とし、産学連携や国際交流を横糸とするこ
とで、規範意識を持ち、実践性と創造性の高い
技術者を養成してきた。高専の改革と高度化は、
このような高専の特質・特長を維持し発展させる
ものでなければならない。

以下に、今後の国立高専の高度化の方向性に
ついて、高度化への具体的ビジョンとして、５つ
の課題に整理して述べることとする。
1）教育内容・方法の高度化――エンジニアリン

グ・デザイン能力の育成
高専は、時代の要請に応えつつ、学術的な基

礎力と創造的な実践性を兼ね備えた技術者を養
成し、各方面の高い評価を得てきた。

高専機構では、今後の教育の改善充実の方向
性を明らかにするため、「モデルコアカリキュラム」
の作成を進めている。

また、今日の社会や産業界の国際的なニーズ
を踏まえ、国立高専が特に重視すべきものとして

「エンジニアリング・デザイン教育」を掲げ、各種
の取組を推進している。

さらに、主体性、自立性、社会性などを育む
「全人的教育」が極めて重要であることから、正
課の授業等のみならず課外活動や学生寮での生
活の果たす役割を重視し、その充実に努めてい
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る。
①モデルコアカリキュラム

高専機構では、教育の質を自律的に保証し、
各高専の個性と特色を発揮した教育改革・改善
を一層促進する目的で、モデルコアカリキュラム
の策定に取り組んでいる。

モデルコアカリキュラムは、国立高専のすべて
の学生に到達させることを目標とする最低限の能
力水準・修得内容である「コア（ミニマムスタン
ダード）」を示すとともに、より高度な社会的要
請に応えて高専教育の高度化を図るための指針
となる「モデル」を提示することを目指している。

策定に当たっては、各国立高専のカリキュラム
の詳細な実態調査を実施するとともに、高専の
教員や大学、学会、さらには産業界の有識者か
らも幅広く意見を聴取しており、また国内外の工
学分野の到達目標設定の動向も踏まえながら検
討を進めてきた。

平成 24 年４月には「モデルコアカリキュラム
（試案）」を公表し、これに基づいた各高専に
おける実際のカリキュラム見直しの検討状況を
フィードバックしながら、第３期中期目標・計画
期間（平成 26 ～ 30 年度）の早い段階に全国立
高専に広く定着させることを目指している。
②エンジニアリング・デザイン教育

技術者教育においては、現在国際的に「エン
ジニアリング・デザイン教育」が重視されている。

「エンジニアリング・デザイン教育」とは、クライ
アント（メーカー、社会）の要求に適合するシス
テムやコンポーネント、プロセスを開発・実行す
るために必要な技術者としての総合的な能力を育
成する教育であり、専門的技術力はもとより、構
想力、課題設定力、種々の学問・技術の総合応
用能力、環境・倫理・持続可能性等の様々な条
件の下で解を見出すことのできる能力、コミュニ
ケーション能力、チームワーク力などの幅広い能
力の育成を目指すものである。

具体的な手法としては、一般的な講義・実

験・実習のみならず、いわゆる課題解決型学
習（PBL : Problem （Project） Based Learning）
や産 業 界・地 域と連 携した共 同 教 育（COOP 
Education : Cooperative   Education）が重要か
つ効果的であり、高専機構としては、各高専の
これらの取組を支援・推進するとともに、全国の
国立高専の参画によるスケールメリットを活かし
たプログラムを開発し、先導的取組事例を全国
の国立高専が共有するための「エンジニアリング・
デザイン教育事例集」を定期的に発行するなど
の施策を講じている。

高専機構では、全国の国立高専学生が参加で
きる共同教育事業として、オムロン社およびマイ
クロソフト社との連携の下に電子制御技術および
高度 IT 人材育成の分野のプログラムを開発・実
施しており、今後さらに拡充・発展を図ることと
している。
③全人的教育

高専は、５年間一貫教育の長所を生かして、
学生と教員の緊密な関係に基づく「全人的教育」
に力を入れているが、特に課外活動と学生寮は
重要な要素である。

高専に特徴的な課外活動として、ロボットコン
テスト、プログラミングコンテスト、デザインコン
ペティション、英語プレゼンテーションコンテス
ト等の全国大会であり、学生の発想力、技術力、
チャレンジ精神、自律性などの総合的な技術力・
人間力の育成に繋がっており、一層の充実発展
に努めている。

【沖縄高専】学生寮
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学生寮は、全ての国立高専が有しており、寮
の学生は寮生会を組織し、集団生活を自律的に
運営するとともに、上級生が下級生に対し生活面
のみならず学業面の指導を行うなど、社会性や
自立心を養う上に大きな役割を果たしている。
2）  学科等の教育組織の再編――社会・産業

ニーズへの対応
①学科構成等

高専に科せられた主要な責務の一つは、産業
界の期待に応えて如何に実践的な技術者を育成
するかである。この目的のために、新たな専門分
野の設置や、教育を実施する上で別の枠組みが
必要になったとき、学科等の教育組織は、組織
の名称、単位・規模、カリキュラム等を含めて改
変されることになる。科学技術の高度化と複雑化
に伴い、学科等が守備する専門分野は深化・拡
大し、時には学科を超えた学際、学融合、総合
の分野が求められる。

高専の教育組織の規模は大学に比べて小さく、
責務とするのはエンジニアリングサイエンスを中
心とした実践教育である。

学科の改組はコース制の導入を基本とし、学
科の大括り化等をもって、既存の枠組みを超え
た学際・学融合の新分野、あるいは医工や農工
などの新分野の立ち上げを構想する。コースの新
設（既存の分野を単にコースに衣替えするもので
はない）は、産業界の要請に応える一方で、学問
領域の整備に関わる場合もあろうが、学生の受
入れと出口の問題を抱える学科や高専にとって、
魅力的で、かつ全体の基盤強化に繋がることが
望ましい。その際、コースの設置を柔軟にとらえ
ることもあるし、コースを過度的に立ち上げ、所
定の要因を徐々に充足させながら新学科へと移
行することもあり得る。

教育組織は、コースを包含する学科、あるい
は複数のコースを束ねた組織単位とすることで、
所定のプログラムをこなし、これによって専門教
育の質を保証する。また、設置基準との関係に

ついては、学級当たりの学生数 40 人の標準の運
用の柔軟化を図ることや学科数の減があっても、
むしろ教育の領域は拡がることから、所要の教
員数を確保する工夫が必要である。その他、学
生の学科群での受入れや転学科、混合学級制な
どは、学生のインセンティブを持たせ教育効果を
高める制度として期待される。
②新分野の事例

高専の教育組織に取り込む新分野には、産
業界が社会の需要や経済市場に対応する上で必
要とする分野、地域社会が発展する上で将来的
に必要とする分野、第４期科学技術基本計画に
謳われるグリーン・イノベーションやライフ・イノ
ベーションの分野などが考えられる。ここでは産
業界の要請が強く、その人材育成に対して国が
支援している分野を幾つか例示し、高専のかか
わりを含めて以下に概観する。
○人間社会と自然環境が共生する上で、自然環

境の保全・調和と、災害に強い安全で快適な
循環型の人間社会の創出が求められている。
将来的には、これは第４期科学技術基本計画
のグリーン・イノベーション（環境）とライフ・
イノベーション（人間の生活）を統合し発展さ
せるものであり、国立高専の都市環境系に福
祉、健康、医療、バイオマス技術、廃棄物資
源化技術などの分野を巻き込んだ総合性が期
待される。

○医工連携については、ユーザーのニーズに的
確に対応した、より付加価値の高い医療機器
を開発するためには、製品開発段階から実際
に治療や診療を行う医師等と共同で製品開発
に取り組むことが重要であり、促進していくこ
とにより、新事業の創出も期待される。また、
農工連携についても、医工連携同様にニーズ
に的確に対応した取組が必要である。

○原子力については、政府方針への対応にも備
え、防災・安全教育を重視した形で、現在、
33 高専への拡がりをもって進められている。
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高専機構は、高専の本科・専攻科の教育に対
して、これまでの取組をもとに長岡技術科学
大学、日本原子力研究開発機構などを交えた
講義・実験の相互交流、インターンシップ教育
の実施などを推進するとともに、国立高専独
自の教科書の作成を予定している。

③ 専攻科の位置付け
高専の専攻科は、本科教育を基礎として、特

定の専門領域におけるより高度の知識・素養を
使いこなすことにより、複合領域に対応できる幅
広い視野を身に付け、高い課題設定・解決能力
を備えた実践的・創造的技術者を養成すること
を目的としている。

専攻科のプログラムは、実践と実務をより高度
に組み込んだエンジニアリングサイエンスを中心
に、知財や工学倫理などの社会工学、さらには
特別研究等をより強化していくことになろう。ま
た、高専の特質を明確に打ち出すためには、海
外インターンシップ等の体験学習を通じて、実践
性と国際通用性を高めることも重要である。

平成 23 年１月の中央教育審議会答申において
も、高専専攻科の位置付けの明確化が課題とし
て指摘されており、今後、専攻科設置基準の制
定についても検討する必要がある。

高専の専攻科は、高度な技術者育成のため
に体系的な教育課程を構築・実施するとともに、
JABEE から大学学部相当の教育プログラムとして
認定を受け、確かな実績をもって発展している。

しかしながら、専攻科の修了者については高
専において学位を授与することはできず、大学評
価・学位授与機構が個別の審査を行って学位を
授与することになっており、その運用の在り方に
ついては、学生の学修成果レポートの提出や小
論文試験などの負担が大きく、インターンシップ
や学会参加などの主体的な学習体験に支障を生
じたり、海外留学生の受入れに障害となったりす
るなど、様々な課題が指摘されている。

２年という短い期間の専攻科教育を実質化し、

最大限の効果をあげるためにも、速やかな改善
が期待される。
3） グローバル化への対応 ―― 国際的に活躍で

きる技術者の育成
高専にあっては、地域や国に軸足を置くととも

に、学生の国際通用性を高める教育がこれから
の重点課題である。しかし、英語力やコミュニ
ケーション能力は、従来高専にとって弱点と見ら
れてきた。このため、高専では TOEIC の活用や
英語によるプレゼンテーションコンテストの実施
などを通じて、これらの能力の向上に努めている
が、学生に国際的な活動の現場を実体験させる
ことが、国際感覚を身に付けさせモチベーション
を高めるために最も効果的である。高専機構と
しては、今後とも個別の高専、ブロック等のコン
ソーシアム、そして高専機構による海外交流ネッ
トワークを拡大し、各高専の特色を生かした個
別事業の推進支援と高専機構の総合力を発揮し
た共同事業実施の二本立てで進めることとしてい
る。

なお、詳細については、「2-3. 国際交流（P73
～ 77）」で触れることとする。
4） 地域・産業界への貢献 ―― 技術人材の幅広

い確保とイノベーション創出
高専は、地域の企業と密接に連携し、学生の

インターンシップ等への協力を得る一方で、地域
のニーズに応える技術相談や共同研究を行ってい
る。イノベーション創出による地域産業の再生は
我が国の重要課題であり、高専には地域・企業
との距離の近さや機動性を生かしたきめ細かい
地域貢献が求められている。

また、少子化の進行や小中学生の理科離れも
指摘されていることから、国立高専は小中学生に
対する理科実験教室等を積極的に実施し、もの
づくりの楽しさや重要性を体験的に広める活動を
行っている。こうした活動は、我が国の将来を担
う科学技術人材を幅広く確保する上で極めて重要
である。
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①共同研究、技術移転等
○技科大・高専スーパー産学官連携本部

高専機構は、平成 20 年度に長岡技術科学大
学および豊橋技術科学大学と連携して「スーパー
地域産学官連携本部」を設置し、国立高専と両
技科大が、各々のもつ「技術力」、「人材育成力」、

「地域ネットワーク」を融合させ、三者がもつ技
術シーズと全国の産業界がもつニーズのマッチン
グによる、全国規模の「地域イノベーション」の
創出を目指している。
②地域人材育成への貢献

技術革新が急激に進む中で、特に地域の中小
企業では、技術者に新しい技術を修得させるこ
とが課題となっている。また、国立高専において
は、文部科学省や経済産業省のプログラム等も
活用しながら、地域の自治体や商工会とも連携し
て、近年特にニーズの大きい組み込みシステムや
CAD 等の分野についての社会人向け教育プログ
ラムを実施している。

今後とも地域の技術人材の育成に貢献し、地
域からのイノベーション創出に繋げていくことは、
地域に根ざした高専の重要な役割である。

③技術人材の幅広い確保
○小中学生に対する理科教育・技術教育支援

国立高専は、小中学校における理科離れが指
摘される中で、小中学生向けの公開講座、訪問
実験、出前授業、科学教室、ロボット競技会（ミニ

ロボコン等）などを通して、小中学生に理科およ
び科学への関心を育む事業を積極的に行ってい
る。

また、小中学校等の教職員についても、一般
に実験、実習等の指導が必ずしも得意でないと
指摘されていることを踏まえ、高専では教職員向
けの理科実験・科学実験講座等を開催し、その
指導能力の向上を支援している。
○女性技術者の育成

国立高専の女子学生の比率は約 17％であり、
大学の工学部に比べると高いが、絶対数としては
まだ少ない。各国立高専では、女子に対象を絞っ
た理科実験教室を開催するなど、女子中学生向
けの広報活動に力を入れている。高専機構では、
これらを支援するとともに、女子中学生向けの広
報資料を作成し、産業界で活躍する高専 OG の
協力により、現在の活躍の様子や女性視点での
技術者の魅力等を紹介している。

【大分高専】社会人の学び直しニーズ対応教育推進プロ
グラム「ＩＴ技術を中心とした社会人・ニート・フリーター
向け再チャレンジプログラム」

【有明高専】小中学生を対象とした「ロボットJ リーグ有
明ステージ」で競技する小学生

女子中学生向けパンフ
レット「 キラキラ高 専
ガールになろう！」
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また、国立高専の女性教員の積極的な採用も
進めており、学びやすく働きやすい環境となるよ
う、施設面等の改善整備も進めている。

これらの取組をさらに推進するため、高専機
構では、平成 22 年度に「男女共同参画宣言」を
公表し、平成 23 年度には「男女共同参画行動計
画」を定めて、計画的に実施することとしている。
5） 機構の組織と運営 ―― ガバナンスの確保と

スケールメリットの発揮
高専機構は、組織としてのガバナンスを確保強

化することに努め、国立高専全体の基本理念・
方針の確立・共有を図っている。

また、全国 51 の国立高専を設置運営する組
織であり、そのスケールメリットを生かして全国
立高専に共通する課題に効果的に取り組むこと
が期待されている。
① ガバナンスの確保

高専機構では、理事長が中期計画期間中の
重点課題を表示し、役員会や全国の国立高専
校長会議等の各種の会議においてその取組状況
等を配布説明するなど、国立高専全体の基本理
念・方針の確立・共有を図っている。また、毎
年、年度当初に各国立高専の年度計画の提出を
求め、理事長が各高専校長から直接ヒアリング
を行い、その進捗状況のフォローアップを行って
いる。

平成 23 年度には、ガバナンスのさらなる強化
のため、危機管理室および法規調査室からなる
リスク管理本部を設置し、機構全体のリスクの一
元管理や各高専におけるリスク管理組織との連
携等を進めることとした。

また、平成 22 年度には、指導が不適切な教
員やメンタルヘルスの問題を抱える教職員への対
応のガイドラインを、平成 23 年度には、高専に
おいて想定される危機管理全般に関するマニュア
ル、大震災等の大規模災害対応・連携の手引き、
コンプライアンス・マニュアルとチェックリスト等
を作成して、国立高専の全教職員への周知徹底

に努めている。
② 業務の合理化・効率化

高専機構として、特に一般管理業務の合理化・
効率化の推進を図るため、平成 17 年度には業
務改善委員会を設置し、その検討結果に基づき、
各種業務の一元化を計画的に実施している。現
在、財務会計業務、共済業務、人事給与業務、
支払業務、収入業務、旅費業務を一元化してい
る。

また、学生寮は高専の特質として高く評価され
ている一方、教職員の業務負担は、授業や研究
指導はもちろん、生活指導、寮の宿日直、課外
活動指導から研究、産学連携、地域貢献など極
めて多岐にわたっており、教職員の繁忙・多忙状
況の改善が課題となっている。そこで、高専の
特質を維持しつつ、一部業務の外部委託の推進
や一斉休業の実施などの業務の見直しを推進し、
教職員が高専教育の高度化に向けた本来の使命
に一層傾注できるような環境整備を進めている。
③ スケールメリットの発揮

51 高専が一つの法人にまとまったスケールメ
リットを生かして、共同教育、国際交流などを中
心に高専教育の高度化に向けた様々な事業を積
極的に実施している。また、各高専の自主的・
自律的改革のための優れた改組を支援し、その
成果を全高専に波及させることを目的として、高
専改革推進経費を措置するなど、効果的・戦略
的な資源配分を行っている。

さらに、基盤的な環境の整備として、設備マ
スタープランに基づく計画的な設備更新、校内
LAN システムの統一的な更新整備、ソフトウェア
の包括ライセンス、近年大きな課題となっている
メンタルヘルスの問題に対応するための民間の専
門機関による「KOSEN 健康相談室」の設置、教
職員の資質向上や視野の拡大を目的とした高専
間や国内外の大学・企業等との人事交流制度の
構築などを進めている。

広報活動の強化と高専のプレゼンスの向上も、
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全高専が共同して取り組むべき重要な課題であ
る。
④高専間および技術科学大学との連携体制の確立

高専機構本部が推進している取組を以上に述
べてきたが、高専間の連携体制の強化も重要で
ある。国立高専は、全国８地区に分かれて校長
会を組織しているが、国際交流、産学連携、入
学志願者の確保を含む広報活動など、各地区の
高専が共同して事業に取り組むことを推進してい
る。平成 21年に高度化再編により発足した仙台、
富山、香川、熊本の４高専は、統合前の高専の
資源を結集してそれぞれに特色ある教育研究の
充実を図るとともに、県内にとどまらず広域的な
拠点として、いわば高専機構本部と各地区の高
専とを繋ぐノード校としての役割を果たすことを
期待している。

高専間にとどまらず、長岡・豊橋の両技術科学
大学との連携については、高専はこれまでも学
生の教育、共同研究、人事交流、産学連携など
幅広い分野で両大学と連携した取組を行ってき
たが、今後のグローバル化社会をリードするイノ
ベーション志向の実践的な技術者の養成は、高
専機構と両技術科学大学の共通の重要な課題で
あり、より組織的に連携・協働して教育改革を推
進していくことが必要である。

（高専機構本部）

2-3．国際交流
（1）はじめに　

我が国の高等教育機関における留学生数は昭
和 53 年当時 5,849 名であり、唯一高専のみが
国際化の波から取り残されていた。しかし昭和
54 年には「高専の振興方策」の中で開発途上
国から留学生の受入れが提言され、また日本政
府は、昭和 57 年に「21 世紀への留学生政策に
関する提言」を取りまとめ留学生 10 万人計画を
立てるなど、高専への留学生受入れの機運が高
まっていた。こうした流れのもと昭和 58 年４月か

ら留学生受入れが始まり、高専における国際交
流の第一歩となった。その後、国専協主導およ
び各高専独自で国際交流事業を進め、平成 16
年の独法化に伴い留学生受入れ 30 万人計画と
相まって、高専機構本部と各校はグローバル人材
養成を目指した中期目標・計画を策定し、国際
交流活動が高専機構の主要事業の一つとなって
いる。

（2） 外国人留学生の受入れ
1） 国費留学生について
昭和 57 年９月に文部省学術国際局ユネスコ国

際部（当時）から国費留学生 10 名（中国、マレー
シア、インドネシアの３か国）の新設予算が認め
られ、各高専への編入の要請があった。時あた
かも同じ時期にマレーシア国のマハティール首相
は、Look East 政策を発表し、大学・高専へ入
学させて勉学させたいとの要望（後述）をだして
いる。高専留学生は機械、電気、電子、工業化
学、土木・建築学、金属工学、商船学の分野を
対象とし半年間の日本語教育の後、３年次から
３年間の教育を行った。卒業後は主に母国など
への就職であるが、進学を希望するものは豊橋
と長岡技科大等へ行った。昭和 58 年に 11 名の
留学生が６高専に編入学した。受入れ高専にお
いては、既設の委員会や留学生委員会等を置き、
学則の改正、留学生規程、教育指導体制、寮・
生活指導、宗教や食事への配慮、事務対応など
諸整備を進めた。整備に際しては、文部省学術
国際局留学生課から「外国人留学生特別経費」
が支弁され教育・生活指導に生かされた。受入
れに伴って昭和 60 年頃から各高専では、英文
名称を Technical College から National College 
of Technology に変更をしている。

昭和 61 年には、国専協が各専門分野の工業
基本術語集・翻訳版（中国語、インドネシア語、
マレー語、韓国語）を刊行し、留学生へ便宜を
図っている。同年３月に卒業生を送り出し、新聞
紙上や地元 TV などで取り上げられた。また教職
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員は留学生指導体制の確立を図り、各教育機関
との情報交換を行うため、文部省学術国際局主
催による「留学生交流研究協議会」に参加してお
り、平成元年から高専分科会ができた。

高専創設 30 周年の平成４年には、留学生も
278 名に増加し、受入れ国も13 か国となり、ほ
とんどの国立高専に留学生が在籍することとなっ
た。この頃から各高専では、留学生と日本人学
生や地域との国際交流事業が活発となってきた。
平成７年からは渡日が４月となり１年間財団法人
国際学友会日本語学校で教育を受けることとなっ
た。平成 11 年度にはマレーシア政府派遣留学生
と私費留学生を合わせ 510 名（内、女子学生 67
名）が在籍している。この間、高専機構が発足す
るまでは、国専協留学生・海外協力専門部会の
部会長校である、東京高専留学生係が外国人留
学生の試験問題作成、国費留学生の予備選考、
留学生の各種統計処理、JICA との国際協力・支
援や交流事業などを担当している。

平成 16 年に高専機構となってからは、中期目
標・計画に基づき、機構本部に教育研究交流委
員会を設置し、所掌事項として「教員及び学生
の教育・研究交流、留学生交流等に関する事項
について調査審議を行う」こととした。機構発
足当初は、交流委員会の下に国際学生交流専門
部会が置かれ、東京高専留学生係での業務を学
務課が引き継いだ。国際学生交流専門部会の委
員は８地区（北海道、東北、関東・信越、東海・

北陸、近畿、中国、四国、九州）から９名が選
出され、試験問題は数学、物理、化学を担当し、
予備選考は機械、電子制御、電気・電子、情
報、建築、土木、物質の７分野９名の委員が担
当している。平成 19 年度から現在まで留学生は
460 名前後で推移し、アジア地域 429 名（15 か
国）、アフリカ地域 19 名（６か国）、その他 12
名（５か国）である。

平成 20 年度には国際化の推進と留学生受入
れの拡充に向け「留学生交流・国際化推進専門
部会」を立ち上げ、共同利用施設としての留学生
交流促進センター（沖縄高専）の設置、私費留学
生け受入れについて検討を行った。平成 22 年度
に教育研究交流委員会を「国際交流委員会」と
名称を変更し、本部に「国際交流室」を置き業
務を統括した。これによって国際交流事業に関す
る業務が、より効果的・効率的に運営できること
となった。
2） マレーシア政府派遣留学生について

Look East 政策「東方に学べ」による留学生は、
マレーシア技術職業学校の卒業生が対象で、本
国で６か月間日本語教育を受け９月に来日し、半
年間企業経験を積み、国際学友会館日本語学校
で１年間、日本語・数学・物理・英語の基礎科目
の教育を受ける。第１期生 24 名は 11 高専の３
年次に編入し、国費留学生と同様に扱った。

当初、マレーシア政府派遣留学生は、資質等
に大きな差があると受入れ高専から指摘され、そ
の後１年間の教育が修了した時点で、文部省試
験（数学、物理、英語、日本語）を課した。平
成４年から予備教育は、マレーシア国内におい
て、80 名の定員で開始することとし、マレーシ
ア工科大学（UTM）の中に高専予備教育センター

（PPKTJ）を設置し、２年間の課程（理数科・英
語・日本語）で行った。課程修了時には文部省試
験を課し、人事院（JPA）と協議して合格者を高
専に派遣している。平成 12 年はマレーシアの経
済危機で派遣が一時中断したが、平成 13 年か

【阿南高専】留学生と阿南市国際交流協会の新年会の
様子
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ら再開され、平成 20 年まで UTM 内で教育が行
われていた。平成 21 年には PPKTJ がマラ工科
大学（UiTM）の国際教育センター（INTEC）内に
移り、INTEC は私学化に向けて平成 23 年から
名称を International Education College と変更
した。マレーシア政府派遣留学生数は、現在ま
で延べ 1,650 名強となっている。

国専協時代から留学生が専攻科に進学する場
合には、奨学金が延長されず私費留学として扱
われ、各高専から奨学金延長の要望が寄せられ
ていた。これを受けて国際交流委員会では、平
成 21 年度に在マレーシア日本大使館とともに、
人事院および技術士会（EAC）に働きかけ、特に
技術士会に対しては、JABEE 認定を前面に出し
交渉をした結果、専攻科留学生への奨学金延長
が人事院で認められる方向となった。

さらに留学生が編入時に不足している基礎教
科および高専教育との連続性、文部科学省試験
の改善を視野にいれて、平成 24 年度から国際交
流委員会のもとで WG を立ち上げ、KTJ での高
専予備教育の充実を図ることとなっている。

3）私費留学生受入れ
高専での私費留学生の受入れ実績は非常に少

なく、平成 20 年度まで本科・専攻科留学生数は
延べ 20 名程度（７校）となっている。私費留学
生の選抜は各高専が独自に実施する特別選抜試
験を行い、試験に合格した学生を受け入れていた。
その後、留学生受入れ 30 万人計画および高専機
構の中期目標・計画推進のため、機構の国際交
流委員会では私費留学生専門部会を設置し、私
費留学生受入れ拡大に向けて検討を進めた。

これを受けて平成 23 年度３年次編入試験は、
34 高専が参加し統一募集要項（冊子）を作成し
て、独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）の
日本留学試験と面接によって選抜した。受験者
56 名のうち10 名が７校に入学した。平成 24 年
度は 51 高専が参加し、受験者 40 名のうち 20
名が 10 校に合格している。今後、私費留学生専

門部会は入学者増と確保に向けて、合否判定制
度と基準点の見直し、修学支援の充実、PR 活動
など受入れ体制の検討を進めていくこととしてい
る。

（3） 国際交流事業
留学生受入れに伴って、各校では国際交流の

業務運営組織がつくられたが、本格的な国際交
流センターが設置されたのは、昭和 61 年に２高
専である。平成 14 年以降は徐々に増加し、現時
点で約半数に国際交流センターがある。

国際交流センターや国際交流委員会の役割と
活動は、大きく分けると次の４つとなる。
1） 海外の大学等との交流協定の締結
・ 教職員の交流と研究・研修
・ 学生の交換留学
・ 外国研究者の招聘
・ 研究情報等の交換
・ 国際会議や専門領域の交流事業の企画運営
2） 学生の留学サポート
・ 海外の大学等での語学研修の開催
・ 海外留学や語学研修の相談窓口
・ 海外の大学等に関する各種情報提供
・ 国際交流プログラム（YFU、AFS 等）の紹介
3） 国際交流事業の企画
・ 留学生の研修旅行や文化交流事業
・ 留学生と日本人学生や里親との交流会
・ 地域に住んでいる外国人との交流
4） 海外研修
・ 海外研修旅行
・ 海外インターンシップ

こうした国際交流活動に対し先進的な高専で
は、文部科学省の現代 GP や大学教育推進プロ
グラム等の外部資金を獲得して事業を展開して
いる。文科省の GP 事業などの終了に伴い高専
機構本部では、新たに高専改革推進経費を設け
て国際性の向上に資する教育プログラムを選定
し、事業の支援を行っている。平成 21 年度は
８高専が、平成 22 年度は７高専が採択されて
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おり、平成 23 年度はスケールメリットを生かし
た高専間連携プロジェクトが選定され、代表校と
して鶴岡（５高専連携）、富山（９高専連携）、
熊本（６高専連携）の３高専が中心となり活動
を進めている。

一方、高専機構の第２期中期目標・計画におい
ては「教員・学生の国際交流への積極的な取組
を推進する」、「留学生 30 万人計画の下、留学生
受入れの推進、受入れ数の増大を図るとともに、
我が国の歴史・文化・社会に触れる機会を提供
する」とし、下記事業を積極的に実施している。
① 海外の教育機関等との教育・学術交流を推進
○シンガポール：５ポリテクニック校（3 校とは平

成 21 年９月、２校とは平成 23 年９月）と包括
協定を締結

○タイ：キングモンクット工科大学ラカバン校と平
成 23 年１月に包括協定を締結

○香港：職業訓練協議会（VTC）と平成 24 年 1
月に包括協定を締結

○台湾：國立聯合大學等５大学と平成 24 年４月
に学術交流協定を締結

○今後、マレーシア・インドネシア等の教育機関
と締結予定

○国際シンポジウム（ISATE・ISTS）の開催
教員対象の国際工学教育研究集会（ISATE）は

平成 19 年度から九州・沖縄地区で開催。平成
22 年度は包括協定を機に 51 高専が参加して鹿
児島高専で、平成 23 年度はシンガポール・リパ
ブリック校で実施。平成 24 年度は北九州高専、
25 年度は奈良高専で開催予定。

専攻科生対象の持続可能社会構築に貢献する
技術に関する国際シンポジウム（ISTS）は、平成
６年に富山高専から始まった ASET（エコテクノロ
ジーに関するアジア国際シンポジウム）を発展的
に改組し、第１回は平成 24 年１月タイ・キングモ
ンクット工科大学で開催。
○テマセクポリテクニック技術英語研修
 平成 23 年度：15 高専の本科・専攻科生 19 名

○在外研究員の支援と制度改善
② 海外インターンシップ制度の拡充と推進
○平成 20 年度から開始：受入れ企業３社、学生

11 名と教員３名を３週間派遣。平成 23 年度
からは夏季と春季の２回実施し、学生のみの
派遣とし、受入れ企業も12 社に増加

○平成 22 年度：23 高専が独自に提携校間でイ
ンターンシップ事業を実施

③留学生受入れ・派遣の拡大
○私費留学生専門部会により拡大に向けて検討
○アジアの学生の高専体験プログラムの実施
 平成 22 年度は沖縄・熊本高専で、23 年度は

明石高専で、24 年度は富山高専で実施予定
④外国人留学生受入れ体制の整備
○寮の増築と居室等の改修、女子寮の整備
○奨学金制度や授業料免除等の充実化
⑤国費・マレーシア政府派遣留学生予備教育機

関との連携強化　
○平成 23 年度から国際交流委員会の WG で検

討
⑥ JICA プロジェクトの受注
○トルコ自動制御技術強化教育（第 3 国研修）の

調査（平成 23 年 11 月：木更津高専）
○ベトナム石油精製技術者養成プロジェクトの調

査研究（平成 23 年 12 月：秋田高専）
（4） JICA を通した支援活動

JICA プロジェクトへの支援は国専協の中でも

【苫小牧高専】トルコにおける海外インターンシッププロ
グラム
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大きく取り上げて、以下の事業を実施してきた。
1） フィリピン工科大学総合技術訓練センター
期間：昭和 58 年度～ 62 年度の５年間
支援分野：機械工学、電気・電子工学
リーダーと長短期専門家：13 高専から16 名
2） インドネシア電子工学ポリテクニック技術協力
期間：昭和 63 年度～平成３年度の４年間
支援分野：電子工学、通信工学、情報工学
リーダーと長短期専門家：13 高専から 21 名
後に優良案件として JICA 総裁賞を受賞
3） タイ・パトムワン高等専門学校技術協力
期間：平成５年度～８年度
支援分野：メカトロニクス工学、制御工学
リーダーと長短期専門家：12 高専から19 名
本プロジェクトは終了後、大学に昇格
4） サウジアラビアリヤド技術短期大学技術改善
期間：平成９年度～ 12 年度の４年間
支援分野：電子工学、通信工学、情報工学
リーダーと長短期専門家：６高専から10 名
5） トルコ自動制御技術教育普及計画
期間：平成 15 年度～ 17 年度の３年間
支援分野：４高専で研修員（C/P）受入れ
6） その他

アフリカ・ルワンダ高等技術専門学校設置計画
（平成 12 年度に長期・短期専門家４名を派遣）
のプロジェクトなどを実施

高専機構発足後の JICA を通した技術協力と支
援は、51 高専の持つスケールメリットを生かしつ
つ、国専協時代から培ってきた「know how」を
継続させて、さらに進化させることは高専の教
育・研究活動にとっても意義がある。平成 19 年
度に応札した「トルコ自動制御技術教育普及計
画強化プロジェクト（平成 22 年 10 月終了）」は、
第１フェーズで拠点校教員（C/P）を受け入れた実
績があるため、プロジェクト応札から開始、業
務遂行と比較的スムーズに進めることができた。
しかしながら応札に際し、高専機構として初め
てのコンサルタント業務を行うこととなったため、

（株）パデコとの共同事業体となった。この点につ
いては今後国際交流委員会で検討し、JICA 案件
に関し単独応札に向けて改善をしていくことが必
要である。

（5） まとめ　
高専制度創設 50 周年を契機にして、つぎの

50 年に向けた高度化とグローバル人材の養成は、
国際化事業と共に重要な課題である。今後とも
全高専が「進化する高専」をキーワードにして、
持続的に発展していくためには、従前の取組を補
完しつつ、現在、長岡・豊橋両技術科学大と高
専機構の３機関が連携して計画している「グロー
バルネットワーク」と「技学パーク」（仮称）構想
が重要かつ大きな柱ともなってくる。　

（京兼 純）

2-4．産学連携・地域連携
（1） はじめに

産学官連携活動は、高専が産業界からの強い
要請によって設立された経緯が示すように当初か
ら良好な連携の下で実施されてきたが、高専機構
発足（平成 16 年４月）後の平成 18 年２月に策定
された産学官連携活動の基本指針においてその
重要性が明確に位置づけられたところである。本
報告は、主に高専機構発足後から現在に至る産
学官連携を推進するための組織・体制、知財関
係および主だった産学官プロジェクト、外部資金、
開設された寄附講座等をまとめたものである。

（2） 産学官連携活動の基本指針
高専機構発足以前の産学官連携は、各高専で

定められた規程に従って進められてきたためその
位置づけは必ずしも一律ではなかったことから、
高専機構としての産学官連携活動にかかわる基
本指針を平成 18 年２月に策定した。その骨子は、

「教育研究活動を含む産学官連携は、学生の教
育に次ぐ第２の使命とし、ここでの活動を通して、
高専の教育水準の維持・向上に努め、ここで得
た知的資産を積極的に還元し、持続可能な社会
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の構築と人類の福祉の向上に寄与する」のとおり
である。本指針によって産学共同教育、産学官
連携による研究活動（共同研究、受託研究・試
験、寄附金など）を進めることの必要性とその位
置づけが明確になった。現在、本指針に則った
連携活動が、中小企業を中心とする地域産業界
や地方公共団体との間で活発に展開されている。

（3） 地域共同テクノセンター
全高専には、産学官連携活動を具体的に推進

している地域共同テクノセンターが組織されてい
る。これは、平成 11 年度から設置が認められ、
その年に７校、平成 12 年度の６校、平成 13 年
度に５校と順次整備されていき、平成 19 年に完
了したものである。テクノセンターは、教育研究
機能の向上や地域産業界の活性化を促進させる
拠点であり、共同研究や技術相談などの窓口機
能に加え、僅かな面積ではあるものの共同研究
スペースも提供し、企業からの持ち込み型の共
同研究も実施できる体制を整えている。その他
にも、地域企業の技術者の技術力の向上を図る
ための多くの公開講座やセミナーの実施に加え、
技術シーズ集やテクノセンター報など産学官連携
にかかわる広報活動まで幅広く運営している。

（4） スーパー産学官連携推進本部
高専機構の産学官連携活動の代表的な取組

に、高専が全国に 51 校、55 キャンパスに所在
することのスケールメリットを活かした広域的な
連携活動「スーパー産学官地域連携本部」があ

る。これは、高専機構が長岡・豊橋両技術科学
大学と連携して進めている活動で、平成 20 年
度から５年間の計画で開始された。高専機構と
両大学の「技術力」、「人材育成力」、「地域ネット
ワーク力」とを融合させることで広域的な連携活
動を有効に機能させ、それぞれの地域を核としつ
つ全国的支援を可能とし、地域イノベーション創
出を加速させる取組である。現在、文科省の「大
学等産学官連携自立化促進プログラム」に基づ
いて実施されているが、プログラム終了後も自立
的に取り組むことが求められており、そのための
体制整備が検討されている。

（5） 共同研究、受託研究等外部資金の獲得
産学官連携活動は、地域イノベーション創出

への支援、人材育成などに加えて外部資金獲得
という重要な役割も担っている。高専機構発足
後のそれらの実施件数の推移は付属資料（P147）
に示すとおりである。法人化以前は、個別高専
毎に集計されていたためそれらと比較することは
難しいが、これらの実施件数は、受託研究にお
いて平成 22 年度に減少がみられるものの年度を
追う毎に増加している。特に、共同研究の実施
件数は大きな伸びが見られる。これは、各高専
に設置されている地域共同テクノセンターの機能
が徐々に活性化してきていることの結果であろう。
しかし、それらの実施に伴う研究資金の獲得額
は、平成 17 年度から増加傾向を示してきてはい
たものの平成 21 年度をピークとして減少に転じ
ている。この現象は、全体としての実施件数が
増加傾向を示しているにもかかわらず起こってい
ることから、平成 20 年９月米国で起こったリー
マンショックに端を発した世界的な金融・経済状
況の悪化が、国内の中小企業にも浸透した結果
として、平均して契約金額が小さくなったことに
加え、１件当たりの単価が比較的高い受託研究
実施件数が減少したことを反映したものとみてい
る。幸いに平成 23 年度には、経済状況の好転
に伴い、増加に転じた。【津山高専】地域共同テクノセンター
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科研費は、競争的環境下で獲得しうる高専の
重要な外部資金の一つである。国家予算におけ
る科研費の総額が伸びていない現状での採択件
数の増加は、教職員の研究に対する意識が全体
的に向上してきている事を示している。ただ、こ
の傾向は自然発生的に生じたわけではなく、運
営費交付金が年々削減されている状況を踏まえ、
各高専が少なくとも年に１、２回は外部から講師
を招聘し、獲得に向けた講習会等の開催や高専
によっては校長自らが添削指導するなど採択増加
に向けた内部努力が実りつつある結果とみてい
る。研究・産学官連携活動の強化は高専の存在
感を高める上でも重要となっており、一層努力を
傾けることとしている。

（6） 全国高専テクノフォーラム
全国高専テクノフォーラムは、平成 13 年に政

府、産業界、学術会議が一体となって開催した
第１回産学官連携サミットおよび共同宣言の宣誓
等をきっかけに平成 15 年度から開始されたもの
である。

本フォーラム開催の目的は、全国高専の産学官
連携・地域貢献活動において中心的な役割を果た
している教職員が一同に会して意見交換をするこ
とで、人的ネットワークを構築し、産学官連携の
一層の推進を図ると共に高専間の連携の方策を探
り、高専全体の活性化に資することであった。

具体的には、地区単位で北から順次開催主
幹校を定め、年に一度、１日ないし２日間の内容

（基調講演・成果展示・技術相談など）で継続的
に実施されてきた。参加者は、高専教職員を中
心として、開催校地域の企業関係者等に一般市
民を含めて 300 人程度と報告されている。

平成 22 年度の第８回（九州地区・主幹校大分
高専）を持って８地区を一巡したことを機会に産
学連携・地域連携・知的財産委員会において本
フォーラムのあり方を検討した結果、これまでの
高専教職員を中心とした内部向けの開催目的は
ほぼ達成されたとの認識に加え、産学官連携を

より大きく展開することの重要性に鑑み、外部へ
の情報発信を中心とする開催内容とすることに方
針を転換した。それを踏まえ、中小企業が集積
する大都市圏を中心に開催していくことが決定さ
れ、第９回目を関東信越地区で、東京高専を主
幹校として学術総合センターで開催された。

高専設立 50 周年を迎えた本年度は、近畿地
区、舞鶴高専を開催主幹校として、国立京都国
際会館で第 10 回目が開催された。

（7） 寄附講座・寄附研究部門
高専機構は、産学官連携活動の一環として１

寄附講座、３寄附研究部門を開設してきた。こ
れらは、技術相談、共同研究、受託研究等で
相互理解を深めていった結果として大型の産学
連携型寄附講座等に発展していったものである。
設置年限が比較的長くカリキュラム的に高専の教
育に明確に位置づけられるものを寄附講座とし、
一方、設置年限が２年程度と短い場合は研究に
重きを置いた寄附研究部門としている。これらを
推進するために新たに雇用された教員は産学連
携研究を推進するとともに学生の教育にも積極的
に参加している。これまで開設されている寄附講
座、寄附研究部門の概略は付属資料（P148）に
示すとおりである。

寄附講座、寄附研究部門は、高専における産
学連携を通した共同教育の場でもある。その有
用性からもさらに多くの開設が望まれている。

沼津高専が（株）日
幸 製 作 所と 連 携。
寄附研 究部門「水
素利活用技術研究
部門」のスタッフ
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（8） 知的財産権の確保と実施について
産学官連携を実りあるものにしていくために

は、知的財産を適切な管理運営の下で積極的に
活用していくことが重要となっている。高専機構
では、平成 19 年４月に知的財産ポリシーを策定
し、知的財産の帰属の明確化、知的財産の社会
還元の意義、企業との連携強化と透明性のある
運用などに加え、学生知的財産教育の充実を明
確にした。

特許出願は、各高専内に設置された知的財産
委員会と機構本部内に設置した知的財産本部の
２つの組織で特許としての新規性、市場性に加
え、帰属、権利化の審査の手続きを経てなされ
ている。

教職員による発明届件数は、知的財産本部員
などによる高専毎の講習会の開催など地道な努
力の結果として増加するに至った。これまで、発
明届出件数が少なかったこともあり、教職員の知
的財産に関する意識を高めることを優先して、提
案されてきた案件をできる限り出願へと導出する
戦略を執ってきた。しかし、限られた運営費交
付金の中で特許化およびその維持にかかわる資
金を効率的に運用するために、平成 23 度から単
純に出願件数を増加させる方針から産業界で実
施してもらえる強い特許の増加へと方向を転換し
た。出願・審査中および権利化された特許の中
で、企業で実施されている件数はごく限られたも
のとなっていることから現在、産学官連携推進拠
点高専に配置した産学官連携コーディネータを動
員して実施化のための活動を活発化させている。

国は、国立大学等から出願・権利化された特
許の利活用を促進するための方策を講じる一方、
実施が見込まれない保有特許の評価・見直しを
図るよう求めている。高専機構では、平成 24 年
度から権利化された保有特許について、過去３
年にわたって実施許諾の実績がなく、今後２年以
内に実施許諾契約を締結する可能性の低い特許
の評価・見直しを図ることとしている。

（9） 産学官連携協定の締結
高専機構における産学官連携活動は、地元企

業との密接な連携を核にしつつ、高専が全国に
所在していることのスケールメリットを活かした広
域ネットワークと連動することで地域イノベーショ
ン創出の具体化を目指しているが、現実には企
業における開発ニーズの多様性、製品化スピード
への対応、対応できる研究人材が少ないなど多
くの課題も存在する。

これらの課題の解決に繋がり、広域連携を実
現しつつ地域産業を活性化するための方策とし
て、同じように産学官連携を全国展開している
研究機関等との連携を築くことは極めて有用であ
る。

平成 20 年８月に各地域でイノベーションプ
ラザやイノベーションサテライトを運営していた

（独）科学技術振興機構（JST）と連携協定を締
結し、地域連携の新たな取組を開始した。しか
し、プラザやサテライトの運営が平成 23 年度末
で終了したことに伴い、その活動を中止した。
（独）産業技術総合研究所（産総研）と人材育

成を含む産学官連携の連携協定を平成 23 年７
月に締結した。産総研の豊富な技術シーズと高
専の地域人材ネットワークとが融合できれば、こ
れまでにない地域活性化力になるものと期待され
ている。

平成 23 年 12 月には（独）土木研究所と協定
を結び、13 高専の建設系教員が立ち上げた「橋
の老朽化対策研究会」の強化を図った。これに
より、市町村管理橋梁に対しより効果的な支援
を全国規模で展開・推進することが可能となった。

平成 24 年３月には（独）日本原子力研究開発
機構と原子力に係る研究協力・人材育成を目的と
して連携協定を締結した。併せて、福島県とその
周辺地域の復興の支援を行うため、原子力研究
開発機構と福島高専との間でもそのための覚書
が締結された。
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（10） 利益相反マネジメントの運用
産学官連携活動を推進する過程において利益

相反が生じることは「不可避」であり、従って、
利益相反マネジメントを適切に運用することが重
要となっている。利益相反マネジメントの目的は、
利益相反状態を一義的に回避させるものではな
く、適切にマネジメントすることで社会の批判か
ら教職員を守ると共に高専の社会的信頼を守る
ことにある。

高専機構では、平成 20 年３月に利益相反マネ
ジメントポリシーを、平成 21 年５月に利益相反
ガイドラインを制定し、平成 23 年７月にそれら
の一部の改訂と利益相反アドバイザリーボード実
施要項を制定して、本格的な運用に入った。年１
回提出される産学官連携活動に関係する教職員
からの利益相反自己申告書に対応することに加
え、利益相反行為かもしれないと不安に感じた教
職員からの相談にも随時対応し、透明性確保の
ため必要なマネジメントを行うこととしている。

（11） JST、NEDO 等にかかわる事業
この 10 年比較的大型の競争的外部資金が

JST、NEDO 等にかかわる事業として獲得され
るに至っている。具体的な事業名は付属資料

（P148）に示すとおりである。
（12） おわりに

近年は、産学官連携基本指針に沿った活動が
年々活発になり、さらなる実績の積み上げに繋が
るものと期待される状況が生まれつつある。これ
を機会に、産学官連携活動を一層確かなものと
して定着させることが重要であるが、そのために
もイノベーション人材・グローバル人材など高専
卒業生に新たに求められている人材育成にも積
極的にかかわっていくことが必要であろう。とも
あれ次の10 年に向けて「進化する高専」を支え
る産学官連携活動であることが望まれている。

（五十嵐 一男）

2-5．教育内容の高度化（共同教育）
高専では、従来から地域企業および官公庁等

の協力を得て、企業見学、インターンシップ、企
業関係者を講師とした授業などを組み合わせた
実践的・創造的な教育を行ってきた。つまり、
15 歳から職業人養成に係る高等教育を行う上で、
産学連携による職業教育・キャリア教育は、高
専創設時からの必須科目であり、“ 高専の強み ”
である。
「共同（COOP）教育」とは、それをさらに深化

させ、高専教員と企業技術者とが企画段階から
実際の学生指導まで組織的・継続的に協力して
実施する教育プログラムである。“ 高専の強み ”
を進化させ、産業構造の転換や経済環境の変化
に対応できる、即戦力となる職業人の育成を行う
ものである。

以下に、特に重要と考えられる共同教育の特長
と現在の取組事例について述べる。

（1） 共同教育の特長
地域および地域企業のニーズをテーマとしてい

る点が共同教育の特長であり、現実の問題から
その本質となる〝課題”を見出し、これを解決・
貢献することが大きな特長となる。

次いで、高専本科生および専攻科生の活躍が
あげられる。機械系や建設系など、多様な専門
分野の学生がチームを組んでアイデアの提案から
実際のものづくりまで取り組むことにより、専門
知識および研究力の向上、企業人意識やマネジ
メント力、複眼的視野の獲得を可能とする。

第３の特長として、企業（退職）技術者の活躍
があげられる。高専だけでなく、企業技術者が
主体となり協働することがその成否の鍵であり、
その結果、企業は、優秀人材の育成・確保等も
見込めることとなる。

最後に、高専教員の進化があげられる。高専
教員はその一人一人が基本単位（大講座制）の実
態にあり、複合融合領域の導入および研究力の
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深化から、教員の教育研究力の高度化、教員同
士のチームワークが進展し、研究対象や研究手
法の多角化を可能とすることとなる。

（2） 共同教育の取組事例
共同教育には、各高専で個々に進めるものと

機構本部が高専連携とで進めるものとがあり、
いくつかの事例を紹介する。

まず、函館高専の「ものづくり伝承プログラム」
は、地域企業技術者を特専教授（マイスター）と
して迎え、プロジェクト型（PBL）教育を実施する
ものである。学生たちは、地域企業のニーズを
踏まえ、納期を意識した、課題解決手法や品質
管理、企画開発、プレゼンテーション等、企業
人としての仕事を実践し、ものづくりの厳しさと
喜びを企業技術者から伝承することとなる。

阿南高専の「コーオプ教育プログラム」は、企
業での長期就業と高専での講義演習を交互に繰
り返す、就業体験学習を行うものである。学生た
ちは、３年次からの就業により、専門知識・技
術の習得、就業能力の育成を図るとともに、給
与を受けることで、職業意識および取組意欲の
増進を図ることとなる。

機構本部が進める共同教育としては、平成 23
年度現在、制御教育、IT 教育および国際教育に
分類され、いずれも各高専の優秀な学生を選抜
し、高度の実務教育となるエンジニアリングデザ
イン教育を実施するものである。

まず、オムロン社との制御共同教育は、平成
20・21 年度の総額２億 2,500 万円相当の寄贈

（各高専に教材キットおよびソフトウェアそれぞれ
５台分、200 万円の寄付）を契機に、制御技術
者を育成するものである。
1） 教職員対象の制御教育：電子制御技術教材

活用セミナー（講師：オムロン社技術社員、平
成 20 年度から４年間で延べ 301 名の高専教
職員が受講）

2） 制御教育研究：電子制御技術教材活用プロ
ジェクト（平成 21 年度、8 校総額 400 万円）

3） 制御教育アンケート調査：全高専の制御キッ
ト活用状況等を把握

4） 学生対象の制御共同教育：制御技術教育キャ
ンプ（平成 23 年度：選抜学生 15 名が事前研
修を経て 5 日間集中の PBL 教育を受講、課
題は “ 儲かる回転寿司ラインの提案 ”）

等、多面的な展開を実施するものである。
マイクロソフト社とのＩＴ共同教育は、同社に

とって日本初の教育協定を高専機構と締結し、
実践的かつ専門的な知識および技術を有する創
造的な人材を育成するものである。
1） 包括ライセンス契約：学生および教職員が同

社の最新ソフトウエア（Windows，Office 等）
を低コストで導入

2） ドリームスパーク：将来のソフトウェア開発者
や Web、インターフェースデザイナーを目指す
学生を対象に、ソフトウェア開発製品等を無
償提供

3） カリキュラムキット：授業等でのプログラミン
グ理解の向上等を目的とした教材等の学生支
援プログラム

4） IT アカデミー：同社認定資格取得に直結する
体系的なカリキュラムやＥラーニング、受験料
割引等

5） インターンシップ：同社にて学生受入れ（平成
23 年度：４名）

6） IT リーダー育成キャンプ：IT 技術者リーダーオムロン社との共同教育で各校に配布した教材キット
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のスキルを総合的に習得し、世界に通用する高
度 IT 技術者を育成（平成 23 年度：選抜学生
32 名が半年間のＥラーニングを前提に３日間
集中の PBL 教育を受講）
等、多面的な展開を実施するものである。
なお、三井物産社を中心に複数企業が参加す

る国際共同教育は、国際交流ページ内の海外イ
ンターンシップを参照されたい。

以上、高専教育の高度化の一事例として共同
教育を取り上げ、その特長と先導的な取組事例
を述べた。国立高専機構では、学生が身につけ
るべき「学習到達目標」を踏まえ、今後も社会
的ニーズに即応し、様々な分野における共同教育
の開発普及を推進していくこととしている。

 （市坪 誠）

2-6．東日本大震災からの復興（支援）
 （1）被害状況

平成 23 年３月11日（金）に発生した東日本大
震災により、東北地方と関東地方の太平洋沿岸
部に近い高専において甚大な被害を受けた。

仙台高専で入学予定者１名を含む２名の学生が
亡くなった。その他学生・教職員の家族など多く
の方々が亡くなった。

また、学生の住居等の被害は、全壊、半壊、
避難地域を合わせて、500 名を超える学生が被
害に遭われた。

各高専の施設・設備の被害状況については、

軽微な被害も含め、12 高専において被害を受け
た。特に被害が大きかった高専は、一関高専（状
況：物質化学実習工場の柱が破断）、仙台高専・
名取キャンパス（状況：敷地法面が広範囲で崩落、
崩落により体育館・武道場が傾く被害）、福島高
専（状況：敷地内でひび割れや地盤沈下、地盤
沈下により守衛所が傾く被害）、および茨城高専

（状況：図書館閲覧室の天井落下、煙突にクラッ
クが発生し倒壊の危険性）の４高専だった。

（2）被災学生への支援
被災により居住の確保が困難な学生に対して、

仙台高専（広瀬キャンパス・名取キャンパス）、福
島高専、および茨城高専の３高専４キャンパスで
学生寮等の空き部屋を提供した。

被災学生に対する経済的支援としては、経済
的に困窮した学生が学業の継続を断念すること
がないよう、授業料および入学金の免除の措置
を講じた。併せて、災害救助法適用地域の指定
に伴い、検定料免除の措置を講じた。

教材等を失った学生に対しては、教材等の購
入に要する経費について、該当する高専に対し必
要な経費措置を行った。

被災した一関高専、仙台高専、福島高専、お
よび茨城高専に在籍する学生のうち、被災によっ
て生活を維持するために遠隔地への避難を余儀
なくされた学生に対し、避難先に近い高専での
一時受入れ、および転学について、一定の措置
が講じられた。

マイクロソフト社との共同教育「IT リーダー育成キャンプ」

【仙台高専】名取キャンパスの敷地法面が崩落し、地割
れが発生
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震災の影響により、企業等から内定取消しや
入社延期などを受けた学生のため、機構理事長
から関係団体に対し、被害を受けた卒業生に対
する採用内定取消しの防止や入社予定日の柔軟
な対応について、また、被災した学生が就職活
動で不利な扱いを受けることがないよう配慮をお
願いした。

留学生への対応としては、特に被害が大きかっ
た一関高専、仙台高専、および福島高専の３高
専への編入学予定者に対し、配属校の変更措置
を行った。

また、企業等からは被災した学生に対し、奨
学金として、（株）小松製作所（コマツ奨学金）、
ギルデマイスター社（ドイツ）・（株）森精機製作
所（DMG ／ MORI SEIKI 奨学基金）、（株）ロー
ソン（夢を応援基金）、およびベイン・キャピタ
ル社（ベイン・キャピタル高専奨学金プログラム）
の 5 社から支援を受けた。

（3）被災高専への支援
被災高専に対する物資の支援としては、特に

被害が大きかった一関高専、仙台高専（名取キャ
ンパス）、福島高専、および茨城高専の４高専に
対して、食料・飲料水をはじめ、生活に必要な緊
急支援物資を届けた。

被災高専に対する業務の支援では、八戸高専、
鶴岡高専、奈良高専、および香川高専から仙台
高専に対し職員を派遣した。

その他、被災地域の復旧・復興支援のため、
各高専の地盤工学、環境都市工学、水工学、地
震防災等の専門分野の教員が現地に赴き調査を
行った。

（4）義援金
被災された高専およびその関係者の支援を目

的として設置した「独立行政法人国立高等専門
学校機構災害支援の会」において、国立高専等
の関係者から義援金を募った。全国から集まっ
た義援金総額は、７千万円余りとなり、被災学
生等の被害状況をもとに、該当の高専に対して

災害見舞金として交付した。
（高専機構本部）

3．公立高専の動向

3-1．東京都立産業技術高専
本校は平成 18 年４月、都立工業高専（品川）

と都立航空高専（荒川）を発展・統合し、新たに
開校した高専である。平成 20 年には設置者が
東京都から公立大学法人首都大学東京へ移管さ
れ、総合大学と専門職大学院大学を設置する法
人傘下の高専となった。

また平成 19 年には、東京都および品川区の教
育委員会との間に締結した基本協定書をもとに、
地元品川区の小中一貫校である八潮学園と実施
協定を結び、初等教育段階から児童生徒の知的
好奇心を刺激し、技術に関する関心を持たせる
試みを始めた。成果としての「ものづくり教育プ
ログラム」は昨年度完成し、現在は品川区に限ら
ず都内の小中学校に広く公開している。また平成
20 年度からは、「国際化」について積極的な取
組を始めた。具体的には、①ネイティブ教員の
積極的登用 ② TOEIC 等の全員受験 ③海外英語
研修の実施 ④国内外国人留学生との交流 ⑤海
外校との提携などである。なお、国際化を積極
的に進めることが、本校の将来にとって重要であ
ると考えている。 （荒金 善裕）

3-2.　大阪府立大学高専
前身の大阪府立工業高専は、平成 17 年度に

５学科体制から総合工学システム学科の１学科６
コース体制に再編され、同時に専攻科も設置さ
れた。平成 19 年度には JABEE の工学（融合複
合・新領域）関連分野で「総合工学システム教育
プログラム」として認定された。この過程で「自
律・実践 ･ 協調」という教育理念・目標を定め、
基礎学力・応用力とともに総合化能力を重視す
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る「養成すべき人材像」も明確にした。翌年には
大学評価・学位授与機構による認証評価を受け、
優れた点が 12 項目も挙げられ高く評価された。
平成 23 年度には法人化され、公立大学法人大
阪府立大学の設置する「大阪府立大学工業高専」
となった。５年一貫したキャリアデザイン支援プ
ログラムを構築し、入学２年後のコース選択や卒
業後の進路決定を自覚的に行えるよう学生指導
体制を強化している。教員のティーチングポート
フォリオ（TP）の普及にも力を入れており、８月末
現在で６割強の専任教員が TP を作成している。
寝屋川市や地元企業などとの連携も強化してお
り、学生実験の外部評価者として参加して頂き、
教育研究改善に繋げている。 （長澤 啓行）

3-3．神戸市立高専
平成 14 年に、阪神淡路大震災からの復興を

目指して、市の「協働と参画のまちづくり」に倣っ
て、本校に「地域協働研究センター」を設置し
た。レスキューロボットコンテストが神戸 RT（ロ
ボットテクノロジー）構想の一環として開催された
が、本校は、震災後、スローガンとなった「がん
ばろうKOBE」をチーム名として、平成 16 年度第
４回大会から毎年参加している。さらに、神戸市
の復興支援工場（後にものづくり復興工場）を中
心とした被災企業との連携、「神戸リエゾン・ネッ
トワーク」を通した市内中小企業との連携、「神
戸高専産学官技術フォーラム」の継続開催、「神
戸医療産業都市構想」への参画、小学生からお
年寄りまでを対象にした公開講座など地域連携
を展開した。

平成 18 年に工学系複合プログラムが JABEE
により認定、平成 19 年 KEMS を認証取得、平
成 21 年機関別認証評価による認定など、国内
外にも認められる高専として発展してきた。平成
22 年には、国際・情報都市神戸にふさわしい高
専を目指して、国際交流委員会を設置し、幅広
い国際交流を模索している。 （伊藤 文平）

4．私立高専の動向

4-1．近畿大学高専
平成 12 年度からの学校改革により、「教育の

高度化」と「地域との連携」を強力に進めてき
た。平成 17 年度より１工学科・コース制に改組
し、共通科目を１、２年次で充分に履修、３年
進級時に専門コース（機械、電気電子、情報、
都市環境）を選択できるようにした。同年度に専
攻科「生産システム工学専攻」を開設、本科４、
５年次と合わせた４年間の技術教育プログラム

「もの創り工学」は、平成 19 年度 JABEE 認定を
取得している。

オーストラリアとの交換留学のほか、中国深圳
外国語学校や英国ミッドチェシャーカレッジなど
と協定を締結して研修生や留学生を相互に受け入
れるなど、国際交流にも力を入れている。

地域連携の窓口となるリエゾンセンターを平成
15 年度に設置し、共同研究の実施、資格取得
講習会やサイエンススクール（小学生対象）の開
催、労務安全衛生に係る技能講習への協力など、
地域社会にも貢献してきた。平成 23 年度名張市
に移転後も、研究・技術シーズの紹介、市民公
開講座の開催、民産学官連携推進協議会の設
立、自治体における各種委員会やイベントへの
参画などを行っており、さらなる地域連携を図っ
ていく。 （神野 稔）

4-2．金沢高専
この 10 年間は、グローバル化を主体とした教

育改善を行ってきた。平成 14 年にはニュージー
ランドオタゴ・ポリテクニックとの協力協定を締
結し、単位互換による留学制度を創設した。平
成 16 年には電気工学科電気・電子コースを電気
情報工学科に名称変更すると共に、国際コミュニ
ケーション情報工学科を創設し、本格的なグロー
バル化対応の基礎とした。さらに、平成 21 年



86 高等専門学校50年の歩み

には同科をグローバル情報工学科と名称変更し、
成果の拡張を図っている。

この間、主柱とするものづくり教育では、全学
科の創造設計教育を体系付け、平成 18 年にエ
ンジニアリングデザイン理念の導入、平成 22 年
にはわが国の高等教育機関ではじめて CDIO イニ
シアティブに加盟し、その理念の導入を行ってい
る。  （山田 弘文）

4-3．サレジオ高専
平成 13（2001）年に専 攻 科（ 生 産システム

工学専攻）を開設し、その後東京都内の少子
化の進行により学生募集に陰りが生じ、平成 17

（2005）年、東京町田の多摩境の地に校名改称、
移転開校した。都内とこの多摩地区の大きな違
いは産業後背地（八王子、相模原）を抱え、町田
を含めて人口は 170 万を超え、大学コンソーシア
ム八王子、相模原・町田大学コンソーシアムにも
加盟して、大学や企業との交流も展開できるよう
になったことである。

平成 17（2005）年サレジオ国際大学工学連合
東京会議開催、平成 18（2006）年ヘンドリック
ス元校長の叙勲、平成 20（2009）年には機関
別認証評価を受審、平成 22（2010）年には創立
75 周年事業、今後平成 25（2013）年度以降専
攻科レビュー、JABEE 申請、再度の認証評価な
ど目白押しに控えながら、この地においてユニー
クな高専として定着しつつある。 （小島 知博）

5．国公私立高専連合会の活動

5-1．全国高専体育大会
文武両道、社会へ実践的技術者を送り出すた

めには運動部での心身の鍛練とチームワークの
涵養は重要である。昭和 41 年全国大会が開催
された。翌 42 年社団法人全国高等専門学校体
育協会（専体協）が設立され、現在国公私立高
専、57 校 62 キャンパスから成る。平成 24 年
には 47 回大会を迎える。陸上競技、バスケット
ボール男女、バレーボール男女、ソフトテニス、
卓球、柔道、剣道、野球、サッカー、ラグビー
フットボール、ハンドボール、テニス、バドミント
ン、水泳の14 種目が行われ、全国８地区でロー
テーションを組みながら担当および開催校を決
め、各中央競技団体の共催により審判等全面的
な協力をいただき、地区、全国大会とも、各専
門部 ･ 競技運営専門委員会と共に運営を行って
いる。全国大会には地区大会での優勝校、優秀
選手が参加している。過密なカリキュラムの中で
厳しい練習に耐え抜き、切磋琢磨し、力をつけ、
頂点を目指している。さらに、他地区への遠征で
見聞を広め、他校の友達をつくるなどキャリア教
育の一翼も担っている。高専の良いところは受験
勉強に左右されず、将来の進路も心配することな
く、毎日努力していれば大きな道が開けているこ
とである。

その環境が時として素晴らしい選手を生み出す
ことがあり、高専大会だけではなく、全国高校総
体、国体、日本学生選手権等でも活躍するよう
になっている。さらにプロ野球のドラフトで指名
され、今後の活躍が期待される選手も出ている。
また、部活の練習時、事故防止、安全管理のた
めには必ず顧問教員の同席が義務付けられてい
るが、教職員の過密な労働条件と、法人化後の
労使協定の下では厳しくなっている。そこで一部
の高専では教職員 OB、保護者を非常勤講師発
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令し、対応している。
全国高専大会に関する近年の大きな課題は，

経費とマンパワーの削減である。経費は関係部
署の努力によりピーク時（第 39 回）の 2/3 程度
まで削減された。２日間の開催を希望する競技
が多く、経費節減のため、困難な状況であるが、
陸上競技は広告など外部資金の導入等の努力で１
日半での開催（H21）など，現状経費内での充実
が行われている。高専は女子学生も多く、全国
大会では女子の部の充実が図られ、女子柔道の
正式種目化（H19）が行われるなど、さらなる女
子団体の正式種目化など女子学生への配慮につ
いても重点を置き検討が行われている。

（1） 新部活発足エピソード（徳山高専）
「校長先生、女子バレーボール部を作りたいん

で、顧問をお願いします」。入学してまだひと月も
たたない一年生数人が、突然校長室にやってき
た。他の先生方は、既存の部活の顧問をやって、
空いているのは校長だけだとか。「学生会の承認
もいるし、大変だよ」と言ったけれど、同好会と
し、学生会の承認を得てしまった。しかし、用具
は、男子バレーボール部のお古、練習場所は小
学校の体育館の一部を借りて凌いだ。「来年の一
年生が入って来るまでは、まず頑張ろう」が合い
言葉だった。その後、毎年部員も少しずつ増えて、
４年生になったら北海道へ行こうと頑張っていた
が、世の中それ程甘くはなく、全国高専体育大会
とは直接のご縁のないまま、卒業して各地で活躍
している彼女たちの様子をたまに耳にする。

（2） 男子バスケットボール部を指導して（松江高専）
「バスケットボールの指導をとおして社会性を育

み、自立させる」、「全国高専大会で優勝し、高
体連では県のベスト４に入る」これが掲げ続けて
いる指導目標である。10 年間で全国高専大会が
６回、高校大会が４回、２人の国体（県選抜）選
手を輩出している。

精神的にも肉体的にも適切な負荷を与え、スト
レスを克服させなければ逞しくはならない。自主

性尊重が故に「鍛える」という言葉が死語になり
つつある今、敢えてそれに挑み続けている。

本気で熱い者の存在は集団のエネルギーを変
える。学校においてクラブ活動が意義を持つのは
その点であると信じている。

平成 23 年度の全国高専大会優勝で最多優勝
校に並んだ。教育価値を信じ、新たな頂に挑む。 

（3） 高専から世界へ挑戦（鈴鹿高専）
鈴鹿高専の衛藤昂君が走高跳で日本代表選手

になった。平成 22 年度は世界ジュニア（カナダ）
出場、平成 23 年度はアジア選手権で４位（日本
人最高）となり、その時記録した 2 ｍ 24 は平成
23 年度日本ランキング１位である。また、秋に
開催された第 80 回日本学生対校選手権大会で
も優勝することができた。現在、日本陸連強化
選手としてヨーロッパ遠征など、トレーニングに
励んでいる。

第 46 回大会陸上競技閉会式（長野市）

100 メートル走のスタート
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（4） 高専サッカー（新居浜高専）
「幅広い人間性の養成」を指導の目標に掲げ、

サッカーを通した人間教育を目指す山崎サッカー
（鹿児島高専サッカー部監督山崎亨先生） は 21
回の優勝実績を有している。

新居浜高専においても、学生とともに充実した
活動を行い、４回の優勝実績を挙げてきた。

全国高専サッカー連盟の特筆すべき事業は「全
国高専選抜チーム海外派遣」である。昭和 52
年３月の第 1 回韓国派遣に始まり、今年平成 24
年３月に第６回の海外派遣を実施した。近年は３
年に１度の実施となり、派遣地は欧州となった。

（5） もう一つの全国大会の紹介（東京高専）
チャレンジカップ（もう一つの全国大会：平成

12 年度より毎年３月開催）は、多数の高専 OB
チームの発足と、高専ハンドボール部 OB の全国
組織（平成 16 年度）を促し、現役と OB が共に
生涯ハンドボールを楽しむ、高専ならではの大会
である。 （井口 泰孝）

5-2．全国高専ロボットコンテスト
（1） 高専ロボコン

昭和 63 年に「アイデア対決独創コンテスト」
の名称で 12 校の出場で第１回が始まった（第２
回以降は現在の名称）。第３回からは全高専が参
加し、第４回からは８地区の地方大会から選抜さ
れたチームが、両国国技館で全国大会を開催す
る方式になり、今では高専を代表する行事になっ
ている。「アイデア対決」がスローガンで、「発想
力・独創力」を合言葉に自らの頭で考え、自ら
の手でロボットを作ることを通して発想すること
の大切さ、ものづくりの素晴らしさを共有する教
育イベントである。平成 4 年からは、優勝のほか
に、最も斬新で優れたアイデアを表彰する「ロボ
コン大賞」が新たに設けられ、これは高専生の
最高の目標でもある。地区大会を勝ち抜き、11
月 20 日前後の日曜日に両国国技館で開催される
全国大会の熱戦の模様は、12 月に NHK から全

国に放映される。
（2） 高専ロボコンの歴史と活躍

ロボットコンテストは昭和 56 年頃から東工大
の森政弘教授が大学での教育の一環として始め
たのが始まりと言われ、エンターテイメントとエ
ンジニアリングの融合したものづくりであり、日
本発の人づくりの文化として、現在 74 ヶ国地域に
広まっている。NHK が MIT などで行われていた
ロボット競技を森教授に相談したのが、高専ロ
ボコンの誕生に繋がった。ロボットの製作や操作
には機械、電気電子、材料、情報など工科系の
多くの分野が参加する総合技術であり、さらに、
チーム運営、競技でのチームワーク、聴衆へのア
ピール力などマネージメントやメカの耐久性や確
実性なども重要である。まさに「人づくり」であ
る。第１回から 24 回の競技課題と表彰校を付属
資料（P150）に示す。

印象に残る試合も多い。第１回「乾電池カース
ピードレース」は乾電池２個だけで 60kg 以上の
人を乗せた車による 35 ｍのタイムレース。第４
回「ホットタワー」は２ヶ所の台座に段ボール箱
を積み重ねるスリリングな競技。第７回「スペー
スフライヤー」は遠方にある筒の中にフライング
デイスクを投げ入れて得点を競う。投げる動作に
は多くのアイデアが出た。最近の 10 年間では第
18 回（平成 17 年）「大運動会」はロボットが梯
子をくぐり、平均台、ハードルなどの障害をアイ
デアで乗り越えるユニークな競技に観客を沸か
せた。第 19 回「ふるさと自慢宅急便」は高専所

第 24 回全国大会決勝：仙台高専・名取キャンパス 対 福
島高専（清水昭博氏撮影）
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在地の特産品をオブジェにして、それをつけたロ
ボットが障害物や複雑なコースをオブジェを落と
さずに進む。第 21 回の「DANCINʼ COUPLE」は
２台の歩行ロボットがジャンプや、リフトなどのダ
ンスに挑戦し、クリアした課題の点数で勝敗を競
う。第 24 回の「ロボ・ボウル」はアメフトがテー
マで２足歩行ロボットに学生からボールが投げ入
れられ、それをロボットが対岸にいる学生に投げ
てキャッチするまでのタイムレースで、このボー
ルを阻止すべく相手チームのディフェンスロボット
が大きな旗や網を持って立ちはだかる。学生とロ
ボットのコラボレーションに大喝采であった。

高専ロボットは海外でも活躍し、平成 21 年に
はオーストラリアのイベントに 3 台が参加し、平
成 22 年にはトルコのロボコン大会に２校が招待
され、そのたびに相手国に出かけたロボットが寄
贈されている。

ロボットは小中学生には憧れの的、特に、ロボ
コン出場したロボット実物を目の前で見たり、触っ
たり、場合には操縦することは子供たちにとって
大きな喜びで、学園祭やオープンキャンパス、あ
るいは地域の行事への参加などで多忙である。

平成 19 年からは 2 足歩行ロボットが登場し、
ロボットの移動が車輪から足への転換は技術的
ハードルが猛烈に高い。

技術的な高度化は必要であるが、各校のレベ
ルの差も拡大し、そのレベル維持が難しくなりつ
つある現状も考えて、本来の「アイデア対決」の
基本に沿うテーマ設定が考えられている。ロボッ
ト製作には本科の低学年生が主で、最近は女子
学生のメンバー参加も多い。

（3） 高専ロボコンの運営
高専ロボコンは NHK，NHK エンタープライズ、

高専連合会の３者の主催で、実際の運営は NHK
エンタープライズである。競技のテーマや方法、
製作ロボットの点検などは高専ロボコン競技委員
会が主に担当している。この委員会は大学ロボコ
ン経験教員や高専の現役教員、NHK エンタープ

ライズの競技担当者など10 名前後で構成される。
高専ロボコンは自動車、電気、機械のメーカーなど
からの財政的支援を受けており、地区大会や全
国大会では協賛企業からの特別賞が授与される。

毎年、１～３月にテーマが検討され、４月末ご
ろにテーマが各高専に伝達される。高専ロボコ
ンには毎回、制約条件（サイズ、重量、電池パ
ワー、メカなど）があり、高専からは設計に関す
る色々な問い合わせが多く寄せられる。６月頃、
各チームから設計図面が提出され、競技委員会
で条件を満たしているかをチェックする。また、
大会前日にはロボットが設計どおりに動くかを点
検している。

高専（キャンパス）当たり２チームまで参加でき
る。全国８ブロックで 10 月から11 月にかけて地
区大会が開かれ、各地区から２～４チームが全国
大会に出場する。

（4） 高専ロボコンの効果とこれから
高専ロボコンは各地域での NHK 放映があり、

大きな盛り上がりとなる。次第に、技術レベルや
費用、運営などの点から、健全かつ透明性の高
い運営と高専のあり方を充実させるため、平成
21 年と 22 年に高専ロボコンフォーラムを開催し
て、チーム運営、学生や教員の負担、テーマレ
ベルなどを校長や指導教員、運営関係者の参加
で協議し、持続的な発展についての問題意識を
共有した。学生への教育効果も調査され、創造

第４回全国大会決勝：東京高専 対 徳山高専（清水昭博
氏撮影）
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性ものづくり教育の代表的な実例であり、今後も
全校が一体となって取り組むことが望まれる。

（水谷 惟恭）

5-3．全国高専プログラミングコンテスト
（1） 高専プロコンの概要

第１回全国高専プログラミングコンテスト（以
下、プロコン）は、平成２年 11 月に京都市国際
会議場を舞台に開催された。高専学生の柔らか
な頭脳から発せられるアイディアを確かな技量に
よって実らせ、その成果を広く世に発信し、高専
学生の充実した姿に加え高専そのものを強くア
ピールする目的をもって企画されたものであった。

この大会は高専情報処理教育研究協議会（高
専情報教育担当教員の研究会（以下、専情委））
で提案され、高専連合会（以下、連合会）の主催
として実施された。NHK 主導で展開されたロボ
コンのスタートとは異なり、高専教員による手作
りコンテストといえる。

第１回コンテストでは、全国 41 高専の応募か
ら予選審査を経て、課題・自由部門で計 16 テー
マが本選に臨み、アカデミックな雰囲気の中、学
生諸君の若さと熱気が予想以上の大きな反響を
呼んだ。以降、ロボコンと共に高専を代表する文
化イベントとして定着し、平成 23 年の第 22 回
舞鶴大会まで規模も内容も拡大し発展してきた。

（2） プロコン発展の経緯
当初、このコンテストは課題・自由の２部門で

スタートした。課題といえども高専学生のアイディ
アを制限しないもので、例えば「伝統技術とコン
ピュータ」といった類である。両部門とも予選で
書類選考され、本選では、学会形式のプレゼン
テーション、実機を前にしてのデモンストレーショ
ンおよびマニュアル記述力の３分野でそれぞれ審
査され、総合評価を受けるものである。また、第
５回からは競技部門が設けられ３部門となった。

高専においては、独創性涵養と共に、創造性
教育におけるプロジェクト管理とその成果に対す
る説明力の向上が重要な課題であり、この教育
分野におけるプロコンの貢献はかなり大きいもの
であったと思われる。

22 回大会までの開催地と課題・自由部門の最
優秀校、競技部門の優勝校（いずれも文部科学
大臣賞が授与される）等を付属資料（P151）に示
す。

（3） プロコンの運営
前述のように本コンテストの主催は連合会であ

り、そのもとにプロコン委員会が設置され実質
的な実行機関として機能してきた。発足当初は、
プロコン委員会委員長に専情委委員長が就任し、
委員は全国の高専から選抜された情報処理教育
担当教員８名が当たった。

その後、コンテストの規模・内容の充実に伴っ
て運営体制も拡大し、現在は高専教員を主体と
して 30 数名で委員会を組織し、総合企画から競
技部門のルール設定等々、きめ細かな業務に携
わっている。また、第４回大会からは開催校（主
管校）が本選の運営業務を担うこととなり、本選
開催にかかわるコンテスト運営の中心となってい
る。このことから、実行委員長には主管校校長
をあてている。

本コンテストが、初回から文科省の「生涯学習
フェスティバル（まなびピア）」の一事業として
継続してきた点も特色のひとつである。主管校は競技部門の様子（第 21 回大会）
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「まなびピア」開催県所在の高専と位置付けられ
た（14 回大会の東京開催は沖縄に高専が設置さ
れたばかりという点で、また 22 回舞鶴大会は大
震災のために、予定されていた一関から変更され
た）。ただし国の方針転換により、平成 24 年度
からは「まなびピア」の開催がなくなり、プロコ
ン開催地は連合会の協議で決定することに変更
された。

コンテストの運営に係る多額な運営費のほとん
どは、情報産業界を主体とする企業からの協賛
金である。協賛企業数は開始当初の６社から直
近では 24 社までに増加しており、深く感謝する
と共に、業界からのプロコンへの期待を痛感する
次第である。なお、協賛企業折衝はプロコン委
員自らが行っており、この点でも「手作り感」が
強く現れている。

（4） 国際化と支援法人の設立
プロコンの国際化はコンテスト開始当時から

の大きな夢であった。第８回大会で初めて外国
審査員を依頼したことを機に、同大会でオースト
リアへ、10 回大会では韓国へのグランプリチー
ムの派遣が行われた。そして、15 回大会にはベ
トナムの大学チームを初めてオープン参加で受け
入れ、以来年ごとに微増し、22 回大会ではベト
ナム、モンゴル、中国、台湾、タイからの参加
となった。海外チーム招聘には、当初は数企業
からなる「プロコンの国際化を支援する会」が当

たってきたが、任意団体が海外からの受入れを
担うことの難しさは、年を追うごとに増していた。

この海外チーム招聘の課題と、多額の協賛金
確保およびその適正処理の問題を克服すること
に加え、高度情報化社会での一層の産学連携の
強化を目的に、平成 20 年にプロコンを支援する
組織として「NPO 法人高専プロコン交流育成協
会（NAPROCK）」が設立された。このことから、
第 19 回大会からは、高専プロコンは主催が連合
会、共催が NAPROCK、また正式となった国際
大会は NAPROCK 主催、連合会共催という位置
づけで同時開催されてきている。高専の事業を
支援するために法人が設立されたことは特筆に値
する。

（5） 評価と期待
このコンテストにおいて、高専学生の創造的な

活動が大いに伸長したことは、歴代審査員の評
価から首肯できる。応募作品の一部のソフトハウ
スからのアプローチ、および様々な形でのマスコ
ミへの掲載などの実績もその証の一つである。さ
らに、日本ものづくり大賞（内閣総理大臣賞）、
BCN アワード（IT ジュニア賞）、情報処理学会若
手奨励賞など、他機関からの数々の賞が、本コ
ンテスト受賞者に授与されていることも極めて意
義深い。

なお、まなびピアとの連携による文部大臣か
らの感謝状授与（通算５回）や、情報教育推進の
功績に対するプロコン委員への各学協会からの
種々の表彰も評価の現れといえる。

本コンテストは、今後も情報産業界や支援法
人との太い絆を強め、高専創造性育成実践の場
として伸長することが大いに期待される。

（堀内 征治）

デモンストレーション審査（第 21 回大会）
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5-4．全国高専 
 デザインコンペティション

（1） 全国高専デザコンの歴史
全国高専デザインコンペティションは、昭和

52 年に明石高専と米子高専の建築学科間で行
われた建築教育における建築理論の実践プロセ
スについての研究交流シンポジウムがそのルーツ
といえる。筆者は当時、明石高専の５年生で同
級の２人とともに米子高専にでかけた。このシン
ポは途切れることなく参加高専を増やしながら続
き、第 23 回にあたる平成 11 年からの５年間は
全国高専建築シンポジウムと改名し、全国の高
専に呼びかけ、建築教育の研鑽および学生の設
計技術の向上を研究するシンポジウムとして開催
された。実態としては設計競技（コンペティショ
ン）が核となり、毎回著名な建築家が審査委員
長を務めた。以上の 27 年間の歴史を積み重ね、
国立高専が独立行政法人化した平成 16 年、環
境都市工学系学科、土木・建設工学系学科およ
び建築学科を中心に高専全体が取り組み、「人
が生きる生活環境を構成するための総合的技術」
としてデザインの領域を根本的にとらえ直し、全
国高専デザインコンペティションに生まれかわっ
た。「デザコン」の愛称で親しまれ、ロボコン、
プロコンに続く高専連合会の第３の事業として定
着している。

（2） デザコンの運営
11 月の第２週末前後に開催されるデザコンは

環境デザイン、構造デザイン、空間デザイン、も
のづくりの４部門から成り、毎年個性的な課題が
提示される。このため、多様な学科、多様な学
年の参加が可能となっており、参加者数は増大を
続けている。米子高専主管の平成 25 年度から
は、機械系学科の「３次元ディジタル設計造形コ
ンテスト」が新たにデザコンの１部門として加わる
こととなっている。毎回のテーマは主管となる高
専が地域との連携を意識しつつ決められている。

全国高専デザコン実行委員会の協議を基礎に地
域の協力を得たボトムアップ方式の開催が特徴
で、空間デザインの最優秀賞は知事賞、ものづく
りの最優秀賞は開催地の市長賞となっている。

（3） デザコンによる教育効果
多様な課題設定による目に見える具体的なデ

ザインの設計競技がデザコンの特徴である。し
かも現実的な課題に対するチームによる取組が
基礎となっており、広範な分野の学習とメンバー
の協力が不可欠である。各部門の課題はシラバ
ス作成に間に合う時期に公開され、前期の授業
の課題に導入することが可能で教育に導入してい
る高専も多い。構造デザイン部門では第１回より
ブリッジコンテストが継承されている。たとえば
300g に満たない木製のブリッジが 200kg の荷
重に耐える様は技術のすばらしさを如実に表現す
る。会場ではブリッジ崩壊時の大音響に息をの
む小中学生の姿が印象的で、将来の夢を育むこ
とを期待させる。 （八木 雅夫）

デザコン 2010　空間デザインコンペティションの最優秀
作品、明石高専・西口雅洋「おっきいゆか」

デザコン 2010 プレゼンテーションの様子
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5-5． 全国高専 
 英語プレゼンテーションコンテスト

（1） 高専プレコンとは
全国高専英語プレゼンテーションコンテスト

（高専プレコン）は、高等専門学校連合会と、全
国高等専門学校英語教育学会の共催で、毎年１
月下旬に東京・代々木の国立オリンピック記念
青少年センターで開催されている。

このコンテストは、スピーチ部門とプレゼン
テーション（以下、プレゼン）部門に分かれて行
われる。スピーチ部門は全国８地区で行われる
地区大会を予選と見なし、その上位入賞者 16 名
が本大会に出場する。プレゼン部門は、３人が１
チームとなり、チームワークを発揮しながら１つ
のテーマについて英語でプレゼンを行うのが特
徴で、パソコンやビデオなどの最新機器を駆使し
て行うプレゼンは、高専生の本領が発揮される
ところである。この部門では、地区大会にプレゼ
ン部門を持つ近畿地区を除き、参加校は予選用
のビデオを作成し、これを予選審査員が 10 チー
ム（近畿地区を含む）まで絞り込み、本大会で競
うことになる。本選では、単に英語の上手さだけ
でなく、視覚的なプレゼン技術や、３人で行うプ
レゼンのチームワーク、さらには、プレゼン終了

後に審査員との英語での質疑があり、これらすべ
てが評価の対象となる。

第 1 回（平成 19 年度）から第５回（平成 23 年
度）までの競技結果は付属資料（P152）に示すと
おりである。スピーチ部門、プレゼン部門の入
賞校、および特別賞を表す。なお特別賞とは、
大会審査員による審査とは別に、COCET（The 
Council of College English Teachers 「全国高等
専門学校英語教育研究協議会」）会長の独自の
視点から選ばれ、各大会において特色あるプレ
ゼンを行ったチームに（第５回からはスピーチ部
門にも）贈られる賞である。また、第５回大会で
は、プレゼン部門の第１位には文部科学大臣賞、
スピーチ部門の第１位には後援団体である公益財
団法人日本国際連合協会から日本国際連合協会
長賞が贈られた。

（2） プレコンの運営
プレコンの大会は、主管校となった高専が実

行委員長（校長）および事務局長（英語教員）と
なり、その年度の事務局を同校の学生課に置く。
また、実行委員長は全国の高専から選ばれた英
語教員に実行委員を委嘱し、実行委員会を構成
する。すなわち、プレコンはそのほとんどが高専
の英語教員の手で運営されるということである。
また、その開催費用は、出場校が支払う参加費
および協賛企業からの協賛金でまかなわれてい
る。

（3） プレコン効果
第１回から審査員長を努めてこられた大妻女子

大学の服部孝彦教授によれば、この大会は「大
学工学部のプレゼンテーションコンテストと同等、
あるいはそれ以上の質の高さ」であるとのことで
ある。しかも、回を重ねるごとにレベルが上がり、
大会のスローガンである「英語が使える高専生」
が育っているということが実感される。特にプレ
ゼン部門は、他に類のない特色あるコンテストと
して、今後の発展が期待される。 （亀山 太一）

上／プレゼン部門の様子
右／スピーチ部門の様子
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Ⅲ1.　高等専門学校教育の充実について
ものづくり技術力の継承・発展とイノベーションの創出を目指して
中央教育審議会答申（平成 20 年 12 月 24 日）の概要

1-1．高等専門学校教育の現状と社会経済環境の変化
(1) 高等専門学校教育の現状と卒業生に対する高い評価

高等専門学校は、中学校卒業後の段階から５年一貫の実践的専門教育により、幅広い分野で活躍できる

実践的・創造的な技術者を養成してきており、卒業生の高い就職率（ほぼ 100％）・求人倍率（本科 24 倍、

専攻科 43 倍（平成 19 年度））に見られるように、質の高い教育を行っている機関として社会から評価され

てきた。

これまで高等専門学校卒業生は約 36 万人を数え、実践的・創造的技術者、経営者、研究者など幅広い

分野で活躍している。工学系新卒技術者のうち高等専門学校卒業生の割合は 12％（平成 20 年度。大学へ

の編入学者、大学院への進学者を含む）となっており、今後のイノベーション（技術革新）を担う技術者の

養成機関としては大きな役割を果たしている。また、高等専門学校卒業生が企業の経営者になっている割

合が高いとの調査例もあり、起業家精神の育成にも成果を上げている。

平成３年度の制度改正により、高等専門学校の卒業生が更に２年間、精深な教育及び研究指導を受ける

ための専攻科制度が創設された。以後、各高等専門学校において専攻科の設置が進み、本科卒業生の進

路については、進学者の割合が昭和 60 年度の９％から平成７年度には 24％、平成 19 年度には 42％（うち

専攻科進学率 16％）へと急速に増加している。

(2) 高等専門学校をめぐる社会経済環境の変化
産業界から高い評価を受けている高等専門学校教育であるが、近年では、15 歳人口の減少、理科への

関心の薄れ、高等教育のユニバーサル化など、高等専門学校をめぐる状況は大きく変化してきている。ま

た、国立高等専門学校においては、独立行政法人化と国の厳しい行財政事情等の課題に直面しており、自

己改革が急務となっている。

1-2．高等専門学校における教育の充実の方向性
(1) 基本的考え方

今後の高等専門学校の在り方について展望すれば、次のような方向性が考えられる。

○それぞれの高等専門学校が自主的・自立的改革に不断に取り組み、社会経済環境の変化に積極的に対応

する

○中堅技術者の養成のみならず、幅広い場で活躍する多様な実践的・創造的技術者を養成する

○多様な高等教育機関のうちの一つとして本科・専攻科の位置付けを明確にする

○産業界や地域社会との連携を強化し、ものづくり技術力の継承・発展を担いイノベーション創出に貢献す

る技術者等を輩出する

(2) 具体的方策
1) 教育内容・方法等の充実

産学連携による共同教育や校外で行う教育の充実としては、地域の産業界等と連携し、カリキュラムの開
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発、教材の開発、企業への長期派遣による教員の研修、企業からの教員派遣、共同研究を通じた学生派

遣、長期インターンシップ、さらには小規模企業に対する学生による課題発見・解決策提案活動等、様々な

形態での共同教育により実践的専門教育の展開を図ることが有効である。

効果的かつ円滑な長期インターンシップの実施に当たっては、高等専門学校における教育内容との連続

性・体系性の中で計画することが求められ、本科５年間又は専攻科２年間の課程の中に組み入れた形で実施

することが有効である。

この他、一般教育の充実、技術科学大学との連携の強化、自学自習による教育効果も考慮した単位計算

方法の活用、退職技術者を含む企業人材等の活用などの推進を図ることが重要である。

2) 入学者の確保及び多様な学生への支援

高等専門学校教育の質を維持・向上していくためには、今後とも、意欲を持った質の高い入学者を確保す

ることが重要である。そのためには、入学志願倍率の漸減傾向等を踏まえれば、小・中学生やその保護者

に対し、高等専門学校それ自体の魅力についてよりよく知ってもらうとともに、小・中学校の段階で理科・数

学やものづくりへの関心を高め、サイエンスに対する好奇心を持たせ、面白さ、楽しさの中に、科学的なも

のの見方を身に付ける楽しさ（学ぶ楽しさ）があることを体験させることが重要である。さらに、第４学年へ

の編入学や、専攻科に入学する社会人学生も含め、多様な学生への支援について、適切に対応していくこと

が必要である。

3) 大学への編入学者増加への対応

高等専門学校からの編入学者を受け入れる大学側では、高等専門学校教育との連続性に十分配慮したカ

リキュラム編成など、円滑な編入学の観点から、受入れ体制の整備が求められる。

4) 教育基盤の強化

今後とも高等専門学校における教育の質を維持・向上していくためには、優れた教員を引き続き確保して

いくことが極めて重要である。

教員の能力向上策については、高等専門学校設置基準において、大学同様、教育内容等の改善のための

組織的な研修（ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ））等の実施が規定されており、国立高等専門学校

機構において教員研修等を実施しているところであるが、このような取組も重要である。

また、施設・設備の更新及び高度化や事務部門の強化の他、企業ニーズに合致した人材を輩出している

高等専門学校は、民間資金の受入れを一層促進することに取り組んでいくべきであり、経済界においても、

企業に高く評価されている高等専門学校教育に対して、一層の財政的支援を行うことが期待される。

5) 社会経済環境等の変化に対応した教育研究組織の充実

高等専門学校の教育分野は工業・商船系以外の学科の設置は４学科（「情報デザイン学科」「コミュニケー

ション情報学科」「国際流通学科」「経営情報学科」）にとどまっているのが現状である。

今後、産業構造の変化も踏まえ、例えば工業系分野を基盤とした理工系分野の新たな融合・複合分野や

ソフト系の分野、第三次産業分野の学科設置も含め、地域及び我が国全体のニーズを踏まえた新学科設置

により新分野への展開を図ることも検討していくことが重要である。

具体的には、例えば社会経済のあらゆる場面に活用が広がり高度な技術者が多数必要とされる情報通信

技術（ICT）分野を中核とした融合分野、工業系分野とバイオや医学等との融合・複合分野、工業デザイン、

食の安全や供給・流通及び国土環境の保全や地球環境問題への対応などにも取り組む農林水産業分野、



　 

99高等専門学校50年の歩み

参
考
資
料
（
中
央
教
育
審
議
会
答
申
等
）

Ⅲ
経営・会計や流通などの商業分野などが考えられる。

この他、専攻科の整備・充実、専攻科修了生に対する学位授与に対する柔軟な対応について、更に検討

が必要である。

6) 高等専門学校の新たな展開

公立の専門高校や大学校等を基に新たな公立高等専門学校を設置する可能性を含め潜在的需要を発掘

し、需要がある場合には支援方策等について検討が必要である。

7) 社会とのかかわりの強化

高等専門学校と地域社会や産業界との連携・交流の強化を図ることは、高等専門学校がその知的資源を

もって積極的に社会の発展に貢献するために極めて重要である。そのため、 広報活動強化による高等専門

学校の認知度向上を図り、共同教育の一層の推進や公開講座等社会に開かれた教育研究等の展開を行うこ

とが重要である。

さらに、産業・経済や技術が国際的な広がりを強め、これに伴い技術者も国境を越えている現状から、

高等専門学校においても、国際的に活躍できる能力を持った技術者等の養成のための教育が求められてい

る。

2020 年の実現を目指し戦略的に優秀な学生を獲得していくことを目標にしている「留学生 30 万人計画」

については、平成 20 年７月、文部科学省はじめ関係省庁により「留学生 30 万人計画」骨子が取りまとめら

れ、高等専門学校においてもこの方針の下、積極的な取組が期待される。とりわけ、国立高等専門学校に

おいては、全ての学校に学生寮が設置されているなど、受入れ環境が整っており、今後留学生の受入れを

飛躍的に増大させることが望まれる。

この他、高等専門学校教員の海外高等教育機関への派遣、発展途上国への技術教育に関する協力につ

いても組織的な取組を進めていくことが必要である。
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2. 今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について
中央教育審議会答申（平成 23 年１月 31 日）の国立高専部分概要

2-1．はじめに
学校教育と職業や人材育成との関連は、我が国において、時代の変遷の中で繰り返し議論されてきたよう

に、非常に重要な課題である。特に近年、「若者の社会的・職業的自立」や「学校から社会・職業への移

行」を巡る様々な課題が見受けられる。また、グローバル化や知識基盤社会の到来、就業構造・雇用環境

の変化等による、教育・雇用・労働を巡る新たな課題が生じてきている。

2-2．発達の段階に応じた体系的なキャリア教育の充実方策
高等教育においては、生涯にわたる多様なキャリア形成に共通して必要な能力や態度の育成と、これらの

育成を通じた勤労観・職業観等の価値観の自らの形成・確立を基礎として、学校から社会・職業への移行を

見据えて、教育課程の内外での学習や活動を通じ、高等教育全般においてキャリア教育の充実を目指すこと

が必要である。

2-3．高等教育におけるキャリア教育・職業教育の充実方策（高専部分）のポイント
(1) 学生が社会人・職業人として自立できるよう、キャリア教育の方針を明確にし、学生一人一人の状況にも

留意しながら、教育課程内外を通じて体系的・総合的にキャリア教育を展開することが必要である。

(2) 学生が社会的・職業的に自立するために必要な基盤となる能力を身につけるために授業科目の内容の実

社会における適用や、インターンシップや課題対応型学習などの体験的な学習活動を促す教育が、産業

界や地域社会と連携・協力して推進されることが重要である。

2-4．高等専門学校におけるキャリア教育の充実（推進のポイント）
(1) 高等専門学校の入学者は、技術やものづくりへの関心が高く、比較的目的意識が明確であるが、そのよ

うな中でも入学者の意識は多様化してきており、15 歳からの５年間一貫教育の中で勉学に対する動機付

けを維持・向上させていくことには困難が伴う。また、高等専門学校の卒業生は、企業からその専門的

知識やコンピュータ活用能力、誠実さなどが評価されている一方で、コミュニケーション能力については

期待に比べて評価が低いことが指摘されている。

(2) このため、各高等専門学校では、地域や産業界と連携しつつ、学生の発達の段階に応じたきめ細かい

キャリア教育を段階的かつ継続的に実施していくとともに、社会的・職業的自立に向けて必要な基盤と

なる能力や態度を身に付けさせる視点から、幅広い職業的意識の形成に着目した授業科目や、その他の

様々な専門分野の教育を充実することが重要である。

2-5．高等専門学校における職業教育の充実（推進のポイント）
(1) 高等専門学校は、中学校卒業段階という早期からの５年一貫の体験重視型の専門教育を特色とし、応

用力に富んだ実践的・創造的技術者の育成を行っていると評価されている。また、技術の進歩を背景に、

より高度の教育の継続を求める学生の増加に対応するため、卒業後更に２年間の教育を行う専攻科が設

置されている。



　 

101高等専門学校50年の歩み

参
考
資
料
（
中
央
教
育
審
議
会
答
申
等
）

Ⅲ
(2)５年一貫の本科を基本としつつ、地域における産業界等との連携による先導的な職業教育の取組の促進

等、教育内容・教育方法の充実や、地域及び我が国全体のニーズを踏まえた新分野への展開等のための

教育組織の充実等が求められている。また、高等専門学校に期待されている人材養成機能に即した専攻

科の整備・充実を進め、地域や産業のニーズを踏まえ、その教育の一層の高度化を推進していくことが望

まれる。

(3) 近年、技術の進歩を背景に、本科から専攻科への進学や大学への編入学、専攻科修了者の大学院への

進学が増加している。このような、高等専門学校における職業教育の高度化に対する様々なニーズに対応

するため、専攻科の位置付けの明確化を図るとともに、大学院との接続の円滑化について、課題の整理

と具体的な方策を検討することが必要である。

(4) 現在、本科卒業後、大学評価・学位授与機構が認定した専攻科において所定の単位を修得した者で、大

学評価・学位授与機構の審査を経て合格と判定された者に学士の学位が授与されているが、学生の能力

をより的確に把握するとともに、専攻科における学生の主体的な学習活動を一層充実させる観点から、当

該専攻科における学修の成果に基づいて円滑な学位の審査と授与が行われるよう、運用の改善を図るこ

とが望まれる。

2-6．キャリア教育・職業教育の充実のための様々な連携の在り方
(1) 現在、全ての高等専門学校においては、企業等と連携し、学生が実際に職場に赴き就業体験活動を行

うインターンシップが行われている。学生が、自らの専攻や将来希望する職業に関連した職場で業務を体

験することを通じて、労働への意欲・態度を高めるとともに、必要とされる専門的知識・技能や職場に関

する理解を深めて、自己の適性や志向に照らし具体的に進路を考える機会として、大きな役割を果たして

いる。

(2) 既に一部で実施されているように、高等専門学校と企業・学会等が協同して、企業等での活動を数か月

程度組み込んだ教育プログラムを開発し、専門技能の向上や現実問題に対応する課題設定力の育成、企

業活動全体の中で自らの専門の位置付けを理解するなど、より実践的・具体的な教育目的を有した活動

へと発展していくことが期待される。　　　　　　　　　　　
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3. OECD高等教育政策レビュー我が国の高等教育政策に関する報告（概要）

【概要】
OECD においては、各国の高等教育政策について調査を行っており、本報告書は、日本の高等教育政策

に関して、2006 年５月に行われた 10 日間の訪日調査に基づき、2009 年３月にとりまとめたものである。

本報告書においては、我が国の高等教育制度や教育財政、高等教育と労働市場や技術革新、国際化と質

の保証等について分析がなされている。

(1) 我が国の高等教育制度について
・ 昨今の新たな人口構造や労働市場の変化を踏まえ、引き続き改革が必要

・ 高等専門学校は質の高い職業教育を提供しており、高く評価すべき

(2) 高等教育と労働市場について
・ 高等教育機関における授業や学習、卒業後の進路に関する情報提供の充実が必要

・ 卒業生の就労状況を長期的に追跡した情報を開発し、進学希望者に提供すべき

(3) 我が国の高等教育財政について
・ 日本の高等教育機関に対する公財政支出は OECD 内で最低レベル

・ 卒業生や保護者、企業等からの寄附を拡大するための努力が必要

(4) 高等教育における国際化と質の保証について
・ 外国人留学生受入れのためのプログラムの充実

・ 学習意欲や学習成果に関する評価への積極的な参加が必要

OECD高等教育政策レビュー（高等専門学校に関する記述）（仮訳）※

「高等専門学校においては、学校数の 87.3％は公的資金により運営されており、また高等専門学校生の

87.5％は国立高等専門学校機構を通じ運営される国立の高等専門学校に通っている。高等専門学校では、

15 歳～ 20 歳にかけての期間に質の高い職業教育を提供しており、卒業後に正式な学士課程に編入学する

こともできる。高等専門学校は、高水準の職業訓練を提供しているだけではなく、さらに産業界（特に製造

業部門）のニーズに迅速・的確に応えていることから、広く国際的な賞賛を受けてもいる。さらに、高等専

門学校は、社会経済的に低い位置にいる家庭出身の学生達に対し、社会に参加しその中で自らの地位を向

上させていくための機会を与えてもいる。数知れぬ海外の評価者たちと同様、我々も高等専門学校の運営、

質、工夫に感銘を受けた。」

※本報告書は、調査団を構成する海外の専門家が個人の見解としてとりまとめたものであり OECD の公式見解とし
ての性格は有していない。
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Ⅳ

　高等専門学校制度

略年表
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高専制度略年表
昭和36年度

36. 6.17 「学校教育法の一部を改正する法律」（昭和36年法律第144号）施行
	
	

「学校教育法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理に関する法律」
（昭和36年法律第145号）施行

8.17 「学校教育法施行令の一部を改正する政令」（昭和36年政令第291号）施行
8.30 「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」（昭和36年文部省令第22号）施行

「高等専門学校設置基準」（昭和36年文部省令第23号）施行
9.29 「高等専門学校審議会令」（昭和36年政令第318号）施行
10.26 「高等専門学校に係る設置認可申請、教員資格認定等の手続に関する細則」

（昭和36年文部省告示第91号）
昭和37年度

37. 4. 1 学校設置　 	
　国立12校：函館・旭川・平・群馬・長岡・沼津・鈴鹿・明石・宇部・高松・新居浜・佐世保			
　公立２校：都立航空・都立工業	
　私立５校：聖橋・金沢・大阪	・高知・熊野

38. 3.30 学校廃止	
　私立：高知

昭和38年度
38. 4. 1 学校設置	

　国立12校：八戸・宮城・鶴岡・長野・岐阜・豊田・津山・阿南・高知・有明・大分・鹿児島	
　公立２校：大阪府立工業・六甲	
　私立２校：幾徳・育英

昭和39年度
39. 4. 1 学校設置	

　国立12校：苫小牧・一関・秋田・茨城・富山・奈良・和歌山・米子・松江・呉・久留米・都城
昭和40年度

40. 4. 1 学校設置	
　国立７校：釧路・小山・東京・石川・福井・舞鶴・北九州	
　私立：桐蔭学園

昭和41年度
41. 4. 1 学校名称変更	

　公立：「六甲」→「神戸市立」
41. 8.28	
～30

「全国高等専門学校体育大会」（第１回）開催

42. 3. 1 学校名称変更	
　私立：「熊野」→「熊野工業」

昭和42年度
42. 4. 1 学校名称変更	

　私立：「育英」→「育英工業」
42. 6. 1 学校設置	

　国立：木更津	
　国立商船５校：富山・鳥羽・広島・大島・弓削	
学校名称変更	
　国立：「平」→「福島」

8.26 「社団法人全国高等専門学校体育協会」発足
昭和46年度
46. 4. 1 学校設置	

　国立電波３校：仙台・詫間・熊本
昭和47年度
47. 11. 15 「高等専門学校創設十周年記念中央大会」開催

昭和49年度
49. 6. 7 学校設置	

　国立２校：徳山・八代
昭和51年度

51. 5.25 「国立学校設置法の一部を改正する法律」（昭和51年法律第26号）公布
（長岡技術科学大学、豊橋技術科学大学の新設）

10. 1 長岡技術科学大学、豊橋技術科学大学開学
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昭和52年度
53. 3.31 学校廃止	

　私立：幾徳
昭和53年度

54. 3.31 学校廃止	
　私立２校：聖橋・大阪

昭和54年度
54.10.30 「高専・技大懇話会」（第１回）開催

昭和57年度
57.11.26 「高等専門学校創設二十周年記念祝賀会」開催

（国立高等専門学校二十年史の刊行）
昭和63年度

63. 8.11 「アイデア対決全国高等専門学校ロボットコンテスト」（第１回）開催
平成２年度

2.11. 3 「全国高等専門学校プログラミングコンテスト」（第１回）開催
平成３年度

3. 4. 1 学校設置	
　公立：札幌市立

 7. 1 「学校教育法等の一部を改正する法律」（平成３年法律第25号）施行
（学科の分野制限の撤廃、専攻科の設置、準学士の称号）
「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」（平成３年文部省令第37号）施行
（留学時の修得単位の認定制限の撤廃）
「高等専門学校設置基準の一部を改正する省令」（平成３年文部省令第36号）施行
（組織編成の弾力化、教育課程編成の弾力化、履修形態の弾力化、自己点検・評価、教員の資格、	
施設設備）

11.14 学校廃止	
　私立：桐蔭学園

平成４年度
 4.11.26 「高等専門学校創設三十周年記念祝賀会」開催

（国立高等専門学校三十年史の刊行）
平成12年度

12. 4. 1 学校名称変更	
　私立：「熊野工業」→「近畿大学工業」

　 ・専攻科を持つ高専のJABEE認定申請（試行）１校（仙台電波）
平成13年度

13. 8. 2 「全国高等専門学校技術教育フォーラム2001」開催
・	専攻科を持つ高専のJABEE認定申請（試行）４校（宮城・小山・高知・新居浜）

平成14年度
14.10. 1 学校設置	

　国立：沖縄
12.20 「国立高等専門学校四十年史」刊行

平成15年度
15. 7.16 「独立行政法人通則法」（平成15年法律第103号）制定・公布

「独立行政法人国立高等専門学校機構法」（平成15年法律第113号）制定・公布
（各10月１日施行）

8.26	
～27

「全国高専テクノフォーラム」（第１回）開催

平成16年度
16. 4. 1 独立行政法人国立高等専門学校機構設置	

第１期中期目標・中期計画・業務方法書を策定
9. 3	
～5

「全国高等専門学校デザインコンペティション」（第１回）開催

平成17年度
17. 4. 1 学校名称変更・キャンパス移転	

　私立：「育英工業（杉並）」→「サレジオ（町田）」
平成18年度

18. 4. 1 学校統合	
　公立：東京都立産業技術高専開校（東京都立工業高専と東京航空工業高専を統合）
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平成19年度
19.12.26 「学校教育法等の一部を改正する法律」（平成19年法律第96号）施行

（公立大学法人による高等専門学校の設置）
20. 1.26	
～27

「全国高等専門学校英語プレゼンテーションコンテスト」（第１回）開催

平成20年度
20. 4. 1 設置者変更	

　公立：都立産業技術（東京都→公立大学法人首都大学東京）
20.12.24 中央教育審議会答申	

　高等専門学校教育の充実について	
　－ものづくり技術力の継承・発展とイノベーションの創出を目指して－

平成21年度
21.10. 1 国立高等専門学校４校高度化再編	

　仙台高専（宮城高専と仙台電波高専）	
　富山高専（富山高専と富山商船高専）	
　香川高専（高松高専と詫間電波高専）	
　熊本高専（八代高専と熊本電波高専）

平成22年度
23. 1.31 中央教育審議会答申	

　今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について
23. 3.11 東日本大震災により東北・関東地方の太平洋沿岸に位置する高専に甚大な被害
23. 3.31 学校廃止	

　公立：札幌市立
平成23年度

23. 4. 1 設置者変更・学校名称変更	
　公立：大阪府立工業（大阪府）→大阪府立大学工業（公立大学法人大阪府立大学）	
キャンパス移転	
　私立：近畿大学工業（熊野→名張）

平成24年度
24. 4. 1 「一般社団法人全国高等専門学校連合会」発足
10.30 「高等専門学校制度創設五十周年記念式典」開催	

「高等専門学校50年の歩み」刊行
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1．歴代校長一覧

国　立　高　専
学校名 氏　　名 在職期間年月日 学校名 氏　　名 在職期間年月日

函館 太泰　康光 37.4.1～50.4.1 宮城 鈴木　廉三九 38.4.2～51.4.1
武谷　愿 50.4.3～58.4.1 河上　房義 51.4.1～58.4.1
神原　富民 58.4.1～元.4.27 山口　格 58.4.1～元.3.31
伊藤　英治 元.7.1～6.3.31 矢澤　彬 元.4.1～7.3.31
延與　三知夫 6.4.1～11.3.31 斉藤　正三郎 7.4.2～12.3.31
東　　市郎 11.4.2～16.3.31 四ツ柳　隆夫 12.4.2～19.3.31
長谷川　淳 16.4.1～21.3.31 宮城　光信 19.4.1～21.9.30
岩熊　敏夫 21.4.1～ 仙台電波 角川　正 46.4.1～49.12.21

苫小牧 真井　耕象 39.4.1～46.3.31 平原　榮治 50.4.3～58.3.31
福富　孝治 46.4.1～48.3.31 高橋　正 58.4.3～2.3.31
大塚　博 48.4.1～56.3.31 山田　竹實 2.4.1～9.3.31
半澤　宏 56.4.1～63.3.31 渡辺　英夫 9.4.1～17.3.31
石井　忠雄 63.4.1～5.3.31 宮城　光信 17.4.2～21.9.30
佐久間　哲郎 5.4.1～13.3.31 仙台 宮城　光信 21.10.1～22.3.31
伊藤　精彦 13.4.1～20.3.31 内田　龍男 22.4.2～
秋山　俊彦 20.4.1～

釧路 坂元　義男 40.4.1～48.3.31
仲丸　由正 48.4.1～57.3.31
黒部　貞一 57.4.3～62.3.31 秋田 丹　　桂之助 39.4.1～40.5.5
永田　邦一 62.4.1～6.3.31 赤尾　孝太郎 40.7.1～41.4.25
芳村　仁 6.4.1～13.3.31 野口　清 41.7.1～49.3.31
木谷　勝 13.4.1～19.3.31 亀田　満雄 49.4.1～52.1.9
岸浪　建史 19.4.2～24.3.31 梅津　良之 52.3.16～56.2.22
岸　　徳光 24.4.1～ 鈴木　一夫 56.2.23～62.9.30

旭川 原田　準平 37.4.1～45.3.31 島田　平八 62.10.2～5.3.31
星　　光一 45.4.1～54.4.1 萬谷　志郎 5.4.1～11.3.31
三浦　良一 54.4.1～59.4.1 石亀　希男 11.4.2～16.3.31
青村　和夫 59.4.1～3.3.31 島田　昌彦 16.4.1～21.3.31
田川　遼三郎 3.4.1～9.3.31 山田　宗慶 21.4.1～
吉田　宏 9.4.2～１4.3.31 鶴岡 林　　茂助 38.4.1～46.3.31
前　　晉爾 14.4.1～20.3.31 斎藤　信義 46.4.1～51.9.30
高橋　英明 20.4.1～ 渡会　正三 51.10.1～57.4.1

八戸 小出　義雄 38.4.1～46.3.19 染野　檀 57.4.1～61.3.31
重倉　珉祐 46.6.1～55.3.31 清水　二郎 61.4.2～5.3.31
玉手　統 55.4.1～63.3.31 阿部　光雄 5.4.1～12.3.31
穴山　武 63.4.1～6.3.31 野中　勉 12.4.1～18.3.31
永井　伸樹 6.4.1～12.3.31 横山　正明 18.4.1～23.3.31
柳沢　栄司 12.4.1～18.3.31 加藤　靖 23.4.1～
井口　泰孝 18.4.2～23.3.31 福島 佐藤　光 37.4.1～53.3.31
岡田　益男 23.4.1～ 柏木　健三郎 53.4.1～59.3.31

一関 渡邊　元雄 39.4.2～46.9.30 武田　二郎 59.4.1～元.3.31
土居　茂樹 46.10.1～55.3.31 寺門　龍一 元.4.1～9.3.31
河上　忠男 55.4.1～60.3.31 岩松　幸雄 9.4.1～15.3.31
永倉　喜一郎 60.4.1～2.3.31 安久　正紘 15.4.1～19.3.31
堀　　清 2.4.1～7.3.31 奈良　宏一 19.4.1～
池田　俊夫 7.4.1～12.3.31
髙浪　五男 12.4.1～17.3.31
丹野　浩一 17.4.1～24.3.31
柴田　尚志 24.4.1～
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学校名 氏　　名 在職期間年月日 学校名 氏　　名 在職期間年月日
茨城 真野　克己 39.4.1～49.4.1 長岡 山崎　貫三 37.4.1～45.3.31

千早　正 49.4.1～53.1.31 田　　健一 45.4.1～53.3.31
一色　貞文 53.3.1～59.4.1 大戸　敬二郎 53.4.1～55.4.29
澤田　徹 59.4.1～3.3.31 池田　朔次 55.6.11～59.2.17
中村　賢二郎 3.4.1～8.6.30 高橋　旦 59.4.1～2.3.31
木村　直 8.7.1～13.3.31 岡本　祥一 2.4.1～8.3.31
鈴木　伸一 13.4.1～18.3.31 小川　正二 8.4.1～15.3.31
角田　幸紀 18.4.1～23.3.31 高田　孝次 15.4.1～23.3.31
日下部　治 23.4.1～ 渡邉　和忠 23.4.1～

小山 島津　秀雄 40.4.1～49.9.30 富山工業 野路　末吉 39.4.1～52.3.31
菅野　誠 50.1.17～53.3.31 林　　良二 52.4.1～55.3.31
角井　宏 53.4.1～61.3.31 養田　實 55.4.1～60.3.31
德平　滋 61.4.1～5.3.31 桐榮　良三 60.4.2～元.3.31
山口　淳三 5.4.1～13.3.31 小島　次雄 元.4.2～6.3.31
霜鳥　秋則 13.4.1～16.3.31 宮下　和雄 6.4.1～13.3.31
藤本　光宏 16.4.1～21.3.31 宮下　尚 13.4.3～18.3.31
苅谷　勇雅 21.4.1～ 米田　政明 18.4.1～21.9.30

群馬 下田　功 37.4.1～52.4.1 富山商船 依田　啓二 42.6.16～50.10.14
安保　英司 52.4.1～59.4.1 長坂　政二 50.10.15～55.1.20
林　　博男 59.4.1～4.3.31 眞田　茂 55.3.1～60.11.30
桑形　昭正 4.4.1～12.3.31 竹村　数男 60.12.1～3.3.31
吉澤　晴行 12.4.1～16.8.31 及川　清 3.4.1～10.3.31
本間　清 16.9.1～22.3.31 吉田　卓也 10.4.1～15.3.31
竹本　廣文 22.4.1～ 千葉　貢 15.4.1～21.3.30

木更津 村上　成一 42.6.1～48.6.30 米田　政明 21.4.1～21.9.30
渡辺　哲利 48.7.1～54.6.15 富山 米田　政明 21.10.1～
西田　亀久夫 54.6.16～60.4.1
関根　太郎 60.4.2～63.3.31
髙野　文雄 63.4.1～3.6.30
宮野　禮一 3.7.1～7.3.31
山田　勝兵 7.4.1～12.6.30
北尾　美成 12.7.1～14.7.31 石川 永井　時一 40.4.1～48.4.1
小田島　章 14.8.1～17.3.31 三輪　武雄 48.4.1～54.4.1
河上　恭雄 17.4.1～22.3.31 喜内　敏 54.4.1～61.3.31
工藤　敏夫 22.4.1～ 枷場　重正 61.4.1～2.3.31

東京 岡　　俊平 40.4.1～46.3.31 横山　恭男 2.4.1～10.3.31
有森　毅 46.4.1～51.4.1 松村　文夫 10.4.1～16.3.31

　 岡野　澄 51.4.1～56.7.1 金岡　千嘉男 16.4.1～23.3.31
吉田　壽雄 56.7.2～58.1.15 村本　健一郎 23.4.1～
関口　利男 58.1.16～元.3.31 福井 内藤　敏夫 40.4.1～45.12.2
春山　志郎 元.4.2～9.3.31 木村　毅一 45.12.3～53.4.1
内藤　喜之 9.4.1～9.10.23 大谷　泰之 53.4.1～61.3.31
松本　浩之 9.11.1～18.3.31 丹羽　義次 61.4.1～4.3.31
水谷　惟恭 18.4.1～22.3.31 田中　茂利 4.4.2～9.3.31
古屋　一仁 22.4.1～ 生越　久靖 9.4.1～15.3.31

駒井　謙治郎 15.4.2～20.3.31
池田　大祐 20.4.1～
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学校名 氏　　名 在職期間年月日 学校名 氏　　名 在職期間年月日

長野 美作　小一郎 38.4.1～45.9.30 舞鶴 木村　作治郎 40.4.1～52.4.1
森本　彌三八 45.10.1～54.4.1 水渡　英二 52.4.1～60.3.31
林　　傳一郎 54.4.1～60.3.31 東　　愼之介 60.4.1～4.3.31
一志　淑夫 60.4.1～4.3.31 若林　二郎 4.4.2～8.3.31
森　　粛 4.4.2～9.3.31 白石　成人 8.4.1～13.3.31
浅黄谷　剛寛 9.4.1～13.7.9 東　　邦夫 13.4.1～15.4.16
鈴木　宏 13.7.10～14.12.18 荻野　文丸 15.4.17～17.5.31
井上　明俊 15.3.1～18.3.31 小野　紘一 17.6.1～22.3.31
大島　有史 18.4.1～24.3.31 太田　泰雄 22.4.1～
黒田　孝春 24.4.1～ 明石 村田　治郎 37.4.1～46.3.31

岐阜 飯沼　弘司 38.4.1～53.4.1 鷲尾　健三 46.4.5～53.4.2
古屋　善正 53.4.1～59.4.1 荒木　謙一 53.4.2～60.3.31
脇田　仁 59.4.1～3.3.31 佐藤　譲 60.4.1～4.12.22
沖津　昭慶 3.4.1～10.3.31 大谷　巌 4.12.23～9.3.31
小﨑　正光 10.4.1～18.3.31 近藤　昌彦 9.4.1～13.3.31
榊原　建樹 18.4.1～23.3.31 行田　博 13.4.1～15.11.30
北田　敏廣 23.4.1～ 高　　久晴 15.12.1～20.3.31

沼津 井形　厚臣 37.4.1～39.7.21 京兼　純 20.4.1～
土井　静雄 39.10.16～48.10.16 奈良 八濱　義和 39.4.2～49.4.1
樋口　泉 48.10.16～57.4.1 小森　三郎 49.4.1～57.4.1
慶伊　富長 57.4.1～元.3.31 櫻井　洸 57.4.1～元.3.31
工藤　圭章 元.4.2～8.3.31 中西　義郎 元.4.1～6.3.31
山下　富雄 8.4.1～13.7.9 福岡　秀和 6.4.1～12.3.31
渡邉　隆 13.7.10～16.3.31 一岡　芳樹 12.4.1～18.3.31
久賀　重雄 16.4.1～19.3.31 冷水　佐壽 18.4.2～23.3.31
大島　寛 19.4.1～20.4.4 谷口　研二 23.4.2～
柳下　福蔵 20.5.12～ 和歌山 澤井　八州男 39.4.1～47.3.31

豊田 須賀　太郎 38.4.1～49.4.1 近藤　繁人 47.4.1～55.4.1
榊　　米一郎 49.4.1～51.9.30 市原　松平 55.4.1～60.3.31
市川　眞人 51.10.1～60.3.31 阿河　利男 60.4.1～3.3.31
岩田　幸二 60.4.1～2.9.30 岡本　平 3.4.1～9.3.31
堀井　憲爾 2.10.1～7.3.31 興地　斐男 9.4.1～15.3.31
鬼頭　幸生 7.4.1～12.3.31 山本　博 15.4.1～16.12.30
髙木　不折 12.4.1～17.3.31 韮澤　弘志 17.4.1～21.3.30
末松　良一 17.4.1～23.3.31 堀江　振一郎 21.4.1～
髙井　吉明 23.4.2～ 米子 田中　隆吉 39.4.1～45.1.31

鳥羽商船 小谷　信市 42.6.1～46.3.31 佐藤　静一 45.2.1～48.4.1
谷川　英一 46.4.1～54.4.1 根平　武雄 48.4.1～54.4.1
山門　豊文 54.4.1～59.4.1 津田　覺 54.4.1～61.3.31
矢島　澄夫 59.4.1～元.9.24 飯田　益雄 61.4.1～3.3.31
手塚　俊一 元.12.1～8.3.31 服部　信 3.4.2～8.3.31
飯島　幸人 8.4.1～12.3.31 鈴木　充 8.4.1～15.3.31
佐藤　修臣 12.4.2～17.3.31 杉浦　哲郎 15.4.1～17.10.15
山田　猛敏 17.4.2～22.3.31 水島　和夫 17.10.16～22.3.31
藤田　稔彦 22.4.2～ 齊藤　正美 22.4.1～

鈴鹿 木村　和三郎 37.4.1～52.4.1 松江 馬場　純一 39.4.1～51.9.30
矢野　弥 52.4.1～60.3.31 江角　鐵造 51.9.30～59.4.3
久保田　郁夫 60.4.1～5.3.31 小野木　重治 59.4.3～元.3.31
戸田　成一 5.4.1～10.6.30 岐美　格 元.4.1～7.3.31
勝山　正嗣 10.7.1～15.9.30 高橋　幹二 7.4.2～12.3.31
中根　孝司 15.10.1～19.3.31 宮本　武明 12.4.1～18.3.31
高橋　誠記 19.4.1～24.3.30 荒木　光彦 18.4.2～24.3.31
新田　保次 24.4.2～ 井上　明 24.4.1～
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学校名 氏　　名 在職期間年月日 学校名 氏　　名 在職期間年月日
津山 山下　敬治 38.4.1～44.3.28 阿南 太田　友弥 38.4.2～47.10.1

坂手　邦夫 44.4.21～51.3.31 美馬　源次郎 47.10.1～56.4.1
角南　正志 51.4.1～58.3.31 西村　正太郎 56.4.3～62.3.31
片山　嘉雄 58.4.1～62.3.31 濱田　實 62.4.1～5.3.31
伊藤　俊夫 62.4.1～3.3.31 西口　公之 5.4.1～11.3.31
和田　力 3.4.1～10.3.31 　 米山　宏 11.4.1～18.3.31
大森　晋爾 10.4.1～15.3.31 小松　満男 184.1～24.3.31
阿部　武治 15.4.1～20.3.31 吉田　靖 24.4.1～
稲葉　英男 20.4.1～ 高松 増山　義雄 37.4.1～49.4.1

広島商船 原田　三郎 42.6.1～51.3.31 立松　秋雄 49.4.1～57.4.1
阿圡　拓司 51.4.1～56.3.31 國松　治男 57.4.1～61.6.16
小川　武 56.4.1～62.3.31 河西　三省 61.6.16～3.3.31
掘田　秀夫 62.4.1～5.3.31 山本　清 3.4.1～8.6.30
久保　利介 5.4.1～12.3.31 平川　忠男 8.7.1～13.3.31
堀籠　教夫 12.4.1～20.3.31 早野　浩 13.4.1～17.3.31
村上　定瞭 20.4.1～ 塩谷　幾雄 17.4.1～20.8.31

呉 葛西　重男 39.4.1～50.4.1 嘉門　雅史 20.10.1～21.9.30
佐藤　重夫 50.4.1～58.6.1 詫間電波 石黒　美種 46.4.1～54.4.1
西　　正任 58.6.2～2.3.31 田中　哲郎 54.4.1～62.3.31
片島　三朗 2.4.1～8.3.31 浅井　健次郎 62.4.1～3.3.31
長町　三生 8.4.1～13.3.31 片山　健一 3.4.1～8.3.31
福永　秀春 13.4.1～19.3.31 布川　昊 8.4.1～13.3.31
遠藤　一太 19.4.2～24.3.31 竹内　賢一 13.4.1～18.3.31
森野　数博 24.4.1～ 髙畑　秀行 18.4.1～21.9.30

徳山 城　　温三 49.6.7～58.10.1 香川 嘉門　雅史 21.10.1～
福岡　純一郎 58.10.1～3.9.30
大山　超 3.10.1～8.6.30
西口　千秋 8.7.1～14.1.7
天野　徹 14.1.8～19.3.31
平野　千博 19.4.1～23.3.30
井上　直樹 23.4.1～ 新居浜 小藤　甫 37.4.1～49.4.1

宇部 田中　晃 37.4.1 郡　　利矩 49.4.1～57.7.1
加藤　常太郎 37.4.2～40.3.31 山田　敏郎 57.7.1～63.3.31
山縣　清 40.4.1～47.3.31 小門　純一 63.4.2～5.3.31
今川　博 47.4.1～54.4.2 板谷　良平 5.4.1～11.3.31
木村　規 54.6.16～62.3.31 砂本　順三 11.4.1～14.3.31
大原　資生 62.4.1～7.3.31 水野　豊 14.4.1～19.3.31
三分一　政男 7.4.1～13.3.31 森澤　良水 19.4.1～22.3.31
幡中　憲治 13.4.1～21.3.31 鈴木　幸一 22.4.1～
福政　修 21.4.2～ 弓削商船 本荘　幸雄 42.6.16～53.4.1

大島商船 鮫島　直人 42.6.16～50.3.31 上坂　太郎 53.4.1～61.3.31
岩永　道臣 50.4.1～58.3.31 前田　文郎 61.4.1～63.1.9
南　　正巳 58.4.1～63.3.31 樽美　幸雄 63.1.10～6.3.31
道嶋　正美 63.4.2～5.3.31 黒澤　昭 6.4.1～11.3.31
山﨑　直樹 5.4.1～13.3.31 森田　駿樹 11.4.1～14.1.9
和氣　博嗣 13.4.1～20.3.31 西垣　和 14.1.10～19.2.21
久保　雅義 20.4.2～ 落合　敏邦 19.3.1～24.3.31

木村　隆一 24.4.2～
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学校名 氏　　名 在職期間年月日 学校名 氏　　名 在職期間年月日

高知 野手　悌士 38.4.1～46.3.31 熊本電波 福井　武弘 46.4.1～55.4.1
中村　康治 46.4.1～55.6.16 岡田　正秀 55.4.1～62.3.31
三谷　裕康 55.6.16～61.3.31 中村　勝吾 62.4.1～6.3.31
中村　彰一 61.4.2～3.3.31 上野　文男 6.4.2～13.3.31
伊藤　龍象 3.4.1～9.3.31 江端　正直 13.4.1～21.3.31
岩田　一明 9.4.1～13.3.31 宮川　英明 21.4.1～21.9.30
中井　貞雄 13.4.1～17.3.31 熊本 宮川　英明 21.10.1～
藤田　正憲 17.4.2～22.3.31
船橋　英夫 22.4.1～

久留米 和栗　明 39.4.1～51.6.30
園田　正明 51.7.1～59.4.3
西川　兼康 59.4.3～元.3.31 大分 松尾　春雄 38.4.2～49.4.1
長谷川　修 元.4.1～6.3.31 篠原　謹爾 49.4.1～55.4.1
谷口　宏 6.4.2～11.3.31 平野　冨士夫 55.4.3～61.3.31
栁　　謙一 11.4.1～17.3.31 佐治　泰次 61.4.2～3.3.31
前田　三男 17.4.2～22.3.31 松田　勗 3.4.2～8.3.31
上田　孝 22.4.1～ 神田　幸則 8.4.2～13.3.31

有明 牛尾　広恵 38.4.1～43.8.31 沖　　憲典 13.4.1～18.3.31
譽田　敏雄 43.9.1～45.11.6 大城　桂作 18.4.1～24.3.31
轟　　一郎 46.1.20～55.3.31 古川　明德 24.4.2～
吉村　虎蔵 55.4.1～61.3.31 都城 吉村　恂 39.4.1～46.3.31
竹村　哲男 61.4.1～4.3.31 野口　高 46.4.1～54.3.31
髙松　康生 4.4.2～9.3.31 海江田　弘也 54.4.1～58.11.30
山藤　馨 9.4.2～14.3.31 野口　博通 58.12.1～61.11.30
尾﨑　龍夫 14.4.1～20.3.31 篠塚　脩 61.12.1～5.3.31
立居場　光生 20.4.2～ 髙見沢　橄一郎 5.4.1～5.4.14

北九州 加藤　常太郎 40.4.1～49.4.1 江藤　守總 5.7.1～10.3.31
坂井　渡 49.4.1～51.5.7 松浦　修平 10.4.1～15.3.31
田口　胤三 51.5.7～60.3.31 亀井　伸雄 15.4.1～17.3.31
眞武　友一 60.4.1～元.3.31 廣瀨　寛 17.4.1～20.3.31
植田　安昭 元.4.1～7.3.31 三村　洋史 20.4.1～
坂本　正史 7.4.1～14.3.31 鹿児島 小原　貞敏 38.4.1～51.6.1
陣内　靖介 14.4.1～21.3.31 垂水　春雄 51.6.1～58.4.1
塚本　寛 21.4.1～ 山下　貞二 58.4.1～63.3.31

佐世保 大脇　策一 37.4.1～42.3.31 碇　　醇 63.4.1～7.3.31
葛西　泰二郎 42.4.2～44.9.30 深井　晃 7.4.1～12.3.31
大隈　芳雄 44.10.1～53.4.1 前田　滋 12.4.1～19.3.31
田中　武英 53.4.1～59.4.3 赤坂　裕 19.4.1～
松田　公扶 59.4.3～元.3.31 沖縄 糸村　昌祐 14.10.1～22.3.31
青木　和男 元.4.2～6.3.31 伊東　繁 22.4.1～
德永　洋一 6.4.1～11.3.31
根本　實 11.4.1～16.3.31
井上　雅弘 16.4.1～22.3.31
中尾　充宏 22.4.1～

八代 清田　堅吉 49.6.7～58.4.1
井上　正康 58.4.1～2.3.31
小林　朝人 2.4.1～10.3.31
佐藤　泰生 10.4.1～17.3.31
宮川　英明 17.4.1～21.9.30
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公　立　高　専 私　立　高　専
学校名 氏　　名 在職期間年月日 学校名 氏　　名 在職期間年月日

東京都立工業 下坂　實 37.4.1～45.3.31 サレジオ G.ペトラッコ 38.4.1～41.3.31
高本　信次郎 45.4.1～48.3.31 （旧：育英、育英工業） C.タシナリ 41.4.1～44.3.31
八田　龍太郎 48.4.1～54.3.31 N.タッサン 44.4.1～45.9.30
杉原　猪佐雄 54.4.1～63.3.31 N.ピサルスキー 45.10.1～50.3.31
加藤　宏 63.4.1～3.3.31 F.ヘンドリックス 50.4.1～14.3.31
飛田　満彦 3.4.1～6.3.31 田中　次生 14.4.1～18.3.31
吉川　幸宏 6.4.1～11.3.31 鈴木　勝重 18.4.1～20.1.31
坂本　守義 11.4.1～14.3.31 小島　知博 20.2.1～
西村　尚 14.4.1～16.3.31 金沢工業 青山　兵吉 37.4.1～40.11.30
藤田　安彦 16.4.1～20.3.31 竹村　重武 40.12.1～53.5.31
荒金　善裕 20.4.1～22.3.31 新名　健吉 53.6.1～61.3.31

東京都立航空 徳丸　芳男 37.4.1～40.3.31 佐久間　亘 54.4.2～7.3.31
辻田　正巳 40.4.1～47.3.31 堀岡　雅清 41.4.1～18.3.31
高月　龍男 47.9.1～57.3.31 山田　弘文 18.4.1～
佐野　元 57.4.1～63.3.31 近畿大学 益子　充 37.4.1～50.3.31
米満　澄 63.4.1～3.3.31 （旧：熊野、熊野工業） 斉藤　渥 50.4.1～62.3.31
布施　正 3.4.1～5.3.31 合田　進 62.4.1～11.3.31
山口　重雄 5.4.1～8.3.31 福住　弘治 11.4.1～13.3.31
久米　潔 8.4.1～10.3.31 古久保　克巳 13.4.1～15.9.30
羽生　隆昭 10.4.1～12.3.31 神野　稔 15.10.1～
久保　謙一 12.4.1～14.3.31
島田　一雄 14.4.1～17.3.31
長浜　邦雄 17.4.1～20.3.31
荒金　善裕 20.4.1～22.3.31

東京都立産業技術 藤田　安彦 18.4.1～20.3.31
荒金　善裕 20.4.1～

大阪府立大学 柴林　穂 38.4.1～44.3.31
（旧：大阪府立） 伏崎　彌三郎 44.4.1～54.3.31

松岡　健次 54.4.1～62.3.31
永田　良 62.4.1～2.3.31
斉藤　昭三 2.4.1～6.3.31
後藤　金英 6.4.1～9.3.31
岡野　初男 9.4.1～11.3.31
室津　義定 11.4.1～18.3.31
武田　洋次 18.4.1～21.3.31
長澤　啓行 21.4.1～

神戸市立 近藤　泰夫 38.4.1～46.3.31
（旧：神戸市立六甲） 山崎　博 46.4.1～51.3.31

山下　哲則 51.4.1～元.3.31
村尾　正信 元.4.1～6.3.31
松本　安夫 6.4.1～11.3.31
西野　種夫 11.4.1～18.3.31
黒田　勝彦 18.4.1～23.3.31
伊藤　文平 23.4.1～
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２．教職員数一覧 （平成 24 年５月１日現在）

学　　校　　名
校　　　長 教　　　授 准　教　授 講　　　師 助　　　教 助　　　手 小　　計 事務職員

（施設系技術職員含む） 技術職員等 合　　　計

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

国
　
　
　
立

函館 1 0 1 29 1 30 37 1 38 0 0 0 7 1 8 0 1 1 74 4 78 19 8 27 12 2 14 105 14 119

苫小牧 1 0 1 30 0 30 34 4 38 0 2 2 7 0 7 0 0 0 72 6 78 23 5 28 10 1 11 105 12 117

釧路 1 0 1 30 0 30 33 2 35 1 0 1 4 3 7 1 0 1 70 5 75 19 11 30 10 2 12 99 18 117

旭川 1 0 1 28 1 29 21 7 28 1 0 1 5 0 5 0 0 0 56 8 64 24 5 29 10 1 11 90 14 104

八戸 1 0 1 27 2 29 24 2 26 2 0 2 5 1 6 1 0 1 60 5 65 19 10 29 10 1 11 89 16 105

一関 1 0 1 25 2 27 23 1 24 6 0 6 4 2 6 0 0 0 59 5 64 20 9 29 8 4 12 87 18 105

仙台 1 0 1 53 2 55 54 6 60 1 0 1 12 4 16 0 0 0 121 12 133 43 26 69 18 3 21 182 41 223

秋田 1 0 1 25 0 25 21 1 22 6 4 10 7 1 8 0 0 0 60 6 66 18 9 27 8 4 12 86 19 105

鶴岡 1 0 1 25 1 26 25 0 25 4 0 4 6 2 8 0 0 0 61 3 64 19 12 31 10 2 12 90 17 107

福島 1 0 1 26 2 28 35 1 36 2 0 2 6 3 9 0 0 0 70 6 76 22 10 32 12 1 13 104 17 121

茨城 1 0 1 33 0 33 32 1 33 3 1 4 3 0 3 2 0 2 74 2 76 25 6 31 12 1 13 111 9 120

小山 1 0 1 26 2 28 23 4 27 14 2 16 7 0 7 0 0 0 71 8 79 23 10 33 10 1 11 104 19 123

群馬 1 0 1 34 1 35 28 2 30 10 1 11 4 0 4 0 0 0 77 4 81 15 12 27 11 4 15 103 20 123

木更津 1 0 1 34 0 34 27 4 31 7 1 8 2 0 2 1 0 1 72 5 77 20 9 29 13 2 15 105 16 121

東京 1 0 1 33 0 33 29 4 33 5 1 6 4 0 4 3 0 3 75 5 80 22 10 32 13 2 15 110 17 127

長岡 1 0 1 32 0 32 36 3 39 0 0 0 5 2 7 0 0 0 74 5 79 21 7 28 14 1 15 109 13 122

富山 1 0 1 44 4 48 52 9 61 0 0 0 14 4 18 2 0 2 113 17 130 30 26 56 20 9 29 163 52 215

石川 1 0 1 30 2 32 23 3 26 7 2 9 5 1 6 0 0 0 66 8 74 19 10 29 9 5 14 94 23 117

福井 1 0 1 29 1 30 27 2 29 5 2 7 7 2 9 0 0 0 69 7 76 18 9 27 14 1 15 101 17 118

長野 1 0 1 33 1 34 30 1 31 4 1 5 4 1 5 0 0 0 72 4 76 21 9 30 13 1 14 106 14 120

岐阜 1 0 1 34 2 36 23 1 24 10 0 10 8 0 8 0 0 0 76 3 79 14 14 28 9 3 12 99 20 119

沼津 1 0 1 34 0 34 19 3 22 11 2 13 7 2 9 0 0 0 72 7 79 26 7 33 12 2 14 110 16 126

豊田 1 0 1 34 1 35 26 3 29 6 0 6 6 1 7 1 0 1 74 5 79 21 13 34 11 1 12 106 19 125

鳥羽商船 1 0 1 18 1 19 26 2 28 1 0 1 5 2 7 0 0 0 51 5 56 22 6 28 13 2 15 86 13 99

鈴鹿 1 0 1 31 0 31 26 1 27 10 5 15 6 2 8 0 0 0 74 8 82 25 3 28 12 3 15 111 14 125

舞鶴 1 0 1 28 0 28 17 3 20 10 0 10 4 0 4 0 0 0 60 3 63 26 7 33 13 1 14 99 11 110

明石 1 0 1 27 2 29 21 1 22 6 2 8 4 2 6 1 0 1 60 7 67 19 8 27 10 2 12 89 17 106

奈良 1 0 1 30 2 32 25 3 28 9 3 12 7 0 7 0 0 0 72 8 80 24 10 34 11 1 12 107 19 126

和歌山 1 0 1 27 2 29 29 0 29 1 0 1 4 1 5 0 0 0 62 3 65 18 11 29 11 2 13 91 16 107

米子 1 0 1 31 0 31 19 4 23 6 3 9 8 2 10 1 0 1 66 9 75 19 10 29 12 2 14 97 21 118

松江 1 0 1 29 2 31 25 2 27 8 2 10 6 1 7 0 0 0 69 7 76 22 8 30 12 1 13 103 16 119

津山 1 0 1 26 0 26 18 0 18 10 2 12 5 1 6 0 0 0 60 3 63 21 6 27 9 3 12 90 12 102

広島 1 0 1 22 0 22 20 1 21 4 0 4 7 0 7 0 0 0 54 1 55 21 7 28 14 1 15 89 9 98

呉 1 0 1 21 1 22 27 1 28 4 1 5 4 1 5 0 0 0 57 4 61 15 13 28 8 4 12 80 21 101

徳山 1 0 1 23 2 25 21 2 23 2 1 3 6 0 6 2 0 2 55 5 60 18 12 30 7 3 10 80 20 100

宇部 1 0 1 25 0 25 34 3 37 8 2 10 5 0 5 0 1 1 73 6 79 22 10 32 13 2 15 108 18 126

大島商船 1 0 1 15 0 15 19 2 21 8 2 10 6 1 7 1 0 1 50 5 55 19 9 28 12 2 14 81 16 97

阿南 1 0 1 22 1 23 27 2 29 6 0 6 6 3 9 0 0 0 62 6 68 20 8 28 11 2 13 93 16 109

香川 1 0 1 42 1 43 44 0 44 21 0 21 10 2 12 1 0 1 119 3 122 42 24 66 17 5 22 178 32 210

新居浜 1 0 1 35 1 36 26 1 27 10 1 11 7 1 8 0 0 0 79 4 83 23 8 31 11 2 13 113 14 127

弓削商船 1 0 1 22 0 22 19 1 20 3 0 3 7 3 10 0 0 0 52 4 56 23 6 29 11 3 14 86 13 99

高知 1 0 1 27 1 28 24 1 25 1 4 5 6 1 7 0 0 0 59 7 66 16 13 29 8 3 11 83 23 106

久留米 1 0 1 32 1 33 32 1 33 2 0 2 10 0 10 0 0 0 77 2 79 22 6 28 16 1 17 115 9 124

有明 1 0 1 29 2 31 32 3 35 3 0 3 5 1 6 0 0 0 70 6 76 19 11 30 14 2 16 103 19 122

北九州 1 0 1 31 1 32 26 4 30 10 0 10 6 0 6 1 0 1 75 5 80 21 13 34 10 2 12 106 20 126

佐世保 1 0 1 21 0 21 26 3 29 10 1 11 5 0 5 0 0 0 63 4 67 22 7 29 10 1 11 95 12 107

熊本 1 0 1 55 3 58 51 7 58 3 4 7 13 1 14 0 0 0 123 15 138 31 29 60 16 5 21 170 49 219

大分 1 0 1 26 0 26 22 3 25 4 0 4 5 0 5 1 0 1 59 3 62 19 9 28 10 3 13 88 15 103

都城 1 0 1 25 0 25 24 3 27 3 0 3 6 0 6 0 0 0 59 3 62 22 3 25 12 3 15 93 9 102

鹿児島 1 0 1 35 0 35 29 3 32 7 0 7 1 2 3 0 0 0 73 5 78 20 10 30 13 1 14 106 16 122

沖縄 1 0 1 22 2 24 19 7 26 3 2 5 4 3 7 0 0 0 49 14 63 23 7 30 10 1 11 82 22 104

本部事務局 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 55 16 71 0 0 0 57 16 73

　　　小　計 51 0 51 1507 50 1557 1410 129 1539 278 54 332 307 60 367 19 2 21 3572 295 3867 1170 537 1707 595 117 712 5337 949 6286

公
　
立

東京都立産業技術 1 0 1 51 5 56 55 5 60 0 0 0 15 1 16 0 0 0 122 11 133 17 36 53 11 0 11 150 47 197

大阪府立大学 1 0 1 27 0 27 27 3 30 10 4 14 1 0 1 4 0 4 70 7 77 16 16 32 9 1 10 95 24 119

神戸市立 1 0 1 47 1 48 32 3 35 9 1 10 1 0 1 0 0 0 90 5 95 11 8 19 13 2 15 114 15 129

　　　小　計 3 0 3 125 6 131 114 11 125 19 5 24 17 1 18 4 0 4 282 23 305 44 60 104 33 3 36 359 86 445

私
　
立

サレジオ 1 0 1 15 0 15 17 0 17 15 2 17 5 0 5 0 0 0 53 2 55 11 9 20 0 0 0 64 11 75

金沢 1 0 1 21 3 24 12 2 14 11 3 14 3 1 4 0 0 0 47 9 56 2 2 4 0 0 0 49 11 60

近畿大学 1 0 1 21 0 21 16 2 18 5 1 6 0 0 0 0 0 0 43 3 46 5 6 11 2 0 2 50 9 59

　　　小　計 3 0 3 57 3 60 45 4 49 31 6 37 8 1 9 0 0 0 143 14 157 18 17 35 2 0 2 163 31 194

合　　　　計 57 0 57 1689 59 1748 1569 144 1713 328 65 393 332 62 394 23 2 25 3997 332 4329 1232 614 1864 630 120 750 5859 1066 6925
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３．学校別学科設置状況等変遷一覧
No 高専名

（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設
（増・新設年）

学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

国
　
　
　
立

1 函館
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 生産システム工学専攻（H16） 生産システム工学専攻
電気工学科 電気電子工学科（H12） 電気電子工学科 環境システム工学専攻（H16） 環境システム工学専攻
土木工学科 環境都市工学科（H7） 情報工学科

工業化学科（S41） 物質工学科（H8） 物質工学科
情報工学科（H3） 環境都市工学科

2 苫小牧
（S39.4）

機械工学科
電気工学科
工業化学科

土木工学科（S44）
情報工学科（H2）

電気電子工学科（H12）
物質工学科（H6）
環境都市工学科（H7）

機械工学科　
電気電子工学科
情報工学科
物質工学科
環境都市工学科　

電子・生産システム工学専攻
（H15）

環境システム工学専攻（H15）

電子・生産システム工学専攻
環境システム工学専攻

3 釧路
（S40.4）

機械工学科
電気工学科
建築学科

電子工学科（S45）
情報工学科（S61）

機械工学科
電気工学科
電子工学科
情報工学科
建築学科

建設・生産システム工学専攻
（H16）

建設・生産システム工学専攻
電子情報システム工学専攻

電子情報システム工学専攻
（H16）

4 旭川
（S37.4）

機械工学科 機械工学科（S63） 機械システム工学科 生産システム工学専攻（H11） 生産システム工学専攻
電気情報工学科 応用化学専攻（H11） 応用化学専攻

機械システム工学科（H16） システム制御情報工学科
制御情報工学科（S63） 物質化学工学科 　

システム 制 御 情 報 工 学 科
（H23）

電気工学科 電気情報工学科（H15） 　
工業化学科（S41） 物質化学工学科（H10）

5 八戸
（S38.4）

機械工学科
電気工学科
工業化学科

土木工学科（S43）

電気情報工学科（H17）
物質工学科（H3）
建設環境工学科（H7）

機械工学科
電気情報工学科
物質工学科
建設環境工学科

機械・電気システム工学専攻
（H14）

機械・電気システム工学専攻
物質工学専攻
建設環境工学専攻物質工学専攻（H14）

建設環境工学専攻（H14）

6 一関
（S39.4）

機械工学科 機械工学科（H元） 機械工学科 生産工学専攻（H13） 生産工学専攻
制御情報工学科（H元） 電気情報工学科 物質化学工学専攻（H13） 物質化学工学専攻

電気工学科 電気情報工学科（H15） 制御情報工学科
化学工学科（S44） 物質化学工学科（H7） 物質化学工学科

7

宮城（S38.4）

機械工学科

金属工学科（S43）
情報デザイン学科（H5）

材料工学科（S61）

（H21.9 学生募集停止）
機械工学科
電気工学科
建築学科
材料工学科
情報デザイン学科

生産システム工学専攻
（H10 ～ H23.3 廃止）

建築・情報デザイン学専攻
（H10 ～ H23.3 廃止）

電気工学科
建築学科

仙台電波（S46.4）

電波通信学科 電波通信学科（S52） （H21.9 学生募集停止）
情報通信工学科
電子工学科
電子制御工学科
情報工学科

電子システム工学専攻
（H5 ～ H23.3 廃止）

情報システム工学専攻
（H5 ～ H21.9 学生募集停止）

情報通信工学科（H元）
電子工学科（S52）

情報工学科（S53）
電子制御工学科（S60）

仙台
（H21.10）
【名取キャンパス】

機械システム工学科
電気システム工学科
マテリアル環境工学科
建築デザイン学科

機械システム工学科 生産システムデザイン工学専
攻（H21）

生産システムデザイン工学専
攻電気システム工学科

マテリアル環境工学科
建築デザイン学科

【広瀬キャンパス】
知能エレクトロニクス工学科 知能エレクトロニクス工学科 情報電子システム工学専 攻

（H21）
情報電子システム工学専攻

情報システム工学科 情報システム工学科
情報ネットワーク工学科 情報ネットワーク工学科

8 秋田
（S39.4）

機械工学科 機械工学科 生産システム工学専攻（H6） 生産システム工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H16） 電気情報工学科 環境システム工学専攻（H6） 環境システム工学専攻
工業化学科 物質工学科（H4） 物質工学科

土木工学科（S44） 環境都市工学科（H5） 環境都市工学科

9 鶴岡
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H2） 機械工学科 機械電気システム工学専 攻
（H15）

物質工学専攻（H15）

機械電気システム工学専攻
制御情報工学科（H2） 電気電子工学科 物質工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H17） 制御情報工学科
工業化学科（S42） 物質工学科（H5） 物質工学科
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Ⅴ
３．学校別学科設置状況等変遷一覧

No 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

国
　
　
　
立

1 函館
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 生産システム工学専攻（H16） 生産システム工学専攻
電気工学科 電気電子工学科（H12） 電気電子工学科 環境システム工学専攻（H16） 環境システム工学専攻
土木工学科 環境都市工学科（H7） 情報工学科

工業化学科（S41） 物質工学科（H8） 物質工学科
情報工学科（H3） 環境都市工学科

2 苫小牧
（S39.4）

機械工学科
電気工学科
工業化学科

土木工学科（S44）
情報工学科（H2）

電気電子工学科（H12）
物質工学科（H6）
環境都市工学科（H7）

機械工学科　
電気電子工学科
情報工学科
物質工学科
環境都市工学科　

電子・生産システム工学専攻
（H15）

環境システム工学専攻（H15）

電子・生産システム工学専攻
環境システム工学専攻

3 釧路
（S40.4）

機械工学科
電気工学科
建築学科

電子工学科（S45）
情報工学科（S61）

機械工学科
電気工学科
電子工学科
情報工学科
建築学科

建設・生産システム工学専攻
（H16）

建設・生産システム工学専攻
電子情報システム工学専攻

電子情報システム工学専攻
（H16）

4 旭川
（S37.4）

機械工学科 機械工学科（S63） 機械システム工学科 生産システム工学専攻（H11） 生産システム工学専攻
電気情報工学科 応用化学専攻（H11） 応用化学専攻

機械システム工学科（H16） システム制御情報工学科
制御情報工学科（S63） 物質化学工学科 　

システム 制 御 情 報 工 学 科
（H23）

電気工学科 電気情報工学科（H15） 　
工業化学科（S41） 物質化学工学科（H10）

5 八戸
（S38.4）

機械工学科
電気工学科
工業化学科

土木工学科（S43）

電気情報工学科（H17）
物質工学科（H3）
建設環境工学科（H7）

機械工学科
電気情報工学科
物質工学科
建設環境工学科

機械・電気システム工学専攻
（H14）

機械・電気システム工学専攻
物質工学専攻
建設環境工学専攻物質工学専攻（H14）

建設環境工学専攻（H14）

6 一関
（S39.4）

機械工学科 機械工学科（H元） 機械工学科 生産工学専攻（H13） 生産工学専攻
制御情報工学科（H元） 電気情報工学科 物質化学工学専攻（H13） 物質化学工学専攻

電気工学科 電気情報工学科（H15） 制御情報工学科
化学工学科（S44） 物質化学工学科（H7） 物質化学工学科

7

宮城（S38.4）

機械工学科

金属工学科（S43）
情報デザイン学科（H5）

材料工学科（S61）

（H21.9 学生募集停止）
機械工学科
電気工学科
建築学科
材料工学科
情報デザイン学科

生産システム工学専攻
（H10 ～ H23.3 廃止）

建築・情報デザイン学専攻
（H10 ～ H23.3 廃止）

電気工学科
建築学科

仙台電波（S46.4）

電波通信学科 電波通信学科（S52） （H21.9 学生募集停止）
情報通信工学科
電子工学科
電子制御工学科
情報工学科

電子システム工学専攻
（H5 ～ H23.3 廃止）

情報システム工学専攻
（H5 ～ H21.9 学生募集停止）

情報通信工学科（H元）
電子工学科（S52）

情報工学科（S53）
電子制御工学科（S60）

仙台
（H21.10）
【名取キャンパス】

機械システム工学科
電気システム工学科
マテリアル環境工学科
建築デザイン学科

機械システム工学科 生産システムデザイン工学専
攻（H21）

生産システムデザイン工学専
攻電気システム工学科

マテリアル環境工学科
建築デザイン学科

【広瀬キャンパス】
知能エレクトロニクス工学科 知能エレクトロニクス工学科 情報電子システム工学専 攻

（H21）
情報電子システム工学専攻

情報システム工学科 情報システム工学科
情報ネットワーク工学科 情報ネットワーク工学科

8 秋田
（S39.4）

機械工学科 機械工学科 生産システム工学専攻（H6） 生産システム工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H16） 電気情報工学科 環境システム工学専攻（H6） 環境システム工学専攻
工業化学科 物質工学科（H4） 物質工学科

土木工学科（S44） 環境都市工学科（H5） 環境都市工学科

9 鶴岡
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H2） 機械工学科 機械電気システム工学専 攻
（H15）

物質工学専攻（H15）

機械電気システム工学専攻
制御情報工学科（H2） 電気電子工学科 物質工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H17） 制御情報工学科
工業化学科（S42） 物質工学科（H5） 物質工学科
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No 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

国
　
　
　
立

10 福島
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 機械・電気システム工学専攻
（H16）

物質・環境システム工学専攻
（H16）

ビジネスコミュニケーション
学専攻（H16）

機械・電気システム工学専攻
電気工学科 電気工学科 物質・環境システム工学専攻
工業化学科 物質工学科（H8） 物質工学科 ビジネスコミュニケーション

学専攻土木工学科（S41） 建設環境工学科（H7） 建設環境工学科
コミュニケーション情報学科

（H6）
コミュニケーション情報学科

11 茨城
（S39.4）

機械工学科 機械工学科（H3） 機械システム工学科
電子制御工学科
電気電子システム工学科
電子情報工学科
物質工学科

機械・電子制御工学専攻
（H13 ～ H18 廃止）

情報・電気電子工学専攻
（H13 ～ H18 廃止）

物質工学専攻（H13 ～ H18 廃
止）

産業技術システムデザイン工
学専攻（H19 新設）

産業技術システムデザイン工
学専攻

機械システム工学科（H16）
電子制御工学科（H3）

電気工学科 電 気 電 子 システム 工 学 科
（H16）

工業化学科（S44） 物質工学科（H8）
電子情報工学科（S61）

12 小山
（S40.4）

機械工学科 機械工学科 電子システム工学専攻（H11） 複合工学専攻（H22 改組） 複合工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H13） 電気情報工学科 物質工学専攻（H11）
工業化学科 物質工学科（H2） 電子制御工学科 建築学専攻（H11）

建築学科（S45） 物質工学科
電子制御工学科（S60） 建築学科

13 群馬
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 生産システム工学専攻（H7） 生産システム工学専攻
電気工学科 電子メディア工学科（H15） 電子メディア工学科 環境工学専攻（H7） 環境工学専攻
土木工学科 環境都市工学科（H9） 電子情報工学科

工業化学科（S41） 物質工学科（H4） 物質工学科
電子情報工学科（S62） 環境都市工学科

14 木更津
（S42.6）

機械工学科 機械工学科 機械・電子システム工学専攻
（H13）

制御・情報システム工学専攻
（H13）

環境建設工学専攻（H13）

機械・電子システム工学専攻
電気工学科 電気電子工学科（H12） 電気電子工学科 制御・情報システム工学専攻
土木工学科 環境都市工学科（H6） 電子制御工学科 環境建設工学専攻

電子制御工学科（S58） 情報工学科
情報工学科（H2） 環境都市工学科

15 東京
（S40.4）

機械工学科 機械工学科 機械情報システム工学専攻
（H15）

電気電子工学専攻（H15）
物質工学専攻（H15）

機械情報システム工学専攻
電気工学科 電気工学科 電気電子工学専攻
工業化学科 物質工学科（H5） 電子工学科 物質工学専攻

電子工学科（S45） 情報工学科
情報工学科（S63） 物質工学科

16 長岡
（S37.4）

機械工学科 機械工学科（H2） 機械工学科
電気電子システム工学科
電子制御工学科
物質工学科
環境都市工学科

電子機械システム工学専 攻
（H12）

物質工学専攻（H12）
環境都市工学専攻（H12）

電子機械システム工学専攻
電子制御工学科（H2） 物質工学専攻

電気工学科 電 気 電 子 システム 工 学 科
（H16）

環境都市工学専攻

工業化学科 物質工学科（H6）
土木工学科（S43） 環境都市工学科（H7）

17

富山
（S39.4）

機械工学科
電気工学科
工業化学科

金属工学科（S44）
物質工学科（H 元）
環境材料工学科（H7）

（H21.9 学生募集停止）
機械工学科

機械・電気システム工学専攻
（H5 ～ H24.3 廃止）

機能材料工学専攻
（H5 ～ H21.9 学生募集停止）

電気工学科
物質工学科
環境材料工学科

富山商船
（S42.6）

航海学科 航海学科（S60） （H21.9 学生募集停止）
商船学科
電子制御工学科
情報工学科
国際流通学科

海事システム工学専攻
（H17 ～ H22.9 廃止）

制御情報システム工学専攻
（H17 ～ H23.3 廃止）

商船学科（S63）
情報工学科（S60）

機関学科 電子制御工学科（S63）
国際流通学科（H8）

富山
（H21.10）
【本郷キャンパス】

機械システム工学科 機械システム工学科 エコデザイン工学専攻（H21） エコデザイン工学専攻
電気制御システム工学科 電気制御システム工学科
物質化学工学科 物質化学工学科

【射水キャンパス】

電子情報工学科
国際ビジネス学科
商船学科

電子情報工学科
国際ビジネス学科
商船学科

制御情報システム工学専攻
（H21）

制御情報システム工学専攻
国際ビジネス学専攻
海事システム工学専攻国際ビジネス学専攻（H21）

海事システム工学専攻（H21）
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ⅤNo 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

国
　
　
　
立

10 福島
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 機械・電気システム工学専攻
（H16）

物質・環境システム工学専攻
（H16）

ビジネスコミュニケーション
学専攻（H16）

機械・電気システム工学専攻
電気工学科 電気工学科 物質・環境システム工学専攻
工業化学科 物質工学科（H8） 物質工学科 ビジネスコミュニケーション

学専攻土木工学科（S41） 建設環境工学科（H7） 建設環境工学科
コミュニケーション情報学科

（H6）
コミュニケーション情報学科

11 茨城
（S39.4）

機械工学科 機械工学科（H3） 機械システム工学科
電子制御工学科
電気電子システム工学科
電子情報工学科
物質工学科

機械・電子制御工学専攻
（H13 ～ H18 廃止）

情報・電気電子工学専攻
（H13 ～ H18 廃止）

物質工学専攻（H13 ～ H18 廃
止）

産業技術システムデザイン工
学専攻（H19 新設）

産業技術システムデザイン工
学専攻

機械システム工学科（H16）
電子制御工学科（H3）

電気工学科 電 気 電 子 システム 工 学 科
（H16）

工業化学科（S44） 物質工学科（H8）
電子情報工学科（S61）

12 小山
（S40.4）

機械工学科 機械工学科 電子システム工学専攻（H11） 複合工学専攻（H22 改組） 複合工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H13） 電気情報工学科 物質工学専攻（H11）
工業化学科 物質工学科（H2） 電子制御工学科 建築学専攻（H11）

建築学科（S45） 物質工学科
電子制御工学科（S60） 建築学科

13 群馬
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 生産システム工学専攻（H7） 生産システム工学専攻
電気工学科 電子メディア工学科（H15） 電子メディア工学科 環境工学専攻（H7） 環境工学専攻
土木工学科 環境都市工学科（H9） 電子情報工学科

工業化学科（S41） 物質工学科（H4） 物質工学科
電子情報工学科（S62） 環境都市工学科

14 木更津
（S42.6）

機械工学科 機械工学科 機械・電子システム工学専攻
（H13）

制御・情報システム工学専攻
（H13）

環境建設工学専攻（H13）

機械・電子システム工学専攻
電気工学科 電気電子工学科（H12） 電気電子工学科 制御・情報システム工学専攻
土木工学科 環境都市工学科（H6） 電子制御工学科 環境建設工学専攻

電子制御工学科（S58） 情報工学科
情報工学科（H2） 環境都市工学科

15 東京
（S40.4）

機械工学科 機械工学科 機械情報システム工学専攻
（H15）

電気電子工学専攻（H15）
物質工学専攻（H15）

機械情報システム工学専攻
電気工学科 電気工学科 電気電子工学専攻
工業化学科 物質工学科（H5） 電子工学科 物質工学専攻

電子工学科（S45） 情報工学科
情報工学科（S63） 物質工学科

16 長岡
（S37.4）

機械工学科 機械工学科（H2） 機械工学科
電気電子システム工学科
電子制御工学科
物質工学科
環境都市工学科

電子機械システム工学専 攻
（H12）

物質工学専攻（H12）
環境都市工学専攻（H12）

電子機械システム工学専攻
電子制御工学科（H2） 物質工学専攻

電気工学科 電 気 電 子 システム 工 学 科
（H16）

環境都市工学専攻

工業化学科 物質工学科（H6）
土木工学科（S43） 環境都市工学科（H7）

17

富山
（S39.4）

機械工学科
電気工学科
工業化学科

金属工学科（S44）
物質工学科（H 元）
環境材料工学科（H7）

（H21.9 学生募集停止）
機械工学科

機械・電気システム工学専攻
（H5 ～ H24.3 廃止）

機能材料工学専攻
（H5 ～ H21.9 学生募集停止）

電気工学科
物質工学科
環境材料工学科

富山商船
（S42.6）

航海学科 航海学科（S60） （H21.9 学生募集停止）
商船学科
電子制御工学科
情報工学科
国際流通学科

海事システム工学専攻
（H17 ～ H22.9 廃止）

制御情報システム工学専攻
（H17 ～ H23.3 廃止）

商船学科（S63）
情報工学科（S60）

機関学科 電子制御工学科（S63）
国際流通学科（H8）

富山
（H21.10）
【本郷キャンパス】

機械システム工学科 機械システム工学科 エコデザイン工学専攻（H21） エコデザイン工学専攻
電気制御システム工学科 電気制御システム工学科
物質化学工学科 物質化学工学科

【射水キャンパス】

電子情報工学科
国際ビジネス学科
商船学科

電子情報工学科
国際ビジネス学科
商船学科

制御情報システム工学専攻
（H21）

制御情報システム工学専攻
国際ビジネス学専攻
海事システム工学専攻国際ビジネス学専攻（H21）

海事システム工学専攻（H21）
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No 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

国
　
　
　
立

18 石川
（S40.4）

機械工学科 機械工学科 電子機械工学専攻（H12） 電子機械工学専攻
電気工学科 電気工学科 環境建設工学専攻（H12） 環境建設工学専攻
土木工学科 環境都市工学科（H6） 電子情報工学科

建築学科（S45） 環境都市工学科
電子情報工学科（S62） 建築学科

19 福井
（S40.4）

機械工学科 機械工学科 生産システム工学専攻（H10） 生産システム工学専攻
電気工学科 電気電子工学科（H17） 電気電子工学科 環境システム工学専攻（H10） 環境システム工学専攻
工業化学科 物質工学科（H7） 電子情報工学科

土木工学科（S45） 環境都市工学科（H5） 物質工学科
電子情報工学科（S63） 環境都市工学科

20 長野
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H4） 機械工学科 生産環境システム専攻（H15） 生産環境システム専攻
電子制御工学科（H4） 電気電子工学科 電気情報システム専攻（H15） 電気情報システム専攻

電気工学科 電気電子工学科（H17） 電子制御工学科
土木工学科（S42） 環境都市工学科（H6） 電子情報工学科
電子情報工学科（H元） 環境都市工学科

21 岐阜
（S38.4）

機械工学科 機械工学科 電子システム工学専攻（H7） 電子システム工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H12） 電気情報工学科 建設工学専攻（H7） 建設工学専攻
土木工学科 環境都市工学科（H5） 電子制御工学科

建築学科（S43） 環境都市工学科
電子制御工学科（S63） 建築学科

22 沼津
（S37.4）

機械工学科

電気工学科
工業化学科（S41）
電子制御工学科（S61）

機械工学科（H4）
制御情報工学科（H4）
電気電子工学科（H11）
物質工学科（H元）

機械工学科
電気電子工学科
電子制御工学科
制御情報工学科
物質工学科

機械・電気システム工学専攻
（H8）

制御・情報システム工学専攻
（H8）

応用物質工学専攻（H8）

機械・電気システム工学専攻
制御・情報システム工学専攻
応用物質工学専攻

23 豊田
（S38.4）

機械工学科 機械工学科
電気・電子システム工学科
情報工学科
環境都市工学科
建築学科

電子機械工学専攻（H6）
情報科学専攻（H6）
建設工学専攻（H6）

電子機械工学専攻
情報科学専攻
建設工学専攻

電気工学科 電気・電子システム工学科
（H11）

建築学科
土木工学科（S43） 環境都市工学科（H5）
情報工学科（S62）

24 鳥羽商船
（S42.6）

航海学科 商船学科（S63） 商船学科 海事システム学専攻（H17） 海事システム学専攻
機関学科 電子機械工学科 生産システム工学専攻（H17） 生産システム工学専攻

制御情報工学科
制御情報工学科（S63）
電子機械工学科（S60）

25 鈴鹿
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 電子機械工学専攻（H5） 電子機械工学専攻
電気工学科 電気電子工学科（H15） 電気電子工学科 応用物質工学専攻（H5） 応用物質工学専攻
工業化学科 生物応用化学科（H9） 電子情報工学科

金属工学科（S41） 材料工学科（S61） 生物応用化学科
電子情報工学科（H元） 材料工学科

26 舞鶴
（S40.4）

機械工学科 機械工学科（H2） 機械工学科 電気・制御システム工学専攻
（H12）

建設・生産システム工学専攻
（H12）

電気・制御システム工学専攻
電子制御工学科（H2） 電気情報工学科 建設・生産システム工学専攻

電気工学科 電気情報工学科（H16） 電子制御工学科
土木工学科（S45） 建設システム工学科（H6） 建設システム工学科

27 明石
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 機械・電子システム工学専攻
（H8）

建築・都市システム工学専攻
（H8）

機械・電子システム工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H11） 電気情報工学科 建築・都市システム工学専攻
土木工学科 都市システム工学科（H6） 都市システム工学科

建築学科（S41） 建築学科

28 奈良
（S39.4）

機械工学科 機械工学科（H2） 機械工学科 機械制御工学専攻（H4） 機械制御工学専攻
電子制御工学科（H2） 電気工学科 電子情報工学専攻（H4） 電子情報工学専攻

電気工学科 電子制御工学科 化学工学専攻（H4） 化学工学専攻
化学工学科（S44） 物質化学工学科（H9） 情報工学科
情報工学科（S61） 物質化学工学科

29 和歌山
（S39.4）

機械工学科 知能機械工学科（H21） 知能機械工学科 メカトロニクス工学専攻（H14） メカトロニクス工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H16） 電気情報工学科 エコシステム工学専攻（H14） エコシステム工学専攻
工業化学科 物質工学科（H5） 物質工学科

土木工学科（S44） 環境都市工学科（H6） 環境都市工学科
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付
属
資
料

ⅤNo 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

国
　
　
　
立

18 石川
（S40.4）

機械工学科 機械工学科 電子機械工学専攻（H12） 電子機械工学専攻
電気工学科 電気工学科 環境建設工学専攻（H12） 環境建設工学専攻
土木工学科 環境都市工学科（H6） 電子情報工学科

建築学科（S45） 環境都市工学科
電子情報工学科（S62） 建築学科

19 福井
（S40.4）

機械工学科 機械工学科 生産システム工学専攻（H10） 生産システム工学専攻
電気工学科 電気電子工学科（H17） 電気電子工学科 環境システム工学専攻（H10） 環境システム工学専攻
工業化学科 物質工学科（H7） 電子情報工学科

土木工学科（S45） 環境都市工学科（H5） 物質工学科
電子情報工学科（S63） 環境都市工学科

20 長野
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H4） 機械工学科 生産環境システム専攻（H15） 生産環境システム専攻
電子制御工学科（H4） 電気電子工学科 電気情報システム専攻（H15） 電気情報システム専攻

電気工学科 電気電子工学科（H17） 電子制御工学科
土木工学科（S42） 環境都市工学科（H6） 電子情報工学科
電子情報工学科（H元） 環境都市工学科

21 岐阜
（S38.4）

機械工学科 機械工学科 電子システム工学専攻（H7） 電子システム工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H12） 電気情報工学科 建設工学専攻（H7） 建設工学専攻
土木工学科 環境都市工学科（H5） 電子制御工学科

建築学科（S43） 環境都市工学科
電子制御工学科（S63） 建築学科

22 沼津
（S37.4）

機械工学科

電気工学科
工業化学科（S41）
電子制御工学科（S61）

機械工学科（H4）
制御情報工学科（H4）
電気電子工学科（H11）
物質工学科（H元）

機械工学科
電気電子工学科
電子制御工学科
制御情報工学科
物質工学科

機械・電気システム工学専攻
（H8）

制御・情報システム工学専攻
（H8）

応用物質工学専攻（H8）

機械・電気システム工学専攻
制御・情報システム工学専攻
応用物質工学専攻

23 豊田
（S38.4）

機械工学科 機械工学科
電気・電子システム工学科
情報工学科
環境都市工学科
建築学科

電子機械工学専攻（H6）
情報科学専攻（H6）
建設工学専攻（H6）

電子機械工学専攻
情報科学専攻
建設工学専攻

電気工学科 電気・電子システム工学科
（H11）

建築学科
土木工学科（S43） 環境都市工学科（H5）
情報工学科（S62）

24 鳥羽商船
（S42.6）

航海学科 商船学科（S63） 商船学科 海事システム学専攻（H17） 海事システム学専攻
機関学科 電子機械工学科 生産システム工学専攻（H17） 生産システム工学専攻

制御情報工学科
制御情報工学科（S63）
電子機械工学科（S60）

25 鈴鹿
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 電子機械工学専攻（H5） 電子機械工学専攻
電気工学科 電気電子工学科（H15） 電気電子工学科 応用物質工学専攻（H5） 応用物質工学専攻
工業化学科 生物応用化学科（H9） 電子情報工学科

金属工学科（S41） 材料工学科（S61） 生物応用化学科
電子情報工学科（H元） 材料工学科

26 舞鶴
（S40.4）

機械工学科 機械工学科（H2） 機械工学科 電気・制御システム工学専攻
（H12）

建設・生産システム工学専攻
（H12）

電気・制御システム工学専攻
電子制御工学科（H2） 電気情報工学科 建設・生産システム工学専攻

電気工学科 電気情報工学科（H16） 電子制御工学科
土木工学科（S45） 建設システム工学科（H6） 建設システム工学科

27 明石
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 機械・電子システム工学専攻
（H8）

建築・都市システム工学専攻
（H8）

機械・電子システム工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H11） 電気情報工学科 建築・都市システム工学専攻
土木工学科 都市システム工学科（H6） 都市システム工学科

建築学科（S41） 建築学科

28 奈良
（S39.4）

機械工学科 機械工学科（H2） 機械工学科 機械制御工学専攻（H4） 機械制御工学専攻
電子制御工学科（H2） 電気工学科 電子情報工学専攻（H4） 電子情報工学専攻

電気工学科 電子制御工学科 化学工学専攻（H4） 化学工学専攻
化学工学科（S44） 物質化学工学科（H9） 情報工学科
情報工学科（S61） 物質化学工学科

29 和歌山
（S39.4）

機械工学科 知能機械工学科（H21） 知能機械工学科 メカトロニクス工学専攻（H14） メカトロニクス工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H16） 電気情報工学科 エコシステム工学専攻（H14） エコシステム工学専攻
工業化学科 物質工学科（H5） 物質工学科

土木工学科（S44） 環境都市工学科（H6） 環境都市工学科
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No 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

国
　
　
　
立

30 米子
（S39.4）

機械工学科 機械工学科 生産システム工学専攻（H16） 生産システム工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H16） 電気情報工学科 物質工学専攻（H16） 物質工学専攻
工業化学科 物質工学科（H6） 電子制御工学科 建築学専攻（H16） 建築学専攻

建築学科（S44） 物質工学科
電子制御工学科（S62） 建築学科

31 松江
（S39.4）

機械工学科
電気工学科
土木工学科

生産機械工学科（S44）
情報工学科（H4）

環境・建設工学科（H16）
電子制御工学科（S62）

機械工学科
電気工学科
電子制御工学科
情報工学科
環境・建設工学科

生産・建設システム工学専攻
（H14）

電子情報システム工学専攻
（H14）

生産・建設システム工学専攻
電子情報システム工学専攻

32 津山
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H3） 機械工学科 機械・制御システム工学専攻
（H9）

電子・情報システム工学専攻
（H9）

機械・制御システム工学専攻
電子制御工学科（H3） 電気電子工学科 電子・情報システム工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H15） 電子制御工学科
金属工学科（S42） 情報工学科（S61） 情報工学科

33 広島商船
（S42.6）

航海学科 航海学科（S60） 商船学科 海事システム工学専攻（H17） 海事システム工学専攻
電子制御工学科 産業システム工学専攻（H17） 産業システム工学専攻

商船学科（S63） 流通情報工学科
流通情報工学科（S60）

機関学科 電子制御工学科（S63）

34 呉
（S39.4）

機械工学科 機械工学科 機械電気工学専攻（H10） 機械電気工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H14） 電気情報工学科 建設工学専攻（H10） 建設工学専攻
建築学科 環境都市工学科

土木工学科（S44） 環境都市工学科（H8） 建築学科

35 徳山
（S49.6）

機械電気工学科 機械電気工学科 機械制御工学専攻（H7） 機械制御工学専攻
情報電子工学科 情報電子工学科 情報電子工学専攻（H7） 情報電子工学専攻
土木建築工学科 土木建築工学科 環境建設工学専攻（H7） 環境建設工学専攻

36 宇部
（S37.4）

機械工学科 機械工学科（S63） 機械工学科 生産システム工学専攻（H9） 生産システム工学専攻
制御情報工学科（S63） 電気工学科 物質工学専攻（H9） 物質工学専攻

電気工学科 制御情報工学科 経営情報工学専攻（H17 新設）経営情報工学専攻
工業化学科（S41） 物質工学科（H2） 物質工学科
経営情報学科（H4） 経営情報学科

37 大島商船
（S42.6）

航海学科

機関学科

航海学科（S60）

商船学科（S63）
機関学科（S60）

情報工学科（S63）
電子機械工学科（S60）

商船学科
電子機械工学科
情報工学科

海 洋 交 通 シス テム 学 専 攻
（H17）

海洋交通システム学専攻
電子・情報システム工学専攻

電子・情報システム工学専攻
（H17）

38 阿南
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H元） 機械工学科 構造設計工学専攻（H8） 構造設計工学専攻
制御情報工学科（H元） 電気電子工学科 電気・制御システム工学専攻

（H8）
電気・制御システム工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H14） 制御情報工学科
土木工学科（S42） 建設システム工学科（H5） 建設システム工学科

39

高松
（S37.4）

機械工学科

電気工学科
土木工学科（S41）

機械工学科（H2）
制御情報工学科（H2）
電気情報工学科（H13）
建設環境工学科（H6）

（H21.9 学生募集停止）
機械工学科

機械電気システム工学専攻
（H11 ～ H23.3 廃止）

建設工学専攻（H11 ～ H23.3
廃止）

電気情報工学科
制御情報工学科
建設環境工学科

詫間電波
（S46.4）

電波通信学科 電波通信学科（S55） （H21.9 学生募集停止）
情報通信工学科
電子工学科
電子制御工学科
情報工学科

電子通信システム工学専攻
（Ｈ 16 ～ H23.3 廃止）

情報制御システム工学専攻
（H16 ～ H23.3 廃止）

情報通信工学科（H元）
情報工学科（S55）
電子工学科（S51）

電子制御工学科（S60）

香川
（H21.10）
【高松キャンパス】

機械工学科 機械工学科 創造工学専攻（H21） 創造工学専攻
電気情報工学科 電気情報工学科
機械電子工学科 機械電子工学科
建設環境工学科 建設環境工学科

【詫間キャンパス】
通信ネットワーク工学科 通信ネットワーク工学科 電子情報通信工学専攻（H21） 電子情報通信工学専攻
電子システム工学科 電子システム工学科
情報工学科 情報工学科
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ⅤNo 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
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（H24.4 現在）

国
　
　
　
立

30 米子
（S39.4）

機械工学科 機械工学科 生産システム工学専攻（H16） 生産システム工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H16） 電気情報工学科 物質工学専攻（H16） 物質工学専攻
工業化学科 物質工学科（H6） 電子制御工学科 建築学専攻（H16） 建築学専攻

建築学科（S44） 物質工学科
電子制御工学科（S62） 建築学科

31 松江
（S39.4）

機械工学科
電気工学科
土木工学科

生産機械工学科（S44）
情報工学科（H4）

環境・建設工学科（H16）
電子制御工学科（S62）

機械工学科
電気工学科
電子制御工学科
情報工学科
環境・建設工学科

生産・建設システム工学専攻
（H14）

電子情報システム工学専攻
（H14）

生産・建設システム工学専攻
電子情報システム工学専攻

32 津山
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H3） 機械工学科 機械・制御システム工学専攻
（H9）

電子・情報システム工学専攻
（H9）

機械・制御システム工学専攻
電子制御工学科（H3） 電気電子工学科 電子・情報システム工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H15） 電子制御工学科
金属工学科（S42） 情報工学科（S61） 情報工学科

33 広島商船
（S42.6）

航海学科 航海学科（S60） 商船学科 海事システム工学専攻（H17） 海事システム工学専攻
電子制御工学科 産業システム工学専攻（H17） 産業システム工学専攻

商船学科（S63） 流通情報工学科
流通情報工学科（S60）

機関学科 電子制御工学科（S63）

34 呉
（S39.4）

機械工学科 機械工学科 機械電気工学専攻（H10） 機械電気工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H14） 電気情報工学科 建設工学専攻（H10） 建設工学専攻
建築学科 環境都市工学科

土木工学科（S44） 環境都市工学科（H8） 建築学科

35 徳山
（S49.6）

機械電気工学科 機械電気工学科 機械制御工学専攻（H7） 機械制御工学専攻
情報電子工学科 情報電子工学科 情報電子工学専攻（H7） 情報電子工学専攻
土木建築工学科 土木建築工学科 環境建設工学専攻（H7） 環境建設工学専攻

36 宇部
（S37.4）

機械工学科 機械工学科（S63） 機械工学科 生産システム工学専攻（H9） 生産システム工学専攻
制御情報工学科（S63） 電気工学科 物質工学専攻（H9） 物質工学専攻

電気工学科 制御情報工学科 経営情報工学専攻（H17 新設）経営情報工学専攻
工業化学科（S41） 物質工学科（H2） 物質工学科
経営情報学科（H4） 経営情報学科

37 大島商船
（S42.6）

航海学科

機関学科

航海学科（S60）

商船学科（S63）
機関学科（S60）

情報工学科（S63）
電子機械工学科（S60）

商船学科
電子機械工学科
情報工学科

海 洋 交 通 シス テム 学 専 攻
（H17）

海洋交通システム学専攻
電子・情報システム工学専攻

電子・情報システム工学専攻
（H17）

38 阿南
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H元） 機械工学科 構造設計工学専攻（H8） 構造設計工学専攻
制御情報工学科（H元） 電気電子工学科 電気・制御システム工学専攻

（H8）
電気・制御システム工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H14） 制御情報工学科
土木工学科（S42） 建設システム工学科（H5） 建設システム工学科

39

高松
（S37.4）

機械工学科

電気工学科
土木工学科（S41）

機械工学科（H2）
制御情報工学科（H2）
電気情報工学科（H13）
建設環境工学科（H6）

（H21.9 学生募集停止）
機械工学科

機械電気システム工学専攻
（H11 ～ H23.3 廃止）

建設工学専攻（H11 ～ H23.3
廃止）

電気情報工学科
制御情報工学科
建設環境工学科

詫間電波
（S46.4）

電波通信学科 電波通信学科（S55） （H21.9 学生募集停止）
情報通信工学科
電子工学科
電子制御工学科
情報工学科

電子通信システム工学専攻
（Ｈ 16 ～ H23.3 廃止）

情報制御システム工学専攻
（H16 ～ H23.3 廃止）

情報通信工学科（H元）
情報工学科（S55）
電子工学科（S51）

電子制御工学科（S60）

香川
（H21.10）
【高松キャンパス】

機械工学科 機械工学科 創造工学専攻（H21） 創造工学専攻
電気情報工学科 電気情報工学科
機械電子工学科 機械電子工学科
建設環境工学科 建設環境工学科

【詫間キャンパス】
通信ネットワーク工学科 通信ネットワーク工学科 電子情報通信工学専攻（H21） 電子情報通信工学専攻
電子システム工学科 電子システム工学科
情報工学科 情報工学科
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40 新居浜
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 生産工学専攻（H4） 生産工学専攻（H16 改組） 生産工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H15） 電気情報工学科 生物応用化学専攻（H16 改組）生物応用化学専攻
工業化学科 生物応用化学科（H9） 電子制御工学科 電子工学専攻（H4） 電子工学専攻

金属工学科（S41） 材料工学科（S62） 生物応用化学科
環境材料工学科

環境材料工学科（H19）
電子制御工学科（S63）

41 弓削商船
（S42.6）

航海学科 商船学科（S63） 商船学科 海上輸送システム工学専攻
（H17）

生産システム工学専攻（H17）

海上輸送システム工学専攻
機関学科 機関学科（S60） 電子機械工学科 生産システム工学専攻

情報工学科
情報工学科（S63）
電子機械工学科（S60）

42 高知
（S38.4）

機械工学科 機械工学科 機械・電気工学専攻（H12） 機械・電気工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H21） 電気情報工学科 物質工学専攻（H12） 物質工学専攻
工業化学科 物質工学科（H7） 物質工学科 建設工学専攻（H12） 建設工学専攻

土木工学科（S41） 建設システム工学科（H8） 環境都市デザイン工学科

環 境 都 市デ ザイン工 学 科
（H21）

43 久留米
（S39.4）

機械工学科 機械工学科（H3） 機械工学科 機械・電気システム工学専攻
（H5）

物質工学専攻（H5）

機械・電気システム工学専攻
制御情報工学科（H3） 電気電子工学科 物質工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H13） 制御情報工学科
工業化学科 生物応用化学科（H8） 生物応用化学科
金属工学科 材料工学科（S62） 材料工学科

44 有明
（S38.4）

機械工学科 機械工学科 生産情報システム工学専攻
（H13）

応用物質工学専攻（H13）
建築学専攻（H13）

生産情報システム工学専攻
電気工学科 電気工学科 応用物質工学専攻
工業化学科 物質工学科（H6） 電子情報工学科 建築学専攻

電子情報工学科（H元） 物質工学科
建築学科（S43） 建築学科

45 北九州
（S40.4）

機械工学科 機械工学科（H元） 機械工学科 生産工学専攻（H8） 生産工学専攻
制御情報工学科（H元） 電気電子工学科 制御工学専攻（H8） 制御工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H14） 電子制御工学科 化学工学専攻（H8） 物質化学工学専攻（H16 改称）物質化学工学専攻
化学工学科（S45） 物質化学工学科（H10） 制御情報工学科
電子制御工学科（S62） 物質化学工学科

46 佐世保
（S37.4）

機械工学科 機械工学科（S63） 機械工学科 機械工学専攻（H9） 複合工学専攻（H24 改組） 複合工学専攻
電子制御工学科（S63） 電気電子工学科 電気電子工学専攻（H9）

電気工学科 電気電子工学科（H17） 電子制御工学科 物質工学専攻（H9）
工業化学科（S41） 物質工学科（H3） 物質工学科

47

熊本電波
（S46.4）

電波通信学科

情報工学科（S54）
電子制御工学科（S63）

電波通信学科（S52） （H21.9 学生募集停止）
情報通信工学科
電子工学科
電子制御工学科
情報工学科

電子情報システム工学専攻
（H12 ～ H23.3 廃止）

制御情報システム工学専攻
（H12 ～ H23.3 廃止）

情報通信工学科（H元）
電子工学科（S52）

八代
（S49.6）

機械電気工学科
情報電子工学科
土木建築工学科

生物工学科（H元）

（H21.9 学生募集停止）
機械電気工学科

生 産 情 報 工 学 専 攻（H6 ～
H23.9 廃止）
環 境 建 設 工 学 専 攻（H6 ～
H23.3 廃止）
生 物 工 学 専 攻（H6 ～ H23.3
廃止）

情報電子工学科
土木建築工学科
生物工学科

熊本
（H21.10）
【熊本キャンパス】

情報通信エレクトロニクス工
学科

情報通信エレクトロニクス工
学科

電子情報システム工学専攻
（H21）

電子情報システム工学専攻

制御情報システム工学科 制御情報システム工学科
人間情報システム工学科 人間情報システム工学科

【八代キャンパス】
機械知能システム工学科 機械知能システム工学科 生産システム工学専攻（H21） 生産システム工学専攻
建築社会デザイン工学科 建築社会デザイン工学科
生物化学システム工学科 生物化学システム工学科



　 

127高等専門学校50年の歩み

付
属
資
料

ⅤNo 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

国
　
　
　
立

40 新居浜
（S37.4）

機械工学科 機械工学科 生産工学専攻（H4） 生産工学専攻（H16 改組） 生産工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H15） 電気情報工学科 生物応用化学専攻（H16 改組）生物応用化学専攻
工業化学科 生物応用化学科（H9） 電子制御工学科 電子工学専攻（H4） 電子工学専攻

金属工学科（S41） 材料工学科（S62） 生物応用化学科
環境材料工学科

環境材料工学科（H19）
電子制御工学科（S63）

41 弓削商船
（S42.6）

航海学科 商船学科（S63） 商船学科 海上輸送システム工学専 攻
（H17）

生産システム工学専攻（H17）

海上輸送システム工学専攻
機関学科 機関学科（S60） 電子機械工学科 生産システム工学専攻

情報工学科
情報工学科（S63）
電子機械工学科（S60）

42 高知
（S38.4）

機械工学科 機械工学科 機械・電気工学専攻（H12） 機械・電気工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H21） 電気情報工学科 物質工学専攻（H12） 物質工学専攻
工業化学科 物質工学科（H7） 物質工学科 建設工学専攻（H12） 建設工学専攻

土木工学科（S41） 建設システム工学科（H8） 環境都市デザイン工学科

環 境 都 市デ ザイン工 学 科
（H21）

43 久留米
（S39.4）

機械工学科 機械工学科（H3） 機械工学科 機械・電気システム工学専攻
（H5）

物質工学専攻（H5）

機械・電気システム工学専攻
制御情報工学科（H3） 電気電子工学科 物質工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H13） 制御情報工学科
工業化学科 生物応用化学科（H8） 生物応用化学科
金属工学科 材料工学科（S62） 材料工学科

44 有明
（S38.4）

機械工学科 機械工学科 生産情報システム工学専攻
（H13）

応用物質工学専攻（H13）
建築学専攻（H13）

生産情報システム工学専攻
電気工学科 電気工学科 応用物質工学専攻
工業化学科 物質工学科（H6） 電子情報工学科 建築学専攻

電子情報工学科（H元） 物質工学科
建築学科（S43） 建築学科

45 北九州
（S40.4）

機械工学科 機械工学科（H元） 機械工学科 生産工学専攻（H8） 生産工学専攻
制御情報工学科（H元） 電気電子工学科 制御工学専攻（H8） 制御工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H14） 電子制御工学科 化学工学専攻（H8） 物質化学工学専攻（H16 改称）物質化学工学専攻
化学工学科（S45） 物質化学工学科（H10） 制御情報工学科
電子制御工学科（S62） 物質化学工学科

46 佐世保
（S37.4）

機械工学科 機械工学科（S63） 機械工学科 機械工学専攻（H9） 複合工学専攻（H24 改組） 複合工学専攻
電子制御工学科（S63） 電気電子工学科 電気電子工学専攻（H9）

電気工学科 電気電子工学科（H17） 電子制御工学科 物質工学専攻（H9）
工業化学科（S41） 物質工学科（H3） 物質工学科

47

熊本電波
（S46.4）

電波通信学科

情報工学科（S54）
電子制御工学科（S63）

電波通信学科（S52） （H21.9 学生募集停止）
情報通信工学科
電子工学科
電子制御工学科
情報工学科

電子情報システム工学専攻
（H12 ～ H23.3 廃止）

制御情報システム工学専攻
（H12 ～ H23.3 廃止）

情報通信工学科（H元）
電子工学科（S52）

八代
（S49.6）

機械電気工学科
情報電子工学科
土木建築工学科

生物工学科（H元）

（H21.9 学生募集停止）
機械電気工学科

生 産 情 報 工 学 専 攻（H6 ～
H23.9 廃止）
環 境 建 設 工 学 専 攻（H6 ～
H23.3 廃止）
生 物 工 学 専 攻（H6 ～ H23.3
廃止）

情報電子工学科
土木建築工学科
生物工学科

熊本
（H21.10）
【熊本キャンパス】

情報通信エレクトロニクス工
学科

情報通信エレクトロニクス工
学科

電子情報システム工学専攻
（H21）

電子情報システム工学専攻

制御情報システム工学科 制御情報システム工学科
人間情報システム工学科 人間情報システム工学科

【八代キャンパス】
機械知能システム工学科 機械知能システム工学科 生産システム工学専攻（H21） 生産システム工学専攻
建築社会デザイン工学科 建築社会デザイン工学科
生物化学システム工学科 生物化学システム工学科
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No 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

国
　
　
立

48 大分
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H元） 機械工学科
電気電子工学科
情報工学科
都市・環境工学科

機械・環境システム工学専攻
（H15）

電気電子情報工学専攻（H15）

機械・環境システム工学専攻
制御情報工学科（H元）

情報工学科（H24）

電気電子情報工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H13）
土木工学科（S42） 都市システム工学科（H16）

都市・環境工学科（H23）

49 都城
（S39.4）

機械工学科 機械工学科 機械電気工学専攻（H14） 機械電気工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H19） 電気情報工学科 物質工学専攻（H14） 物質工学専攻
工業化学科 物質工学科（H7） 物質工学科 建築学専攻（H14） 建築学専攻

建築学科（S44） 建築学科

50 鹿児島
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H3） 機械工学科 機械・電子システム工学専攻
（H12）

電気情報システム工学専攻
（H12）

土木工学専攻（H12）

機械・電子システム工学専攻
電子制御工学科（H3） 電気電子工学科 電気情報システム工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H15） 電子制御工学科 土木工学専攻
土木工学科（S42）

情報工学科（S61）

都 市 環 境 デ ザイン工 学 科
（H22）

情報工学科
都市環境デザイン工学科

51 沖縄
（H14.10）

機械システム工学科 機械システム工学科 創造システム工学専攻（H21） 創造システム工学専攻
情報通信システム工学科 情報通信システム工学科
メディア情報工学科 メディア情報工学科
生物資源工学科 生物資源工学科

公
　
　
立

1

都立工業
（S37.4）

機械工学科
電気工学科

（学生募集停止）
機械工学科
電子工学科

生産システム工学科（H8） 生産システム工学科
電子情報工学科（H8） 電子情報工学科

都立航空
（S37.4）

航空機体工学科 航空工学科（H元） （学生募集停止）
航空工学科

航空原動機工学科 廃止（H4） 機械工学科
機械工学科 電子工学科

電子工学科（H元）

都立産業技術
（H18.4）
【品川キャンパス】

ものづくり工学科
機械システム工学コース、生
産システム工学コース、電気
電子工学コース、電子情報
工学コース

ものづくり工学科
機械システム工学コース
生産システム工学コース
電気電子工学コース
電子情報工学コース

創造工学専攻（H18）
機械工学コース
電気電子コース
情報工学コース
航空宇宙工学コース
情報アーキテクチャ接続コー
ス
創造技術接続コース

創造工学専攻
機械工学コース
電気電子工学コース
情報工学コース
航空宇宙工学コース
情報アーキテクチャ接続コー
ス
創造技術接続コース【荒川キャンパス】

ものづくり工学科
情報通信工学コース、ロボッ
ト工学コース、航空宇宙工学
コース、医療福祉工学コース

ものづくり工学科
情報通信工学コース
ロボット工学コース
航空宇宙工学コース
医療福祉工学コース

2 大阪府立大学
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H2） 総合工学システム学科（H23
改組）
機械システムコース
メカトロニクスコース
電子情報コース
環境物質化学コース
都市環境コース

総合工学システム専攻（H17）
機械工学コース
電気電子工学コース
応用化学コース
土木工学コース

総合工学システム専攻
機械工学コース
電気電子工学コース
応用化学コース
土木工学コース

システム制御工学科（H2）
電気工学科 電子情報工学科（H3）

工業化学科（S39）
土木工学科（S39） 建設工学科（H3）

総合工学システム学科（H17）
機械システムコース、システ
ムデザインコース、メカトロ
ニクスコース、電子情報コー
ス、物質化学コース、環境
都市システムコース（５学科
を１学科６コースに改組）
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ⅤNo 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

国
　
　
立

48 大分
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H元） 機械工学科
電気電子工学科
情報工学科
都市・環境工学科

機械・環境システム工学専攻
（H15）

電気電子情報工学専攻（H15）

機械・環境システム工学専攻
制御情報工学科（H元）

情報工学科（H24）

電気電子情報工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H13）
土木工学科（S42） 都市システム工学科（H16）

都市・環境工学科（H23）

49 都城
（S39.4）

機械工学科 機械工学科 機械電気工学専攻（H14） 機械電気工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H19） 電気情報工学科 物質工学専攻（H14） 物質工学専攻
工業化学科 物質工学科（H7） 物質工学科 建築学専攻（H14） 建築学専攻

建築学科（S44） 建築学科

50 鹿児島
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H3） 機械工学科 機械・電子システム工学専攻
（H12）

電気情報システム工学専攻
（H12）

土木工学専攻（H12）

機械・電子システム工学専攻
電子制御工学科（H3） 電気電子工学科 電気情報システム工学専攻

電気工学科 電気電子工学科（H15） 電子制御工学科 土木工学専攻
土木工学科（S42）

情報工学科（S61）

都 市 環 境 デ ザイン工 学 科
（H22）

情報工学科
都市環境デザイン工学科

51 沖縄
（H14.10）

機械システム工学科 機械システム工学科 創造システム工学専攻（H21） 創造システム工学専攻
情報通信システム工学科 情報通信システム工学科
メディア情報工学科 メディア情報工学科
生物資源工学科 生物資源工学科

公
　
　
立

1

都立工業
（S37.4）

機械工学科
電気工学科

（学生募集停止）
機械工学科
電子工学科

生産システム工学科（H8） 生産システム工学科
電子情報工学科（H8） 電子情報工学科

都立航空
（S37.4）

航空機体工学科 航空工学科（H元） （学生募集停止）
航空工学科

航空原動機工学科 廃止（H4） 機械工学科
機械工学科 電子工学科

電子工学科（H元）

都立産業技術
（H18.4）
【品川キャンパス】

ものづくり工学科
機械システム工学コース、生
産システム工学コース、電気
電子工学コース、電子情報
工学コース

ものづくり工学科
機械システム工学コース
生産システム工学コース
電気電子工学コース
電子情報工学コース

創造工学専攻（H18）
機械工学コース
電気電子コース
情報工学コース
航空宇宙工学コース
情報アーキテクチャ接続コー
ス
創造技術接続コース

創造工学専攻
機械工学コース
電気電子工学コース
情報工学コース
航空宇宙工学コース
情報アーキテクチャ接続コー
ス
創造技術接続コース【荒川キャンパス】

ものづくり工学科
情報通信工学コース、ロボッ
ト工学コース、航空宇宙工学
コース、医療福祉工学コース

ものづくり工学科
情報通信工学コース
ロボット工学コース
航空宇宙工学コース
医療福祉工学コース

2 大阪府立大学
（S38.4）

機械工学科 機械工学科（H2） 総合工学システム学科（H23
改組）
機械システムコース
メカトロニクスコース
電子情報コース
環境物質化学コース
都市環境コース

総合工学システム専攻（H17）
機械工学コース
電気電子工学コース
応用化学コース
土木工学コース

総合工学システム専攻
機械工学コース
電気電子工学コース
応用化学コース
土木工学コース

システム制御工学科（H2）
電気工学科 電子情報工学科（H3）

工業化学科（S39）
土木工学科（S39） 建設工学科（H3）

総合工学システム学科（H17）
機械システムコース、システ
ムデザインコース、メカトロ
ニクスコース、電子情報コー
ス、物質化学コース、環境
都市システムコース（５学科
を１学科６コースに改組）
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No 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

公
　
　
立

3 神戸市立
（S38.4）

機械工学科 コース制導入（H2、設 計シ
ステムコース、システム制御
コース）

機械工学科
設計システムコース
システム制御コース
電気工学科
電子工学科
応用化学科
都市工学科

電気電子工学専攻（H10）
応用化学専攻（H10）

機械システム工学専攻（H12）
都市工学専攻（H12）

機械システム工学専攻
電気電子工学専攻
応用化学専攻
都市工学専攻電気工学科

工業化学科 応用化学科（H2）
土木工学科 都市工学科（H6）

電子工学科（S63）

私
　
　
立

1 サレジオ
（S38.4）

印刷工学科 グラフィック工学科（S50） 電気工学科
機械電子工学科
情報工学科
デザイン学科

生産システム工学専攻（H13） 生産システム工学専攻

ビジュアル情報工学科
（H9 ～ H19 廃止）

電気工学科 コース制導入（S63、電気工
学コース、電子工学コース、
情報工学コース）

工業意匠学科 工業デザイン学科（S42）

デザイン工学科（H9）

デザイン学科（H21）
電子工学科（H2） 機械電子工学科（H20）
情報工学科（H2）

2 金沢
（S37.4）

電気工学科 電気情報工学科（H15） 電気電子工学科
機械工学科

電気電子工学科（H21） グローバル情報工学科
国際コミュニケーション
情報工学科（H15） グローバル情報工学科（H21）
機械工学科（S38）

3 近畿大学
（S37.4）

機械工学科 機械システム工学科（H12） 総合システム工学科
機械システムコース
電気電子コース
情報コミュニケーションコース
都市環境コース

生産システム工学専攻（H17） 生産システム工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H12）

土木工学科（S38） 建設システム工学科（H12）

総合システム工学科（H17）
機械システムコース、電気電
子コース、情報コミュニケー
ションコース、都市環境コー
ス（３学科を１学科４コース
に改組）



　 

131高等専門学校50年の歩み

付
属
資
料

ⅤNo 高専名
（設置年月） 学科名（設置時） 学科の増・新設

（増・新設年）
学科の改組・改称
（改組・改称年）

学科名
（H24.4 現在）

専攻科 / コース名
（設置年）

専攻科の増・新設 / 改組・改称
（増・新設 / 改組・改称年）

専攻科 / コース名
（H24.4 現在）

公
　
　
立

3 神戸市立
（S38.4）

機械工学科 コース制導入（H2、設 計シ
ステムコース、システム制御
コース）

機械工学科
設計システムコース
システム制御コース
電気工学科
電子工学科
応用化学科
都市工学科

電気電子工学専攻（H10）
応用化学専攻（H10）

機械システム工学専攻（H12）
都市工学専攻（H12）

機械システム工学専攻
電気電子工学専攻
応用化学専攻
都市工学専攻電気工学科

工業化学科 応用化学科（H2）
土木工学科 都市工学科（H6）

電子工学科（S63）

私
　
　
立

1 サレジオ
（S38.4）

印刷工学科 グラフィック工学科（S50） 電気工学科
機械電子工学科
情報工学科
デザイン学科

生産システム工学専攻（H13） 生産システム工学専攻

ビジュアル情報工学科
（H9 ～ H19 廃止）

電気工学科 コース制導入（S63、電気工
学コース、電子工学コース、
情報工学コース）

工業意匠学科 工業デザイン学科（S42）

デザイン工学科（H9）

デザイン学科（H21）
電子工学科（H2） 機械電子工学科（H20）
情報工学科（H2）

2 金沢
（S37.4）

電気工学科 電気情報工学科（H15） 電気電子工学科
機械工学科

電気電子工学科（H21） グローバル情報工学科
国際コミュニケーション
情報工学科（H15） グローバル情報工学科（H21）
機械工学科（S38）

3 近畿大学
（S37.4）

機械工学科 機械システム工学科（H12） 総合システム工学科
機械システムコース
電気電子コース
情報コミュニケーションコース
都市環境コース

生産システム工学専攻（H17） 生産システム工学専攻
電気工学科 電気情報工学科（H12）

土木工学科（S38） 建設システム工学科（H12）

総合システム工学科（H17）
機械システムコース、電気電
子コース、情報コミュニケー
ションコース、都市環境コー
ス（３学科を１学科４コース
に改組）
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４．本科入学志願者・入学定員・入学者および学生総数等の推移

年度 入学志願者 入学定員 入学者 学生総数
（内数）

女子学生 留学生 高卒編入学生
S 37 29,512    2,570 2,781 3,375 35 ― ―

38 50,390    4,790 5,107 8,560 118 ― ―
39 45,095    6,390 6,559 15,398 226 ― ―

  40 40,843    7,430 7,465 22,208 347 ― ―
41 30,579    7,910 7,681 28,795 484 ― ―
42 36,012    8,715 8,790 33,998 582 ― ―

  43 35,754 8,955 9,363 38,365 610 ― ―
44 34,362    9,775 9,927 41,637 633 ― ―
45 31,831   10,055 10,318 44,314 673 ― ―
46 27,117   10,335 10,301 46,707 649 ― ―
47 24,003   10,290 10,015 47,853 649 ― ―
48 20,776 10,330 9,908 48,288 672 ― ―
49 22,994   10,345 10,006 48,391 726 ― ―
50 22,986    9,850 9,540 47,955 736 ― ―
51 24,343    9,760 9,581 47,055 761 ― ―
52 24,515 9,760 9,539 46,762 801 ― ―
53 26,232    9,800 9,637 46,636 826 ― ―
54 25,591    9,840 9,715 46,187 843 ― ―
55 25,214    9,840 9,729 46,348 917 ― ―
56 25,657    9,840 9,764 46,468 1,017 ― ―
57 25,022 9,840 9,814 46,909 1,128 ― ―
58 30,436    9,880 9,985 47,245 1,310 ― ―
59 27,906    9,880 9,968 47,527 1,515 ― ―
60 27,233   10,000 10,207 48,288 1,723 ― ―
61 25,306   10,200 10,432 49,174 2,023 ― ―
62 24,183   10,265 10,439 50,078 2,432 ― ―
63 23,240   10,510 10,824 50,934 2,997 ― ―

H 元 23,482   10,670 10,986 51,966 3,753 ― ―
　 2 24,947 10,750 11,127 52,930 4,677 ― ―

3 25,196   10,870 11,191 53,698 5,856 ― ―
4 23,663   10,950 11,300 54,786 7,060 ― ―

   5 23,535   10,990 11,240 55,453 8,216 ― ―
6 22,750   11,030 11,175 55,938 9,162 ― ―
7 23,315   11,030 11,313 56,234 9,966 ― ―
8 23,016   11,070 11,269 56,396 10,329 ― ―
9 22,950   11,070 11,277 56,294 10,545 ― ―

10 23,611   11,070 11,306 56,214 10,611 ― ―
11 24,334   11,070 11,330 56,436 10,587 ― ―
12 24,315   10,920 11,225 56,714 10,624 ― ―

  13 22,529   10,875 11,316 57,017 10,492 ― ―
14 21,454   10,890 11,253 57,349 10,393 ― ―
15 21,822   10,890 11,335 57,875 10,215 ― ―
16 22,212   11,095 11,572 58,698 10,141 419 402
17 20,924   11,015 11,345 59,160 9,835 452 266
18 20,273   10,935 11,340 59,380 9,612 455 318
19 19,512   10,935 11,312 59,386 9,370 460 244
20 19,401   10,915 11,304 59,446 9,285 463 233
21 19,273   10,900 11,279 59,386 9,306 474 222
22 19,078   10,620 10,924 59,542 9,359 472 226

  23 19,409   10,580 10,873 59,220 9,397 470 202
（注） 1.「入学志願者」および「入学者数」は本科に関するものである。

 2.「学生総数」には本科の学生のほか専攻科および聴講生・研究生等の学生を含む。
 3.「留学生」「高卒編入学生」については平成 16 年度以降のデータのみの記載とする。
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Ⅴ
5．本科卒業者・専攻科修了者の年度別進路状況

本科 専攻科

卒業者 就職者 進学者 うち専攻科
への進学者 その他 修了者 就職者 進学者 その他

H ３ 9,280 7,696 1,363 221 ― ― ― ―

H ４ 9,574 7,685 1,649 240 ― ― ― ―

H ５ 9,898 7,537 1,961 400 47 35 9 3

H ６ 10,189 7,563 2,183 443 122 87 25 10

H ７ 10,175 7,303 2,481 391 191 136 46 9

H ８ 10,232 7,121 2,668 443 246 179 59 8

H ９ 10,077 6,676 2,926 475 353 261 74 18

H10 9,836 6,195 3,084 557 404 260 109 35

H11 9,849 5,879 3,305 665 487 309 133 45

H12 9,833 5,820 3,436 577 619 424 155 40

H13 9,780 5,479 3,628 673 770 482 220 68

H14 10,056 5,392 3,938 726 841 517 255 69

H15 10,011 5,422 3,929 660 959 589 291 79

H16 10,061 5,413 4,113 1,382 535 1,117 674 384 59

H17 10,140 5,455 4,201 1,424 484 1,206 773 370 63

H18 10,207 5,546 4,252 1,535 409 1,352 868 439 45

H19 10,160 5,501 4,316 1,605 343 1,400 857 496 47

H20 10,474 5,610 4,504 1,691 360 1,458 926 477 55

H21 10,126 5,219 4,506 1,806 401 1,595 989 547 59

H22 10,155 5,518 4,290 1,738 347 1,633 1,029 540 64

H23 10,162 5,848 3,970 1,585 344 1,744 1,147 542 55

（注） 1. 本科の「進学者」とは大学学部、短期大学部、専攻科、別科に進んだ者をいう（就職後の進学者は含まない）。
 2.「その他」とは無業者、および死亡・不詳の者をいう。
 3. 本科卒業者の数値は学校基本調査報告、専攻科卒業者の数値は各高等専門学校からの報告による。
 4. 平成 23 年度の数値は速報値である。



134 高等専門学校50年の歩み

6．学校別大学編入学者数
年度

学校名 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（国立）

函　　館 52   38   39   33   47   39   54   32

苫 小 牧   34   37   46   36  40   59   41   35

釧　　路   43   33   34 36 29  32   35   40

旭　　川   37   46   45   41 34  38   53   52

八　　戸   32   35   43   36   29  36   34   25

一　　関 30   38   30   37  20  38   28   33

仙台・名取（宮城～ H21）   58   53   71   68 54  63 48   44

仙台・広瀬（仙台電波～ H21）   28   22   41   36 28  28   29   16

秋　　田   45   49   36   31  36  33   25   26

鶴　　岡   34   39 34   26   28  27 28   29

福　　島   61   60   70   53  62  65   64   73

茨　　城   82   98   91   80  85  92   84   68

小　　山   53   60   58   55  62  69   54   75

群　　馬  103   96  102  104  97  86   98  103

木 更 津   73   74   67   75  61  80   68   56

東　　京   55   56   43   51  63  64   61   49

長　　岡  121   93  106  108 118 117  104  104

富山・本郷（富山～ H21）   50   42   60   56  53  54   56   59

富山・射水（富山商船～ H21）   37   56   46    53   42  54   38   43

石　　川   42   63 49   47  51   64   60   46

福　　井　　   46   57   57   43  56  44   55   60  

長　　野   67   71   77   68   70  74   72   68

岐　　阜   48   58   66   66 59  62   56   54

沼　　津 73   85 75   70   80  59   73   68

豊　　田   55   59   48   53   67   56   73   68

鳥羽商船   24   14   14    7  10    7   15    8

鈴　　鹿   56   55 72   62   73  81   62   61

舞　　鶴   37   41   43   47    61  45   43   35

明　　石   45   72    72 71 76  95   79   89

奈　　良   59   66   53   63  66  60   70   71

和 歌 山   27   23    33   41  40  47   39   33

米　　子   49   34   38   35  38  31   34   33

松　　江   25   24   27   31  30   39   31   43

津　　山   31   30   35  44   37  29   38   29
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Ⅴ年度
学校名 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

広島商船   13   15    6    8    8  8    6    9

呉   29   51    46   34  26  36   17   25

徳　　山   18   18   23   24  24  17   26   17

宇　　部   24   30   25   24  32  31   31   24

大島商船    6    8    7   14   6  12    7   10

阿　　南 26   35   24   21   31  25   23   25

香川・高松（高松～ H21）   29   49   44 53  35  44   38   43

香川・詫間（詫間電波～ H21）   50   63   59   55  58  51   39   42

新 居 浜   24   22   37   32  50  31   35   32

弓削商船   16    7   16    6   8  19   18    6

高　　知   44   34   31   38  39  31   32   23

久 留 米 59   42   50   42   37  44   44   23

有　　明　   24   36   31   32   19  25   32   31

北 九 州   50   34   53   51  39  36   38   37

佐 世 保   38   48   46   48  45  36   45   22

熊本・熊本（熊本電波～ H21）   55   42   38   42  42  24   26   30

熊本・八代（八代～ H21）   22   19   18   21  16  16   11    9

大　　分   32   15   30 26  26   32 39   29

都　　城   35   36   30   30  27  41   26   31

鹿 児 島   49   46   29   49  45  35   30   31

沖　　縄 ― ― ― ― ―  42   34   52

小　計 2,355 2,427 2,464 2,413 2,415 2,503 2,399 2,279

（公立）

札幌市立    9    8   12    9   28  17 ― ―

都立産技・品川（都立工業～ H21） 40 38 40 27 22 27 27
  79

都立産技・荒川（都立航空～ H21）   51   55   51   48  47   51   62

大阪府立大学（大阪府立～ H22）   45   38   43   52  27  30   49   42

神戸市立   42   49   53   51  57  72   51   48

　　　　小　計  187  188  199 187 181 197  189  169

（私立）

サレジオ（育英～ H16） 32 22 14 16 23 27 33 32

金　　沢   36   36   39 30 37  22   39 36

近畿大学（熊野～ H11）   45   42   52 52 45  47   31 26

　　　　小　計 113 100 105 98 105 96 103 94

　　　　合　計 2,655 2,715 2,768 2,698 2,701 2,796 2,691 2,542
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7．卒業者の大学編入学状況
(1) 工学関係学部において３年次編入学定員を設けている国立大学

大学名 学部名 定　員
（平成 22 年度）

編  入  学  者  数
H18 H19 H20 H21 H22

長岡技術科学 工 310 357 375 (2) 378 353 393 (1)
豊橋技術科学 工 300 351 (1) 356 (1) 359 (2) 376 (2) 379 (2)

小　計 610 708 (1) 731 (3) 737 (2) 729 (2) 772 (3)
北海道 工 10 41 (1) 35 33 (1) 38 28
室蘭工業 工 40 34 27 28 35 38
北見工業 工 10 6 4 1 3 5
弘前 理工 10 10 7 4 9 7
岩手 工 20 38 32 23 25 23
秋田 工学資源 22 29 31 27 25 21
山形 工 - 19 - - - -
茨城 工 45 56 33 30 (1) 39 (1) 27
筑波 第三学群 - 59 71 (1) 67 - -

〃 理工学群 10 - - - 49 33
宇都宮 工 30 27 34 30 30 16
群馬 工 30 30 29 31 33 25
千葉 工 40 63 65 69 77 70
東京 工 10 17 12 13 (1) 18 16
東京農工 工 70 78 70 55 73 69
東京工業 工 20 28 34 24 25 21

〃 生命理工 10 11 6 10 11 12
電気通信 電気通信 40 39 54 60 55 35
新潟 工 20 52 47 32 36 26
富山 工 20 29 21 26 38 21
金沢 工 - 37 47 - - -

〃 理工学域 40 - - 49 57 56
福井 工 30 32 31 30 36 40
山梨 工 20 14 (1) 18 20 23 21
信州 工 20 15 21 13 18 18

〃 繊維 10 8 7 6 7 5
岐阜 工 30 52 48 54 (1) 45 45 (1)
名古屋工業 工 10 20 15 16 19 20
三重 工 30 27 32 23 29 29 (1)
京都工芸繊維 工芸 - 16 18 - - -

〃 繊維 - 7 3 - - -
〃 工芸科学 50 - - 27 32 41

神戸 工 20 19 14 21 (1) 21 20
和歌山 システム工 20 18 21 19 19 15
島根 総合理工 20 16 9 10 13 9
岡山 工 30 56 44 38 27 (1) 32
広島 工 10 59 50 37 (1) 27 22
山口 工 20 20 19 30 16 16 (1)
徳島 工 40 42 43 47 41 36 (1)
香川 工 20 17 (1) 17 15 25 13
愛媛 工 10 9 (1) 10 10 10 6
九州工業 工 20 28 30 29 25 36

〃 情報工 50 48 48 60 53 50
佐賀 理工 20 14 24 11 10 6
長崎 工 10 19 14 10 9 9
熊本 工 30 57 49 66 58 58
大分 工 10 7 (1) 9 (1) 7 6 6
宮崎 工 10 8 11 7 13 10
鹿児島 工 20 17 17 10 20 20
琉球 工 20 7 4 6 12 13

小    計 1,077 1,355 (5) 1,285 (2) 1,234 (6) 1,290 (2) 1,145 (4)
合    計 1,687 2,063 (6) 2,016 (5) 1,971 (8) 2,019 (4) 1,917 (7)

( 注 ) 1. 各高専からの報告による（以下同）。
　　  2. （　）内は過卒業者で内数（以下同）。
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Ⅴ
(2) その他の大学・学部で高等専門学校卒業者の編入学を認めた大学

大学名 学部名 編  入  学  者  数
H18 H19 H20 H21 H22

国　立
北海道 文 1

〃 農 2 3 1 2 2
〃 法 1
〃 経済 1 1
〃 教育 3 1
〃 理 1

北海道教育 教育 5 7 4 2 1
帯広畜産 畜産 1 2 2 2
小樽商科 経済 1

〃 商 2
弘前 農学生命科学 2 2 3 2 1
岩手 人文社会科学 3 1

〃 農 2 1 1
東北 工 35 16 19 27 (1) 30

〃 経済 8 4 7 2 5
〃 理 5 (1) 2 9 5 11 (1)

秋田 教育文化 1
山形 農 2 1 2

〃 工 8 14 21 20
〃 人文 1 1 2

福島 行政社会 1
〃 理工学群 2 5 5 7
〃 人間文化発達学類 1
〃 経済経営学類 1 1 1
〃 人文社会学群 2 3 3

茨城 人文 1 1
〃 教育 1 1
〃 理 3 3 2 6 5
〃 農 3 1 3 3

筑波 第一学群 4 10
〃 第二学群 7 7 8
〃 図書館情報専門学群 20 (1) 19 17
〃 社会国際学群 1 3
〃 生命環境学群 6 9
〃 情報学群 46 (1) 35
〃 芸術専門学群 1

宇都宮 国際 1 1 1
〃 農 4 4 3 6 3

群馬 社会情報 4 1 2 1
埼玉 工 10 6 5 3 4

〃 教養 2 4 1
〃 経済 3 3 1 3 3
〃 理 1 1 1 1

千葉 不明 2
〃 文 2

東京 農 1 3 2
東京外国語 外国語 1
東京農工 農 3 2 15 1
東京工業 理 2 6 2 5 3
東京海洋 海洋科学 6 2 3 5 5

〃 海洋工学 9 8 11 9 8
お茶の水女子 理 4 6 2 3 2

〃 文教育 1 1
電気通信 情報理工 25
横浜国立 工 10 9 10 16 12

〃 経済 1 1

大学名 学部名 編  入  学  者  数
H18 H19 H20 H21 H22

新潟 経済 2 1 3 2
〃 理 6 4 13 3 5
〃 農 1 1 1 2 3
〃 法 1 2
〃 人文 1

富山 人文 1 1 1
〃 経済 1 3 1 1
〃 理 1 1 6 1

金沢 法 3 1
〃 理 3 4
〃 人間社会学域 1 1

福井 医 2
信州 経済 7 8 6 (1) 8 5

〃 理 3 1 3 4 4
〃 農 3 3 3 2 1
〃 人文 1

岐阜 応用生物 4
〃 地域 1
〃 地域科学 1 1 1 1
〃 教育 8
〃 応用生物科 1 4

静岡 工 12 14 10 10 9
〃 情報 2 5 4 7 5
〃 農 2 2 3 5 3
〃 人文 1

名古屋 工 12 15 17 (1) 13 18
〃 法 1
〃 情報文化 2 3 3 2 4
〃 文 1 3 1
〃 経済 2

三重 人文 1
〃 生物資源 2 6 2 2

滋賀 経済 1 2 1 2
京都 工 22 25 24 (1) 13 14

〃 経済 1 1 1
京都教育 教育 1 2
大阪 工 11 14 (1) 22 35 (1) 38

〃 基礎工 27 31 23 23 24
〃 経済 1 1 1

大阪外国語 外国語 1
神戸 海事科学 13 14 8 11 16

〃 発達科学 1 1 1 2
〃 経営 2 1 4 3 2
〃 理 12 12 (1) 22 7 7
〃 農 4 5 5 5 5
〃 経済 4 3 1
〃 法 1

奈良教育 教育 2 4 2
奈良女子 理 10 7 4 10 4

〃 生活環境 3 1 3 1 3
〃 文 2 1

和歌山 経営 1
鳥取 工 5 6 2 3 4

〃 農 1 1
島根 生物資源 2

〃 生物資源科学 2 1
〃 法文 1
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大学名 学部名 編  入  学  者  数
H18 H19 H20 H21 H22

岡山 理 7 4 7 9 7
〃 環境理工 4 8 1
〃 法 1

広島 総合科学 2 1 1 (1)
〃 教育 4 (1) 3 2 4 2
〃 法 5 1 1
〃 経済 1 1 2 3
〃 理 1 1 1 1 5
〃 生物生産 5 4 5 5 7
〃 文 1 1 2

山口 人文 1
〃 農 1
〃 経済 1

香川 教育 2 1
〃 農 1 1 1 2
〃 法 1
〃 経済 2

愛媛 法文 1
〃 理 4 2 3 1
〃 農 3 1 1 2 2
〃 教育 1

高知 理 3 4 6 3 3
〃 人文 1

九州 工 25 29 32 22 20
〃 芸術工 6 5 8 4 6
〃 経済 1 2 7 11 6
〃 理 1 5 4 5 6

佐賀 文化教育 1 1 1
〃 農 2 3 5 3

長崎 環境科学 5 3 2 2 2
熊本 文 2 1

〃 理 3 2
大分 経済 1
宮崎 農 1 1 1 1
鹿児島 理 1 1 1

〃 農 1 1 1 1
〃 法文 1

鹿屋体育 体育 1 2 1 1
琉球 農 1 2 3

小　　計 438 (3) 435 (2) 470 (3) 481 (3) 494 (2)
公　立
札幌市立 デザイン 15 12 4
公立はこだて未来 システム情報科学 3 1 1 2 5
岩手県立 ソフトウェア情報 2 2 1 4
秋田県立 システム科学技術 1

〃 生物資源科学 1
会津 コンピュータ理工 2
高崎経済 経済 1

〃 地域政策 1 2 2
〃 経済 1

前橋工科 工 11 7 9 4 3
東京都立 工 7

〃 理 2
首都大学東京 システムデザイン 9 7 11 9

〃 都市環境 3 4 3 5
〃 都市教養 2 6 12 13
〃 健康福祉 1

東京都立科学技術 工 6

大学名 学部名 編  入  学  者  数
H18 H19 H20 H21 H22

富山県立 工 2 1
石川県立 生物資源環境 1 1
都留文科 文 1
静岡県立 食品栄養科学 1 1 1
愛知県立 情報科学 1 2

〃 文 1 (1)
名古屋市立 人文社会 1
滋賀県立 環境科学 1 1 1 2 2

〃 工 2 1 2
京都府立 福祉社会 1

〃 人間環境 3 6 1 1
〃 農 1
〃 生命環境 2 4 (1)
〃 文 1

京都市立芸術 美術 1
大阪市立 理 4 6 4 3

〃 工 1 3 9
〃 情報科学 1
〃 商 1

大阪府立 工 9 6 7 11
兵庫県立 工 8 4 3 1

〃 環境人間 2 1 1 4
神戸市外国語 外国語 1
岡山県立 情報工学 2 1

〃 デザイン 2 2 2 2 1
広島市立 情報科学 4 4 2 2 2
尾道 芸術文化 1
山口県立 国際文化 1

〃 生活科学 1
高知女子 生活科学 1
高知工科 システム学群 1

〃 工 10
北九州市立 国際環境工 7 3 1 7 7

〃 文 1
熊本県立 環境共生 1 1
ワシントン州立 工 1

小　　計 79 65 80 (1) 92 88 (1)
私　立
北海学園 工 1 1
北星学園 文 1
北海道工業 工 1 1
北海道東海 工 1

〃 芸術工 1 1
北海道情報 情報メディア 1
北翔 生涯スポーツ 1
藤女子 文 1
八戸工業 工 1 1
盛岡 文 1
東北工業 工 2 3 1

〃 ライフデザイン 1
東北学院 工 2 2

〃 教養 1 1
〃 法 1
〃 経済 2
〃 文 1

石巻専修 理工 1
東北芸術工科 工 1

〃 デザイン工 2 2 1
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Ⅴ大学名 学部名 編  入  学  者  数
H18 H19 H20 H21 H22

いわき明星 薬 1
足利工業 工 1
尚美学園 芸術情報 1 1 1
ものつくり 技能工芸 1 3
立正 仏教 1
日本工業 工 3
流通経済 経済 1
国際武道 体育 1
千葉工業 工 2 1 3 4 2

〃 情報科 1
江戸川 社会 1
淑徳 総合福祉 1
東京情報 総合情報 1 4 1 2
学習院女子 国際文化交流 1
共立女子 家政 1 1
国立音楽 音楽 1
慶応義塾 法 1
工学院 工 2 2 2 5 3

〃 情報 1 2 1
国士舘 工 1
駒澤 文 1 1
芝浦工業 工 1 1 1

〃 システム理工 1
上智 経済 1 1 1

〃 理工 1 1
昭和女子 人間社会 1
女子美術 芸術 1
創価 工 1 2 7 2 3

〃 法 1
大正 文 1
拓殖 工 1
多摩 経営情報 1
玉川 通信教育 1

〃 工 2
〃 教育 1

多摩美術 美術 3 4 1 4
〃 不明 3

中央 法 1
〃 商 1

津田塾 学芸 1 2 1
帝京 理工 1
東海 工 1 2 (1) 1 1

〃 海洋 1
〃 情報理工 1

東京工科 コンピュータサイエンス 1 1 1 3
〃 メディア 1 3 3 2
〃 工 1

東京工芸 芸術 2 1
〃 工 1 2

東京情報 総合情報 1
東京女子 現代文化 1
東京造形 造形 1

〃 デザイン 1
東京電機 工 6 5 3 4 8

〃 理工 1 1 4
〃 情報環境 2 2
〃 未来科 2 2

東京都市 工 12 2

大学名 学部名 編  入  学  者  数
H18 H19 H20 H21 H22

東京都市 知識工 1
東京福祉 教育 1
東京理科 工 4 4 3 2 5

〃 理 3 1 1
東京農業 応用生物科 1
日本 工 1 1

〃 理工 7 6 2 12 5
〃 生産工 1 2 1 2
〃 通信教育部 1
〃 商 1
〃 芸術 2 1

日本女子体育 体育 1
日本文化 法 1
法政 工 1

〃 人間環境 1
〃 法 1
〃 経済 1
〃 社会 1

武蔵 経済 1 1
武蔵工業 工 7 6 6
武蔵野 通信教育部 1

〃 政治経済 1
〃 環境 1

武蔵野美術 造形 3 2 5 1 3
〃 不明 4

明治 理工 3
〃 情報コミュニケーション 1

明治学院 国際 1
明星 人文 1

〃 情報 1
早稲田 第二文 1

〃 基幹理工 1 4
〃 商 1

神奈川 工 2 1 1
〃 外国語 1
〃 法 2
〃 経営 1

神奈川工科 工 1 1
〃 創造工 1 1
〃 情報 1

関東学院 工 2
湘南工科 工 1
フェリス女学院 国際交流 1
横浜美術 美術 1
長岡造形 造形 3 1 1 1 1
新潟工科 工 1
金沢学院 美術文化 1
金沢工業 工 21 30 29 15 22

〃 情報フロンティア 1 4 8 12
〃 環境・建築 2 1 1
〃 バイオ・化学 1

福井工業 工 2 1
仁愛 人間 1
岐阜経済 経営 1
中部 工 1 1 1

〃 理工 1
椙山女学園 生活科学 1
豊田工業 工 1 (1) 3 3 4 4
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大学名 学部名 編  入  学  者  数
H18 H19 H20 H21 H22

愛知工科 工 1
名古屋学院 外国語 1
名古屋産業 環境情報ビジネス 1
名城 工 1 (1)

〃 理工 1
三重中京 現代法経 1
京都外国語 外国語 1 1
京都産業 経営 1

〃 法 1
京都精華 芸術 1 1 1

〃 デザイン 1
〃 マンガ 1

京都造形芸術 芸術 5 1 1 2 1
京都橘 文 1
京都文教 人間 1
佛教 教育 1 1

〃 通信教育課程 1 1
同志社 工 4 9 1 5

〃 文 1
〃 文化情報 1 1 1
〃 経済 1
〃 理工 5

立命館 理工 26 28 29 20 24
〃 国際関係 3 1
〃 情報理工 2
〃 産業社会 1
〃 経済 1

龍谷 経 1
〃 理工 1 1

成安造形 造形 1
大阪経済 経営情報 1
大阪経済法科 法 1
大阪芸術 芸術 1 1
大阪工業 工 1

〃 情報科 1
大阪産業 工 3 1 1 1
大阪成蹊 現代経営情報 1

〃 芸術 1
大阪電気通信 医療福祉工 1

〃 総合情報 1 1 2
〃 工 2
〃 情報通信工 1

関西 工 3 2 2
〃 総合情報 6 4 5 5 3
〃 環境都市工 2

関西外国語 外国語 1 1
近畿 工 1 1 1

〃 理工 11 13 13 11 5
〃 生物理工 5 3 2 1 1
〃 産業理工 1 1
〃 農 1

摂南 工 1
羽衣国際 人間生活 1
桃山学院 経済 1

〃 経営 1
〃 文 1

関西学院 総合政策 1
〃 経済 1

大学名 学部名 編  入  学  者  数
H18 H19 H20 H21 H22

甲南 理 1
甲南女子 人間科学 1
神戸学院 人文 1
神戸芸術工科 芸術工 2

〃 デザイン 3 5 2
神戸山手 人文 1
大手前 メディア・芸術 1
宝塚 不明 1
奈良 社会 1
鳥取環境 環境情報 2 1
岡山理科 総合情報 2 1

〃 理 1
広島工業 工 1 1 1
広島国際 社会環境科学 1

〃 心理科 1
広島文化学園 社会情報 1
福山 工 1 1
宇部フロンティア 人間社会 1
東亜 医療工 1

〃 人間科 1
山口東京理科 工 1
徳島文理 人間生活 2

〃 薬 1
〃 香川薬 1
〃 理工 1

高松 経営 1
松山 法 1
高知工科 工 6 2 4 2
九州共立 工 1
九州産業 工 1 1

〃 芸術 1 1
久留米 法 1

〃 経済 1
福岡 経済 1
福岡工業 工 1 2

〃 情報工 1 1
崇城 工 1
鹿児島国際 福祉社会 1
第一工業 機械システム工 1
名桜 国際 1
放送 教養 1 1

小　　計 200 (2) 190 193 (1) 204 202
合　　計 717 (5) 690 (2) 743 (5) 777 (3) 784 (3)
総　　計 2,780 (11) 2,706 (7) 2,714 (13) 2,796 (7) 2,701 (10)

( 注 ) 1. 他の国・公・私立大学でも編入学を実施している
    （専門教育課調べ）。
 2. 大学名は平成 23 年度現在のもの。
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Ⅴ
8．本科卒業者の産業別就職者数

年　度
区　分 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

農業・林業 2 5 4 5 2 1 8

漁　　　業 1 1 0 0 0 1 1

鉱業・採石業・砂利採取業 4 4 6 3 8 3 11

建　設　業 473 497 498 450 397 442 468

製　造　業 2,844 2,986 3,097 3,081 3,207 2,606 2,926

電気・ガス・熱供給・水道業 133 224 233 308 391 498 556

情報通信業 496 502 560 585 588 621 594

運輸業・郵便業 287 297 317 354 366 362 303

卸売業・小売業 88 72 75 50 38 37 36

金融業・保険業 17 13 21 14 16 12 11

不動産業・物品賃貸業 7 5 12 6 18 13 9

学術研究、専門・技術サービス業 ー ー ー 183 179 214 226

宿泊業・飲食サービス業 8 8 4 7 7 10 11

生活関連サービス業、娯楽業 ー ー ー 20 15 36 12

教育・学習支援業 9 7 10 4 8 8 12

医療・福祉 12 2 2 6 5 17 7

複合サービス事業 103 121 98 50 56 34 39

サービス業 743 567 473 233 162 151 129

公　　　務 155 113 110 114 125 131 137

上記以外のもの 33 33 26 29 22 22 23

計 5,415 5,457 5,546 5,502 5,610 5,219 5,519

（注）学校基本調査報告による。ただし、総務省が定める「日本標準産業分類」の改訂に伴い、平成 21 年度より新たな区分で集計を行っている。
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9．専攻科修了者の大学院進学状況
大学院名 研究科名 進　学　者　数

H18 H19 H20 H21 H22
国　立
長岡技術科学大学大学院 工学研究科 22 35 27 31 25
豊橋技術科学大学大学院 工学研究科 22 20 15 13 32
北海道大学大学院 地球科学研究科 1

〃 工学研究科 2 1 10 7 5
〃 理学院 2
〃 情報科学研究科 1 6 7 4 4
〃 環境科学院 1 3 1 2
〃 水産科学研究院 1
〃 農学院 1
〃 生命科学院 2
〃 文学研究科 1

室蘭工業大学大学院 工学研究科 1 1 3
北見工業大学大学院 工学研究科 1
北海道教育大学大学院 教育学研究科 1
弘前大学大学院 理工学研究科 1
岩手大学大学院 工学研究科 1 4
東北大学大学院 工学研究科 11 8 8 13 18

〃 機械知能研究科 1
〃 情報科学研究科 2 1 5 2 4
〃 生命科学研究科 2 1
〃 環境科学研究科 2 1
〃 理学研究科 1 3 1 2
〃 教育情報学研究部 1
〃 教育学研究科 1 1
〃 医工学研究科 1 1
〃 農学研究科 1

秋田大学大学院 工学資源学研究科 2 1 1
山形大学大学院 理工学研究科 1 2 3
福島大学大学院 共生システム理工学研究科 3 1 1
茨城大学大学院 理工学研究科 8 3 3 2 2
筑波大学大学院 工学研究科 2

〃 人間総合科学研究科 1 1 2 1
〃 数理物質科学研究科 7 3 3 5 2
〃 システム情報工学研究科 7 14 28 23 30 (1)
〃 生命環境科学研究科 4 2 3
〃 図書館情報メディア研究科 1
〃 理工学研究科 3
〃 芸術研究科 1
〃 研究科名不明 1

宇都宮大学大学院 工学研究科 6 1 4 4 1
〃 農学研究科 1

群馬大学大学院 工学研究科 2 7 2 1 2
埼玉大学大学院 理工学研究科 1
千葉大学大学院 自然科学研究科 2 4

〃 工学研究科 1 3 1
〃 融合科学研究科 1

東京大学大学院 理学系研究科 1
〃 工学系研究科 4 5 7 6 3
〃 農学生命科学系研究科 1
〃 新領域創成科学研究科 1 5 4 12 10
〃 情報理工学系研究科 1 2 (1) 1
〃 情報学環・学際情報学府 1
〃 総合文化研究科 1 2 2

東京医科歯科大学大学院 生命情報科学教育部 2
〃 医歯学総合研究科 2

東京農工大学大学院 工学府 1 1 1 3 3

大学院名 研究科名 進　学　者　数
H18 H19 H20 H21 H22

東京農工大学大学院 技術経営研究科 1
〃 農学府 1

東京工業大学大学院 工学研究科 3
〃 理工学研究科 4 6 5 10 19
〃 総合理工学研究科 15 19 33 30 27
〃 情報理工学研究科 1 2 1
〃 社会理工学研究科 1
〃 生命理工学研究科 4

お茶の水女子大学大学院 人間文化創成科学研究科 1 1 1
電気通信大学大学院 電気通信学研究科 5 1 3 2 1

〃 情報システム学研究科 2 2 4 5 3
横浜国立大学大学院 環境情報学府 2 2 1

〃 工学府 1 4 7 2 3
〃 教育学研究科 1

総合研究大学院大学 生命科学研究科 1
〃 複合科学研究科 1
〃 物理科学研究科 1

新潟大学大学院 自然科学研究科 1 2 2 2 4
〃 医歯学総合研究科 1 1

上越教育大学大学院 学校教育研究科 1
富山大学大学院 工学研究科 1

〃 理工学教育部 2 1 2
〃 理工学研究部 1

金沢大学大学院 工学研究科 1
〃 自然科学研究科 6 (1) 6 6 8 9
〃 医学系研究科 1
〃 教育学研究科 5

北陸先端科学技術大学院大学 知識科学研究科 3 7 5 5 2
〃 情報科学研究科 8 6 10 5 17
〃 マテリアルサイエンス研究科 6 5 4 12

福井大学大学院 工学研究科 1 5 1
山梨大学大学院 医学工学総合教育部 2 3 1
信州大学大学院 工学系研究科 3 3 4 3 3

〃 農学研究科 1
岐阜大学大学院 工学研究科 1 2 2 1 1

〃 医学系研究科 1 1
静岡大学大学院 工学研究科 1 1 1

〃 情報学研究科 1 1
名古屋大学大学院 工学研究科 5 8 6 10 9

〃 環境学研究科 1 1 1 1
〃 情報科学研究科 5 4 1 4 5
〃 生命農学研究科 1
〃 理学研究科 2 1

名古屋工業大学大学院 工学研究科 5 7 11 8 4
三重大学大学院 工学研究科 1 2 1

〃 生物資源学研究科 2 2 2
京都大学大学院 エネルギー科学研究科 1 4 1

〃 工学研究科 1 6 3 6
〃 情報学研究科 2 2 1 5
〃 生命科学研究科 1
〃 人間・環境学研究科 1

京都工芸繊維大学大学院 工芸科学研究科 9 13 10 (1) 8 3
大阪大学大学院 工学研究科 13 19 21 18 23

〃 基礎工学研究科 1 2 2 1
〃 情報科学研究科 2 2 1 2
〃 理学研究科 1 1 1
〃 薬学研究科 1
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Ⅴ大学院名 研究科名 進　学　者　数
H18 H19 H20 H21 H22

神戸大学大学院 自然科学研究科 5
〃 総合人間科学研究科 1
〃 工学研究科 7 8 8 9
〃 海事科学研究科 1 2 5 4
〃 農学研究科 1
〃 医学研究科 1

兵庫教育大学大学院 学校教育研究科 1
奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 19 20 24 22 32

〃 バイオサイエンス研究科 1 1 2 3 3
〃 物質創成科学研究科 3 12 7 (1) 16 19

和歌山大学大学院 システム工学研究科 2 1 1
鳥取大学大学院 工学研究科 1

〃 農学研究科 1
島根大学大学院 医学系研究科 1

〃 総合理工学研究科 1 1 1
岡山大学大学院 自然科学研究科 2 5 2 7

〃 環境学研究科 1 1 1 2
広島大学大学院 工学研究科 3 2 3 1 2

〃 生物圏科学研究科 2 2 1
〃 先端物質科学研究科 1 2 2 2
〃 国際協力研究科 1 1 1

山口大学大学院 理工学研究科 2 2 2 2 3
徳島大学大学院 先端技術科学教育部 8 11 9 8 3
香川大学大学院 農学研究科 1
愛媛大学大学院 理工学研究科 1 2

〃 工学研究科 1 1
九州大学大学院 工学府 3 2 9 1 1

〃 芸術工学府 1 1 4 1
〃 システム情報科学府 2 1 4 7 10
〃 総合理工学府 9 18 23 27 30
〃 生物資源環境科学府 1 3
〃 システム生命科学府 1 1 3
〃 理学府 1
〃 統合新領域学府 1 3

九州工業大学大学院 工学府 3 3 3 5 7
〃 情報工学府 5 6 3 2
〃 生命体工学研究科 41 38 25 19 17

佐賀大学大学院 工学系研究科 1 1 1
〃 農学研究科 1

長崎大学大学院 生産科学研究科 1
熊本大学大学院 自然科学研究科 9 5 (2) 9 4 8

〃 医学教育部 1
大分大学大学院 工学研究科 1 1
宮崎大学大学院 工学研究科 1 3

〃 農学研究科 1
鹿児島大学大学院 理工学研究科 3 1

〃 医歯学総合研究科 1
〃 農学研究科 1

琉球大学大学院 理工学研究科 1
小　　計 349 (1) 411 (2) 464 (2) 453 (1) 524 (1)

公　立
公立はこだて未来大学大学院 知能情報科学研究科 2

〃 システム情報科学研究科 1 1
札幌医科大学大学院 医学研究科 1

〃 保健医療学研究科 1
青森県立保健大学大学院 健康科学研究科 1 1
岩手県立大学大学院 ソフトウェア情報学研究科 1
秋田県立大学大学院 システム科学技術研究科 1

大学院名 研究科名 進　学　者　数
H18 H19 H20 H21 H22

産業技術大学院大学 産業技術研究科 2 5 4
首都大学東京大学院 都市環境科学研究科 1 1

〃 理工学研究科 2 1
〃 システムデザイン研究科 2

金沢美術工芸大学大学院 デザイン専攻 1
静岡県立大学大学院 生活健康科学研究科 1 1
京都府立大学大学院 人間環境科学研究科 1

〃 生命環境科学研究科 1
京都市立芸術大学大学院 美術研究科 1
大阪市立大学大学院 工学研究科 2 5 1 1 1

〃 創造都市研究科 1
〃 生活科学研究科 1

兵庫県立大学大学院 応用情報科学研究科 1 1
県立広島大学大学院 総合学術研究科 2
北九州市立大学大学院 国際環境工学研究科 1 1 1
小　　計 8 10 9 11 15
私　立
文教大学大学院 人間科学研究科 1
千葉工業大学大学院 工学研究科 1 1
青山学院大学大学院 理工学研究科 2 1
慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 1
工学院大学大学院 工学研究科 1 1
國學院大學法科大学院 法務研究科 1
芝浦工業大学大学院 工学研究科 1
拓殖大学大学院 工学研究科 1 1
東京電機大学大学院 工学研究科 4 1

〃 未来科学研究科 1
〃 理工学研究科 1

東京都市大学大学院 不明 1
日本大学大学院 生産工学研究科 1
武蔵野美術大学大学院 造形研究科 1
早稲田大学大学院 情報生産システム研究科 4 12 12 5 2

〃 環境・エネルギー研究科 1
〃 創造理工学研究科 1

長岡造形大学大学院 造形研究科 2
静岡文化芸術大学大学院 デザイン研究科 1
京都情報大学院大学 応用情報技術研究科 1
京都精華大学大学院 デザイン研究科 1
立命館大学大学院 理工学研究科 3 2 2 1
近畿大学大学院 農学研究科 1
岡山理科大学大学院 総合情報研究科 1
西南学院大学大学院 経営学研究科 1
福岡大学大学院 工学研究科 1
九州東海大学大学院 農学研究科 1

小　　計 13 18 25 14 8
その他
The State 
universitiy 
of New 
York at 
Buffalo

Mechanical 
And 
Aerospace 
Engineering

(1)

小　　計 (1)
合　　計 370 (1) 439 (2) 498 (2) 478 (1) 547 (2)

( 注 ) 1. 各高等専門学校からの報告による。
 2. 過年度修了者については（　）内の外数で記載。
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10．学生寄宿舎の入寮者数
学校名 平成 20 年 5 月 平成 21 年 5 月 平成 22 年 5 月 平成 23 年 5 月 平成 24 年 5 月

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
国　立
函館 173 30 203 170 32 202 154 37 191 178 7 185 151 31 182
苫小牧 329 60 389 328 60 388 325 60 385 333 59 392 310 55 365
釧路 314 42 356 301 37 338 298 39 337 302 43 345 303 41 344
旭川 245 29 274 247 29 276 235 28 263 233 26 259 244 24 268
八戸 388 53 441 401 43 444 426 54 480 426 56 482 424 58 482
一関 304 40 344 296 40 336 279 47 326 285 52 337 277 57 334
仙台（広瀬） 134 62 196 119 24 143 115 20 135 122 21 143 119 21 140
仙台（名取） 133 17 150 130 50 180 140 43 183 159 42 201 157 46 203
秋田 170 25 195 158 25 183 163 28 191 134 27 161 141 24 165
鶴岡 398 38 436 392 36 428 392 41 433 394 34 428 377 39 416
福島 145 48 193 151 48 199 152 56 208 147 57 204 141 53 194
茨城 146 40 186 137 39 176 129 41 170 137 42 179 135 33 168
小山 147 41 188 139 32 171 141 28 169 147 28 175 125 27 152
群馬 120 41 161 80 44 124 111 43 154 113 40 153 112 42 154
木更津 305 40 345 309 36 345 316 40 356 279 40 319 282 49 331
東京 150 24 174 159 25 184 154 24 178 136 21 157 152 26 178
長岡 308 41 349 303 38 341 296 36 332 296 40 336 271 42 313
富山（本郷） 133 20 153 130 19 149 131 23 154 133 22 155 126 30 156
富山（射水） 152 59 211 129 61 190 123 65 188 150 54 204 118 70 188
石川 196 52 248 194 56 250 183 55 238 193 63 256 211 63 274
福井 184 49 233 194 45 239 189 38 227 189 44 233 186 39 225
長野 376 49 425 373 50 423 378 45 423 382 47 429 405 51 456
岐阜 251 40 291 244 48 292 232 44 276 237 36 273 228 31 259
沼津 494 72 566 493 70 563 488 69 557 491 73 564 492 76 568
豊田 463 97 560 462 97 559 470 98 568 458 96 554 454 95 549
鳥羽商船 131 12 143 127 17 144 130 19 149 132 22 154 140 22 162
鈴鹿 330 79 409 328 86 414 319 81 400 310 79 389 304 81 385
舞鶴 481 50 531 478 47 525 478 41 519 523 9 532 501 45 546
明石 156 20 176 161 23 184 152 24 176 158 30 188 144 29 173
奈良 117 0 117 125 0 125 107 0 107 92 6 98 93 11 104
和歌山 445 69 514 447 67 514 450 71 521 448 77 525 450 76 526
米子 214 41 255 215 33 248 192 42 234 210 45 255 197 57 254
松江 342 58 400 329 56 385 340 58 398 326 45 371 333 42 375
津山 307 31 338 310 31 341 319 31 350 319 28 347 327 32 359
広島商船 267 47 314 265 48 313 289 55 344 305 51 356 349 47 396
呉 273 35 308 246 27 273 239 23 262 237 25 262 231 29 260
徳山 99 15 114 91 16 107 93 17 110 84 19 103 89 18 107
宇部 263 35 298 262 35 297 261 37 298 261 41 302 249 48 297
大島商船 139 22 161 157 31 188 157 29 186 186 30 216 187 35 222
阿南 357 59 416 346 59 405 364 57 421 368 54 422 386 61 447
香川（高松） 126 21 147 129 20 149 128 24 152 144 20 164 133 25 158
香川（詫間） 179 28 207 196 30 226 191 24 215 190 26 216 183 28 211
新居浜 326 54 380 347 45 392 316 49 365 323 52 375 297 59 356
弓削商船 292 41 333 255 37 292 266 35 301 305 33 338 295 40 335
高知 347 79 426 395 81 476 388 81 469 405 62 467 374 77 451
久留米 133 0 133 127 0 127 136 0 136 126 0 126 127 17 144
有明 195 42 237 218 45 263 238 39 277 222 49 271 238 49 287
北九州 117 26 143 121 26 147 111 26 137 100 24 124 93 24 117
佐世保 385 46 431 382 54 436 352 54 406 351 54 405 355 63 418
熊本（八代） 331 73 404 306 73 379 290 78 368 271 77 348 243 80 323
熊本（熊本） 110 29 139 105 32 137 98 33 131 107 35 142 108 36 144
大分 179 24 203 172 25 197 166 25 191 172 27 199 170 33 203
都城 232 50 282 224 49 271 242 50 292 255 54 309 250 55 305
鹿児島 464 35 499 489 42 531 502 43 545 485 46 531 482 45 527
沖縄 420 137 557 415 143 558 413 139 552 410 138 548 412 142 554
小　計 13,920 2,367 16,287 13,807 2,360 16,167 13,740 2,386 16,126 13,879 2,328 16,207 13,681 2,529 16,210
公　立
東京都立産業技術 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
大阪府立大学 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
神戸市立 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
小　計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
私　立
サレジオ 47 6 53 48 6 54 52 6 58 46 2 48 47 2 49
金沢 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
近畿大学 278 8 286 283 13 296 293 14 307 390 22 412 349 7 356
小　計 325 14 339 331 19 350 345 20 365 436 24 460 396 9 405

合　計 14,245 2,381 16,626 14,138 2,379 16,517 14,085 2,406 16,491 14,315 2,352 16,667 14,077 2,538 16,615
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Ⅴ
11．国際交流（国立高専の留学生受入れ）の状況
(1) 高専の留学生在籍者数の推移（本科、専攻科）

年度 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

国費 243 232 233 240 239 237 235 232

マレーシア
政府派遣 168 206 211 212 209 224 224 218

私費 8 12 9 7 12 9 7 17

合　計 419 450 453 459 460 470 466 467

(2) 国籍別留学生数（平成 23 年度）

国　名 国　費 マレーシア政府派遣 私　費 計
本　科 専攻科 本　科 専攻科 本　科 専攻科 本　科 専攻科 総合計

マレーシア 0 0 218 0 1 0 219 0 219
モンゴル 54 0 0 0 2 1 56 1 57
インドネシア 50 0 0 0 2 0 52 0 52
ラオス 45 0 0 0 0 0 45 0 45
ベトナム 22 0 0 0 7 0 29 0 29
カンボジア 11 0 0 0 0 0 11 0 11
スリランカ 11 0 0 0 0 0 11 0 11
バングラデシュ 10 0 0 0 1 0 11 0 11
ウガンダ 6 0 0 0 0 0 6 0 6
カメルーン 4 0 0 0 0 0 4 0 4
イラン 3 0 0 0 0 0 3 0 3
インド 3 0 0 0 0 0 3 0 3
タイ 3 0 0 0 0 0 3 0 3
ケニア 2 0 0 0 0 0 2 0 2
セネガル 2 0 0 0 0 0 2 0 2
中国 0 0 0 0 2 0 2 0 2
マダガスカル 2 0 0 0 0 0 2 0 2
エチオピア 1 0 0 0 0 0 1 0 1
ガボン 1 0 0 0 0 0 1 0 1
韓国 0 0 0 0 0 1 0 1 1
ブルネイ 1 0 0 0 0 0 1 0 1
モロッコ 1 0 0 0 0 0 1 0 1

合　計 232 0 218 0 15 2 465 2 467

(3) 留学生の進路状況（数字は平成 19 ～ 23 年度の合計人数）
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(4) 高専機構における留学生受入れの仕組み
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Ⅴ
12．産学連携の状況（国立高専）
(1) 外部資金等の受入れ状況
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※外部資金とは、共同研究、受託研究、受託事業等、
ＧＰ等の補助金、寄附金、科学研究費補助金の合計

※新規事業と継続事業の合計、直接経費と間接経費の
合計、代表者分と分担者分の合計を表したもの

１件あたりの平均金額（金額（千円）／件数）

1,310 1,251 1,461 1,372 1,397 1,300 1,171 1,311

１件あたりの平均金額（金額（千円）／件数）

2,663 2,278 1,991 1,961 2,126 2,035 1,914 2,168

１件あたりの平均金額（金額（千円）／件数）

703 645 611 599 590 527 366 393

外部資金 科研費

共同研究 受託研究

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（年度）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 （年度） H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 （年度）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

290,922287,971 290,922287,971
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(2) 寄附講座・寄附研究部門の概略    
高専名 講座・研究部門 寄附企業名 目的等 設立年月～

期限

阿南 材料工学（日亜化学）講座 日亜化学工業（株） 地域が必要としている材料工学、物
質工学にかかわる技術者の育成

H19. 4 ～
5 年間

長野 制御システム開発研究部門 （株）ミマキエンジニアリ
ング

a) ソフトウェアドキュメンテーショ
ンの品質向上による「組込ソフト
ウェア」の品質と生産性の向上

b) それにかかわる人材の育成

H21. 6 ～
3 年間

仙台
( 名取キャ
ンパス )

住環境システム開発研究部門 空調企業（株）

地域の市民生活の向上と産業振興
a) 室内環境改善機器の開発および

性能検証
b) 住環境の改善手法の総合的な技

術開発

H22. 1 ～
2 年間

沼津 水素利活用技術研究部門 （株）日幸製作所 水素化マグネシウムの利活用をはじ
めとする水素の有用性探索と製品化

H22. 9 ～
2 年間

(3) JST、NEDO 等にかかわる事業
（独）科学技術振興機構（JST）にかかわる事業

事業名 概要 プログラム名 採択校（・代表者等） 実施期間等

新技術シーズ説明会

・特許出願された技術が対象
・共同研究等に発展していっ

たケースが高く、連携活動
を展開する有効な場となっ
ている

産業界から毎回 70 人前後が
参加 H20 年～（年２回）

シーズ発掘試験事業
・ 開 始 当 初 は 55 高 専 中 11

件の採択
・平成 21 年度には 100 件を

超える採択
H17 ～ 21

A - S T E P
事業

A-STEP 事業の探索
タイプ

・平成 22 年度 35 件採択（後
期のみ）

・ 平 成 23 年 度 75 件 採 択
（前期、後期）。採択率は

17.8％で大学等の採択率と
同程度

H22 ～

科学技術戦略推進費「地域
再生人材創出拠点の形成」
プログラム

国立高専の採択件数は全 43
件中６件（平成 22 年度公募
終了）

元気なら組み込みシステム
技術者の養成 奈良 H19 ～ 23

徳島県南の LED 関連技術者
養成拠点の形成 阿南 H19 ～ 23

PBL による組み込みシステ
ム技術者の養成 仙台 H20 ～ 24

山海空コラボレーションみ
かん島再生クルー 大島商船 H20 ～ 24

富士山麓医用機器開発エン
ジニア養成プログラム 沼津 H21 ～ 25

ものづくり一気通観エンジ
ニアの養成 豊田 H21 ～ 25

戦略的創造研究推進事業
（CREST・さきがけ）

Next 次 世 代 を 目 指 す 化 合
物薄膜太陽電池の高性能化

（CREST）
長岡・片桐裕則 H22 ～

レアメタルフリー新型化合
物系薄膜太陽電池の開発（さ
きがけ）

長岡・荒木秀明 H23 ～

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）にかかわる事業
プログラム名 採択校・代表者 実施期間等

太陽光発電技術研究開発・革新的次世代太陽光発電システム技術研究開発委託事業・
汎用原料を使用した CZTS 光吸収層による新型薄膜太陽電池の研究開発 長岡・片桐裕則 H15 ～ 17

・太陽光発電技術研究開発・太陽光発電システム未来技術研究開発委託事業
・同時蒸着法による超高品質 CZTS 光吸収層の研究開発 長岡・片桐裕則 H18 ～ 19

系統連系円滑化蓄電システム技術開発／次世代技術開発／高イオン伝導ネットワーク
チャネルによる安全なリチウム二次電池の研究開発 鶴岡・佐藤貴哉 H19 ～ 22

固体高分子形燃料電離実用化戦略的技術開発／イオン液体と高分子の複合化による広
温域・無加湿作動燃料電池用不溶性電解質の開発 鶴岡・佐藤貴哉 H20.9 ～ 22.3

CFRP（炭素繊維強化樹脂）積層体の高精度・長寿命穴あけ加工装置の開発 沼津・柳下福蔵 H20.4 ～ H22.3

震災復興人材育成プロジェクト
事業名 概要 主幹校 開始年

東北地域の産業復興を行う
技術者人材育成事業

東北地域太平洋沖地震と津波、福島第一原子力発電所の
事故にかかわる復旧・復興人材育成等を目的とする。

・仙台：東北６高専がコン
ソーシアムを組み、自治
体、産業界と連携

・福島
H23 ～
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付
属
資
料

Ⅴ
13．全国高専体育大会年次別団体成績一覧

種
目

回・
年

度
陸

上
競

技
バ

ス
ケ

ッ
ト

ボ
ー

ル
男

子
バ

ス
ケ

ッ
ト

ボ
ー

ル
女

子
バ

レ
ー

ボ
ー

ル
男

子
バ

レ
ー

ボ
ー

ル
女

子
ソ

フ
ト

テ
ニ

ス
卓

球
柔

道
剣

道
野

球
サ

ッ
カ

ー
ラグ

ビー
フッ

トボ
ール

ハ
ン

ド
ボ

ー
ル

テ
ニ

ス
バ

ド
ミ

ン
ト

ン
水

泳
主

管
校

37
回

(H
14

)

1位
富

山
商

船
松

江
大

島
商

船
神

戸
市

立
松

江
近

畿
大

学
福

島
近

畿
大

学
鈴

鹿
高

松
鹿

児
島

宮
城

豊
田

石
川

北
九

州
秋

田

一
関

2位
鹿

児
島

北
九

州
有

明
徳

山
高

知
長

野
鶴

岡
宮

城
詫

間
電

波
群

馬
宇

部
神

戸
市

立
米

子
宮

城
富

山
宮

城

3位
福

島
一

関
鈴

鹿
高

松
木

更
津

茨
城

有
明

木
更

津
鶴

岡
鶴

岡
新

居
浜

佐
世

保
八

代
有

明
東

京
鈴

鹿
新

居
浜

鶴
岡

福
島

岐
阜

福
井

阿
南

金
沢

宮
城

奈
良

近
畿

大
学

一
関

苫
小

牧

38
回

(H
15

)

1位
福

島
鈴

鹿
鈴

鹿
神

戸
市

立
高

知
鹿

児
島

福
島

岐
阜

鈴
鹿

豊
田

鹿
児

島
神

戸
市

立
豊

田
鈴

鹿
北

九
州

東
京

鹿
児

島
2位

富
山

商
船

北
九

州
大

島
商

船
徳

山
大

島
商

船
近

畿
大

学
新

居
浜

八
戸

金
沢

宮
城

神
戸

市
立

宮
城

八
代

富
山

商
船

富
山

木
更

津

3位
長

野
松

江
神

戸
市

立
高

知
佐

世
保

鈴
鹿

広
島

商
船

木
更

津
津

山
群

馬
小

山
久

留
米

大
阪

府
立

宮
城

明
石

高
松

鹿
児

島
有

明
木

更
津

岐
阜

長
野

苫
小

牧
長

岡
鶴

岡
和

歌
山

宇
部

函
館

呉
高

知
秋

田

39
回

(H
16

)

1位
福

島
鈴

鹿
鈴

鹿
徳

山
松

江
近

畿
大

学
一

関
近

畿
大

学
鈴

鹿
高

松
鹿

児
島

神
戸

市
立

豊
田

富
山

商
船

北
九

州
東

京

沼
津

2位
富

山
商

船
松

江
松

江
神

戸
市

立
高

知
呉

徳
山

明
石

北
九

州
北

九
州

沼
津

函
館

大
阪

府
立

鈴
鹿

富
山

宮
城

3位
鹿

児
島

秋
田

有
明

高
知

鈴
鹿

鈴
鹿

新
居

浜
木

更
津

大
島

商
船

宮
城

宇
部

久
留

米
高

知
福

島
秋

田
詫

間
電

波
北

九
州

神
戸

市
立

木
更

津
佐

世
保

茨
城

都
立

航
空

岐
阜

金
沢

徳
山

徳
山

佐
世

保
八

代
長

野
明

石

40
回

(H
17

)

1位
富

山
商

船
松

江
大

島
商

船
松

江
松

江
近

畿
大

学
一

関
近

畿
大

学
北

九
州

近
畿

大
学

近
畿

大
学

神
戸

市
立

豊
田

富
山

商
船

北
九

州
福

島

群
馬

2位
福

島
北

九
州

鈴
鹿

茨
城

鈴
鹿

呉
苫

小
牧

八
戸

鈴
鹿

北
九

州
神

戸
市

立
宮

城
大

阪
府

立
新

居
浜

鶴
岡

神
戸

市
立

3位
岐

阜
岐

阜
茨

城
都

城
大

阪
府

立
一

関
高

知
富

山
函

館
宇

部
富

山
商

船
久

留
米

一
関

宇
部

明
石

木
更

津
秋

田
新

居
浜

長
岡

苫
小

牧
北

九
州

北
九

州
長

岡
秋

田
福

井
佐

世
保

函
館

東
京

東
京

有
明

41
回

(H
18

)

1位
福

島
松

江
大

島
商

船
都

城
鈴

鹿
近

畿
大

学
一

関
近

畿
大

学
北

九
州

群
馬

近
畿

大
学

宮
城

米
子

富
山

商
船

北
九

州
神

戸
市

立

舞
鶴

2位
富

山
商

船
北

九
州

鈴
鹿

神
戸

市
立

松
江

長
野

苫
小

牧
明

石
熊

本
電

波
宮

城
鹿

児
島

神
戸

市
立

豊
田

木
更

津
高

松
福

島

3位
木

更
津

鈴
鹿

八
戸

鶴
岡

高
知

鹿
児

島
有

明
富

山
神

戸
市

立
石

川
宇

部
函

館
大

阪
府

立
茨

城
有

明
秋

田
新

居
浜

神
戸

市
立

徳
山

佐
世

保
呉

福
島

岐
阜

秋
田

高
松

新
居

浜
富

山
高

松
津

山
鈴

鹿

42
回

(H
19

)

1位
富

山
商

船
松

江
大

島
商

船
徳

山
佐

世
保

長
野

一
関

近
畿

大
学

鈴
鹿

宮
城

鹿
児

島
神

戸
市

立
米

子
茨

城
北

九
州

神
戸

市
立

弓
削

商
船

2位
松

江
金

沢
鈴

鹿
神

戸
市

立
明

石
一

関
苫

小
牧

岐
阜

北
九

州
徳

山
近

畿
大

学
宮

城
豊

田
宇

部
高

松
福

島

3位
佐

世
保

長
岡

宮
城

都
城

新
居

浜
近

畿
大

学
有

明
宮

城
苫

小
牧

北
九

州
高

松
富

山
商

船
高

松
鹿

児
島

鈴
鹿

高
松

佐
世

保
神

戸
市

立
鈴

鹿
木

更
津

北
九

州
福

島
富

山
大

島
商

船
群

馬
函

館
奈

良
大

阪
府

立
富

山
商

船
有

明

43
回

(H
20

)

1位
富

山
商

船
北

九
州

大
島

商
船

松
江

佐
世

保
岐

阜
一

関
近

畿
大

学
鈴

鹿
旭

川
近

畿
大

学
神

戸
市

立
函

館
鹿

児
島

北
九

州
福

島

函
館

2位
松

江
宮

城
鈴

鹿
神

戸
市

立
阿

南
神

戸
市

立
苫

小
牧

岐
阜

北
九

州
福

井
鹿

児
島

奈
良

北
九

州
鈴

鹿
高

松
神

戸
市

立

3位
米

子
神

戸
市

立
宮

城
佐

世
保

広
島

商
船

新
居

浜
有

明
宮

城
秋

田
明

石
新

居
浜

宮
城

八
代

福
井

小
山

高
松

金
沢

沖
縄

八
戸

鈴
鹿

鹿
児

島
徳

山
富

山
神

戸
市

立
佐

世
保

函
館

豊
田

宇
部

旭
川

有
明

44
回

(H
21

)

1位
富

山
商

船
鈴

鹿
鈴

鹿
徳

山
佐

世
保

岐
阜

米
子

近
畿

大
学

鈴
鹿

近
畿

大
学

近
畿

大
学

奈
良

八
代

福
井

有
明

神
戸

市
立

都
城

2位
長

野
米

子
木

更
津

佐
世

保
広

島
商

船
新

居
浜

苫
小

牧
岐

阜
北

九
州

高
松

福
井

神
戸

市
立

函
館

鈴
鹿

函
館

福
島

3位
岐

阜
函

館
松

江
松

江
長

野
近

畿
大

学
一

関
富

山
神

戸
市

立
秋

田
宇

部
仙

台
(名

取
)北

九
州

鹿
児

島
高

松
八

代
松

江
有

明
神

戸
市

立
富

山
商

船
宇

部
広

島
商

船
宮

城
秋

田
北

九
州

宮
城

函
館

宇
部

サ
レ

ジ
オ

北
九

州

45
回

(H
22

)

1位
鈴

鹿
松

江
鈴

鹿
松

江
佐

世
保

鹿
児

島
徳

山
岐

阜
鈴

鹿
近

畿
大

学
近

畿
大

学
仙

台
(名

取
)金

沢
福

井
香

川
(高

松
)神

戸
市

立

富
山

2位
近

畿
大

学
近

畿
大

学
有

明
徳

山
広

島
商

船
八

戸
高

知
近

畿
大

学
呉

仙
台

(名
取

)鹿
児

島
奈

良
一

関
鹿

児
島

明
石

福
島

3位
岐

阜
鈴

鹿
宇

部
新

居
浜

明
石

神
戸

市
立

福
島

富
山

(本
郷

)高
知

函
館

新
居

浜
函

館
北

九
州

大
阪

府
立

有
明

佐
世

保
群

馬
神

戸
市

立
佐

世
保

長
野

苫
小

牧
仙

台
(名

取
)苫

小
牧

石
川

茨
城

神
戸

市
立

熊
本

(八
代

)石
川

北
九

州

46
回

(H
23

)

1位
近

畿
大

学
松

江
鈴

鹿
松

江
阿

南
鹿

児
島

広
島

商
船

仙
台

(名
取

)高
知

仙
台

(名
取

)鹿
児

島
神

戸
市

立
徳

山
徳

山
徳

山
松

江

茨
城

2位
鈴

鹿
福

島
沖

縄
徳

山
佐

世
保

有
明

一
関

岐
阜

佐
世

保
近

畿
大

学
佐

世
保

仙
台

(名
取

)熊
本

旭
川

有
明

鈴
鹿

3位
富

山
(射

水
)鈴

鹿
米

子
鶴

岡
秋

田
阿

南
福

島
近

畿
大

学
鈴

鹿
阿

南
新

居
浜

佐
世

保
豊

田
鈴

鹿
鶴

岡
神

戸
市

立
神

戸
市

立
新

居
浜

佐
世

保
和

歌
山

石
川

富
山

(本
郷

)
呉

群
馬

徳
山

奈
良

函
館

福
島

函
館

（
注

）
黄

色
印

は
３

年
連

続
1

位
の

特
別

表
彰

。
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14．各種コンテスト成績一覧
（1）全国高専ロボットコンテスト    

回
（年度） 競技課題 ロボコン大賞 優勝 準優勝

第１回
（S63） 単一乾電池カースピードレース ― 沼津 久留米

第２回
（H 元） オクトパス・フットボール ― 久留米 詫間電波

第３回
（H2） ニュートロンスター ― 仙台電波 久留米

第４回
（H3） ホットタワー ― 東京 徳山

第５回
（H4） ミステリー 都城 一関 岐阜

第６回
（H5） ステップダンス 福井 旭川 八代

第７回
（H6） スペースフライヤー 奈良 豊田 奈良

第８回
（H7） ドリームタワー 新居浜 都立航空 米子

第９回
（H8） テクノカウボーイ 大島商船 徳山 明石

第 10 回
（H9） 10th Anniversary 花開蝶来 福井 都城 一関

第 11 回
（H10） 生命上陸 旭川 豊田 長岡

第 12 回
（H11） ジャンプ・トゥーザ・フューチャー 徳山 宮城 石川

第 13 回
（H12） ミレニアム・メッセージ !! 長岡 詫間電波 岐阜

第 14 回
（H13） Happy Birthday 39 大島商船 詫間電波 仙台電波

第 15 回
（H14） プロジェクト BOX 富山商船 北九州 米子

第 16 回
（H15） 鼎 KANAE 都立航空 旭川 都立航空

第 17 回
（H16） マーズラッシュ 豊田 松江 詫間電波

第 18 回
（H17） 大運動会 東京 津山 東京

第 19 回
（H18） ふるさと自慢特急便 詫間電波 詫間電波 和歌山

第 20 回
（H19） 風林火山ロボット騎馬戦 サレジオ 北九州 和歌山

第 21 回
（H20） ROBO-EVOLUTION 生命大進化 津山 沖縄 小山

第 22 回
（H21） DANCIN' COUPLE 広島商船 香川（詫間） 呉

第 23 回
（H22） 激走！ロボ力車 仙台（名取） 鹿児島 和歌山

第 24 回
（H23） ロボ・ボウル 仙台（名取） 仙台（名取） 福島
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（2）全国高専プログラミングコンテスト

回
（年度） 開催地 主管校 課題部門 自由部門 競技部門

テーマ 文部科学大臣賞 優秀賞 文部科学大臣賞 優秀賞 テーマ 文部科学大臣賞 準優勝
第１回
（H2） 京都市 ― CAD 用の

ソフトウエア

（最優秀賞）
該当なし

舞鶴
群馬

（最優秀賞）
函館 舞鶴 ― ― ―

第２回
（H3） 大分市 ― （最優秀賞）

長野
有明
舞鶴

（最優秀賞）
大島商船 舞鶴 ― ― ―

第３回
（H4） 仙台市 ―

人に優しい技術

（最優秀賞）
大島商船 熊本電波 （最優秀賞）

舞鶴 ― ― ― ―

第４回
（H5） 名古屋市 豊田 呉 沼津 舞鶴 佐世保 ― ― ―

第５回
（H6） 富山市 富山商船

遊び心と
コンピュータ

富山商船 長野 舞鶴 福島
ノートパソコン
GPS を 用 い た
面積測定

呉 富山商船

第６回
（H7） 函館市 函館 長野 函館 弓削商船 宮城

イメージクリッ
プ ボ ード を 用
いた体積測定

秋田 福井

第７回
（H8） 北九州市 北九州 人 の 気 持ちが 

わ か る コ ン
ピュータ

長野 舞鶴 東京 長野 鬼さんこちら　
ピィとなる方へ 神戸市立 八代

第８回
（H9） 長岡市 長岡 長野 久留米 大島商船 佐世保 あっち の 花 を

ピィッ！キング 有明 育英

第９回
（H10） 明石市 明石 伝統技術と

コンピュータ

長野 宮城 弓削商船 岐阜 ひょっこり
プロコン島 久留米 鳥羽商船

第 10 回
（H11） 呉市 呉 長野 弓削商船 八戸 弓削商船 ピースで Peace 仙台電波 函館

第 11 回
（H12） 津市 鈴鹿

自然との共生
舞鶴 長岡 弓削商船 宮城 みえつかくれつ

箱はこび 小山 木更津

第 12 回
（H13） 鶴岡市 鶴岡 弓削商船 舞鶴 弓削商船 鳥羽商船 孫・まご・積 木

のおかたづけ 宮城 明石

第 13 回
（H14） 金沢市 石川 スポーツと

コンピュータ

鳥羽商船 金沢 津山 松江 以心伝心 DNA 東京 秋田

第 14 回
（H15） 八王子市 東京 弓削商船 金沢 松江 鈴鹿 達人に隙なし 大阪府立 新居浜

第 15 回
（H16） 新居浜市 新居浜 街に活きている 

コンピュータ

松江 長野 津山 松江 記憶のかけら 大阪府立 久留米

第 16 回
（H17） 米子市 米子 鳥羽商船 松江 津山 弓削商船 ハートを捜せ！ 久留米 詫間電波

第 17 回
（H18）

ひたちな
か市 茨城 子供心と

コンピュータ

長野 長野 鈴鹿 詫間電波 片付けマス 久留米 石川

第 18 回
（H19） 津山市 津山 弓削商船 徳山 弓削商船 豊田 石垣工務店 宇部 高知

第 19 回
（H20） いわき市 福島 ゆとりを生み出

すコンピュータ

米子 弓削商船 詫間電波 石川 フラっと収集車 木更津 小山

第 20 回
（H21） 木更津市 木更津 東京 鈴鹿 香川（詫間）沼津 何色？サッと見

八見伝 大阪府立 一関

第 21 回
（H22） 高知市 高知

旅とコンピュータ
松江 舞鶴 香川（詫間）松江

水 瓶 の 恵 み ―
緑と水のネット
ワーク

石川 松江

第 22 回
（H23） 舞鶴市 舞鶴 香川（高松）一関 東京 弓削商船 よみがえれ、　

世界遺産 久留米 宇部

（注） 1. 第４回以降、最優秀賞は文部科学大臣賞と称する。
 2. 競技部門は第５回より開催。
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（3）全国高専デザインコンペティション

回
（年度）

部門
担当
高専

構造デザイン 木造住宅デザイン 複合住宅デザイン
文部科学 

大臣賞
石川高専 

校長賞 最優秀賞 優秀賞 最優秀賞 優秀賞

第１回
（H16） 石川

豊田 呉 米子 石川 小山 呉
松江 明石 石川
米子

回
（年度）

部門
担当

構造デザイン 環境デザイン プロポーザル
最優秀賞 優秀賞 最優秀賞 優秀賞 最優秀賞 優秀賞

第２回
（H17） 明石

【ブリッジコンテスト】【水辺の共生空間】 【癒しの避難所シェルター】
豊田 松江 豊田 石川 豊田 豊田

米子 明石 明石

第３回
（H18） 都城

【ブリッジコンテスト】【山あいの生きられる空間】【商店街のマスカレード】
新居浜 米子 明石 呉 明石 サレジオ

明石 都城
回

（年度）
部門

担当
構造デザイン 環境デザイン 空間デザイン ものづくり

最優秀賞 優秀賞 最優秀賞 優秀賞 最優秀賞 優秀賞 最優秀賞 優秀賞

第４回
（H19） 徳山

【ブリッジコンテスト】【みちのあかり】
【 新 ま ち な か 居 住 施 設 

―とぎれた「つながり」
をとりもどす―】

【「ひと」と動物の
「つながり」が見える

動物園ファニチャー】
米子 松江 松江 徳山 米子 米子 米子 都城

和歌山 豊田 明石 豊田

第５回
（H20） 高松

【ブリッジコンテスト】【郷土再生と環境保全の両立】【 中 心 街 再 生 の た め の 
交流拠点の提案】 【地域と人間の共生に向けて】

米子 大阪府立 明石 明石 米子 岐阜 サレジオ 米子
福井 米子 明石 米子

第６回
（H21） 豊田

【３点支持ブリッジ
コンテスト】

【 環 境 に や さ し い 水 質 
浄化コンテスト】 【景観と人にやさしい住まい】【国産材でつくる遊具】

米子 新居浜 八戸 和歌山 米子 明石 豊田 サレジオ
豊田 米子 小山 豊田

第７回
（H22） 八戸

【どこでもブリッジ】 【エコ Knowledge を未来へ】【 未 来 の 世 界 の エ コ 型 
リビング】

【 日 用 品 の universal 
design】

新居浜 米子 米子 鹿児島 明石 小山 豊田 サレジオ
和歌山 呉 明石 サレジオ

第８回
（H23） 釧路

【片持構造物の強度
コンテスト】

【 地 場 産 材 を 利 用 し た 
セルフビルドハウス】

【地域にひらかれた
サテライトキャンパス】【紙で作る楽器】

米子 米子 明石 舞鶴 明石 豊田 サレジオ 呉
新居浜 徳山 呉 明石

（注）各部門の上段【　】内はテーマを示す。

（4）全国高専英語プレゼンテーションコンテスト
回

（年度） 担当高専 スピーチ部門 プレゼンテーション部門 特別賞
1 位 2 位 3 位 1 位 2 位 3 位

第 1 回
（H19） 大分 有明 明石 高松 石川 富山商船 松江 鹿児島

第 2 回
（H20） 松江 富山商船 佐世保 八戸 松江 富山商船 徳山 大分

第 3 回
（H21）

香川
（詫間） 石川 福井 佐世保 松江 豊田 津山 香川（詫間）

第 4 回
（H22） 長野 福島 長岡 岐阜 大分 松江 宇部 明石

第 5 回
（H23） 岐阜

函館
（日本国際連

合協会長賞）
沼津 一関

大分
（文部科学

大臣賞）
松江 東京

プレゼンテーション部門
徳山
スピーチ部門
香川（詫間）
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15．高専分布図

釧路

旭川

苫小牧

函館

広瀬キャンパス

名取キャンパス

本郷キャンパス

射水キャンパス

高松キャンパス

詫間キャンパス

八戸

秋田

一関

鶴岡

仙台

福島

長岡

群馬

小山

茨城

長野

木更津

東京

機構本部

沼津

富山

石川

福井

岐阜

豊田

鳥羽商船

鈴鹿

舞鶴
奈良

和歌山
明石

阿南
香川

高知
弓削商船
新居浜

津山

米子

松江

広島商船

呉

大島商船

徳山

宇部

北九州

久留米

有明

佐世保

大分

熊本

都城

鹿児島

沖縄

熊本キャンパス

八代キャンパス

サレジオ
金沢

近畿大学

私立高専

東京都立産業技術

大阪府立大学
神戸市立

公立高専

荒川キャンパス

品川キャンパス
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執筆者一覧

荒金 善裕   東京都立産業技術高等専門学校 校長

飯野 明　 東京都立産業技術高等専門学校 教授
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堀江 振一郎 和歌山工業高等専門学校 校長

水谷 惟恭　 （独）国立高等専門学校機構 参与

八木 雅夫　 明石工業高等専門学校 教授

山田 弘文　 金沢工業高等専門学校 校長

葭谷 安正 大阪府立大学工業高等専門学校 副校長

渡辺 和人 東京都立産業技術高等専門学校 教務主事

※　執筆者の氏名は 50 音順で記載しています。



155高等専門学校50年の歩み

編集後記

昭和 37 年（1962 年）4 月に開校した高等専門学校の 50 周年にあたり、国公私立高専が一体となって

高等専門学校五十年史を発行することになりました。まずは 50 年間を通観した後、直近 10 年間について

は分野ごとにまとめ、各種の記録については四十年史に継続する10 年分を残す方針で編集しました。

50 年間の歴史を限られた頁数に整然とまとめあげる作業は大変な労力を要するものであり、特に直近

10 年間には平成 16 年の国立高専の独立行政法人化という歴史的な組織変更があり、また国公私立高専

の 50 年間の足跡を違和感なくまとめあげる大変な作業にもかかわらず関係各位のご理解とご協力により、

高等専門学校五十年史としてまとめあげることができましたことに厚く御礼申し上げます。

この高等専門学校五十年史が「進化する高専」のポスト 50 年の発展に少なからず役立つことを願いつつ、

寄稿、ご執筆いただいた各位、ならびに膨大な記録を資料に整理していただいた国立高専機構 50 周年記

念事業準備室の各位に改めて感謝の意を表します。

高等専門学校制度創設 50 周年記念事業実行委員会

高専制度五十年史制作ワーキンググループ主査

柳下　福蔵

＜高専制度五十年史制作ワーキンググループ＞　　　　＜事務局＞

柳下　福蔵　　沼津工業高等専門学校 校長　　　　　国立高等専門学校機構 50 周年記念事業準備室

水谷　惟恭　　国立高等専門学校機構 参与　　　　　　後藤　宏平、園田　秋雄、三浦　新、

森野　数博　　呉工業高等専門学校 校長　　　　　　　鹿又　仁郎、宮倉　尚之、西田　範浩

柴田　尚志　　一関工業高等専門学校 校長　　　　　　　　

小山　幸弘　　旭川工業高等専門学校 事務部長

飯野　明　　　東京都立産業技術高等専門学校 教授

山田　弘文　　金沢工業高等専門学校 校長

木戸　能史　　サレジオ工業高等専門学校 事務長
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